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第 72回日本化学療法学会西日本支部総会
会期：2024年 11月 14日～16日
会場：神戸国際会議場・神戸ポートピアホテル
会長：掛屋 弘（大阪公立大学大学院医学研究科臨床感染制御学）

特別講演

1．ゲノム解析を基盤とした次世代ファージ療法
の開発

植松 智 1,2

1大阪公立大学大学院医学研究科ゲノム免疫学
2東京大学医科学研究所ヒトゲノム解析センターメタゲノ
ム医学分野
腸内細菌叢は，食物の消化を助け，宿主である私たちに
有益な代謝物を供給します。次世代シークエンサーの誕生
によって，腸内細菌叢の解析手法は，古典的な培養法から
ゲノム解析に変化しました。16S rRNA解析の導入によっ
て，属レベルまでの菌構成が比較的容易に分かる様になり，
感染症，炎症性腸疾患，肥満，糖尿病，癌そして精神疾患
など様々な疾患において腸内細菌叢の構成異常（dysbiosis）
が認められることが明らかになりました。dysbiosisでは，
微生物の多様性の変化や菌交代現象が観察され，その結果，
腸内細菌叢が宿主にもたらす有益な効果が損なわれ，炎症
などの有害な機能が付加され，ホメオスタシスが崩壊しま
す。これによって，健康障害のみならず，抗がん剤などの
薬の効果への影響，精神や情動への影響も報告され，腸内
細菌叢は，自己の身体状態を決定する重要な因子であるこ
とが認識されています。さらに最近では，炎症性腸疾患や
糖尿病などで，疾患の発症に直接関わる共生常在菌（patho-
biont）の存在も明らかになりました。疾患の新しい制御
法として，dysbiosisを是正したり，pathobiontを特異的
に制御，排除する方法が求められています。私たちの研究
室では全ゲノムシークエンスによるメタゲノム解析を実施
しています。高速での解析を可能とする相同検索ソフト
GHOST-MPをスーパーコンピュータ上で駆動させ，超高
速でメタゲノム解析を行うパイプラインを構築しました。
本講演では，構築した高速パイプラインの概要，それを用
いた腸内細菌叢の遺伝子の網羅的な解析から腸内細菌叢の
臓器機能を評価出来ることをお示しします。また，腸内細
菌に特異的に感染するウイルス「バクテリオファージ」の
メタゲノム解析も紹介し，ゲノム解析基盤を用いた次世代
ファージ療法に関して幾つかの疾患で重要な pathobiont
においてその応用例を紹介します。

2．バイオフィルムをターゲットにした創傷管理
仲上 豪二朗
東京大学大学院医学系研究科老年看護学/創傷看護学分野
褥瘡や糖尿病足潰瘍は，常に外部の病原菌に曝露されて

おり，創傷感染の予防が治癒の難治化を防止するうえで極
めて重要となる。クリティカルコロナイゼーション状態に
ある創傷は，創傷治癒の遅延以外には明確な徴候を示さな
いが，消毒薬の使用により治癒が促進されることから，細
菌の影響で治癒が遅れていると考えられている。近年，細
菌が形成するバイオフィルムとクリティカルコロナイゼー
ション，さらには創傷感染との関連性が指摘されている。
バイオフィルムが創底に存在する限り治癒が期待できない
ため，バイオフィルムの存在を踏まえた創傷治療，すなわ
ちバイオフィルムに基づく創傷治療の重要性が提唱されて
きた。
臨床現場において簡便かつ短時間で，非侵襲的に創傷バ
イオフィルムを可視化する染色技術を産学連携で開発した。
この技術は，ニトロセルロースメンブレンを創部に 10秒
間接着させてバイオフィルムの主要構成成分であるムコ多
糖類を採取し，メンブレンをアルシアンブルーで染色する
ことで，2分でバイオフィルムを可視化するものである。
動物実験および臨床における壊死組織検体を用いた基準関
連妥当性（Astrada A, et al., 2021）や壊死組織形成の予測
妥当性（Nakagami G, et al., 2017）の検証を行い，さらに
海外でもこの技術を用いた創傷治癒予測が報告されている
（Yu-Feng Wu, 2022）。バイオフィルムを可視化し効率的
に除去することで難治性創傷の治癒が促進される（Mori
Y, et al., 2019）。また，この技術を用いて糖尿病足潰瘍の
治癒促進効果をランダム化比較試験で検証し，良好な結果
を得ている（Astrada A, et al., 2024）。
今後の課題は，創傷治癒を遅延させるバイオフィルム形
成をいかに効果的に抑制するかにある。本講演では，創傷
および創周囲皮膚のマイクロバイオーム解析（Kunimitsu
M, et al., 2021）や創部ディスバイオシス動物モデルでの
検証結果を踏まえ，バイオフィルムのトータルマネジメン
トの未来像についても最新の研究成果を交えて共有する。

教育講演

1．慢性呼吸器感染症の管理 Up to Date
髙園 貴弘
長崎大学病院呼吸器内科
慢性呼吸器感染症として，現在もっとも頻度が高いもの
は，肺非結核性抗酸菌症（Non-tuberculosis mycobacteria
（NTM）症）であろう。NTM症の治療においては，AZM
の保険適応取得，間欠投与，ALISを含めて新たな治療選
択肢が出てきている。次いで頻度の高い慢性呼吸器感染症
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は，慢性肺アスペルギルス症（Chronic pulmonary aspergil-
losis（CPA））ではないだろうか。両疾患ともに難治性で
長期の治療期間を有する慢性呼吸器感染症である。さらに，
近年では NTMの治療経過中の CPA合併が注目されてい
る。これまで本邦では，CPAの基礎疾患として肺結核後
遺症が多かったが，近年は結核罹患率低下と NTM罹患率
増加も相まって，CPAの原因疾患としても NTM症が逆
転しつつある。結核後遺症とは異なり，NTM症の場合，
アクティブな感染が併発していることもあり，その治療に
は難渋する。CPA合併は，NTM症の予後規定因子でも
あり，CPAの発症を早期に的確に診断し，治療を導入す
ることが重要である。本教育講演ではそれぞれの疾患のマ
ネージメントのポイントについて解説する。さらに，両者
の合併についても，臨床的・基礎的側面から当教室のデー
タも交えアプローチしたい。

2．TDMを含めた抗真菌薬の適正使用
浜田 幸宏
高知大学医学部附属病院薬剤部

Antimicrobial Stewardshipの 1つとして，抗真菌薬の
適正使用支援（Antifungal stewardship；AFS）の概念も
注目されつつある。そのアウトカムは，医療費削減，相互
作用や有害事象の回避，TDMの実施率向上などが報告さ
れている。AFSを実施するにあたっては，様々なプロセ
スやアウトカム指標も報告されており，真菌感染症治療ガ
イドラインの作成とその活用，施設ガイドライン遵守を項
目立てて抗真菌薬適正使用のプログラム化を提唱している。
本シンポジウムでは，最新のエビデンスに基づいた知識と
実践的なスキルを日々の臨床現場に活用できるようポイン
トを絞って概説する。

3．ASTが知っておきたい小児領域の抗菌薬適正
使用

笠井 正志
兵庫県立こども病院感染症内科
【はじめに】小児の感染症治療において，抗菌薬は重要
な役割を担っています。しかし，小児特有の生理学的特徴
や薬物動態，そして薬剤耐性菌の増加は，抗菌薬の適正使
用を困難にしています。本講演では，薬剤師が小児領域の
抗菌薬適正使用において知っておくべき最新の情報を提供
します。
【講演内容（予定）】
1．小児の薬物動態と抗菌薬選択：小児の薬物動態は年
齢によって大きく変化します。適切な抗菌薬選択のために
は，小児の薬物動態を理解し，年齢に応じた投与量・投与
間隔を設定することが重要です。

2．小児特有の副作用と注意点：小児は，特定の抗菌薬
に対して特有の副作用を示すことがあります。代表的な副
作用とその対策について解説します。

3．主要な感染症と推奨される抗菌薬：小児に多い感染
症（中耳炎，肺炎，尿路感染症など）に対する推奨される
抗菌薬とその投与期間，注意点について解説します。

4．薬剤耐性菌の現状と対策：薬剤耐性菌の増加は，小
児感染症治療における大きな課題です。薬剤耐性菌の現状
と，薬剤師が抗菌薬適正使用に貢献できる対策について解
説します。

5．抗菌薬適正使用のためのチーム医療：抗菌薬適正使
用は，医師，薬剤師，看護師など多職種によるチーム医療
で推進されるべきです。薬剤師の役割と，他職種との連携
の重要性について解説します。
【まとめ】本講演を通して，薬剤師が小児領域の抗菌薬
適正使用について理解を深め，日々の業務に役立てていた
だければ幸いです。抗菌薬適正使用は，小児の健康を守る
ために不可欠であり，薬剤師の積極的な貢献が期待されま
す。

4．災害時の感染対策 現場では何が求められる
のか

泉川 公一 1,2

1長崎大学大学院医歯薬学総合研究科臨床感染症学分野
2長崎大学病院感染制御教育センター

2024年 8月 8日に宮崎県を襲った日向灘を震源とする
M 7.1の地震は，南海トラフ地震臨時情報を発出するにい
たり，全国民が地震の怖さを改めて認識した。わが国にお
いては，地震だけではなく，台風，大雨など，多くの自然
災害が頻繁に起こっており，まさに災害大国と言える。2024
年元旦に発生した能登半島地震では，多くの被災者が家を
追われ，災害関連死を入れると 300人以上の方が犠牲に
なっており，復興の道のりもまだまだ遠い状況にある。自
然災害が発生すると，我々，医療従事者は，それぞれのス
キルを活かし，被災地，被災者のために何らかの支援を行
うことになる。災害の種類，規模などにより，できること
は限られるかもしれないが，助け合うことはきわめて重要
なことである。これまでの東日本大震災，熊本地震などの
経験から，被災者が家を追われ，避難所などで集団生活が
始まると，様々な感染症が発生することが分かっている。
避難所における感染症対策として，一般の医療機関の院内
感染対策に近い対応ができれば感染症の蔓延を阻止するこ
とができる。これまでに，日本環境感染学会の有志が，災
害時感染制御検討委員会を立ち上げ，Disaster Infection
Control Teamをつくって備えてきた。今回の能登半島地
震は，チームにとって最初の本格的な活動となった。DICT
メンバーは，災害医療に精通しているメンバーばかりでは
なく，被災地ではじめて活動するメンバーも多くいた。余
震があるにも関わらず，現地へ来ていただいたし，多くの
後方支援もいただき，素晴らしい活動，活躍をしていただ
いた。本教育講演では，災害医療に関わったことのない医
療従事者が，感染対策としてどういったことができるのか
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を紹介したいと思う。そして，来るべき災害に，どのよう
に備えるか，共有できればと思う。

5．固形臓器移植の感染管理～予防と治療を中心
に

長尾 美紀 1,2

1京都大学大学院医学研究科臨床病態検査学
2京都大学医学部附属病院検査部・感染制御部
固形臓器移植患者では，免疫抑制療法の改善とグラフト
生着率の向上により，感染症と悪性腫瘍が重要な予後規定
因子となっている。また近年では移植後の長期生存と感染
症の診断精度の向上に伴って日和見感染症の発生頻度の増
加や病態の多様化が指摘されている。
臓器移植レシピエントは術前から長期にわたり免疫不全
状態であり，ひとたび感染症が起こるとしばしば難治性の
経過を辿る。したがって術前から社会復帰にいたるまで，
継続的な感染症対策が鍵となる。特に移植後数カ月は，手
術による解剖学的変化や強力な免疫抑制療法に伴い感染症
に対して脆弱（vulnerable）な状態が続く。そこで移植後
の感染リスクを評価するために，既存の感染症の治療，予
防投薬，ワクチン接種等の予防戦略を構築することを目的
とした移植前評価と周術期管理を適切に行う必要がある。
また，移植を受けた患者が感染症を疑う所見・症状を呈し
た場合は，早期かつ迅速な診断と積極的な治療を行う。
固形臓器移植後は様々な薬剤耐性菌や真菌，サイトメガ
ロウイルスによる難治性感染症がおこりうるが，本邦でも
それらに対する新規抗菌薬や抗ウイルス薬を使用すること
ができるようになってきた。本講演ではそれらの薬剤の使
いどころを中心に概説する。

6．感染と感覚の接点
保富 宗城
和歌山県立医科大学耳鼻咽喉科・頭頸部外科
上気道は，外界からの病原微生物の侵入門戸となり，感
染症の発症の起点となる。病原微生物は，鼻腔粘膜に定着
した後に咽頭炎や鼻副鼻腔炎，中耳炎などの非侵襲性感染
症を発症するほか，侵襲性肺炎や髄膜炎，敗血症などの侵
襲性感染症も発症する。上気道における病原微生物の保菌
-排菌・伝播-感染という過程は，上気道における感染制
御機構を考えるうえで重要である。鼻粘膜組織は呼吸器感
染防御機構の最前線に位置する一方，嗅上皮はウイルス感
染等による障害とその後の再生が繰り返され，感覚器とし
ての恒常性が維持されている。また，嗅上皮に存在する嗅
神経細胞（ORN）は，頭蓋内に直接交通しているという
解剖学的特徴から，鼻腔に侵入した病原微生物が非血行性
に中枢神経へ感染する。嗅上皮は嗅覚と感染防御機能の 2
つの側面を併せ持つ。
一過性受容体電位型（transient receptor potential：

TRP）チャネルは，脊椎動物に広く分布する非選択的カ

チオンチャネルであり，温度受容体としての機能のほかに，
化学的・物理的刺激を感受するセンサーとして多様な生体
機能に関与している。我々はこれまでに，TRPV1は前駆
細胞の増殖を刺激し ORNの再生を促進する反面，TRPV4
は前駆細胞の増殖を抑制し分化と増殖を調整することで，
嗅上皮の恒常性が維持されていることを明らかにした。ま
た，TRPV1と TRPV4はインフルエンザと肺炎球菌の重
感染モデルにおいて感染の重症化を制御すること，TRPV1
は嗅上皮再生を介して肺炎球菌の非血行性中枢神経感染を
制御することを見出した。
本講演では，TRPチャネルに着目し，上気道における
感覚受容体を介した新たな感染免疫制御機構について述べ
る。

7．深頸部感染症・頭頸部再建外科感染症の取り
扱い

玉川 俊次
和歌山県立医科大学耳鼻咽喉科・頭頸部外科
深頸部感染症は，咽頭炎・扁桃炎や歯性感染症を感染源
として，頸部間隙に細菌感染が波及し膿瘍や蜂窩織炎を形
成した状態である。一方，再建手術を伴う頭頸部悪性腫瘍
手術は咽頭腔と頸部間隙が広く交通した状態となるため，
口腔や咽頭に存在した微生物が頸部間隙へと侵入する。深
頸部感染症と頭頸部再建外科感染症はよく似た病態を呈す
る。
深頸部膿瘍や頭頸部再建外科感染症の取り扱いの基本は，
原因微生物の把握と外科的処置による排膿にある。さらに
頭頸部再建外科感染症の取り扱いでは死腔の開放，壊死部
位のデブリードメントなどのソースコントロールが必要と
なる。
深頸部膿瘍の原因菌としては口腔内常在菌が多く，Strep-
tococcus属などの好気性菌のほか Peptostreptococcusや Fu-
sobacteriumなどの嫌気性菌も関与する。そのため，必ず
嫌気培養を含めた細菌培養検査を行うことが肝要となる。
深頸部膿瘍は，CTなどの画像診断において膿瘍腔を確認
し，感染の進展経路に沿った，開放ドレナージを行う。特
に縦隔へと連続する副咽頭間隙，内臓間隙，頸動脈間隙，
咽頭後間隙は降下性縦隔洞炎へと進展する経路であり，感
染の進展を評価することが重要である。
頭頸部再建外科感染症も同様に原因菌の多くは，口腔内
常在菌であり感染予防抗菌薬や β ―ラクタマーゼ配合ペニ
シリン系抗菌薬が第一選択となる。また，抗菌薬治療とと
もに，感染巣に対して頸部外切開やデブリードメントによ
る外科的処置を行うことが必須と考える。

8．世界的に注意が必要な真菌感染症について
宮崎 泰可
宮崎大学医学部内科学講座呼吸器・膠原病・感染症・脳神
経内科学分野
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2022年，WHOが研究開発や公衆衛生上の取り組みにお
いて優先すべき病原真菌のリストを発表した。そのなかで
最重要としてリストアップされたのが，Cryptococcus neo-
formans，Candida auris，Aspergillus fumigatus，Candida albi-
cansである。次いで優先度の高いものとして，他のカン
ジダ種（C. glabrata，C. parapsilosis，C. tropicalis）やムー
コル，フザリウムなどが挙げられている。海外では HIV
患者のクリプトコックス脳髄膜炎が多く，また多剤耐性 C.
aurisのアウトブレイクもみられている。いずれも適切な
治療薬がない，あるいは抗真菌薬治療を行っても致死率が
高いことが問題視されている。アゾール系抗真菌薬が無効
のアスペルギルス症は極めて治療に難渋するため，アゾー
ル耐性 A. fumigatusの増加傾向は人類にとって重大な脅威
である。さらに，コロナ禍を経て，世界中の感染症の動向
が変化している。近年のグローバル化も踏まえ，国内でも
注意すべき真菌感染症について，現状と今後の展望を整理
してみたい。

9．ワクチン接種の意義と課題
渡邊 浩
久留米大学医学部感染制御学講座
獲得免疫は能動免疫と受動免疫に分けられ，能動免疫は
感染症の罹患やワクチン接種で得られ，受動免疫は母体由
来の抗体や免疫グロブリンによるものである。18～19世
紀のイギリスの医学者であるエドワード・ジェンナーによ
る安全性の高い種痘法の開発，発表などを経てワクチンは
世界的に普及していった。ワクチン接種をすることにより
人々は感染症に罹患せずとも免疫を得ることができるよう
になり，1980年にはWHO（世界保健機関）は当時人類の
脅威であった天然痘の世界根絶宣言をするにいたった。そ
れ以外にもポリオ，麻疹，風疹，水痘，破傷風など多くの
ワクチンを小児期から定期接種することにより感染症の発
生率を低下させ，高齢者へのインフルエンザ，肺炎球菌ワ
クチンなどの定期接種，医療従事者などへの職業感染予防
目的のワクチン接種，海外渡航者，移植患者に対するワク
チン接種など様々な状況でワクチン接種が推奨されている。
ワクチンは弱毒生ワクチン，トキソイド，不活化ワクチン
などに分類され，弱毒生ワクチンは他のワクチンに比べ効
果の持続が長いという長所があるが，稀にワクチン株によ
る感染が起こりうるという短所もある。また，2020年よ
り異なるワクチンの接種間隔のルールが「注射生ワクチン
どうしを接種する場合は 27日以上あけるが，他のワクチ
ンの組み合わせについては制限を設けない」に変更された。
ワクチンには稀ではあるもののアナフィラキシーショック
などのような重篤な副反応がでることもあり，副反応に対
する備えは常に必要である。また，接種後の副反応など安
全性の懸念より 2013年に積極的勧奨が中止され，ようや
く 2021年 11月より積極的勧奨が再開された子宮頸がんワ
クチンの事例もあり，ワクチンの効果と副反応についての

理解と周知が極めて重要である。本講演ではワクチン接種
の意義と課題について解説する。

10．胸部感染症の画像診断
岡田 文人
大分県立病院放射線科
肺感染症の確定診断には微生物学的検査が必須であるが，
感染症を示唆する呼吸器症状や炎症所見，および胸部単純
X線写真にて異常所見の出現を認めることができれば診断
は比較的容易であり，胸部 CTは必要ではない。
胸部単純 X線写真は，簡便で短時間での撮像が可能で，
被曝量が非常に少ないことなどから最初に行われる画像検
査である。しかし，胸部単純 X線写真正面像では，肺全
体の volumeの約 26%は縦隔や横隔膜などに重なるため，
同領域の病変は指摘困難となる。さらに，抗菌薬治療に反
応が乏しい場合，肺炎として非典型的な画像所見を呈する
場合，悪性腫瘍の存在，合併症の把握などが必要な場合な
どにおいては，胸部 CTが重要な役割を果たすことがある。
肺炎の診断には造影剤の使用は不必要であるが，膿瘍・膿
胸の診断や腫瘍性疾患との鑑別などの際には有用である。
感染症と鑑別すべき病態として，特発性器質化肺炎，薬
剤性肺障害，基礎疾患の増悪，肺水腫や腫瘍性疾患など，
様々な疾患が挙げられる。これらの病態においては，感染
症と治療戦略が全く異なっている。本講演では，胸部 CT
を用いて，感染症と非感染症との鑑別方法や，原因微生物
の推定方法などについて解説を行う。呼吸器感染症を疑う
患者と対峙した際の参考となり，臨床に少しでもお役に立
てればと願う。

11．口腔ケアによる SSI対策
延原 浩
県立広島病院歯科・口腔外科
【はじめに】周術期の口腔ケアは，術後感染性合併症の
予防効果を期待して 2012年に保険適用となった。しかし
ながら，当初はエビデンスに乏しく，肺炎予防を中心にわ
ずかな報告しか認められなかった。また，SSI予防に関し
ては口腔外科領域の報告に限られており，口腔から離れた
部位の SSIに対する口腔ケアの予防効果は疑問視されてい
た。われわれは，口腔ケアによる口腔の徹底した清掃と刺
激が，消化器外科領域の術後合併症に予防効果を示すと考
えて，積極的に口腔ケアに取り組んできた。今回の講演で
は，口腔ケアによる消化器外科領域の SSI予防について解
説し，患者指導の要点や今後の展望についても触れたい。
【口腔ケアによる SSI予防効果】膵癌 103例の分析によ
り，口腔ケア非介入は，多変量解析で術中輸血，soft pan-
creas等のリスク因子と共に，SSIのリスク因子として同
定された。大腸癌は，8施設 1,926例を傾向スコアでマッ
チング後の 1,480例（口腔ケアの有無 740例ずつ）で分析
した結果，口腔ケア介入群は非介入群と比較して有意に
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SSI発生率が低かった（8.4% vs 15.7%，P＜ .001）。
【口腔ケアによる SSI予防のメカニズム】口腔細菌と腸
内細菌の密接な関連が報告されており，嚥下された歯周病
原菌により腸管の dysbiosisが生じ，それに続く bacterial
translocation（BT）の発生が示唆されている。口腔ケア
による口腔細菌叢の制御が，腸管からの BTを抑制し，さ
らに口腔（歯周組織）からの BTも抑制したことで，消化
器外科の SSI予防に寄与した可能性が考えられる。

SSIのリスク因子のひとつに，術前に存在する遠隔感染
（尿路感染，呼吸器感染など）があり，術前の治療が推奨
されている。歯周病は，軽症まで含めると罹患率が高く無
症状で進行する場合が多いため，今後は術前に口腔内に存
在する SSIリスク因子の一つとして対応する必要があると
考える。

12．臨床でよくみる寄生虫感染症
丸山 治彦
宮崎大学医学部感染症学講座寄生虫学分野
日本国内で寄生虫感染症全体がどのくらい発生している
かという統計は残念ながら存在せず，感染症法と食品衛生
法に基づいた届出が把握されているのみである。近年の届
出数では，アメーバ赤痢が年間 500例ほどで最多，次いで
アニサキス症の 300～400例，マラリア，エキノコックス
症，ジアルジア症，クリプトスポリジウム症は，それぞれ
年間 50例未満である。これらはあくまで届出数なので実
数はもっと多いと考えられるが，推計の方法は限られてい
る。一方で，発表者の所属する宮崎大学医学部寄生虫学で
は抗寄生虫抗体検査と形態・遺伝子検査を実施しており，
主に抗体検査が有効な蠕虫症（組織侵入性のある吸虫症，
幼条虫症，体内移行をともなう線虫症）についてはある程
度の発生数の把握ができている。これによると，動物由来
回虫症と肺吸虫症が年間 30例程度，その他の蠕虫症が年
間 10例未満である。さらに，発表者はいわゆる熱帯病治
療薬研究班の研究代表者であることから，未承認薬治療の
対象になるマラリア，トキソプラズマ症（非 HIV感染），
肝蛭症の情報も集積している。これらの年間症例数は，マ
ラリアと肝蛭症が年間 10例未満，トキソプラズマ症で
10～20例である。本講演では，以上の疾患のうち，非 HIV
感染のトキソプラズマ症，動物由来回虫症，肺吸虫症，肝
蛭症の最近の動向を中心に紹介する。それぞれの特徴をひ
とことであらわすと，非 HIV感染のトキソプラズマ症は
血液疾患に対する骨髄移植後の症例が多く，動物由来回虫
症と肺吸虫症は全体の数は減りつつも若年層の比率が増加，
肝蛭症は増加の兆しありとなる。寄生虫症の発生は今後も
ゼロになることは考えられず，数は少なくとも常に遭遇す
る可能性はある。職種にかかわらず，どのような場合に寄
生虫症を想起すべきで，どう対処すればいいのかを把握し
ておく必要があろう。これまで以上に，検査診断治療体制
を整備維持していくことが重要であると考えられる。

13．開業医の呼吸器感染症診療
中浜 力
中浜医院
内科・小児科開業医として従事して 32年が経過したが，
その間に感染症診療における開業医の役割はより重要に
なったと感じる。感染症は最も日常的な疾患群であるが，
時に新型インフルエンザや新型コロナウイルスなど新興感
染症の流行時には外来は情報錯綜する最前線に変貌する。
当院の感染症は約 30種に及ぶが，その 3/4は呼吸器が

占め，次いで消化器，耳鼻，皮膚の順である。その中で成
人市中肺炎は，以前は年間に 30～40例を経験していたが，
小児の肺炎球菌と Hibワクチンの接種開始後は著減して
いる。これら感染症例の多くは軽症であるが，その中にも
時にはレジオネラ肺炎や劇症型溶連菌感染症，細菌性心内
膜炎などの重症疾患も存在し，診断治療には細心の注意が
求められる。

PCでの感染症診療では種々の疑問に当たることが多く，
その疫学的検証や解決策の模索は，感染症医に求められる
職責と考える。過去には“市中肺炎の外来治療”や“PC
での NHCAP治療”，“抗菌薬の適正使用”，“抗菌薬の供
給問題”，“第 3世代セフェム薬の有用性”，“PCでの
COVID-19診療”などの検証を試み，時には“市中肺炎患
者の満足度調査”や“FOMによる単純性膀胱炎治療”な
ども検証した。これらの臨床研究の多くは，旧知の大学や
病院の先生方からのご指導やご協力，そして各製薬会社の
協力なくしては達成できなかった。
これらの経験を通しての開業医の感染症診療の特徴とし
ては，PCでは病院診療と比較して重篤な基礎疾患をもっ
た患者の比率が非常に少ないため，標準的な治療法で十分
な有効率が得られる。さらに外来・在宅治療という条件下
では，医療経済性を含めた診断・治療法を創意工夫するこ
とが必要である。しかしその一方で，多くの軽症感染症の
中から耐性菌感染症や重症感染症を見落とさない診断精度
と，時期を逸することのない的確な入院判断が開業医には
求められる。

14．NGSの臨床現場での活用法～NGSでできる
こと

松村 康史
京都大学医学部附属病院検査部・感染制御部

Next-generation sequencing（NGS）の技術は，塩基配
列を解読するシーケンスそのものと，解析（Bioinformatics）
に分けられる。前者であるシーケンス技術の進歩により，
シーケンス用ライブラリー作成の簡略化，コストダウン，
データ量の増加，正確性の向上がなされた。また，解析に
ついても，これまで専門的なコマンドライン操作が必要
だったものが，簡便な解析プラットフォームや一定の処理
を一括して行うパイプラインの開発により，簡便に，また
ある程度標準化された解析も可能になり，臨床現場におけ
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る応用へのハードルが下がってきている。
NGSの臨床現場における活用例としては，全ゲノム解
析（WGS）による同定困難な微生物の菌種決定，薬剤耐
性菌等の耐性機序や分子疫学解析，院内感染対策のための
水平伝播の判定がある。培養陰性検体や血液などの臨床検
体から直接，16sメタゲノム，ショットガンメタゲノム，
あるいはターゲットエンリッチメントを併用したメタゲノ
ム解析により，菌種や耐性遺伝子を網羅的に検出する手法
も試みられている。リアルタイムシーケンシングが可能な
シーケンサーによる，菌種や薬剤耐性の迅速同定も研究さ
れている。
これらの NGS解析は既存の手法と比べ感度，網羅性，正
確性などにおいて優れている可能性が示唆されている一方
で，研究用試薬を用いた検査としての位置づけにとどまっ
ていることに留意する必要がある。特に，NGS解析は標
準化や品質管理が不十分であるため，用いられた手法を正
確に理解し結果を解釈する必要がある。

15．抗酸菌研究の最前線
松本 壮吉
新潟大学大学院医歯学総合研究科細菌学分野/新潟大学医
学部細菌学教室
抗酸菌による疾患は，三大感染症の一つで，現在も毎年

100万以上の人命を奪っている｢結核｣，本邦を含む先進国
でも罹患率が上昇し，難治性で社会的な問題になっている
｢非結核抗酸菌（NTM）症｣，インドやインドネシアなど
の一部の国でいまだ蔓延を認める｢ハンセン病｣などがある。
投薬期間が長期におよぶことは，抗酸菌症の治療におけ
る根本的な問題となっている。治療法が確立されている結
核やハンセン病においても，少なくとも半年間の継続した
投薬を要する。NTM症においては，キードラッグとなっ
ているマクロライド系薬剤以外に十分に有効な治療薬がな
く，現在の投薬推奨期間は年単位に及んでいる。抗酸菌症
の治療期間を短縮できる薬剤，特に NTM症薬の開発は，
喫緊に希求される状況にある。
予防や診断における問題には，BCGワクチンの経時的
な効果の減衰や，成人の肺結核の予防効果が不充分である
こと，結核菌感染者は人類の 17億人におよぶが，発症リ
スクの判定が難しいことなどがある。発症者のみが結核の
感染源となることから，発症傾向のある無症候感染者を特
定して予防投薬を行うことは非常に有効なコントロールと
なるが，それを判定できる診断法がこれまで開発できてい
ない。また NTMの感染は，基本，環境からの曝露による
と考えられているが，感染源が十分に特定されておらず，
感染対策の設計が難しい。
このような抗酸菌症に関する問題があるなかで，抗酸菌
研究は課題を克服するために基盤になることが期待される。
本会では，抗酸菌症の治療期間の長期化に関わる，抗酸菌
に特有の休眠機構や，結核の潜在化と発症のマーカーなど

について最近の知見を紹介させていただく。

16．市中病院と大学病院の両面からみた抗菌薬適
正使用支援（AS）活動

竹末 芳生 1,2

1常滑市民病院感染症科
2兵庫医科大学感染制御学
従来，大規模病院での活動が焦点となったが，市中病院
では血液疾患や移植は少なく治療内容や扱う感染症など異
なっている。中規模病院での ASについて大学と比較した。
1．介入基準：無菌部位からの菌検出，耐性菌検出，C. dif-
ficile感染，特定抗菌薬開始（広域，TDM，抗MRSA薬，
抗真菌薬），抗菌薬長期が対象となる。大学では症例数が
多く，介入する耐性菌や広域抗菌薬の範囲は限られてくる
が，中規模病院ではより広く対応可能であった。2．AS
活動の頻度：兵庫医大では就業日は連日病棟ラウンドを
行ったが，市民病院では週 2回のミーティングでのカルテ
介入とした。血培陽性，耐性菌検出，コンサルト対応は，
専従医師による即時対応を行った。3．抗菌薬使用量調査：
病院感染に主に使用するカルバペネム，TAZ/PIPC，4世
代セフェム等，キノロン注における DOT/100患者日は，
大学病院 11，市中病院急性期病棟 7（全病院全体 4）と差
を認めた。一方，市中感染に主に使用する CTRX，SBT/
ABPC，マクロライド注は，大学は 5，市民病院は 12と
逆転した。質的評価として，前者広域薬での 3：3：3：1
の黄金比率を目指した使い分けは，病院機能で差がなく指
標となる。4．真の菌血症：大学は CNS，黄色ブドウ球菌，
大腸菌，腸球菌，カンジダ属がトップ 5であった。一方，
市民病院では大腸菌 30%，黄色ブドウ球菌 14%，連鎖球
菌 12%，肺炎桿菌 9%，腸球菌 8%であり，CNSやカンジ
ダは低率であった（市中感染からの高率な 2次性菌血症や
低い中心静脈ライン使用率が反映）。5．多剤耐性菌検出率：
両者で有意差を認めなかった。ただし ESBL産生肺炎桿
菌は大学で高率となった以上より，市中病院と大学病院で
は異なった抗菌薬カテゴリー別のベンチマークが必要であ
る。地域連携においてサーベイランスでの目標値設定によ
る AS活動評価が勧められる。

17．ワンヘルスと薬剤耐性菌感染症
山﨑 伸二
大阪公立大学大学院獣医学研究科
ペニシリンが発見されて以来，次から次へと新たな抗菌
薬が発見，実用化され細菌感染症の治療に大きく貢献した。
一方，新たな抗菌薬の発見，実用化は新たな耐性菌の出現
へとつながりイタチごっこが繰り返されている。また，抗
菌薬は人の感染症治療のみならず，獣医学領域においても
様々な目的で用いられている。例えば，愛玩動物や家畜，
さらには養殖魚などの治療，感染予防あるいは成長促進を
目的に抗菌薬が使用されている。人のみならず愛玩動物や
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家畜，あるいは養殖魚などに使用された抗菌薬は環境中に
も放出され，環境中においても耐性菌の選択圧にも関わる
ことが考えられる。さらに，抗菌薬の使用は耐性菌のみな
らず，薬剤耐性遺伝子の増幅や環境への拡散へとつながり，
薬剤耐性菌問題は人，動物，環境を含めたワンヘルスの概
念に基づき対応することが重要である。
家畜への抗菌薬使用が人医療現場で問題となった事例と
して，アボパルシンとバンコマイシンの例がある。アボパ
ルシンは家畜の成長促進剤として多用され，アボパルシン
とバンコマイシンは構造類似性があることから交差耐性を
示し，バンコマイシン耐性の腸球菌の出現につながったと
考えられている。また，カルバペネマーゼを含む ESBL
産生菌の出現・拡散も獣医領域で使用されていたセフェム
系抗菌薬が一因となった可能性も指摘されている。一方，
ESBL遺伝子はプラスミド上に保持されていることが多く，
薬剤耐性菌の拡散は菌そのものの場合もあるが，実はその
多くは薬剤耐性プラスミドの拡散が，耐性菌の出現・拡散
へとつながっている可能性も指摘されている。さらに，多
剤耐性菌感染症治療の最後の砦と呼ばれていたコリスチン
に対する耐性遺伝子がプラスミド上に見つかり世界を震撼
させた。現在，コリスチンは家畜への使用が禁止されてい
る。このような背景のもと，本講演では，薬剤耐性菌感染
症を如何に制御するかについてワンヘルスの概念に基づき
述べる。

感染症入門講座

1．STDの最近の知見
大路 剛
神戸大学大学院医学研究科感染治療学分野
性行為感染症は，口腔，外性器，内性器，肛門など自体
に病変をきたすものとそれ以外の臓器感染が問題となるも
のに大別される。前者の例としては，梅毒，性器クラミジ
ア，淋菌などが性行為に特徴的な病原菌と言える。日本で
はまれであるが軟性下疳（Haemophilus ducreyi）などの病
原微生物も国外感染の場合には問題となる。また，性行為
に使用する臓器以外の感染症としては，肝炎の原因微生物
としては A型肝炎，B型肝炎，C型肝炎，更には各種ヘ
ルペス属への初感染などが挙げられる。また原虫としては
肝臓，腸管には赤痢アメーバが原因微生物となる。また
HIVも代表的な性行為感染症である。1つの STDを発見
した場合は，他の STDも調べることで早期発見，早期治
療ができる。特に繰り返し流行する梅毒は早期からブドウ
膜炎による視力低下などの合併も問題となる。性行為感染
症診療にあたる場合は眼科医のみならず，梅毒を診断した
場合は視力低下にも注意することが必要である。

2．基本をおさえる：耳鼻咽喉科クリニックでの
グラム染色の活用と意義

前田 稔彦
まえだ耳鼻咽喉科クリニック

2024年度の診療報酬改定により，AWaRe分類を活用し
た抗菌薬適正使用体制加算（5点）が新設された。本邦は
諸外国に比べ，ペニシリンの使用割合が低い一方，第三セ
フェム・マクロライド・キノロン系抗菌薬の使用割合が高
い。この加算は本邦の経口抗菌薬処方における偏在の改善
を目的とした加算と考えられる。しかしながら，加算を目
的に，単純に Accessに分類される抗菌薬の使用を増やす
のであれば，本来の適正使用の理念から逸脱しかねない。
私たちはグラム染色の活用はこの加算を踏まえた抗菌薬の
適正使用のための科学的根拠を提供できると感じている。
当院では 2004年から，外来診療にグラム染色検査を活
用している。グラム染色は 10分程度の簡便な操作で結果
が得られる。その検査結果はリアルタイムに処方に活かさ
れるだけでなく，その場で患者や保護者にグラム染色画像
を示して，推定される原因菌や処方される薬の根拠の説明
に活用されている。グラム染色を診療に導入した結果，徐々
に保護者などから抗菌薬を求められることはなくなり，現
在では抗菌薬の処方頻度は導入前の 1/7に減少した。また，
処方される抗菌薬の種類は大きく変化した。
しかしながら，耳鼻咽喉科を標榜している当院にはマク
ロライド少量長期療法が有用な慢性鼻副鼻腔炎患者が常時
一定数受診している。そのため，当院のWatchの比率は
潜在的に高いと思われ，抗菌薬適正使用体制加算の要件を
満たさないだろうと予想していた。ところが，直近 6カ月
の解析では Accessに分類されるペニシリン・第一世代セ
フェム系の処方割合は 60%を超え，加算の算定要件をク
リアしていた。プライマリケアが主となる外来診療であれ
ば，グラム染色の結果を処方に活かすことで，経験や継続
性に頼ることのない，一定の科学的裏付けに基づく抗菌薬
処方が達成され，同時に加算要件に求められる抗菌薬の選
択率も高くなると考えられる。

3．感染症専門医が知っておきたいワクチンの知
識

篠原 浩
京都大学大学院医学研究科臨床病態検査学
本講演では，現在日本で利用可能なワクチンの知識を整
理し，臨床現場で活用できることを目標とする。主に成人
に対するワクチンの考え方を扱い，成人への個別化された
ワクチン戦略を立てるのに重要な，3つのトピックに沿っ
て知識をまとめる。
まず 1つ目のトピックは何らかの事情で該当するワクチ
ンを接種できていなかった，いわゆるキャッチアップ接種
の重要性である。特に麻疹・風疹・水痘・流行性耳下腺炎，
ならびに子宮頸がんワクチンはこのトピックにおいて重要
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な疾患であるが，それ以外の疾患に対するワクチンについ
ても接種されているかを確認することは重要である。例え
ば，破傷風ワクチンの定期接種化は 1968年（昭和 43年）
で，それ以前の生まれでは破傷風ワクチンを接種されてい
ないことがほとんどである。各々の年代でどのようなワク
チンを考えるべきか，ピットフォールを含め紹介する。

2つ目は多様化する免疫不全患者へのワクチン接種であ
る。悪性腫瘍やリウマチ性・自己免疫性疾患に対する治療
選択肢の多様化により，その結果生じる免疫不全について
も多様化している。免疫不全者に対するワクチンは疾患を
予防する非常に強力な手段である一方，効果が減弱する恐
れがあることや，その患者におけるリスク評価についても
十分な情報がないことなどから，推奨するワクチンについ
て悩むことも多い。免疫不全者に対するワクチン接種につ
いて，考え方の原則をまとめる。

3つ目は新しく承認されたワクチンの使い方である。帯
状疱疹ワクチンや，髄膜炎ワクチン，価数を増やした結合
型肺炎球菌ワクチン（PCV-15，PCV-20），腸チフスワク
チンなどが近年新たに国内承認された。これらワクチンの
使い所や注意点についてまとめる。
本講演が，世代や背景に応じた個別化したワクチン戦略
を考える上での一助となれば幸いである。

4．海外渡航後の発熱患者の診かた
的野 多加志
佐賀大学医学部附属病院感染制御部
コロナ禍で途絶えていた国際的な人流が再開し，近年輸
入感染症が増加している。帰国後の発熱患者を診る上で最
も留意すべきは，国や地域によって流行している感染症が
大きく異なるという点である。発熱性の熱帯感染症の主症
状は，インフルエンザ様症状であり，特徴的な症状や身体
所見が乏しいことも多い。また，重複感染をきたしている
こともあるため，しばしば診断に難渋する。
適切な診断・治療を行うためには，国と地域，潜伏期間，
曝露リスクを中心とする詳細な病歴を聴取し，網羅的な鑑
別を挙げることが特に重要である。要するに，渡航した国
と地域の詳細を聴き，潜伏期間を意識した鑑別を挙げる。
さらに，講じた予防策（ワクチン，防蚊対策，予防内服），
渡航形態や宿泊場所をはじめ，各種曝露歴（飲食歴，淡水
曝露歴，動物曝露歴，節足動物曝露歴，性行為歴）ならび
に同行者の体調など病原体を意識した詳細な病歴を聴取す
るのだ。
帰国後の発熱患者における診断エラーは予後不良な転帰
に繋がりうる。そのため，ウイルス性出血熱→マラリア→
デング熱（チクングニア熱やジカウイルス感染症も含む）
→その他（腸チフス・パラチフス，レプトスピラ症，リケッ
チア症など）と致死的な疾患から順に否定するような診療
の型を作っておくのも一手である。グローバル化が進む時
代における帰国後発熱患者の診かたについて，特にマラリ

アやデング熱など代表的な疾患の各論も交えて概説する。

5．感染症治療における薬剤師が関わる抗微生物
薬の適正使用と適正選択

酒井 義朗 1，内藤 哲哉 1，天本 雄大 1，樋口 恭子 1，
森田 真介 2，片山 英希 2，三浦 美穂 2，渡邊 浩 2

1久留米大学病院薬剤部
2久留米大学病院感染制御部
薬剤耐性（Antimicrobial Resistance，AMR）対策は日
本を含めて世界中で取り組みがなされている。AMR対策
の一つに抗菌薬の適正な使用が挙げられる。その中で，近
年は多くの病院で抗菌薬適正使用支援チーム（Antimicro-
bial Stewardship Team，AST）が組織され，感染症の予
防，診断，治療に関して取り組みを行っている。ASTに
おいては医師，薬剤師，検査技師，看護師がメンバーとな
るが，その中で薬剤師は中心的な役割を担っている。「薬
剤耐性（AMR）対策アクションプラン 2023-2027」におい
て，ASTが取り組むべき内容として，以下の活動が掲げ
られている。
・抗菌薬適正使用の推進に資するガイドライン・マニュ
アルの整備
・抗菌薬適正使用の推進のための診断，治療に関わる規
制の検討
・医療機関における抗菌薬適正使用体制の整備支援
ASTに関わる薬剤師は抗菌薬の選択においてはアレル
ギー，用法・用量，初回負荷投与，肝・腎機能，相互作用，
溶解方法，投与ルート，投与時間，血中濃度，副作用等，
多くのことを確認し，治療開始後は治療効果や副作用，治
療期間の確認まで必要となる。
加えて，薬剤師は院内の委員会等にも参加することで，
抗菌薬の採用やクリニカルパスにおける抗菌薬の確認，適
応外使用の把握と対応にも関わることが求められる。さら
に AST以外の薬剤師，特に病棟業務に従事する薬剤師は
日頃より AMR対策と感染症治療の支援，抗菌薬適正使用
について関わることが重要となる。
今回の感染症入門では大学病院の薬剤師が抗菌薬の適正
使用と適正選択において関わる活動を通して考える，その
ポイントとピットフォールについて発表を行う。

6．非結核性抗酸菌感染症診療の基本と応用
伊藤 穣
名古屋市立大学大学院医学研究科呼吸器・免疫アレルギー
内科学
非結核性抗酸菌（nontuberculous mycobacteria，NTM）
は水や土壌などの環境生育菌で，診断にあたっては臨床検
体への混入や気道などへの腐生と感染症との鑑別が必要で
ある。肺 NTM症では合致する画像所見のほか 2回の喀痰
培養陽性が細菌学的診断基準となっており，菌種同定，診
断に時間を要する。しかし，診断が確定してもその後の喀
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痰培養が陰性（菌陰性化）となる症例もあり，治療を行わ
ずに注意深く経過観察する（watchful waiting）ことが許
容されており，多くは早期診断を必要としない。一方，肺
NTM症のうち病勢が進行する可能性が高い空洞病変を有
する場合や喀痰塗抹陽性例，播種性 NTM症などの重症例
では診断後早期に治療介入する。国内で患者数の多いMy-
cobacterium avium症とM. intracellulare症では核酸増幅法
で迅速に菌種同定が可能であり，両者をあわせたM. avium
complex（MAC）症の補助診断検査であるMAC抗体陽
性と 1回の培養陽性での菌種同定で暫定的にMAC症の診
断が可能である。標準治療としては CAMもしくは AZM
＋EB＋RFPの多剤併用が基本で，空洞例などの重症例で
は AMKもしくは SMの注射剤を併用する。NTM症の治
療薬の選択にあたり薬剤感受性検査は必要で，培養に 1週
間以上要する遅発育菌と 1週間以内に培養される迅速発育
菌それぞれに対応した感受性パネルで検査を行う。多くの
初回治療例では感受性菌であり標準治療での対応が可能で
あるが，M. abscessus症ではマクロライド薬の誘導耐性の
有無を確認したうえで治療薬を選択する。標準治療が確立
していないまれな菌種では感染症か否かの評価のうえ薬剤
感受性検査に基づき治療薬を選択する。排菌持続もしくは
再発した肺MAC症ではリポソーム化アミカシン吸入薬の
追加治療が行われるようになったが，マクロライド薬に耐
性のMAC症などの難治化した慢性 NTM症に有効な 2次
治療薬は明らかではなく，初回治療の際に適切に介入する
ことが重要である。

7．症例報告の書き方
井本 和紀 1,2,3,4

1大阪公立大学大学院医学研究科臨床感染制御学
2大阪公立大学医学部附属病院感染症内科
3大阪公立大学医学部附属病院感染制御部
4大阪国際感染症研究センター
発表者は大阪市立大学医学部医学科を卒業後，2年間の

臨床研修とその後市中病院の呼吸器内科で 3年間の臨床経
験（うち 1年間は大学院の 1年生を兼ねていた）を積んだ。
医師 6年目で大学院生として大阪市立大学大学院（現・大
阪公立大学大学院）・臨床感染制御学/大阪市立大学医学
部附属病院（現・大阪公立大学医学部附属病院）・感染症
内科へ戻り，臨床を継続しつつ，基礎研究・臨床研究を行
い，現在医師 12年目となる。市中病院に在籍していた 5
年間では学会発表はわずか数回程度，論文は和文・英文と
も執筆経験が全くなかった。大学に戻ってからは上司の指
導もあり，英文で 6つの症例報告を行ってきた。症例報告
の書き方を教授できるほどの知識・経験はないものの，発
表者が論文化した実際の報告について症例報告にいたるま
でのプロセス，論文の書き方，論文投稿，アクセプトまで
の経過についてお話する。

8．抗微生物薬の TDM
吉長 尚美
近畿大学病院安全管理センター感染対策部
感染症治療における抗菌化学療法の最適化のために，い
くつかの抗微生物薬では Therapeutic Drug Monitoring
（TDM）が推奨されている。
それぞれの抗微生物薬には，病態に応じて初期投与設計，
初回 TDMの実施時期，目標値が設定されている。日常の
抗菌薬適正使用支援（AS）業務の中で，臨床医によって
はこれらの認識が十分とは言えない場合もある。このため，
初期投与の段階から ASチームが関与していくことが非常
に重要である。
適切な TDMを実施するためには，得られた薬物血中濃
度を評価する必要がある。現場で薬物血中濃度が適切なタ
イミングと手法で採血され，その採血時間を解析者や主治
医が確認することができるシステムの構築が必要である。
一般に，設定されている目標値はその薬物血中濃度が定
常状態に到達した段階でのものである。測定されたタイミ
ングにおける薬物血中濃度から TDM解析を行い，定常状
態到達時の薬物血中濃度を予測し，用法用量の修正立案を
行う。最近は，ベイズ推定による薬物動態解析ソフトウェ
アが普及している。高度肥満など母集団とパラメータが異
なると考えられる症例を扱う場合や，薬物相互作用を有す
る薬剤を併用している場合などは特に，慎重な評価を要す
る。ベイズ推定は，早いタイミングでの用法用量の最適化
を可能とするが，最尤値を推定するため母集団パラメータ
の影響を受けることに注意が必要である。本シンポジウム
では，ベイズ推定の詳細や TDMの考え方について紹介し
たい。

9．ダニ媒介感染症 最近の話題
忽那 賢志
大阪大学大学院医学系研究科

COVID-19の流行により，新興再興感染症の脅威が改め
て認識された。ダニ媒介感染症も近年様々な新興ウイルス
が発見されており，日本国内でもエゾウイルスやオズウイ
ルスの感染者が報告され話題となっている。
日本国内で感染しうるダニ媒介感染症として，つつが虫
病，日本紅斑熱，重症熱性血小板減少症候群（SFTS），
ライム病，Borrelia miyamotoi感染症，ダニ媒介性脳炎，ヒ
ト顆粒球アナプラズマ症などがある。特に日本紅斑熱は近
年増加傾向にあり 2023年には年間 500例を超えた。つつ
が虫病は年間 400～500例，SFTSは年間 100例程度が報
告されており，これら 3つの疾患は特に流行地域において
は臨床医が診療する機会も多いと考えられる。

2024年 6月にファビピラビルが SFTSに対する治療薬
として承認された。厚生労働省の「SFTS診療の手引き」
では「禁忌に該当しないことを確認し，できるだけ早期に
使用することを検討する」と記載されている。
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近年，マダニが保有するウイルスを探索する研究が行わ
れており，ヒトでの感染例は報告されていないもののマダ
ニが保有することが分かっているウイルスが多数見つかっ
ている。これらのことからは，まだ診断されていない新興
ウイルスによるヒトでの感染症が潜在している可能性が示
唆される。我々は，全国のマダニ刺咬後に発熱を呈した症
例のうち確定診断がつかなかった症例を登録するレジスト
リを構築しており，症例情報や検体を集積し，既知の病原
体だけでなく未知の病原体も探索している。

10．POCTの特性と使い方
山本 正樹
京都大学医学部附属病院検査部・感染制御部
臨床現場即時検査（Point of care testing：POCT）とは，

「被験者の傍らで医療従事者が行う検査であり，検査時間
の短縮および被験者が検査を身近に感じるという利点を活
かし，迅速かつ適切な診療・看護・疾患の予防・健康増進
等に寄与し，ひいては医療の質を被験者の QOL（Quality
of life）に資する検査」と定義されている（日本臨床検査
自動化学会）。POCTはその名称の通り医療現場でリアル
タイムに行う検査であり，ポータブル分析器や迅速診断
キットなど，POCT対応装置を用いて検査が行われる。こ
れには血液ガス分析装置を含め，様々な分野の検査が含ま
れる。
感染症分野においても，病原体検出のためのイムノクロ
マト法を原理とした抗原検査に始まり，多くの検査が開発
され，迅速診断・迅速治療に寄与してきた。COVID-19パ
ンデミックにおける病原体遺伝子検査の活躍は記憶に新し
いところであり，近年の技術革新により核酸増幅検査も
POCTとして利用できるようになってきている。比較的
大規模な医療施設における救急医療や，院内感染対策等へ
の活用だけでなく，簡便性・携帯性を活かした診療所や訪
問診療，介護施設での使用も可能であり，今後ますます
POCTの重要性が増し，活躍の場が拡がっていくことは
想像に難くない。
このようにメリットの多い検査である一方で，POCT
もあくまで臨床検査の 1つであることを十分認識しておく
べきである。つまり，適切に運用し有効活用するためには，
検査精度の担保が必要不可欠であり，簡便性ゆえの不適切
な使用に注意を払う必要がある。本セッションでは，感染
症分野において POCTがどのように活用され，どういっ
た点に注意が必要かについて概説したい。

11．細菌感染症診断の基本的な考え方
井口 光孝
名古屋大学医学部附属病院中央感染制御部
感染症治療の成否は診断の正確さに大きく依存する。本
講座では，主に細菌感染症に焦点を当て，感染症医の思考
プロセスや注意すべき点について，【Key phrase】を意識

しつつ診療の時系列に沿って説明してみたい。
【感染症診療の三角形】
【CRP，Procalcitonin＜Vital signs】
【Empirical therapy≠広域】
【QC（Quality Control），TAT（Turnaround time）】
【感度・特異度＜ベイズ推定】
【強い（弱い）抗菌薬】

12．嫌気性菌を知る
田中 香お里 1,2,3,4

1岐阜大学糖鎖生命コア研究所糖鎖分子科学研究センター
2岐阜大学高等研究院科学研究基盤センター嫌気性菌研究
分野
3岐阜大学連合創薬医療情報研究科
4岐阜大学高等研究院微生物遺伝資源保存センター
嫌気性菌といえば，原理的には偏性嫌気性菌をさすが，
偏性嫌気性菌は未だ大気に酸素が存在しない時期に誕生し
た地球上で最も古い生物である。酸素のない環境で生きる
偏性嫌気性菌にとって酸素は毒であり，酸素を約 20%含
む通常の大気環境下では基本的に増殖できず，死滅してい
く。しかしながら，陸上，水中の土壌や汚泥などの自然環
境に分布しているほか，ヒトを含めた動物にも常在菌叢の
構成菌として広く分布している。特に口腔，腸管では主要
な構成菌群であり，下部消化管の主要な偏性嫌気性菌であ
る Bacteroidesは，“大腸”という名前を冠している大腸菌
の 10～100倍量存在している。一般好気性菌として扱われ
ている大腸菌は，通性嫌気性菌というカテゴリーに入る。
通性嫌気性菌という言葉は時に紛らわしく，（偏性）嫌気
性菌と混同されることがあるが，酸素を含むようになった
大気環境に順応して通常の大気環境下で良好に発育・増殖
できるようになった菌群である。大腸菌の他，黄色ブドウ
球菌など多くの菌種がこのカテゴリーに入っている。
嫌気性菌感染症には，ボツリヌス症，破傷風，ガス壊疽，

CDIなど感染菌の産生する外毒素により特徴的な症状を
示す外因性感染症と常在菌による内因性感染症がある。日
常的に多くみられるのは内因性である。粘膜の破綻に起因
する化膿性の疾患では常在菌を構成する複数の偏性嫌気性
菌と通性嫌気性菌が分離される。頭頸部・胸部では，口腔
内の常在菌に由来する脳膿瘍やときに侵襲性の強い降下性
壊死性縦隔炎もみられる。腹腔内感染症で最も良く分離さ
れる Bacteroidesは膿瘍形成能を持ち，幅広い基質特異性
を持つ β ―ラクタマーゼを高率に産生する。また，歯周病
菌として知られる Porphyromonas gingivalisとアルツハイ
マー病，Fusobacterium nucleatumと大腸がんなど，常在菌
叢を構成する一部の菌種は近年感染症以外の疾患の増悪因
子としても注目されはじめている。
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13．理論も含めた PATの使い方
尾田 一貴
熊本大学病院薬剤部
バンコマイシンは，メチシリン耐性黄色ブドウ球菌感染
症の治療薬であり，濃度依存的な殺菌作用と腎毒性を持つ
ため，治療薬物モニタリング（TDM）が重要である。バ
ンコマイシン TDMにおける薬物濃度の指標は，近年，血
中濃度-時間曲線下面積（AUC）が重要であることが報告
され，AUCに基づいた投与設計（AUC-guided dosing）の
実践が推奨されている。
日本におけるバンコマイシンの AUC-guided dosingの
普及を促進するために，日本化学療法学会は 2021年 4月
に，血中濃度測定値を基に AUCを簡便に推定するWeb
アプリ「PAT（Practical AUC-guided TDM）」を無料で
公開した。しかし AUC推定の簡便性は，必ずしも TDM
にかかわる基礎知識を不要にするものではなく，理論に裏
付けられた AUC-guided dosingの実践は，適切な薬物治
療の実践のために重要である。
例えば，PATでの AUC推定には，統計学的手法であ
るベイズ推定が用いられている。ベイズ推定とは，事前情
報と観測データを組み合わせて事後確率を求める方法であ
り，バンコマイシンの AUC-guided dosingにおいては，事
前情報が母集団薬物動態（popPK）モデル，観測データが
血中濃度の実測値，そして事後確率が患者個々の薬物動態
パラメータとなる。ベイズ推定による AUC推定精度を向
上させるために必要な考え方の一つとして，事前情報の向
上と観測データの増加が挙げられる。ここで，事前情報の
向上とは目の前の患者に適合する popPKモデルを適切に
選択する，あるいはうまく活用することであり，観測デー
タの向上とは血中濃度測定数を増加することである。
本教育講演では，PATにおけるベイズ推定精度を向上
させるための理論的な手段について，PATの基本的使い
方，および事前情報の向上の道筋について述べる。

14．真菌感染症の診方
柴多 渉
大阪公立大学大学院医学研究科臨床感染制御学
感染症診療において真菌感染症にはある種の『難しさ』
がある。一般細菌感染症は高頻度であるが故に，遭遇・経
験する機会も多く，診断・感受性検査，抗菌薬選択など自
体は比較的容易である。ウイルス感染症は高頻度で原因と
なるウイルス種も多彩であるが，実際に診断や抗ウイルス
薬による治療の対象となるものは多くはない。原虫感染
症・寄生虫感染症は重要ではあるものの本邦では頻度は低
いため遭遇する機会は少なく，疑う場合に専門家の力を借
りることも多いとみられる。
その中で，真菌感染症は①細菌感染症ほどではないが日
常の診療で遭遇する機会が多く，②それを治療できる抗真
菌薬も存在するが，③非無菌部位にはしばしば常在してお

り，β -D-グルカンなどの血清検査にも限界があるため確定
診断には困難がある。つまり，診断が難しいが日常臨床で
真菌感染症を疑う機会が相当にあり，治療薬が存在するが
故に，特に感染症診療に習熟していない場合は真菌症の確
信を持てずに抗真菌薬を投与するケースが少なからずみら
れる。
そこで，本セッションでは感染症入門講座として初学者
や臨床感染症を研修中の方を主な対象として「真菌感染症
の診方」について講義を行う。この講座を通じ，受講者が
少しでも自信をもって真菌症の治療にあたることができる，
その一助となれば幸いである。

シンポジウム 1

1．呼吸器感染症に対する新たな治療法開発にお
ける基礎研究の重要性

賀来 敬仁 1，栁原 克紀 1,2

1長崎大学病院臨床検査科
2長崎大学大学院医歯薬学総合研究科病態解析・診断学分
野
呼吸器感染症は発症頻度が高く，特に免疫力の低下した
患者や高齢者において重症化し，時には致命的となる重要
な感染症である。近年では，薬剤耐性菌の増加により，従
来の治療法では対応が困難なケースが増加しており，新た
な治療法の開発が急務となっている。
我々は感染症に対する新たな治療法として，新規抗菌薬
の検証や既存の抗菌薬の抗菌作用以外の新たな作用，特に
免疫調節作用に着目し，基礎研究を進めてきた。新規抗菌
薬の検証においては，我々の研究室で保有する薬剤耐性菌
を含む臨床分離株を用いて，その抗菌活性を評価している。
また，これらの薬剤耐性菌を使用して細菌性肺炎マウスモ
デルを作成し，新規抗菌薬が実際の生体内で効果を発揮す
るかどうかの検証も行っている。近年の新規抗菌薬開発に
は，Pharmacokinetics（PK）お よ び Pharmacodynamics
（PD）理論が導入されており，これらの基礎研究の成果が
臨床試験や実臨床での使用方法に活用されている。
抗菌薬の免疫調節作用に関しては，実臨床でその効果が
報告されているマクロライド系抗菌薬を中心に，気道上皮
細胞や肺胞上皮細胞の培養細胞株を用いた基礎的研究を行
い，その作用機序を解明してきた。これまで生体内での現
象を証明することは困難であったが，Single Cell RNA Se-
quencingや空間解析技術の実用化により，in vitroで観察
された現象が生体内でも同様に起こっているかを検証する
ことが可能となりつつある。
本講演では，これまでの研究成果を概説するとともに，
感染症に対する新たな治療法開発における基礎研究の重要
性について論じたい。
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2．咽頭炎・扁桃炎の治療戦略―A群 β 溶血性レ
ンサ球菌感染症を中心に―

多々良 一彰 1,2,3，後藤 憲志 2,3，渡邊 浩 2

1聖マリア病院小児科
2久留米大学医学部感染制御学講座
3久留米大学医学部小児科学講座
咽頭炎・扁桃炎の原因となる微生物は 7～8割をウイル
スが占めるとされているが，ウイルス以外では大部分を
A群 β 溶血性レンサ球菌（group A streptococcus：GAS）
が占め，小児の咽頭・扁桃炎全体の 15～30%，成人の 5～
10%の原因菌となっている。GASによる咽頭炎・扁桃炎
では，菌体毒素や菌体外毒素により，局所的な化膿性の合
併症として扁桃周囲膿瘍・咽後膿瘍や乳突蜂巣炎，非化膿
性の合併症としてリウマチ熱や急性糸球体腎炎，小児自己
免疫性溶連菌関連性精神神経障害などが起こりうる。GAS
は細胞壁に存在するM蛋白により 130以上の血清型に分
類され，咽頭炎・扁桃炎を起こすのはM1，3，6，12型な
ど番号が小さいものである。GAS咽頭炎・扁桃炎の治療
としては，ペニシリンへの感受性が非常によく，リウマチ
熱の予防効果が確立されていることからも，第一選択薬は
アモキシシリンなどのペニシリンであり，投与期間は 10
日間である。ペニシリンアレルギーの場合，次の選択肢と
してはマクロライド系抗菌薬か，クリンダマイシンが一般
的にあげられる。ペニシリンへの感受性が 100%であると
される GASであるが，マクロライド系への感受性は良好
とは言えず，国内の調査では 2割以上の株が耐性である。
小児の場合，内服困難という問題もあり，ペニシリンアレ
ルギーの場合の選択薬は慎重に選択する必要がある。また
ペニシリン以外にもセフェム系抗菌薬の短期間投与の有効
性も議論されている。近年，M1UK lineageという従来の
M1型より多くの発赤毒素産生能を持つ強毒株の流行が英
国を中心にみられており，国内でもとくに劇症型溶血性レ
ンサ球菌感染症患者から検出されるようになってきている。
昨今の GAS咽頭炎・扁桃炎の増加と，劇症型溶血性レン
サ球菌感染症の関連性は現時点では不明であるが，もとも
とは猩紅熱患者から分離された株であり，その動向には注
意が必要である。

3．中耳炎，副鼻腔炎を含む経鼻腔感染制御に対
する試み

酒谷 英樹，保富 宗城
和歌山県立医科大学耳鼻咽喉科頭頸部外科
鼻腔は多くの病原体の侵入門戸となる。病原体はまず鼻
腔粘膜に定着した後に，各組織に移行して咽頭炎，鼻副鼻
腔炎，中耳炎などの非侵襲性感染症を，そして肺炎，敗血
症，髄膜炎など侵襲性感染症を惹起する。鼻腔粘膜への保
菌は様々な病態の第一ステップであり，宿主は病原体を体
外へと排除を試みる。体外へ排泄された病原体は新たな宿
主の体内へと伝播する。この保菌・排菌・伝播という過程

が，気道感染防御戦略を考えるうえで重要である。これま
でに我々は肺炎球菌を中心に病原体側の因子，宿主側の因
子，体外の環境側の因子について報告を行ってきた。抗菌
薬やワクチンの開発により制御困難な事例は減少したもの
の，中耳炎，鼻副鼻腔炎を含む気道感染症は未だ common
diseaseとして根絶されることはない。感染症は乳幼児，高
齢者などの易感染性宿主で重篤化のリスクが高い。特に入
院管理が必要となる重症感染症においては，ADLの低下
など機能障害が随伴し医療経済的な損失が大きい。超高齢
化社会と言われる本邦においては健康寿命の延伸が望まれ
ており，感染と重症化の予防は重要な課題といえる。気道
感染症の第一段階は鼻腔への病原体の侵入である。中耳炎，
副鼻腔炎などの非侵襲性感染症を悪化させずに治療し，侵
襲性感染症への発展を予防するためにはどのような戦略が
あるか？ 近年我々が注目している嗅粘膜の機能に焦点を
あて，保菌・排菌・伝播という感染症の基盤となる動態の
制御法について基礎的/臨床的知見を紹介したい。

4．新規マウスモデルを用いたアスペルギローマ
排除機構の解明および薬物動態の解析

田代 将人
長崎大学大学院医歯薬学総合研究科臨床感染症学/長崎大
学病院感染制御教育センター
病原真菌アスペルギルスが肺空洞や副鼻腔に腐生し，菌
塊を形成する病態はアスペルギローマと呼ばれ，アスペル
ギルスの慢性感染に特有の病態の一つである。演者は，ア
スペルギローマの病理所見を再現したモデルマウスの開発
に成功した（発明名称「アスペルギローマモデル非ヒト動
物」，特許第 7365674号）。このマウスモデルの研究から，
アスペルギローマの大部分がアスペルギルスの死菌で構成
されていることが確認された。さらに，このモデルを用い
た細胞解析により，初期段階では菌塊周囲に好中球が集積
し，その後，脂肪を蓄積した泡沫状マクロファージが優勢
になることが明らかとなった。加えて，in vitro実験にお
いても，マクロファージが死菌糸を貪食する際に細胞死が
生じ，これがアスペルギローマの持続に関与している可能
性が示唆された。
また，マウスモデルでは，死菌塊内で血管内皮増殖因子

（VEGF）の上昇と，それに伴う血管新生の増加が確認さ
れた。これにより，アスペルギローマが完全に死菌で構成
されていたとしても，その存在自体が血痰などの症状の原
因となり得ることが示唆される。これらの知見は，抗真菌
薬の限られた効果を超えて，真菌塊そのものを標的とした
新たな治療法の必要性を強く示している。
本研究により，慢性アスペルギルス症における死菌と宿
主細胞の相互作用の理解が大きく進展し，特にアスペルギ
ローマの病態形成における新たな治療ターゲットの探索が
期待される。さらに，現在は抗真菌薬のアスペルギローマ
への移行性の解析も進行中である。本シンポジウムでは，
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これまで得られた成果と今後の展望について紹介したい。

シンポジウム 2

1．Hypervirulent Klebsiella pneumoniae infec-
tion: What we know and what we could do
in diagnosis, prevention and therapy

L Kristopher Siu
National Institute of Infectious and Vaccinology, National
Health Research Institutes, Taiwan

Hypervirulent Klebsiella pneumoniae (HvKp) has been
frequently reported in recent studies. However, the term
“hypervirulent” can be confusing due to variations in
models used across different studies. Currently, two ma-
jor groups of HvKp have been identified in the literature,
distinguished by either specific serotypes or Multi-Locus
Sequence Types (MLST). These two groups display sig-
nificant differences in virulence when tested in the same
animal models. Serotypes K1/K2 typically exhibit high in-
vasiveness in animal models, whereas MLST-11, a glob-
ally disseminated multidrug-resistant clone, shows no
virulence in mouse lethality tests. Although both high in-
vasiveness and challenges posed by multidrug resistance
can lead to similar patient mortality, the underlying
causes of death differ. The term “hypervirulent” is more
accurately used to describe the strain’s invasiveness
rather than its antimicrobial resistance. In diagnosing
community-acquired HvKp infections, such as liver ab-
scesses and related complications, two similar scoring
systems have been proposed by different research
groups. Rapid serotype diagnosis, achieved through mo-
lecular or antibody-based serotype testing in conjunction
with clinical risk factors, can predict the likelihood of
liver abscess before ultrasonography or CT scan, and
identify the causative agent even before culture results
are available. As a preventive measure, capsular
polysaccharide-conjugated vaccines have been developed
and tested in animal models. The rising antimicrobial re-
sistance in K. pneumoniae is a growing concern, prompt-
ing the exploration of alternative therapeutic approaches
beyond small-molecule antibiotics, such as phage therapy,
stem cell therapy, and antibody therapy. These novel ap-
proaches have been increasingly documented in the lit-
erature.

2．Molecular epidemiology of hypervirulent
Klebsiella pneumoniae

津田 裕介
京都大学医学部附属病院検査部・感染制御部

高病原性肺炎桿菌（hypervirulent Klebsiella pneumoniae，
hvKp）は健常な集団に肝膿瘍をきたし，時に髄膜炎や眼
内炎を伴う。1980～90年代に台湾で報告されて以降，東
アジアを中心としてみられ，世界中に拡散している。高病
原性でない Classical K. pneumoniae（cKp）と比して，hvKp
は市中感染症をきたしやすいことが知られている。hvKp
を莢膜型で分類すると，多くは K1と K2に分類される。K1
株のオペロン上に存在する magAが高病原性株の重要な病
原遺伝子とされている。K1株のうち頻度が多く見られる
Sequence Type（ST）は ST23であり，東アジアや欧米
諸国でみられる。そして，K1株は ST23を包含する Clonal
Complex（CC）23と CC82に分けられる。CC23株は病
原遺伝子 allSと mrkDを保持しているが，CC82株はそれ
らを保持していない。K2株の STは ST25，ST65，ST86，
ST375，ST380に分かれ，K1株と異なり特定の STの偏
りは見られていない。K2株ではそれぞれの STで複数の
病原遺伝子が検出されるが，K1株と異なり特定のパター
ンは明らかでない。

hvKpの薬剤感受性は通常良好であるが，近年カルバペ
ネム耐性 hvKpを中心とした薬剤耐性 hvKpが東アジアと
欧米で報告されてきた。高病原性とカルバペネム耐性を獲
得した K. pneumoniaeの出現は公衆衛生上の脅威であり，
2024年に世界保健機関（WHO）が世界中でその動向を注
視し状況を把握する必要性があると報告している。カルバ
ペネム耐性 hvKpの STは ST11や K1-ST23が多く報告さ
れている。薬剤耐性 hvKpの出現には，hvKpが可動遺伝
因子により薬剤耐性を獲得する，薬剤耐性 cKpが病原遺
伝子をもつプラスミドを獲得する，といった 2つのメカニ
ズムが提唱されている。
本講演では，hvKpの分子疫学的特徴について概説し，
日本，台湾，そして世界中の分離株を比較して紹介する。

3．日本における高病原性クレブシエラ感染症の
現状と今後の展望

並川 浩己
大阪公立大学医学部附属病院総合診療科

2000年代に入り，日本から高病原性肺炎桿菌（hyperviru-
lent Klebsiella pneumoniae：hvKp）感染症の報告が増え，臨
床的および公衆衛生上の大きな課題となっている。hvKp
は膿瘍を形成し，多臓器に播種しやすい特徴を持つため，
生命を脅かす重篤な感染症を引き起こす。この高病原性に
は高粘稠性の表現型が強く関与しているとされていたが，
近年の研究では高粘稠性と高病原性とは異なる表現型であ
り，それぞれ別個のものとして扱うべきであるという報告
が増えている。特に iucや iroといったシデロフォア（鉄
運搬体システム）に関与する遺伝子が高病原性因子として
注目されている。さらに最近では，hvKpの薬剤耐性化の
進行が新たな問題となっている。
今回，わたくしが経験した症例や当院における分離状況
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を中心に，基礎データも交えながら，日本における hvKp
感染症の現状を皆様と共有し，hvKpに対する理解を深め
るとともに，今後の研究および対策に向けた新たな方向性
を模索する一助となれば幸いである。

シンポジウム 3

1．気道感染症の抗菌薬適正使用に関する提言の
改訂

保富 宗城 1，栁原 克紀 2，石和田 稔彦 3，
伊藤 真人 4，大石 智洋 5，賀来 敬仁 2，笠原 敬 6，
小宮 幸作 7，進藤 有一郎 8，林 達哉 9，
日本感染症学会気道感染症抗菌薬適正使用委員会
1和歌山県立医科大学耳鼻咽喉科・頭頸部外科学講座
2長崎大学大学院医歯薬学総合研究科病態解析・診断学分
野
3千葉大学真菌医学研究センター感染症制御分野
4自治医科大学耳鼻咽喉科・頭頸部外科
5川崎医科大学臨床感染症学
6奈良県立医科大学感染症センター
7大分大学医学部呼吸器・感染症内科学講座
8名古屋大学医学部附属病院呼吸器内科
9旭川医科大学耳鼻咽喉科・頭頸部外科
世界的な薬剤耐性菌の増加の問題また新規抗菌薬開発の
停滞から，既存の抗菌薬を有効に活用する抗菌薬の適正使
用が重要である。本邦では，2016年 4月に薬剤耐性（AMR）
対策アクションプラン 2016-2020が作成され，さまざまな
レベルでの啓発活動および対策が実施されてきた。これら
の対策は一定の成果を上げ，薬剤耐性ワンヘルス動向調査
年次報告書 2021では，抗菌薬使用は 2013年と比較して
2020年は 29.9%減少したと報告されている。また，経口
セファロスポリン系，フルオロキノロン，マクロライド系
抗菌薬については，40%前後使用量が減少した。
厚生労働省から公表されている「抗微生物薬適正使用の
手引き」に示されているように，「基礎疾患のない，成人
および学童期以上の小児」では細菌感染症でもペニシリン
で十分な効果を示すことが多い。しかし，基礎疾患などが
あり感染症の速やかな改善や重篤化への対応が必要とされ
る場合や，ペニシリンでは効果が不十分な症例なども実地
臨床では散見されるため，より実践的な抗菌薬適正使用の
推進として 2019年に「気道感染症の抗菌薬適正使用に関
する提言」を発表した。新型コロナウイルス感染症
（COVID-19）は気道感染症の診療に大きなインパクトを
与えたことより，現在ではウイルス感染と細菌感染が混在
し，鑑別に苦慮する場面もある。また，オンライン診療な
ど身体診察を伴わない診療の普及もあり，さらなる抗菌薬
の適正使用の普及・推進が必要となった。本提言は，この
ような背景を踏まえ，COVID-19に関連した項目の追加お
よび最新のエビデンスを取り入れることを目的として改訂

された。本講演では，「気道感染症の抗菌薬適正使用に関
する提言」が目的とすることを改訂の経緯と共に総説する。

2．ポストコロナ時代の気道感染症診療～内科医
の立場から

小宮 幸作
大分大学医学部呼吸器・感染症内科学講座
世界保健総会 2015では Global action plan on antimicro-

bial resistanceが採択された。これに基づき，本邦では 2016
年 4月に薬剤耐性対策アクションプランが作成され，抗菌
薬使用量や耐性菌検出率を含む成果指標が盛り込まれた。
2017年 6月に厚生労働省が「抗微生物薬適正使用の手引
き 第一版」として公表した。この手引きでは，いわゆる
「感冒」はウイルス感染であり，抗菌薬を使用しないこと，
重症例など抗菌薬を必要とする場合はペニシリン系抗菌薬
を使用することを推奨している。2019年 9月，日本感染
症学会・気道感染症抗菌薬適正使用委員会は「気道感染症
の抗菌薬適正使用に関する提言」を作成した。本委員会で
は，感染症医，耳鼻科医，小児科医，呼吸器内科医が中心
となり，臨床的側面から厚生労働省による「抗微生物薬適
正使用の手引き」をもとに，急性鼻副鼻腔炎，急性咽頭・
扁桃炎，急性気管支炎における，より実践的な抗菌薬の適
正使用について言及した。さらに，2022年には COVID-19
パンデミックを経験したことで，COVID-19に関連した診
療指針の追加ならびに新規検査法や治療薬など最新のエビ
デンスを取り入れた改訂版を作成した。抗菌薬の適応につ
いては，十分な知識があったとしても担当医の意思決定に
は様々な因子が関与する。本委員会では，国内の臨床医を
対象に気道感染症に関連する架空症例に対して広くアン
ケート調査を行った。抗菌薬の適正使用に基づいた治療指
針の動画を視聴戴くことによる考え方の変化についても解
析を試みた。本シンポジウムでは，提言の概要とともに抗
菌薬適正使用およびそれに関わる因子について議論する。

3．ポストコロナ時代の気道感染症診療 耳鼻科の
立場から

河野 正充
和歌山県立医科大学耳鼻咽喉科・頭頸部外科

COVID-19パンデミックにより，世界規模で行動制限と
徹底した感染対策が行われ，パンデミック収束後に行動制
限が解除された。この一連のイベントは様々な領域の感染
症において大きな疫学的変化をもたらした。耳鼻咽喉科領
域の感染症は，行動制限期間中，著明に減少したが，行動
制限の解除以降，急性中耳炎や急性咽頭炎において変容が
みられる。とりわけ，急性中耳炎の頭蓋外合併症である急
性乳様突起炎と，A群 β 溶連菌感染症の増加が，世界規
模で報告されている。行動制限解除による多様な気道病原
微生物の伝播が，上気道感染症の増加をもたらした可能性
が考えられる。本シンポジウムでは，COVID-19パンデミッ
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クとその後の上気道感染症の疫学的変化を解説するととも
に，動物モデルを用いた気道病原微生物の伝播機序に関す
る最新の研究を紹介し，ポストコロナ時代の宿主間伝播予
防法の重要性について考察する。

4．ポストコロナ時代の呼吸器感染症診療
大石 智洋
川崎医科大学臨床感染症学教室

2020年より近年，類を見ない世界的な大流行を引き起
こした COVID-19であるが，昨年 5月より感染症法 5類
移行後，感染対策が緩和され，COVID-19流行下で抑制さ
れていた様々な感染症が再度流行している。COVID-19流
行下において，一般的にも PCRなど含め，感染症関連の
事柄が注目されるようになったが，呼吸器感染症の分野で
は，よりウイルスが注目されるようになったと考えられる。
ウイルスについては細菌と比べ培養が困難であるため，
その診断法が問題であったが，先に述べた PCRの普及な
どで，その診断の進歩と共に，ウイルスの関与がこれまで
よりも明らかになる可能性がある。そして，COVID-19流
行下で治療においては抗ウイルス薬が，また，予防におい
ては新型コロナワクチンが開発された。
このような状況下における，今後のウイルスを含めた呼
吸器感染症診療につき，現況やその展望について概説する。

シンポジウム 4

1．成人肺炎診療ガイドライン 2024総論と市中肺
炎における嫌気性菌

岩永 直樹
長崎大学病院呼吸器内科
肺炎診療ガイドラインに求められるものとして，精度の
高い重症度分類や耐性菌リスク因子が挙げられるが，一方
では利便性への配慮も必要である。ガイドライン 2017で
は 3つのガイドラインを 1つに統合し，NHCAP/HAPで
同じリスク因子と治療方針を推奨することで，単純化によ
るわかりやすさと ACPの対象をまとめた点が画期的で
あった。しかし米国で HCAPが廃止されたように，本邦
における多くの後方視的研究でも NHCAPへの過剰な広
域抗菌薬投与が問題視されるようになった。そこで本ガイ
ドライン改訂においては NHCAPを HAPから離し，独自
の耐性菌リスク因子と治療方針を推奨することになった。
超高齢社会の影響もあり，CAPにおいても ACPが適応さ
れる症例も少なくないため，まず全ての肺炎症例で患者背
景のアセスメントを行うことが推奨された。検出微生物の
システマティックレビューによって，近年の遺伝子学的検
査の普及を背景に，嫌気性菌やウイルスの重要性が示され
るようになり，本改訂で新たに検査・ウイルス性肺炎・誤
嚥性肺炎のセクションが設けられたことも改訂のポイント
である。

肺炎における嫌気性菌の影響についてはいくつかの臨床
研究によって示されているが，基礎的検討は極めて限られ
ている。私達は本来常在菌であるはずの口腔内レンサ球菌
が病原性を発揮する上で嫌気性菌の役割について基礎的検
討を重ねてきており，本講演ではそのメカニズムにも迫っ
てみたい。

2．我が国独自の NHCAPの概念と耐性菌リスク
因子研究

進藤 有一郎
名古屋大学医学部附属病院呼吸器内科
日本呼吸器学会では本年成人肺炎診療ガイドラインを改
訂した。肺炎は市中肺炎（CAP），医療・介護関連肺炎
（NHCAP），院内肺炎（HAP）の 3群に分けてエンピリッ
ク治療を考えることが提案されている。欧米では肺炎は病
院外（CAP）と病院内（HAP）の 2分類になっているた
め，CAPの定義が日本と欧米とでは異なり，NHCAPが
日本独自の概念になった。NHCAPの概念の必要性には賛
否両論がある。NHCAPの概念の大きな目的は耐性菌リス
クの高い患者をあらかじめ CAPとは別に分類しておくこ
とにあった。今回のガイドライン作成過程において，
NHCAPの概念の妥当性を評価するために病院外で発症し
た市中発症肺炎（CAP＋NHCAP）における耐性菌リスク
因子のシステマティックレビュー（SR）を行った。本発
表では改めてこの SRの結果を紹介し，次回のガイドライ
ン改訂時における NHCAPの概念の必要性について論じ
る。NHCAPの概念よりも重要なのは，CAP，NHCAP，HAP
いずれの領域においても耐性菌リスクの高い患者を見極め
ることと，AMRの観点からも不必要な広域抗菌薬投与を
行わないことである。本発表では，演者が主導した前向き
観察研究（J-CAPTAIN study）における耐性菌リスク因
子の結果も紹介し，適切な初期抗菌治療を目指すために，
診断時に留意するべきことは何かを議論する。

3．高齢者肺炎の特徴と目指すべき臨床研究の方
向性

小宮 幸作
大分大学医学部呼吸器・感染症内科学講座
日本呼吸器学会成人肺炎診療ガイドライン 2024では，顕
著な高齢化を受け誤嚥性肺炎について新しく章立てされた。
また，市中肺炎や院内肺炎といった肺炎の種類を問わず，
肺炎診療において患者背景のアセスメントを行うことがよ
り明確に記載されることになり，誤嚥性肺炎を繰り返す，
または老衰と考えられる状況では，患者の QOLを重視し
た治療またはケアを行うことを推奨した。さらに，抗菌薬
治療においては，市中肺炎や院内肺炎等において，重症例
であっても緑膿菌などの耐性菌をカバーしない方法がより
上位に記述されることになった。これは，重症であること
を理由に，広域抗菌薬の投与が必ずしも予後を改善するも
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のではないという近年のエビデンスに基づいている。高齢
者肺炎の殆どは誤嚥性肺炎と考えられている。一般的な市
中肺炎と異なり，症状が非特異的であり胸部 X線正面像
では検出されにくい可能性がある。また，低蔓延国にはなっ
たものの結核との鑑別が困難な例も少なくない。喀痰から
は緑膿菌やMRSAといった耐性菌を検出しやすいものの，
それらをカバーした抗菌薬治療を行っても予後が改善しな
いことも多く報告されている。さらに，誤嚥のリスクがあ
る場合は，1年以内の全死亡率が高いこともわかってきて
いる。すなわち，高齢者肺炎に対しては多角的なアプロー
チが必要とされている。本シンポジウムでは，高齢者肺炎
診療における残された課題と目指すべき臨床研究の方向性
について議論する。

シンポジウム 5

1．患者さんに抗微生物薬のアレルギーがあると
言われたら

加藤 善章 1，八木 哲也 2

1名古屋大学医学部附属病院薬剤部
2名古屋大学医学部附属病院中央感染制御部
アレルギーとは身体に侵入した異物から生体を守る免疫
系が過剰に反応することで身体を障害することを指す。ア
レルギーの原因物質（アレルゲン）は食物・ダニ・花粉・
ハウスダストなど多岐にわたるが，薬がアレルゲンとなれ
ば薬剤アレルギーと呼ばれる。
抗微生物薬に限ったことではないが医薬品の副作用は用
量依存的に作用が増強されることにより生じるものと，投
与量と無関係に生じるものに分けることができ，薬剤アレ
ルギーは後者に分類される。
薬剤アレルギーの症状としては発疹，そう痒感などが多
くみられ，検査結果により肝障害，血液障害などがわかる
こともある。重症であるアナフィラキシーでは，急激な血
圧低下や喘息，喉頭浮腫をはじめとする重篤な全身反応を
きたし，死にいたることもある。アナフィラキシーを起こ
しやすい薬剤としては造影剤に次いで抗菌薬，NSAIDs，
腫瘍用薬の順に多く，抗菌薬の中ではセファロスポリン系，
ペニシリン系，キノロン系が多いと報告されている。
米国では患者の約 10%がペニシリンアレルギーを有す
ると報告されているが，一方で真にアレルギーのある患者
は全体の 5%未満とされている。通常，診療録のアレルギー
歴にペニシリンが登録されていると当該薬剤の使用を回避
することになるが，不確かなアレルギー歴の登録は不適切
な抗菌薬の処方，広域抗菌薬の使用による Clostridioides dif-
ficile腸炎や薬剤耐性菌の増加など，患者のアウトカムを
悪くするリスクになり得る。故に，ペニシリンアレルギー
歴があるとされている患者の代替薬として安易に広域抗菌
薬を処方する前に，真のアレルギーであるかを評価するこ
とが肝要である。

本講演では抗微生物薬使用時に生じる最も一般的な副作
用の一つであるアレルギーのマネジメントについて理解を
深める機会としたい。

2．抗菌薬による薬剤性腎障害（drug-induced kid-
ney injury：DKI）

高橋 佳子
兵庫医科大学病院薬剤部
抗菌薬は感染症の原因となる微生物をターゲットとする
ため選択毒性が高く，安全性が高い薬剤とされている。ま
た，急性疾患，症状に短期間使用されるため，比較的使用
しやすい薬剤と考えられている。しかし，全ての薬剤にお
いて薬剤性腎障害（drug-induced kidney injury：DKI）は
腎機能が正常な患者にも生じる可能性があり，原因として
抗菌薬は非ステロイド性抗炎症薬，抗腫瘍薬に次いで高い
割合を占める。また，抗菌薬の多くは主として腎臓から排
泄されるため，腎機能が低下している患者には血中濃度が
上昇し，薬効の増強や副作用の発現頻度が増大する可能性
があり，腎機能に応じた減量や投与間隔の延長などさらに
注意が必要である。抗菌薬に特有の腎障害の機序はなく，
以下に示すように様々な機序で腎障害を呈する可能性があ
る。
・直接細胞毒性による中毒性障害：急性腎障害や慢性腎
不全を引き起こす。アミノグリコシド系薬，バンコマイシ
ン，コリスチンによる急性尿細管壊死，アムホテリシン B，
ST合剤による遠位尿細管障害が代表的
・アレルギー・免疫学的機序による障害：DKIのうち
最も頻度が高いとされ，多くの薬剤で生じる急性尿細管間
質性腎炎が代表的，すべての抗菌薬が原因となりうる
・尿細管閉塞による障害：溶解度の低い抗ウイルス薬に
より尿細管が閉塞

DKIのリスクを最小限に抑えるために，薬剤投与前の
適切な腎機能評価，薬剤の適正使用（投与量，投与方法に
加え抗菌薬投与が本当に必要なのか），薬剤アレルギー歴
の確認はもちろんのこと，DKIのリスクである脱水の予
防，高齢者への投与や利尿薬，腎障害をきたしやすい薬剤
との併用には注意し，アミノグリコシド系薬，グリコペプ
チド系薬などは薬物血中濃度モニタリング（therapeutic
drug monitoring：TDM）の実施が重要である。抗菌薬は
効果を得るために十分量投与する必要があるが，有効かつ
安全な医療を提供するために薬剤師も大きな役割を担って
いると考える。

3．感覚器障害～聴覚障害・視覚障害を中心に～
茂見 茜里
鹿児島大学病院薬剤部
抗菌薬による感覚器障害の副作用として味覚障害，聴覚
障害，視覚障害があげられる。アミノグリコシド系抗菌薬
は耳毒性を示す代表的薬物であり，めまい・ふらつき・嘔
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気・運動失調などが出現する前庭神経障害と耳鳴り・聴力
障害が生じる蝸牛神経障害に分けられ，ゲンタマイシン/
トブラマイシン，ストレプトマイシンは主に前庭毒性，ア
ミカシンやカナマイシンは蝸牛毒性を示す。また，腎毒性
と異なりその毒性は血中濃度よりも累積投与量・投与期間
と関連するとされ，感染性心内膜炎症例や抗酸菌感染症症
例等で長期投与を要する場合は注意を要し，薬剤性難聴が
疑われる場合は被疑薬の投与中止が原則となる。一方で投
与中止により回復する場合もあるが完成された難聴は非可
逆的とされ，特にミトコンドリア遺伝子変異をもつ患者で
は感受性が高く，少量や少ない投与回数でも難聴を来すこ
とが示されており，アミノグリコシド系抗菌薬による聴覚
障害の家族歴の確認とともに投与前に耳鼻咽喉科での聴力
検査や可能であれば遺伝学的検査の実施も考慮が必要とさ
れる。
視覚障害を起こす代表例としてはエタンブトールによる
球後視神経炎があり，視力低下や色覚異常，中心暗転や視
野狭窄などの視野障害を主訴とし，一般的に可逆的とされ
るがまれに非可逆的障害も報告されている。その他にイソ
ニアジドやクロラムフェニコール，リネゾリド（LZD）も
視神経障害の原因となる。特に LZDは多剤耐性結核患者
の長期投与症例で視神経障害の報告が多く，添付文書で『28
日を超えて投与しないことが望ましい』と注意喚起されて
おり，当院でもMRSA菌血症における LZD長期投与症例
で病棟薬剤師による服薬指導が視神経症および末梢神経障
害の探知につながった症例を経験した。感覚器障害を有す
る抗菌薬使用中は綿密な副作用モニタリングとともに，想
定される副作用や自覚症状の説明と症状出現時の医療者へ
の報告を促す患者指導も重要である。

4．抗微生物薬の副作用について（その他の副作
用）

平原 康寿
宮崎大学医学部附属病院
我々が普段取り扱っている医薬品は，化学物質に根拠と
なる情報を添えた化合物であり，化学物質そのものでは人
体への異物曝露や有害反応が懸念されるが，品質，有効性，
安全性といった臨床評価の根拠を添えることで臨床応用可
能となる。抗菌薬適正使用支援活動において薬剤師は感染
症治療への支援のみならず，副作用のマネジメントにも重
要な役割を担うことは言うまでもない。抗微生物薬は医薬
品の中でも比較的有害事象の頻度が高いとされる。本シン
ポジウムにおいて，抗微生物薬のその他の副作用に関して，
特に消化器症状，肝機能障害，血球障害，代謝異常などに
ついて情報共有したい。
下痢を中心とした消化器症状については多くの抗菌薬の
副作用として挙げられ，嫌気性菌の Clostridioides difficile
は医療関連感染として，下痢症や偽膜性腸炎などの多様な
Clostridioides difficile infection（CDI）を示すことが知られ

院内感染対策においても特に重要である。プロバイオティ
クスによる CDI発症予防については CDI感染症診療ガイ
ドライン 2022において明記され近年注目されている。ペ
ニシリン系抗菌薬，テトラサイクリン系抗菌薬，マクロラ
イド系抗菌薬においては長期使用時に肝機能障害のリスク
が高くなる。LZDの長期投与や ST合剤の高用量投与時
には貧血や血小板減少に注意が必要となり，定期的な血液
検査のフォローが望まれる。また，マクロライド系抗菌薬
やキノロン系抗菌薬では，QT延長などの心室性不整脈が
現れる。さらに，ピボキシル基を有する経口セフェム系抗
菌薬においては，小児における低カルニチン血症による低
血糖に注意が必要であり，特に 1歳前後の乳幼児に対して
その発現が高い。中枢神経系への副作用としては，キノロ
ン系抗菌薬による痙攣や ST合剤による脳症が代表的であ
る。

シンポジウム 6

1．感染症とアドバンス・ケアプランニング
（ACP）肺炎

岩永 直樹
長崎大学病院呼吸器内科

2020年初頭から世界中で COVID-19が蔓延した当初は，
細菌との混合感染率は低く，純ウイルス性肺炎が主体で
あったが，流行株がオミクロン株に変異して以降は細菌性
肺炎の合併に注意を要するようになった。特に高齢者の場
合は誤嚥性肺炎の合併が多く，入院治療を要するため，医
療機関が逼迫する事態も多い。呼吸不全が強い場合は人工
呼吸器管理を検討するが，高齢患者本人の意志確認が難し
く，コロナ流行期のため家族の面会もスムーズに行なえず
に，アドバンス・ケアプランニング（ACP）の重要性を
再認識することも多かった。
高齢者肺炎の殆どは誤嚥性肺炎であるため，広域抗菌薬
治療によるメリットが得られるケースは少ない。人工呼吸
器等を用いた強力な肺炎治療を行なっても死が避けられな
い，或いはわずかに延命できても QOLが保持できないと
判断される場合には，緩和医療を優先して行なう選択肢を
提示することも，成人肺炎診療ガイドライン 2024では推
奨している。ACPによって，患者本人の意向や人生観・
死生観を尊重することが可能になり，患者やその家族が心
から納得して人生の終焉を迎えることができるのではと思
う。

ACPを実践していくには，医療従事者だけでなく一般
社会においてもコンセンサスを形成していくことが不可欠
であり，啓発活動を推進していくことが必要である。また，
ACP導入のタイミングについても，文献的考察をふまえ
ながら，先生方と一緒に考えてみたい。
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2．フレイルと術後感染症
畑 啓昭
国立病院機構京都医療センター外科・感染制御部
【はじめに】日本人の高齢化に伴い手術対象患者の高齢
化も進んでいる。消化器悪性腫瘍患者では，65歳以上の
人口増加地域での手術患者数の増加が今後も見込まれるが，
大腿骨頸部骨折手術に関しては，65歳以上の人口が減少
する地域においても手術数の増加は続くとされる。また，
高齢者のフレイルは，術後合併症の大きなリスクとされて
おり，術前からフレイルに対する意識をもった対策が重要
となっている。
【フレイルが手術に及ぼす影響】米国外科学会が中心と
なって，予定手術患者に対してフレイルをスクリーニング
する Risk Analysis Index（RAI）という指標を開発して
いる。RAIが高いとフレイル傾向が強くなるスコアであ
るが，このスコアが高いと手術の侵襲度合に関わらず，術
後の合併症発生割合が高くなることが多くの術式で報告さ
れている。そのため，高齢者においては，術前からフレイ
ルの評価を行うことが勧められている。
また，高齢者では，手術ストレスによりフレイルが進行
することも問題となっており，術前からリハビリテーショ
ンを導入するなど，早期のスクリーニング・介入が重要と
考えられている。
【介入の効果】いくつかの介入方法の研究が報告されて
いるが，効果の確立したものはない。術前から行う“preha-
bilitation”が有効であり，介入期間が長い方がよいとの報
告があるが，一方癌患者では介入期間に制限もあるため，
コンセンサスは得られていない。また，介入内容について
も，運動リハビリや栄養介入など多角的に行うと良いとす
る報告が多いが，研究間のバラツキが大きいことが標準化
の制限となっている。
【まとめ】フレイルと術後感染に関する最近の知見をレ
ビューする。

3．口腔ケア・オーラルマネジメントの重要性
岸本 裕充
兵庫医科大学医学部歯科口腔外科学講座
超高齢社会を迎えて，口腔の重要性が再認識されている。
歯みがきや洗口などの口腔ケアはう蝕や歯周病を予防し，
歯を残すために大切であることは古くからの常識であろう
が，誤嚥性肺炎の予防にも有効であることが知られるよう
になってきた。口腔は直視できるので，歯や粘膜の表面を
歯みがきや清拭することは簡単そうに思えるが，歯垢は乳
白色をしているため見落とされやすく，歯みがき後にも残
存していることが多い。また，口腔ケアの介助が必要な患
者では，非協力的であったりすることもあって，専門的見
地から適切と評価できる手技が実践されていないことも珍
しくない。
フレイル対策として，咀嚼・嚥下できることは栄養・

QOLの両面で重要であり，その前提条件の 1つとしての
8020運動（80歳で 20本の歯を残そう）の目標達成が視野
に入ってきた。では，「歯はできる限り抜かない」方が良
いのであろうか。高齢者は，糖尿病や関節リウマチなどの
基礎疾患の合併も含め感染防御能が低下している場合が多
く，抗血栓薬を使用していることもあり，抜歯後の感染や
出血などの合併症を生じるリスクが高まることから，抜歯
は敬遠されがちである。しかしながら，う蝕が進行もしく
はその不完全な治療によって生じた根尖病変や重度の歯周
病は「感染源」となって，顎骨骨髄炎を生じたり，血流を
介して全身の他臓器へ悪影響を及ぼすこと（＝抜歯すべき
と診断された歯を抜歯せずに無理に保存するデメリット）
が明らかになりつつある。このような感染源は，直視でき
ない顎骨内や歯周ポケットの深部にあるため，X線などに
よる専門的な評価が必要である。評価の結果，抜歯に伴う
合併症を生じるリスクというデメリットはあるものの，感
染源を除去するメリットが上回る場合は抜歯すべきである。
演者は，口腔ケアだけでなく，口腔の評価や歯科治療も
重視するオーラルマネジメントとして取り組むべきと提唱
しており，その実際について解説したい。

シンポジウム 7

1．細菌学からの視点
森永 芳智
富山大学学術研究部医学系微生物学講座
グラム陰性菌における薬剤耐性は，国内ですでに蔓延し
てしまっている ESBL産生菌をはじめとして，カルバペ
ネム耐性腸内細菌目細菌（CRE），AmpC型 β ―ラクタマー
ゼ産生菌（AmpC産生菌），フルオロキノロン系薬耐性菌
など，抱える課題がきわめて多様である。COVID-19で感
染対策がなされても減ることがない背景には，細菌のどの
ような戦略があるのであろうか。
選択圧という考え方には二つの側面があり，薬剤耐性菌
保菌者の体内で同細菌が残ってしまうという側面と，集団
の中で保菌者から非保菌者へ伝播してしまうという側面
がある。拡がりやすい細菌側の因子としては，大腸菌の
ST131，肺炎桿菌の ST25のように，ある系統が薬剤耐性
を保有し，かつ宿主との相性が良いことがわかっている。
一方，受け取りやすい宿主側の因子としては抗菌薬投与歴
や薬剤耐性菌が多い地域への旅行などがあるが，この背景
には細菌叢が不安定になることが大きく関係している。抗
菌薬による選択圧は，細菌と宿主の両者に影響していると
いえる。
近年，CREにも有効な抗菌薬が開発されるなど，薬剤
耐性菌感染症の危機への一定の期待ができる。しかし，拡
散の背景に有効な一手ではないことと区別しなくてはなら
ない。例えば，β ―ラクタマーゼの働きを阻害しても第二，
第三の機序を発動して生き残ろうとする。また，薬剤耐性
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菌には，フィットネスとコストと呼ばれる増殖が比較的遅
いという特徴があるが，フィットネスを改善できることも
わかってきた。これらは，宿主の細菌叢の中においても，
元々の常在細菌との競争にも生き残れる可能性にもつな
がってくる機序となるものである。
細菌という生き物の“性格”をよく理解の上で薬剤耐性
の時代の対策に活かしていかなくてはならない。特に最新
の情報に注力して，拡散の背景につながる細菌学的な視点
をまとめる。

2．グラム陰性菌の薬剤耐性拡散の背景を考え
る～家庭医からの視点

中山 久仁子
マイファミリークリニック蒲郡
薬剤耐性菌の拡散，特にグラム陰性菌の耐性化は世界的
にも国内でも深刻な問題となっている。特に抗菌薬は外来
での処方割合が高いため，家庭医などプライマリ・ケア医
との関わりも深い問題である。
家庭医の診療場面では，薬剤耐性菌拡散のリスク要因は
患者側と医療提供側の両面にある。患者側要因は高齢者や
慢性疾患患者の増加，長期入院や施設入所歴，多疾患併存
のための抗菌薬使用歴増加など。医療側の要因は，不適切
な抗菌薬処方や選択，感染対策の不備，地域連携の不足な
どである。
これまでの役割として適切な抗菌薬使用の推進，感染対
策の強化，地域連携の促進が重要であったが，今後はそれ
らを進めるとともに，さらに薬剤耐性菌サーベイランスの
強化と参加医療機関の増加，地域における啓発活動の推進
など，患者側と医療者側への知識理解を深め，地域全体で
の対策の拡大が重要である。
家庭医などプライマリ・ケア医が薬剤耐性問題に対する
理解を深め，地域での日常診療での適切な対応がさらに充
実し拡散することで，日本の薬剤耐性問題の解決に少しで
も寄与することができれば幸いである。

3．小児科医の視点からみた薬剤耐性グラム陰性
菌が拡散する背景

日馬 由貴
大阪大学医学部附属病院感染症内科
日本の耐性グラム陰性菌の疫学は独特である。世界的に
多いカルバペネマーゼ産生菌（Carbapenemase producing
enterobacteriaceae：CPE）が少ない代わりに，Extended-
spectrum beta lactamase（ESBL）産生菌や，フルオロキ
ノロン耐性菌は多く検出される。これは，日本が島国であ
るため大陸から薬剤耐性が流入してこなかったことと，歴
史的に広域セファロスポリンとフルオロキノロンの内服薬
が多く使用されていたことが原因と考えられる。しかし，
近年は海外渡航歴のない人から日本土着のカルバペネマー
ゼでないカルバペネマーゼ遺伝子（主に NDM）の分離例

が増加しており，これは，国際化によって薬剤耐性遺伝子
が海を渡って流入していることを示している。日本で働く
外国人労働者はベトナム，中国，フィリピン，ネパールな
どからの出身が多く，これらはいずれも薬剤耐性の多い
国々である。彼ら/彼女らの子どもたちが保育施設に入所
し，子どもたちの間で耐性菌が拡がっていることは想像に
難くない。島根県出雲市では 2016年に小児の尿路感染症
が急増し，原因の約 70%が ESBL産生菌であったことが
報告されているが，その理由として外国人コミュニティの
存在が推察されている。日本は少子高齢化により労働力を
外国人に求めざるを得ず，今後，さらにこのような傾向は
増加するだろう。
また，抗菌薬適正使用も耐性菌の蔓延を防ぐために重要
である。小児の急性感染症は大部分がウイルス感染症であ
り，多くの場合，抗菌薬は不要である。近年，そのような
認識が進み，特に内服セファロスポリン系など広域抗菌薬
の使用量が減少した。しかし，相対的なペニシリンの需要
増加による抗菌薬の欠品問題や，小児科ではない小児を診
療する科（耳鼻咽喉科や皮膚科）の広域抗菌薬の使用など，
新たな問題点も浮上している。

4．高齢者施設における拡散リスクとその対策
村上 啓雄 1,2

1岐阜大学医学部附属地域医療医学センター
2ぎふ綜合健診センター
高齢者施設利用者の特徴として，加齢および悪性腫瘍や
脳血管障害後遺症，慢性呼吸器疾患，糖尿病，などの基礎
疾患や低栄養の影響による易感染性が指摘される。また，
ADLの低下，感染症を発症しても症状が典型的でなく，診
断に結び付きにくいことが多いことに加え，病原微生物の
侵入を防ぐ皮膚・粘膜バリアの破綻（静脈・気道・尿道・
経腸栄養ルートの確保などの体内留置医療器具使用や褥瘡
発生等）がある場合も少なくない。さらに，細菌検査実施
は難しく，薬剤耐性菌保菌の有無は確認できない。また，
その医療・ケアサービス内容として，いわゆる介護サービ
スである食事・排泄・入浴・機能訓練・褥瘡予防（皮膚圧
迫・ずれなどの外力解除や体位変換，スキンケアなど）・
肺炎予防（口腔ケア，気道・口腔吸引処置など）・胃瘻や
経腸栄養チューブ管理・人工肛門管理などが特徴である。
すなわち，利用者の体表面や体液に職員が直接触れる機会
および時間が病院での医療・ケアより相当多いことや，そ
の人らしい生活を支援するための様々な触れ合い，たとえ
ば集団でのイベント（カラオケ，テレビ観賞，ゲーム大会
など）における，利用者同士の交流・接触の機会が数多く
ある。したがって，眼に見えない薬剤耐性菌の拡散リスク
は極めて高く，とくに排泄ケア関連でのグラム陰性菌保菌
の広がりは我々が想像するよりはるかに多い可能性が高く，
感染伝搬の鎖がありとあらゆる場面に張り巡らされている
と言って良い特殊な環境にある。今回は高齢者施設等にお
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ける薬剤耐性菌の疫学にも触れながら，拡散予防策につい
て再考したい。人員，コストなどの課題も大きく，急性期
病院での実践に比べれば相当程度の限界があるものの，適
切に対策を講じればそのリスクをできる限り低く抑えるこ
とはできるはずである。この機会にグラム陰性菌薬剤耐性
拡散予防にどう対応するかについて，現実的に現場で実践
できるポイントについて提案したい。

シンポジウム 8

1．リアルワールドデータを活用したフロモキセ
フおよびセフメタゾールの有用性の検討

新村 貴博 1,2，合田 光寛 1,3，中野 哲志 4，
梶原 俊毅 4，矢原 耕史 4，平林 亜希 4，宮田 晃志 1，
猪飼 まりえ 5，篠原 基子 5，港 雄介 5，鈴木 仁人 4，
石澤 啓介 1,2,3

1徳島大学大学院医歯薬学研究部臨床薬理学分野
2徳島大学病院総合臨床研究センター
3徳島大学病院薬剤部
4国立感染症研究所薬剤耐性研究センター
5藤田医科大学感染症研究センター
【背景】セファロスポリン系抗菌薬であるフロモキセフ
およびセフメタゾールは基質特異性拡張型 β ―ラクタマー
ゼ（Extended Spectrum beta-Lactamase：ESBL）産生菌
に有効であることが報告されており，カルバペネム系抗菌
薬に代わる治療選択肢として注目されている。しかし，両
剤の臨床的有用性に関しては十分に比較されていない。本
研究では，in vitroデータと 2つのリアルワールドデータ
ベースの解析を統合することにより，尿路感染症治療にお
ける両薬剤の有用性を比較することを目的とした。
【方法】院内感染対策サーベイランス（JANIS）に集積
された薬剤耐性菌の分離データを用いて，第三世代セファ
ロスポリン耐性大腸菌および肺炎桿菌のフロモキセフおよ
びセフメタゾールに対する感受性率を比較した。ESBL産
生大腸菌株に対する抗菌薬の併用活性は，DiaMOND法に
より評価した。つづいて，JMDCデータベースに含まれ
る尿路感染症患者の入院情報を用いて，各薬剤で治療を受
けた患者の入院期間および有害事象の発現頻度を比較した。
【結果】ESBL産生株を含む第 3世代セファロスポリン
耐性大腸菌および肺炎桿菌は，フロモキセフおよびセフメ
タゾールで，同様の感受性を示した。ESBL産生大腸菌株
に対する in vitro評価では，両薬剤は同様の抗菌薬相互作
用パターンを示した。JMDCデータ解析において，入院
期間中央値はセフメタゾール群で 11日（95%信頼区間
［CI］：11～11），フロモキセフ群で 4日（95%CI：3～5）
であり，フロモキセフ群で有意に短かった（P＜0.001）。
さらに，フロモキセフ群では C. difficile感染などの有害事
象の発生頻度が有意に低かった。
【結論】フロモキセフは，有害事象に関する大きな懸念

なしに，尿路感染症の治療においてセフメタゾール同様に
有用であることが示唆された。

2．DPCデータを用いた抗菌薬適正使用のエビデ
ンス創出

豕瀬 諒
京都薬科大学臨床薬剤疫学分野
薬剤師や感染症に関わる医療チームが様々な患者に介入
した成果を客観的に評価することはきわめて重要である。
これまで，薬剤師や医療チームによる介入の評価は，電子
カルテデータを用いた単施設かつ少数例の研究が主流であ
り，得られた結果の一般化が困難であった。近年，日常臨
床から得られる医療データの総称であるリアルワールド
データ（RWD）を用いた研究が数多く実施されている。
RWDのうち，DPC（診断群分類包括評価）データは，多
施設かつ多数の患者における処方や診断等の詳細な情報が
含まれている。本シンポジウムでは，DPCデータを用い
て薬剤師や感染症に関わる医療チームの介入がテイコプラ
ニン（TEIC）の有効性やボリコナゾール（VRCZ）の負
荷投与の実施に及ぼす影響を評価した研究を紹介する。

2010年から 2019年の DPCデータを用いて TEICが投
与された患者（10,030人）を対象に検討した結果，薬剤管
理指導料の算定が 30日死亡の低下と有意に関連した（オッ
ズ比：0.45，95%信頼区間：0.36～0.55）。そのため，薬剤
師の介入は TEICの有効性の向上に影響を及ぼす可能性が
示唆された（J Pharm Health Care Sci, 2023）。また，2010
年から 2019年の DPCデータを用いて VRCZが投与され
た患者（2,197人）を対象に検討した結果，感染防止対策
加算の算定が VRCZの負荷投与の実施と有意に関連した
（オッズ比：1.59，95%信頼区間：1.05～2.39）。そのため，
感染防止対策加算の算定施設では，抗真菌薬の適正使用が
推進されていることが推察された（Biol Pharm Bull, 2023）。
このように，DPCデータを用いることで薬剤師や感染
症に関わる医療チームの介入による外的妥当性の高いエビ
デンスが得られた。一方で，DPCデータを含む RWDは
決して万能なデータベースではなく，弱点もあることに留
意しなければならない。本シンポジウムでは，これらの研
究をより詳細に紹介し，他の演者や聴衆と共に議論したい。

3．NDBを用いた抗菌薬適正使用のエビデンス創
出

室 高広
長崎国際大学薬学部薬学科
治験等の臨床試験では被検者条件の均質化により外的妥
当性に問題が生じ，厳密なプロトコルは実際の臨床現場で
の医療提供状況と乖離があることがある。このため，包括
的で実用的なエビデンスを創出するためには，臨床試験と
RWD研究の両方を適切に実施する必要がある。

RWD研究の情報源として，厚生労働省が提供する匿名
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医療保険等関連情報データベース（NDB）が活用されて
いる。NDBは，レセプト情報や特定健診・特定保健指導
情報などを格納する大規模で包括的なデータベースであり，
多様な医療実態を反映した長期的な治療効果や経済的評価
を含む多角的な研究が実施可能である。しかし，NDBを
利用する際にはいくつかの点に留意する必要がある。まず，
レセプトデータには検査結果が含まれていないため，抗菌
薬適正使用に関する研究で重要な原因微生物や抗菌薬の効
果に関する指標を得ることができず，これらを他の情報源
から補完する必要がある。また，格納されている病名情報
等は診療報酬要件の影響を受けている可能性があり，各種
診療報酬の算定要件や施設要件についての知識も必要であ
る。その他 NDBに特有の注意点として，データ提供の前
に審査が必要であることや，利用時にはガイドラインに従
い，厳格なセキュリティ対策を講じる必要があることなど
があげられる。

NDBの最大の特徴はデータ量の多さであり，国民皆保
険下にある日本においては国民の医療動向を全数に近い割
合で評価できるため，疫学研究や希少疾病の探索的研究に
最適である。分析的研究においても，データ量が豊富であ
ることにより外的妥当性が向上し，回帰分析やクラスタリ
ング，機械学習などの統計手法を用いる際に有利である。
NDBを用いて抗菌薬適正使用に関する研究を計画する際
には，これらの点に留意した研究計画を構築する必要があ
る。

4．リアルワールドデータを用いた臨床研究にお
ける工夫

田代 将人 1,2

1長崎大学大学院医歯薬学総合研究科臨床感染症学
2長崎大学病院感染制御教育センター
リアルワールドデータ（RWD）とは，臨床現場で得ら

れる診療行為に基づく医療ビッグデータを指し，電子カル
テデータ（微生物検査，画像検査結果，血液検査結果，バ
イタル記録など），保険データ（レセプトデータ，DPCデー
タなど），および患者レジストリー（COVID-19 REGISTRY
JAPANなどの疾患特異的なレジストリー）などが含まれ
る。RWDを用いた臨床研究は観察研究となり，記述的研
究と分析的研究に分けられる。記述的研究には症例報告や
非比較研究があり，電子カルテ情報や患者レジストリー情
報が適している。一方，分析的研究には仮説検証や優劣判
断の研究が含まれ，十分なサンプルサイズを必要とするた
め，保険データなどの大規模データソースが適している。
特に全国規模の大規模データベースである保険データを利
用することで，稀な症例や条件に対する十分なサンプル数
を得ることができる点が最大のメリットである。DPCデー
タは全国統一フォーマットで記述される臨床情報と診療行
為のデータセットであり，全国の DPC病院の全患者の膨
大なデータを対象に多様な疾患の解析が可能である。また，

DPCデータは 10年以上にわたってほぼ変わらないフォー
マットで累積し続けており，長期間の変化解析も可能であ
る。これにより，リアルワールドに埋もれる様々な真実を
発掘できる可能性があるが，大規模保険データを用いた臨
床研究を始めるには，収集可能な情報の理解が必要である。
具体的には，バイタルデータや培養結果，CT画像などの
収集ができず，研究者自身が診断を行うことができないた
め，これらの制約を考慮した研究計画を立てる必要がある。
本講演では，特にリアルワールドデータを用いた臨床研究
の工夫について情報を共有する。

シンポジウム 9

1．薬剤部長の立場から
北原 隆志
山口大学医学部附属病院薬剤部
薬剤師のキャリアプランとしては，一般的には免許取得
後，まずはジェネラリストとして広く薬物療法を学び，研
修認定薬剤師などになり，次のステップとして各領域の認
定薬剤師や専門薬剤師を目指すことになる。認定・専門薬
剤師取得後にどう進むか様々な選択肢がある。そのままス
ペシャリストとして専門領域を極めるか，マネージャーと
して管理者の道に進むか，教育者としてアカデミアに向か
うかなどを考えることになってくる。
感染症領域において，専門薬剤師としてキャリアを築く
ためには，専門知識の深化とリーダーシップの発揮が重要
である。感染症に関する最新の知識を常にアップデートし，
抗菌薬の適正使用や感染制御の実践に精通することが求め
られる。また，チーム医療の一員として，医師や看護師等
と連携し，患者の治療計画に積極的に関与することも必要
である。さらに，後進の育成にも力を入れ，教育プログラ
ムの開発や研修の実施を通じて，次世代の認定・専門薬剤
師を育てる役割も担う。これらの経験は管理者として進む
際にも有用であるし，教育者として進む場合においても役
立つと考えられる。本シンポジウムでは私自身の経験も踏
まえ，薬剤部長としての私見を述べたい。

2．感染制御部に異動した立場から
浦上 宗治
佐賀大学医学部附属病院感染制御部
私は 2013年 4月に佐賀大学医学部附属病院感染制御部
所属の薬剤師として着任した。以降，今日まで日常業務の
100%のエフォートを感染症診療・感染制御に充てること
ができている。国内では感染制御部直属の薬剤師の例は少
なく，新たなキャリアプランの在り方として紹介したい。
■感染症薬剤師として
感染制御部所属の薬剤師の最大のメリットは治療開始時
点から医師と治療方法について議論を交わせることにある。
特に経験的治療を選択する状況での議論は臨床力を涵養す
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る上でも最も理想的な環境である。また，状況が許せば抗
菌薬適正使用の相談窓口として診療科からコンサルテー
ションを受けることをお勧めしたい。私が病棟薬剤師をし
ていた時は病棟を担当している意識はあるものの，患者を
受け持っている意識は希薄であったかもしれない。コンサ
ルテーションを受けることで，受け持ち患者を持つことの
責務を感じながら臨床活動を行うことが出来る。
■アカデミアとして
医局所属であることは論文執筆や博士号の取得といった
アカデミアとしてのキャリアプランについてもメリットが
ある。人事異動がないために，数年単位の研究計画を立案
し，安定的に実行することができる。
■地域の人的リソースとして
感染症に関連する認定・専門薬剤師の取得者は増加して
いるものの，中小規模の病院では不足しているのが現状で
ある。大学病院のような基幹病院の人材を地域の人的リ
ソースとして活用するのは，都市部への認定・専門薬剤師
の偏在といった課題の解決にも有用である。地域を担う人
的リソースには成熟した臨床力が必要となるため，人事異
動なく長期間従事できる感染制御部所属の立場は理想的で
ある。
本セッションでは感染制御部所属の薬剤師の活動を紹介
しながら，長所や課題を共有し，これからの薬剤師のキャ
リアプランの在り方として議論したい。

3．薬剤部の立場で描く感染症スペシャリストの
キャリアプラン

大橋 健吾
大垣市民病院薬剤部
医療技術の進歩や制度改正により，感染症領域の薬剤師
には高度な専門スキルが求められる。当院には感染症科が
なく，薬剤部が病院全体の抗菌薬適正使用や感染症管理の
中心的な役割を担っている。このため，感染症スペシャリ
ストとして活躍するためのキャリアプランを描くことが重
要である。キャリアプランの具体的な要素として，1．専
門資格の取得，2．臨床経験の積み重ね（ASTや ICTと
しての活動を含む），3．研究活動，4．教育と指導，5．病
院外とのネットワーキング，6．役職の追求が挙げられる。
キャリアの初期段階では専門資格の取得を目指すことが
重要である。これにより，基礎的な知識と臨床能力を高め，
専門性を深める第一歩となる。特に感染制御専門薬剤師の
場合，筆頭論文の執筆が必須であり，研究能力が磨かれる。
さらに，学位を取得することで，感染症領域の pharmacist-
scientistとして研究や教育の分野で後進を指導し，さらな
る発展に寄与できる。
当院薬剤部には現在 3名の感染制御専門薬剤師が在籍し
ており，互いに補完し合いながら，病院内外での臨床業務
や研究活動を進めている。この環境は自らのスキルアップ
だけでなく，次世代の育成にも寄与している。薬剤部内だ

からこそ，密接な指導とコミュニケーションが可能であり，
豊かな教育環境を構築できている。
資格取得には長期間の努力と多くの障壁が伴うが，その
過程で得られる経験やマインドセットは大きな資産となり，
そのプロセス自体がキャリアプランに対し重要な意味を持
つ。また，役職の追求によりリーダーシップを発揮するこ
とは，組織の発展に寄与するだけでなく，薬剤部内の教育
と指導を通じて次世代の薬剤師を育成し，部全体の専門性
を高める役割を担う。本発表では，薬剤部に所属する立場
から感染症スペシャリストのキャリアプランについて考察
する。

4．感染症領域から拡がるサステナブルなキャリ
アプランを考える～女性薬剤師の立場から～

安川 乃里子
愛知医科大学病院薬剤部
薬剤師による感染症診療支援は，タスクシェア/シフト
が進む中，病棟や調剤室などあらゆる部門で求められる。
各部門における感染症診療支援を持続可能にするためには，
薬剤師個人のキャリア構築が欠かせない。とりわけ女性は，
出産や育児などのライフイベントを迎える機会が多く，そ
の後の復帰を円滑にするためのキャリアプランが重要とな
る。その中で感染症領域は，あらゆる部門で専門性を発揮
することが可能であり，持続可能なキャリアを形成できる
領域であると考える。例えば演者の場合，救急・集中治療
部門の病棟で日常業務を行っているが，感染症領域にも関
心を持ち，診療支援や資格取得で関わりを持っている。今
後様々な理由で部署を異動することとなっても患者に貢献
し続けるために，自らの財産を能動的に創り上げていくこ
とが持続可能なキャリアに繋がると考える。
また，医療従事者にとって生涯研鑽し続けることは言う
までもなく重要である。当院薬剤部では感染症領域に関心
を持つ部員を対象に，ICT/AST経験者を含む抗菌化学療
法認定薬剤師取得者による勉強会を開催し，各部門で実践
可能な感染症診療支援について考えている。初年度に行っ
たアンケートでは，参加者の 1カ月あたりの提案数が増加
し，認定取得に対する興味は増加傾向だった。認定取得者
による教育の継続が，感染症診療支援だけでなくキャリア
プランに対する意識変容に寄与する可能性が考えられた。
近年では男女ともにライフイベントによるキャリアの中断
を考える必要がある。薬剤部全体のボトムアップ教育を継
続することが，性別を問わずキャリアプランを見直すきっ
かけとなると考える。
本邦では医療機関・薬局薬剤師のおよそ 6.5割を女性が

占める。持続可能な組織を創り上げる上では女性のキャリ
ア構築が不可欠である。本シンポジウムでは，個人も組織
もともに持続可能にしていくための，感染症領域における
女性薬剤師のキャリアプランを考えたい。
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シンポジウム 10

1．J-SIPHE参加率第 2位 三重県全体で参加する
J-SIPHEの活用とアウトカム

田辺 正樹
三重大学医学部附属病院感染制御部
三重県では，2015年に県内すべての医療機関を対象と

する感染対策支援のための地域ネットワーク（MieICNet）
を立ち上げ，独自のサーベイランスシステムを用いて，抗
菌薬・微生物のサーベイランスを行ってきた。J-SIPHEが
全国的に導入されたことを受け，2022年より独自のシス
テムから J-SIPHEに移行した。三重県内を北勢・中勢・
南勢の 3地域に分け，各地域の基幹病院を軸に地域単位で
グループを作成するとともに，三重県全体を 1つのグルー
プとしてデータを集計している。感染対策向上加算を算定
している施設は基本的に J-SIPHEへ参加し三重県グルー
プに登録することをお願いしており，県内 93病院のうち，
2023年は微生物サーベイランス 47，抗菌薬サーベイラン
ス 44の加算算定病院が参加するサーベイランスとなって
いる。

MieICNetは，医師会，歯科医師会，獣医師会，病院協
会，看護協会，薬剤師会，臨床検査技師会，県老人保健施
設協会，老人福祉施設協会，行政機関からの委員による運
営委員会にて，運営方針を決めている。サーベイランスの
他，感染対策研修会を年 2回，AMR対策研修会を年 2回
開催しており，その中で，県内の微生物・抗菌薬サーベイ
ランス結果（地域別・加算別）の報告や J-SIPHE活用方
法などについて情報提供している。薬剤耐性（AMR）ワ
ンヘルスプラットフォームにおいて三重県は，全国と比較
し，薬剤使用量が多く，薬剤耐性率も高い傾向を示してい
るが，感染症や薬剤耐性（AMR）について，幅広く情報
提供することで，多くの医療関係者に関心を持っていただ
き，感染症対策や抗菌薬適正使用が推進されることを期待
している。
本講演では，三重県において地域全体で取り組む J-

SIPHEの活用方法や各種サーベイランス結果についてお
話したい。

2．大阪市南部における J-SIPHEを活用した多職
種連携で取り組む AMR対策

岡田 恵代
大阪公立大学医学部附属病院感染制御部
当院が所在する大阪市南部地域では，2022年の診療報
酬改訂をきっかけに地域の病院（約 30施設）と診療所（約
80施設）が連携し，J-SIPHEおよび OASCISへの登録を
開始した。地域全体で取り組む活動は，今年で 3年目を迎
え，定期的なデータ登録が定着し，年 4回開催されるブロッ
ク会（診療所対象は年 2回）でサーベイランス結果をフィー
ドバックしている。J-SIPHEデータをフィードバックする

ことで，地域の傾向と自施設を比較し，どこに課題がある
のか，取り組みは有効であったのか PDCAを回すという
考え方を共有している。
ブロック会は，医師・看護師・薬剤師・検査技師に加え，
事務職員が参加している施設もあり，多職種で参加する意
義を持たせるように工夫している。ブロック会では，年度
はじめに目標を共有し，具体的な計画を示し，各職種がど
う役割を果たすか意識づけを行っている。ブロック会の取
り組みのひとつに AMR対策として重要な ASがある。
2023年度は，地域の ASTについて現状調査を行い，それ
を元に職種別ディスカッションを行った。ディスカッショ
ンでは，自施設の悩みや課題が他施設でも共通しているこ
とを知り，勇気づけられたり，良いヒントを得たり，各職
種のモチベーション向上のきっかけとなった。今年度は，
そこから 1歩前進し，各施設で ASTを立ち上げることを
目標として活動している。
活動開始から 3年，わずかではあるがMRSA検出率の
低下や緑膿菌のカルバペネム感受性率の改善など成果がみ
えてきた。リソースが限られている中小規模病院では，各
職種の役割を相互理解し，多職種連携（施設内外問わず）
をうまく活用することでより良いチーム作りができると考
える。本シンポジウムでは，当地域の取り組みについて報
告する。

3．J-SIPHEと OASCISを用いた地域連携への取
り組み

中井 真衣
奈良県立医科大学附属病院薬剤部

2022年度診療報酬改定により，外来感染対策向上加算
や指導強化加算，連携強化加算，サーベイランス強化加算
が新設され，感染対策向上加算 1・2の医療機関だけでは
なく，診療所などのより小規模な医療機関や保健所，医師
会など地域の医療機関の連携が重要視されている。さらに，
2024年度診療報酬改定では，抗菌薬適正使用体制加算が
新設され，抗菌薬適正使用の推進が求められている。

J-SIPHE，OASCISはレセプトデータを活用することで
自動的に抗菌薬使用量が集計され，容易にグラフや表など
で可視化を行うことができる。いずれのシステムもグルー
プを作成することで情報の共有や自施設と他施設，さらに
は全国平均等との比較も可能であり，地域の AMR対策に
貢献できると考えられる。
当院では，感染対策向上加算 1の算定施設として，加算

2の 5施設，加算 3の 1施設，外来感染対策向上加算の 19
施設と連携している。従来は，抗菌薬使用量のデータ収集
は各施設が Excelに入力したものを収集し，当院が取りま
とめを行っていたが，自施設，他施設ともに大きな負担と
なっていた。そのため，2022年度以降，連携する際の連
携要件として抗菌薬使用量のデータ収集に関しては J-
SIPHEと OASCISへのデータ登録を求めている。J-SIPHE
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導入の際には各施設に対して，J-SIPHEを活用することの
メリットや参加方法，入力方法などについて説明や支援を
行った。OASCIS導入の際には奈良県医師会と協力し，支
援を行った。
本シンポジウムでは，当院における J-SIPHE，OASCIS
を用いた取り組みの現状について，そして課題や今後の展
望について紹介したい。

シンポジウム 11

1．敗血症
北川 浩樹
広島大学病院感染症科
敗血症は，日本版敗血症診療ガイドライン 2024におい

て「感染症に対する生体反応が調整不能となり，重篤な臓
器障害が引き起こされる状態」と定義されている。すなわ
ち，初期蘇生とともに，より迅速な感染症治療を要する。
しかし，敗血症においても一般的な感染症診療と同様に患
者背景，感染部位・臓器，原因微生物を中心に抗微生物薬
を選択することに変わりはない。経験的治療では，患者背
景や病歴，感染部位・臓器から原因微生物を推定する必要
がある。地域の耐性菌の疫学情報や患者の医療曝露などの
リスクに応じて，薬剤耐性菌をどこまでカバーするのか判
断する。また，感染部位・臓器が同定されれば，感染コン
トロールが必要な状態かどうかの判断が重要となる。膿瘍
形成や閉塞などのドレナージが必要な病態があれば，可及
的速やかに感染源コントロールを行う。
経験的治療の前には，原因微生物特定のために可能な限
り微生物検査を実施する。微生物検査は，通常結果が判明
するのに時間がかかるが，グラム染色以外の抗原検査や遺
伝子検査などの迅速検査について自施設でどういった検査
が実施可能なのかについて把握しておく必要がある。また
近年，質量分析装置や遺伝子検査の普及により菌種および
薬剤耐性の診断がより迅速に行えるようになってきた。し
かし，検査が迅速になったとしても患者への治療に反映さ
せなければ，有効活用できているとは言えない。微生物検
査結果は段階的に情報が追加されるため，追加情報を解釈
し抗微生物治療を適正化して標的治療へと移行していく必
要がある。さらに，新たな迅速微生物検査法の開発が進ん
でおり，遺伝子検査を中心とした培養過程を必要としない
迅速検査の報告が増加している。当科でも，血液培養検査
においてデジタル PCRを用いて末梢血から直接菌種と薬
剤耐性遺伝子を同定する研究を行っており，その成果につ
いても本講演で共有させていただきたい。

2．一筋縄ではいかない髄膜炎
栃谷 健太郎
京都市立病院感染症科
細菌性髄膜炎の治療において最も重要なことは，速やか

な診断と適切な抗菌薬治療の開始である。適切な診断と治
療が行われれば，標準的な抗菌薬治療で改善することが多
いが，時に改善が乏しく，合併症の検索，治療の変更・延
長が必要なことがある。膿瘍，脳炎，血栓性静脈炎の合併
や，心内膜炎など中枢神経系以外の臓器への播種などが代
表的である。当院で経験した症例を提示し，その対応を概
説する。
真菌性髄膜炎の代表はクリプトコッカス髄膜炎である。
多くは既知の免疫不全も持つ患者が発症するが，時に確た
る免疫不全のない患者でも発症することがある。当院にお
いて免疫不全のない 20代女性で，標準的治療を行っても，
長期に臨床症状の改善が見られず，髄液圧が低下しない症
例を経験した。当時は認識できていなかったが，後の文献
か ら は post-infectious inflammatory response syndrome
（PIIRS）と考えられた。本症例を経験し，感染症診療に
おける，免疫抑制治療の意義，免疫不全の検索が，今後よ
り必要な戦略になってくるのではないかと考えている。

3．骨・関節感染
川村 英樹
鹿児島大学大学院医歯学総合研究科感染症専門医養成講座
骨・関節感染は，血行性や局所性など様々な要因で発症
し，骨髄炎では感染が成立すると骨破壊や虚血が生じ腐骨
などが生じるため，壊死物質が残存する，あるいは抗菌薬
の移行が悪くなるなどにより，難治化しやすい。また人工
関節など異物が存在する感染症もあり，難治化するバイオ
フィルム感染症としての側面も有する。したがって抗菌薬
投与だけではなく，デブリードメントや人工物の抜去など
の外科的治療を要することも多く，タイミングを失すると
変形や小児では成長障害をきたすことにも注意を要する。
さらには，発症する患者の基礎疾患には糖尿病や動脈硬
化性病変など全身性疾患を有することが多く，併存疾患に
対する治療も同時に考える必要がある。
原因微生物としては黄色ブドウ球菌やコアグラーゼ陰性
ブドウ球菌等が多いが，外傷や糖尿病性足疾患，血管障害
に伴う骨髄炎では緑膿菌や偏性嫌気性菌などの関与もあり
うる。化膿性椎体椎間板炎では結核性の頻度も多く，原因
微生物の診断を適切に行う必要があるが，深部検体の採取
が難しいなど，抗菌薬投与が先行されているなどによって，
原因微生物の評価が不十分な症例もみられる。近年本領域
においても遺伝子検査が活用されており，さらなる診断へ
の活用が期待される。
抗菌薬は主に原因病原体となる黄色ブドウ球菌を念頭に
おきながら，経静脈的な抗菌薬の投与が基本となる。近年
骨芽細胞に貪食された黄色ブドウ球菌が難治化要因の一つ
と考えられるなどのことからリファンピシンの併用なども
選択肢に挙げられる。また従来から行われている抗菌薬含
有骨セメントの使用や，近年では CLAP（Continuous Local
Antibiotics Perfusion）とよばれる投与方法も報告されて
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おり，治療への有効性や病原体の耐性化も評価しながら今
後の活用が望まれる。
本講演ではこれらを踏まえて感染症専門家としての骨・
関節感染へのアプローチを共有したい。

4．人工血管感染症の診断・治療戦略
土戸 康弘
京都大学大学院医学研究科臨床病態検査学
人工血管感染症（Prosthetic vascular graft infection；

PVGI）は発症すると治療に難渋し，合併症や死亡に関連
する重篤な感染症である。人工血管の部位や種類には体腔
内（胸腔，腹腔），体腔外（四肢）や透析用など様々なも
のが使用されており，感染率も様々である。また，近年，
低侵襲のステントグラフト内挿術も広く行われるように
なっているが，こちらについても感染症の治療に難渋する
ことが多い。PVGIの発症には，血行性感染に加えて，表
層の皮膚軟部組織の破綻や消化管粘膜表面のびらん・瘻孔
などによるグラフト曝露が関与しうる。原因微生物はブド
ウ球菌属をはじめとして，グラム陰性桿菌や抗酸菌，真菌
まで幅広い微生物が感染をきたす。画像診断においては造
影 CTが第一選択とされるが，確定診断が難しい場合もあ
り，MRIや PET/CTの有用性が示唆されている。治療は
抗菌薬による保存的治療のみでは治療困難である場合が多
く，感染人工血管の摘除及び再置換，周囲感染組織の洗浄・
デブリードマンが行われる。一方，手術に伴うリスクが懸
念される症例などでは温存治療とせざるを得ないこともあ
り，経静脈的治療期間や経口抗菌薬の長期治療などについ
て個別検討が必要となる。本講演では，PVGIの実践的な
診断と主に抗微生物薬による治療戦略について，症例を交
えて概説する。

シンポジウム 12

1．梅毒の病態総論～He/She who knows.～
小泉 祐介，稲田 由佳梨，森本 将矢
和歌山県立医科大学臨床感染制御学講座
Treponema pallidumはゲノムサイズが非常に小さい，

Doubling timeが長い，環境変化に対して非常に弱いなど，
我々感染症医が日常的に対峙する病原体とはおおよそ異な
る特徴を持っている。一見すると生存弱者にも見え，かつ
薬剤感受性も決して悪くないこの病原体はしかし時代を乗
り越え現代医療でも大きな問題となっている。
T. pallidumは性感染症として皮膚・粘膜に生じた微細な
傷から非感染者の体内に侵入するが，母子感染として胎盤
を通じて母体から血行性に胎児に移行する可能性もある。
10～90日間の潜伏期間を経て 1期（局所感染），更に 2～8
週間で 2期（全身感染），ここまでに診断されなかった場
合には，検査しない限り診断できない潜伏梅毒として経過
する。その後，個人差もあるが年単位で 3期病変（血管炎

に伴う重大な臓器障害）を来しうる。梅毒の診断が難しい
理由は，普遍的に存在する血管の炎症である点に尽きる。
すなわち，どの臓器も標的になり浸潤部位に応じて症状は
多彩であること，特に神経梅毒は早期・晩期共に生じ得る
し，感度十分な検査所見もない上に病的意義なき髄液異常
を呈することもあるなど，患者ごとに大きく異なる多様性
（感染部位・Strain・菌量・宿主免疫・発症から診断まで
の時間・これまでの感染回数など）が診断を複雑にしてい
る。
しかしながら第一選択薬であるペニシリンがほぼ感受性
であること，タイムリーな検査さえできれば診断可能・根
治が可能であること，「性感染症」という，啓発さえすれ
ば一般市民が（完全な予防は出来ないまでも）早期受診で
きる感染様式であることは特筆すべきであり，梅毒の制圧
が不可能ではないことを示唆している。
本セッションでは最低限理解し知っておくべき梅毒の病
態について述べる。

2．梅毒の現状を考える～感染症科の立場から～
白野 倫徳
大阪市立総合医療センター感染症内科
梅毒は Treponema pallidum（TP）による感染症であり，
局所から全身まで，さまざまな臓器に病変を来たす。その
多彩な症状から，“The Great Imitator”（偽装の達人）と
もいわれ，典型的な臨床経過をとらないケースも多い。内
科や皮膚科，泌尿器科のみならず，あらゆる診療科を受診
する可能性がある。培養が困難であるため，RPR（Rapid
Plasma Reagin）検査や TP抗体検査，FTA-ABS（梅毒
トレポネーマ蛍光抗体吸収試験）などの血液検査が診断の
基本となるが，これらの検査にもピットフォールが存在す
る。また，昨今の梅毒症例の増加に伴い，先天梅毒症例の
増加も懸念される。
本講演では，自験例を中心に“The Great Imitator”で
ある梅毒のさまざまな症例を提示し，診断と治療のポイン
トについて考察する。

3．答えに窮する梅毒の実臨床像について
石川 清仁
藤田医科大学ばんたね病院泌尿器科
人類誕生から現在まで，ヒトの死因の累計第一位は感染
症であることをご存知ですか？
梅毒は太古の時代から多くのヒトの命を奪ってきた感染
症の 1つである。古くはエジプトのミイラにもその痕跡が
ある。わが国の梅毒患者は，公衆衛生の発達や法律の整備
で激減したが，2013年以降再び増加に転じ，2022年に新
規感染者数は 10,000人を上回り，2024年はさらに早いペー
スで増えている。梅毒は全数報告対象疾患であるが，リア
ルワールドデータとの比較で実際の 12～25%しか届出さ
れていないと予想されている。さらに最近の傾向として
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hetero-sexualの間や commercial sexual worker：CSWで
流行の兆しがある。梅毒はもはや一般社会に浸透した感染
症と言わざるを得ない。そこで泌尿器科領域のセクション
では，実臨床の現場で答えに窮する内容を解説する。
設問 1：梅毒の感染率：コンドーム未装着の膣性交 1回
で感染する確率は？
設問 2：梅毒はヒトの性交渉以外で感染することはない
か？
設問 3：陰部に出来た病変，鑑別診断にあがる疾患は？
設問 4：梅毒トレポネーマは，なぜ宿主免疫から逃れ，
いつまでも潜伏出来るのか？
設問 5：治療には経口薬と筋注薬，どちらを選ぶべき
か？
設問 6：治癒判定はいつ，どのようにすればいい？
設問 7：感染後の性交渉を安全に再開できる時期は？
設問 8：梅毒の都市伝説とは？
あくまで私見ですが，参考になれば幸甚に存じます。

日本感染症学会・日本環境感染学会合同シンポジウム

1．薬剤耐性菌の地域性
森永 芳智
富山大学学術研究部医学系微生物学講座
検出される細菌の頻度や種類には，ヒトの行動や社会経
済的なつながりの影響を受けることが知られる。一人の患
者の周囲には他の患者もいるであろうし，病院には関連の
深い周辺施設がある。目を向けるコミュニティーのサイズ
によって，薬剤耐性菌の拡がりの状況の見え方が変わって
くることがある。

MRSAは，全国的に徐々に低下してきたが，近年下げ
止まっている。この背景は十分にわかっていない。MRSA
分離頻度は感染対策の指標とも言われるように，潜在的に
は施設間でMRSAの分離頻度が異なり，明確なデータは
ないものの関連のある医療介護施設や老健施設にもその影
響が波及している可能性は考えられる。

ESBL産生菌や，CRE，VREなど腸管に保菌しやすい
薬剤耐性菌は多い。ESBL産生菌はすでに全国的に蔓延し
てしまっているが，病院単位でみていくと検出頻度は異
なっている可能性がある。CREは，各医療施設での視点
で見ると，一定の頻度であることが多いが，国内の地域に
より検出の差があることが知られている。VREに関して
は，検出されていない地域が多く，散発的に検出される地
域が国内にあることが知られる。しかしながら，全国的に
みると緩徐に増加傾向である。
緑膿菌の多剤耐性は，2000年代に起きたアウトブレイ
ク後を機に，適切な感染対策や，不必要な蓄尿の排除など
の拡散の要因がとられるようになって激減した。現在，多
剤耐性の頻度は少なく地域性はわかりにくいが，都道府県
レベルでみると地域変動があるようである。

小さなコミュニティーレベルでは，細菌の疫学的なデー
タを収集して活動につなげることは難しい側面がある。し
かしながら，各活動地域で力を入れるべき薬剤耐性菌はい
ないかという視点は重要である。

2．薬剤耐性菌サーベイランスにおける地域連携
川村 英樹
鹿児島大学大学院医歯学総合研究科感染症専門医養成講座
薬剤耐性菌サーベイランスの主な目的は問題となる薬剤
耐性菌の検出を早期に探知し，その拡散を防止すること，
および平時の薬剤耐性菌対策の効果を評価することが挙げ
られる。
バンコマイシン耐性腸球菌（VRE）やカルバペネム耐
性腸内細菌目細菌（CRE），多剤耐性緑膿菌・多剤耐性ア
シネトバクターは 1例でも院内に探知した場合アウトブレ
イクに準じた対応が求められている。また，共通する薬剤
耐性遺伝子を含有するプラスミドを有すると考えられる細
菌による感染症の集積がみられる場合にもアウトブレイク
対応が求められる。院内に微生物検査室がない施設も多く，
検出の把握や対応に関する地域連携の必要性も増している。
また近年地域から医療機関への持ち込みによる VRE等の
薬剤耐性菌アウトブレイクなども報告されており保健所を
含めた地域を包括した対策がカギとなる。
昨年 AMRアクションプランが改訂され，MRSAやカ

ルバペネム系耐性緑膿菌には血液検体での耐性率を指標と
する等，新たな微生物薬剤耐性率の成果指標を念頭に対策
を進めることが望まれる。地域全体で平時の状況把握，異
常探知といった連携も重要な活動である。
一方，これらをどのような形ですすめるかは難しい課題
である。JANISや J-SIPHEなど，多くの医療機関が参加
しているサーベイランスの活用など，地域ネットワークで
検討を進める必要もある。
これらを踏まえ，本講演では地域ネットワークの実情や
取り組み事例などを含めて薬剤耐性菌サーベイランスにお
ける地域連携の在り方を考えたい。

3．ASTにおける地域連携
浜田 幸宏 1，八木 祐助 1,2，山岸 由佳 2,3

1高知大学医学部附属病院薬剤部
2高知大学医学部附属病院感染管理部
3高知大学医学部臨床感染症学講座
新興感染症等に対応できる地域における医療提供体制構
築に向けた取り組みとして，2024年度診療報酬改定で「抗
菌薬適正使用体制加算」が新設され，ASTの重要性がさ
らに再認識されたのではないだろうか。その基本的な考え
方は，Access抗菌薬使用比率が低い国内において，適正
使用をさらに促進する観点からサーベイランスを強化し，
抗菌薬の使用状況を考慮した評価体系を見直すこととある。
そのなかでは適正使用の十分な実績を有しながら，モニタ
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リング可能なサーベイランスに参加し，直近 6カ月におけ
る外来で使用できる抗菌薬のうち Access抗菌薬に分類さ
れるものの使用比率が 60%以上又はサーベイランスに参
加する病院あるいは有床診療所全体の上位 30%以内であ
ることとある。具体的にはサーベイランスとは，J-SIPHE
（感染対策連携共通プラットフォーム）等を用いた集計お
よびその評価を指している。本講演ではそのような背景を
踏まえ様々な視点から ASTにおける地域連携について紹
介する。

4．地域連携と微生物検査
小佐井 康介，栁原 克紀
長崎大学大学院医歯薬学総合研究科病態解析・診断学分野
薬剤耐性菌は様々な感染症の原因となる。微生物検査の
主な役割の一つに菌の同定や薬剤感受性検査を行って感染
症の診断や治療に貢献することが挙げられる。また，院内
における薬剤耐性菌の分離状況の把握やアンチバイオグラ
ムの作成を行い，感染対策や抗菌薬の適正使用に有用な情
報を提供することが求められる。薬剤耐性菌のアウトブレ
イクが疑われる場合には必要に応じてタイピングを行い伝
播の確認も行う。薬剤耐性菌の分離頻度や特徴は医療施設
や地域によって異なる。地域において患者が様々な医療機
関に入院し高齢者施設などと往来することを踏まえると，
地域における薬剤耐性菌のサーベイランスや情報共有が大
切である。地域連携を強化することにより，薬剤耐性菌の
拡散を予防することにもつながる。我々の地域においては，
長崎県内における薬剤耐性菌の分離状況を把握し県内の各
施設および各地域における薬剤耐性菌の伝播・拡散を防止
することを目的に長崎県薬剤耐性菌調査ネットワークを
2006年に設立した。県内の基幹病院を対象に主要な薬剤
耐性菌の分離状況について調査し情報共有を行っている。
本講演では，当院での取り組みを紹介し，地域連携におけ
る微生物検査の役割について考えてみたい。

ヴィーブヘルスケア医学教育事業助成シンポジウム

1．抗 HIV療法の変遷と持効性注射剤のベネ
フィット

白野 倫徳
大阪市立総合医療センター感染症内科

HIV感染症の治療は飛躍的な進歩を遂げ，合併症がな
くコントロール良好な場合，生命予後は非感染者と同程度
にまで改善した。各種ガイドラインで推奨される初回の抗
HIV治療は，1日 1回 1錠のシングルタブレットレジメン
が主流となり，非常にシンプルになった。副作用や薬物相
互作用の問題も軽減されてきた。
一方，抗 HIV薬は長らく錠剤のみであったが，2022年

にわが国でも初めて，持効性注射剤であるカボテグラビル，
リルピビリンが上市された。

世界 25カ国で実施された Positive Perspectives Study
では，対象者の過半数が毎日の抗 HIV薬の服用は HIVの
ことを思い出させると回答し，ネガティブな経験やセルフ
スティグマを伴うことがあることが浮き彫りとなった。持
効性注射剤は毎日の服用から解放されるものとして，大い
に期待されている。
当院では持効性注射剤の導入に先立ち，すべての通院患
者を対象に，現在の抗ウイルス療法に対するアドヒアラン
スの実際，持効性注射剤への変更希望を調査した。その結
果，約 55%の患者が注射剤への変更に関心を示した。ま
た，持効性注射剤に変更した 38名を対象に HIV治療満足
度質問票（HIVTSQ）を用いて調査したところ，高い満足
度が維持されていた。
本セッションでは抗 HIV療法の変遷から始まり，持効
性注射剤のメリットおよびその導入の実際について概説し，
Shared decision-making（意思決定の共有）を意識した診
療について考察する。

2．HIV感染者に対するこれからのワクチン接種
のあり方

南 留美
九州医療センター AIDS/HIV総合治療センター・免疫感
染症内科
抗 HIV薬 の 進 歩 に よ り，People Living with HIV

（PLWH）の予後は改善し，HIV陰性者とほぼ同等の生命
予後が期待できる時代になった。一方で HIV自身による
免疫機構の破壊，HIV持続感染による慢性炎症，免疫活
性化に伴う免疫老化等により潜在的な免疫不全の状態は持
続している。このことを鑑みると，適切な時期にワクチン
を接種することは，PLWHの長期療養生活において重要
と考えられる。
本シンポジウムでは，「これからのワクチン」として，性
感染症予防および悪性腫瘍予防に関連して肝炎ワクチン，
HPVワクチン，長期療養・高齢化・免疫不全に伴う感染
症に関連して帯状疱疹ワクチン，肺炎球菌ワクチンを中心
に紹介する予定である。特に B型肝炎に関しては，2022
年より国内で承認された注射剤（cabotegravir＋rilpivirin），
長期合併症を見据えた NRTI spareレジメン等，今後，抗
HBV活性のない ARTを選択する機会が増えてくる可能
性がある。その際，ARTの選択の幅を狭めないためにも
HBVワクチンの接種は重要と考えられる。
なお，日本エイズ学会は 2023年に「HIV感染者のため

のワクチンガイドライン」を作成している。COVID-19，
インフルエンザ，肺炎球菌，A型肝炎，B型肝炎，ヒトパ
ピローマウイルス（HPV），帯状疱疹，水痘，麻疹，風疹，
流行性耳下腺炎に加え，海外渡航時のワクチンとしてコレ
ラ，腸チフス，黄熱（Yellow Fever），狂犬病ワクチンに
ついても言及しており，参考にされたい。
本シンポジウムが，今後の HIV診療において少しでも
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お役に立てれば幸いである。

3．HIV-PrEPと doxy-PEP
仲村 秀太
琉球大学大学院医学研究科感染症・呼吸器・消化器内科学
講座

HIV感染予防の手段として曝露前予防内服（Pre-
Exposure Prophylaxis；PrEP）の効果は科学的に確立さ
れており，2016年から 2023年の期間に世界中で約 500万
人が新たに HIV-PrEPを開始したと報告されている。本
邦においては，2024年 8月 28日に Tenofovir disoproxil-
emtricitabine（TDF/FTC）が HIV-PrEPとして初めて薬
事承認を受けた。高い予防効果が期待される一方で，PrEP
ユーザーに対する医療機関の見守りがなければ，腎機能障
害や薬剤耐性変異を伴う HIVのブレークスルー感染など
の懸念も存在する。今回の国内承認を受けて各地域での
PrEP実施体制の整備が求められる。また，PrEPに加え
て HIV検査アクセスの向上や Undetectable=Untransmit-
table（U=U）などを組み合わせた複合的予防戦略が国内
の HIV流行終結に重要である。

HIV-PrEPと同様に性交渉後のドキシサイクリン内服に
よる梅毒やクラミジア，淋菌感染症の曝露後予防内服（post
exposure prophylaxis；PEP），いわゆる doxy-PEPも近年
注目を集めている。Gay, bisexual and men-who-have-sex
with men（GBMSM）やトランスジェンダー女性を対象
とした海外の報告では，doxy-PEPにより梅毒やクラミジ
ア感染の相対リスク減少が 40～70%であった。しかしな
がら，長期的な観点からは薬剤耐性菌の出現リスクや腸内
細菌叢の変化など不明な点もあるためどのように doxy-
PEPを運用するか課題も残る。
本シンポジウムでは HIV-PrEPや，doxy-PEPに関する
最新の知見をレビューするとともに国内でこれらの bio-
medical preventionを提供するにあたっての課題を提示す
る。

パネルディスカッション 1

1．地域全体での感染症専門医の育成を目指し
て～岐阜県での取り組み～

手塚 宜行
岐阜大学大学院医学系研究科感染症寄附講座
岐阜大学感染症寄附講座は，岐阜県内の感染症診療・感
染対策に関わる医療従事者の育成や，岐阜県の感染症全般
にわたる医療体制の充実を図ることを目的として活動して
いる。その中でも特に感染症専門医を目指す医師の確保は
極めて重要な課題であると認識している。日本全体でも感
染症専門医の数は充足しておらず，特に地方ではそれが顕
著である。医師の中においても感染症が専門領域であると
認識されておらず，そのため相対的に感染症専門医を目指

す医師の数も少なくなってしまっている。また感染症専門
医を目指す医師がいたとしても，大都市のハイボリューム
センターでの研修を希望し，残念ながら他県へ移ってしま
う場合もある。
岐阜県においては，まず感染症が専門領域であるという
医師の中の認知度を高める必要があると考えている。その
ため，岐阜県内の医師の比率として最も高い岐阜大学医学
部医学科の学生に対するアプローチを行っている。医学科
の複数の学年で感染症に関する講義や実習の充実を図り，
その認知度を高める工夫を行っている。また岐阜県で勤務
している研修医へのアプローチも重要である。岐阜県内の
複数の臨床研修病院に協力を仰ぎ，研修医に対して直接，
感染症に関する講義の機会を設けている。研修医に対して
直接講義を行うことで，研修医が感染症を専門とする医師
の存在を認識し，感染症に興味を持つきっかけづくりにつ
ながっている。地方では感染症専門医を目指す医師を一施
設のみで確保することは極めて困難である。そのため，今
後は岐阜県内の他の日本感染症学会認定研修施設とより密
な連携体制を構築し，地域全体で感染症専門医の確保につ
なげていきたいと考えている。

2．市中病院における感染症専門医の育成の現状
と課題

井村 春樹
音羽病院感染症科
当院の感染症科は 2007年より立ち上げした。「総合内科
の力量のある感染症専門医の育成」をモットーに，総合内
科および感染症科のハイブリッド型の医師の育成を目指し，
感染症診療のみにとらわれず，感染症を患う方に対して全
人的な医療を行う医師を育てたいと考えており，複数名の
感染症専門医・指導医を育成している。市中病院における
感染症科の特徴として，当院では尿路感染症，蜂窩織炎な
どの皮膚軟部組織感染症，肝膿瘍などの深部膿瘍の一般市
中感染症を主治医として担当する。結核をはじめとした抗
酸菌感染症を経験することもある。また，集学的な治療を
必要とする敗血症性ショックをはじめとした重症感染症も
担当することも増えている。また，他科からのコンサルト
症例として，化膿性脊椎炎や感染性関節炎，骨髄炎などの
整形外科関連の感染症，感染性心内膜炎や感染性動脈瘤な
どの心臓血管外科関連の感染症，糖尿病性足壊疽や重症虚
血趾関連の感染症を中心に担当している。外来では一般内
科の外来および輸入ワクチンも含めたトラベルクリニック
を担当する。なお，近年では感染症治療薬やワクチンに関
する治験や多施設協同研究にも参加するなど学術方面にも
力を入れ始めているところである。一方で課題として，大
学病院等とは異なり，HIV感染症や小児症例，高度の免
疫不全患者の診療は多く経験できる状況ではない。また，
薬剤耐性菌等の遺伝子検査なども外部に委託するなど院内
の検査体制も十分ではなく，予算の範囲内での診療を行わ
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なければならない。また，最新論文へのアクセスも限定的
であり，学術活動の支援も十分ではない。しかし，現在の
日本では感染症専門医を養成するには市中の一病院の研修
では難しいことが前提として，条件はあるが，2から 4カ
月程度の国内留学の制度を設けるなど院外研修の枠組みも
作成している。当日は市中病院と大学病院の垣根を超えた
専門医育成について検討したい。

3．多種多様なキャリアを見据えた感染症専門医
研修

古本 朗嗣
長崎大学病院感染症医療人育成センター
交通網の発達，政治・経済の変化に伴い急速なグローバ
ル化が進む中，国内における海外出身者の就労人口の増加，
気候変動による熱帯感染症の流行地域の拡大，途上国開発
事業に伴い未知の感染症との遭遇，新規治療法に関連した
感染症の合併，国内では新型コロナウイルス感染症以外の
呼吸器病原性ウイルスや梅毒や性感染症の増加など，感染
症を取り巻く環境は経時的に大きく変化し，多彩な感染症
の診療機会が増えている。また，新型コロナウイルス感染
症の流行期には感染症専門医は行政機関と連携し，地域の
医療機関や高齢者施設などの感染対策支援や医療者への教
育なども行ってきたことから，専門医は地域や社会との関
わりが今まで以上に求められている。
これらの情勢変化により感染症専門医は知識，臨床スキ
ルのアップデート，問題解決能力などが以前より増して求
められている一方，課題解決のための多種多様なキャリア
の可能性を秘めていると思われる。感染症専門医育成は日
本感染症学会認定研修施設を中心に行われているが，認定
施設の地域偏在・格差に加え，施設間の経験症例の多寡，
多様性においても均等な機会が得られているとは限らない。
特に，固形臓器移植関連感染症，結核を含めた抗酸菌感染
症，HIV感染症，性感染症，熱帯感染症などの特殊専門
領域は単施設のみの感染症専門研修では限界があると言わ
ざるを得ず，専門性に特色のある複数の施設が連携して専
門医育成を進めて行く必要があるものと考える。
当院の感染症フェローシップは育成医師が感染症に係る
幅広い見識，技量，国際感覚を持ち，感染症専門医として
多種多様なキャリアを選択できるように，本院感染症診療
科・中央診療部門，国内・外の医療機関の協力を得て臨床
修練を行い，公衆衛生・保健行政を学ぶため県庁・保健所
で研修を実施している。我々の取り組みも紹介しながら，
感染症専門医育成の課題や専門医の多種多様なキャリア形
成についても考察する。

4．大学病院における論文作成と指導方法を考え
る

長岡 健太郎
富山大学附属病院総合感染症センター

近年，本邦では様々な感染症専門医の姿があるが，変化
し続ける病原微生物に対応する科学力は共通して重要とい
える。私は現在，大学病院でのミッションとして「英文論
文発表の達成を一つのゴールとした学術的スキルの育成」
を掲げ，感染症専門医を志す後進の育成に携わる機会を得
ている。本セクションでは，富山大学で私が担当している
研究活動・論文指導について振り返り，感染症専門医育成
における論文作成・指導の在り方について考えたい。感染
症専門医は，いまだ診療報告のない感染症と対峙する機会
に少なからず直面する。既報を参照し，最適解を探求した
診療を遂行し，その稀少性や経験を「症例報告」として発
信することは，しばしば感染症専門医の重要な責務ともな
る。当講座では，感染症専門医取得あるいは大学院修了ま
でに，症例報告を含む英語論文を作成できるようになるこ
とを到達目標に設定している。この目標達成においては，
症例報告に値する症例を診療する機会を確保することも重
要であるが，実際には論文執筆が先送りになって，気づく
と発表の機会を逃すことも少なくない。ここでは自らの経
験も振り返り，症例報告を達成できた成功例，未到達に終
わったパターンについて，その要因を振り返りたい。また，
当科では症例報告の作成と並び，「臨床研究」への参加を
重要な位置づけに置いている。臨床研究も多岐に及ぶが，
感染症専門医を育成する上では「後ろ向き観察研究」が特
に重要である。後ろ向き観察研究はコストもかからず，若
手医師自らが研究を計画でき，自施設での感染情報を見直
す機会ともなり，様々な力が涵養されうる。現在，当科で
は卒後 3年目で入局した医局員全員に，何らかの後ろ向き
観察研究に関わる機会が提供されている。ここでは，自ら
の経験も振り返り，後ろ向き観察研究の指導面での課題に
ついて考察したい。

パネルディスカッション 2

1．1人の ICDが想う AMR対策：ベーシックな
仕事が今もなお重要である

八板 謙一郎
千鳥橋病院感染症内科
抗菌薬を用いた机上の知的作業（戦略）だけが感染症医

（以下，ICD）の仕事というわけではない。そもそも抗菌
薬や検査資材などの必要な物資が枯渇・高騰し，タイム
リーで正確な出荷制限などの情報も入ってきにくく，しか
し診療現場では平常通り物資と戦略を必要とする。そのよ
うな中で最も動かすべきは「頭と足」であろう。当院は 350
床の中規模クラスの病院と，併設した外来部門の診療所か
ら構成されている。ICD 1名が専任医師として仕事をして
きたが，感染症コンサルテーション/ICT/ASTの仕事だ
けでなく，結核・性感染症・ワクチンなどの外来診療，外
国人診療，感染症教育など業務は多岐にわたる。そのよう
な中では，日々のコミュニケーションとチームワークが重
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要である。他科のカンファレンスにも参加することや院内
の各部署（特に細菌検査室と薬剤部）にも頻繁に回診する
ことで，相談しやすい環境を構築するよう努力している。
なお指定抗菌薬については主治医や薬剤部から ICDに連
絡→カルテ確認・主治医相談・回診など早期に対応し，血
液培養陽性となれば細菌検査室から ICDに連絡→カルテ
確認・鏡検・回診なども早期に対応している。多職種との
ディスカッションも常日頃から行い，ICT/ASTミーティ
ングではフォロー中の症例について臨床経過を確認してい
る。週 1回の回診やカルテ診だけでは，重要な診察所見が
確認できないこともあるだろう。本講演では市中病院の
ICDがどのように機能して AMRに対峙しているのか，そ
の現状と未来について論じる。

2．感染管理認定看護師が取り組む AMR対策
貴志 裕子
城山病院

2023年の薬剤耐性（AMR）対策アクションプランの新
たな数値目標設定や診療報酬改定における AMR対策の強
化により，院内のみならず地域における AMR対策への取
り組みがより一層求められるようになった。当院の AST
メンバーは医師・薬剤師・臨床検査技師・看護師で構成さ
れているが感染症専門医はいないため，メンバーはそれぞ
れの専門性を発揮し，チームで AMR対策に取り組む必要
があった。感染管理認定看護師として 1）チームの活性化，
2）教育・啓発活動の推進，に取り組んだ事例を紹介する。
まず ASTがこれまで集積してきたデータを整理し，現状
の評価及び介入の方向性をチーム全体で共通認識できるよ
うにした。それを基に，経口第 3セフェム系抗菌薬の院内
採用中止，血液培養検査の課題抽出や良質な検体採取に向
けた皮膚消毒剤の変更に取り組むことができた。チーム内
で効果的なディスカッションが行えるよう「感染に係る薬
剤投与関連」の特定行為研修を修了したことは，メンバー
のモチベーションを向上させたのみでなく，お互いの専門
性を尊重し信頼関係を築くことにもつながり，AMRに関
する問題の解決に向けて迅速に対応できるチームとなった。
AMR対策には教育・啓発活動は欠かせない。職員の意識
調査結果を研修計画へ反映させ，また近隣の調剤薬局と協
力し，教育・啓発活動の対象を外来患者にも広げた。院内
で耐性菌を拡げないためにリンクナースと情報共有を行い，
手指消毒剤使用量や手指衛生遵守率の調査，環境ラウンド
評価を共に実施した。これらの取り組み事例を地域のネッ
トワーク会議等で共有することで，地域全体の感染対策の
底上げと AMR対策につなげていきたい。さらに，2022
年から保健所と共に管内の医療機関の抗菌薬使用量をデー
タ化した。今後はデータ収集方法を J-SIPHEへ移行し，地
域全体の抗菌薬使用量の変化や細菌の薬剤感受性変化など，
地域活動の成果を共有していきたい。

3．検査技師が取り組む AMR対策―検査室全体
で取り組む AMR対策・微生物情報の発信地
として―

木下 愛
滋賀医科大学医学部附属病院検査部

AMR対策において多職種連携の重要性が叫ばれている。
微生物検査室は最も早く微生物の情報を知ることができる
ため，情報の発信地として果たす役割は大きい。AMR対
策においては，AST/ICT両面からのアプローチが必要で
ある。当検査室では，日々の検査業務が AST/ICT活動の
一部である，という認識で業務を行っている。
微生物検査の結果をただ羅列するのではなく「誰に，ど
のように，どうやって伝えるか」を意識して積極的にコミュ
ニケーションをとっているのも当検査室の特徴である。

ICTの面においては，経路別予防策が必要な菌が検出
された際，疑いの時点で検査技師が病棟・主治医に直接電
話し，感染制御部と情報を共有している。確定時も同様で，
届け出が必要な感染症についても適宜連絡を行っている。
薬剤耐性菌を対象とした in houseの遺伝子検査や POT法
なども積極的に活用している。

ASTにおいては ESBL産生菌の迅速報告，カルバペネ
マーゼ産生菌検出のためのMEPM低レンジ測定，当院の
処方に応じたカスタマイズプレート作成，Fastidious bac-
teriaの感受性検査実施，層別化アンチバイオグラムの作
成など，手持ちの検査機器を活かし，得られたデータから
疫学情報を積極的に発信している。
これら業務を，一人の技師だけでなく部屋の技師が平等
に行うためには教育プログラムも重要である。誰か一人が
出来る，ではなく全員が出来るようにならないと検査室
のレベルは上がらないし，体制として確立させることが
出来ないからである。当検査室では新人教育において，
ISO15189にのっとり，ガイドラインや教本だけでなく患
者背景の把握をベースとして行い，病態が把握できるよう
な微生物検査技師を目指して教育活動を行っている。
当日はこれら活動の紹介と，アウトカムについて述べた
いと思う。

4．薬剤師が取り組む AMR対策
片田 佳希
京都大学医学部附属病院薬剤部
抗菌薬の不適切な使用を背景とした薬剤耐性菌による感
染症が問題となっている状況で，抗菌薬適正使用支援を推
進することは喫緊の課題である。感染症専門医や感染症の
トレーニングを受けた薬剤師による前向きな介入（早期モ
ニタリング）とフィードバックが抗菌薬適正使用を推進す
る上で有効とされており，中でも薬剤師には PK/PD理論
に基づいた投与量・投与間隔の適正化，治療薬物モニタリ
ング（TDM），注射薬から経口薬への切り替えなどの活動
が期待されている。
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本邦では，2010年に厚生労働省医政局長通知「医療ス
タッフの協働・連携によるチーム医療の推進について」が
発出され，薬剤師が主体的に薬物治療に参加する事が非常
に有益であると明記されるとともに，薬剤師が取り組むべ
き業務例が記載されている。通知に記載された業務例の 1
つとして「薬剤の種類，投与量，投与方法，投与期間等の
変更や検査のオーダーについて，医師・薬剤師等により事
前に作成・合意されたプロトコールに基づき，専門的知見
の活用を通じて，医師等と協働して実施すること」が挙げ
られており，各医療機関で様々なプロトコールに基づく薬
物治療管理（PBPM：Protocol Based Pharmacotherapy
Management）が実施されている。
本パネルディスカッションでは，京都大学医学部附属病
院における抗菌薬適正使用支援活動の PBPMとして，抗
菌薬の投与量調節（TDM含む）および注射薬から経口薬
への切り替えに関する取り組みを提示し，薬剤師が取り組
む AMR対策について議論したい。

パネルディスカッション 3

1．整形外科
川村 英樹
鹿児島大学大学院医歯学総合研究科感染症専門医養成講座
近年急性期医療の集約化や医療機関の安定的経営の観点
から，外科系診療科は手術数の増加に対するニーズに応え
ることが求められている。整形外科はとくに高齢化に伴う
外傷性疾患や変性疾患に対する診療ニーズの増加もあり，
これらの対応に追われているのが実情である。その中にお
いて骨関節感染症の治療は，ドレナージや手術等さまざま
な処置を繰り返し実施する必要がある，また治療期間が長
期になるなど，担当医にとっては負担の多い疾患の一つと
なる。また整形外科病棟での感染症は骨関節感染症に限ら
ず，基礎疾患を有する入院高齢者等に発症する，肺炎・尿
路感染等の医療関連感染症に対する治療も求められる。さ
らには頻度としては少ないが，手術部位感染症の発症は，
そもそも ADLの向上を期待し受けた手術によって，機能
障害をきたしうる合併症を発症したという点で，患者・医
療従事者の両者にとって心理的負担の大きいイベントであ
るため，多くの整形外科医にとっては「感染症はなるべく
関わりたくない領域」であると考えられる。
そのような整形外科に対して感染症コンサルトがどのよ
うに関わるか，は大変興味深く，演者も他施設がどのよう
に取り組んでいるのかお伺いしたいテーマである。当院で
は整形外科医とは顔と顔のみえる関係性が構築されており，
外科的アプローチを含む治療戦略を共有した上で，医師か
らのコンサルテーション依頼を基に，カルテレビューベー
スではあるが，患者背景を踏まえたプロブレムの整理，原
因病原体診断・推察の支援，抗菌薬の選択や投与期間の推
奨などを行っている。一方，これだけで整形外科医のニー

ズに応えたコンサルテーションになっているかはまだまだ
改善の余地があると思われる。処方頻度の多い抗MRSA
薬の TDMの活用での医師側の負担軽減策の検討など，さ
らなる取り組みを考えていきたい。

2．消化管外科からのコンサルテーション・ニー
ズへの応え方を考える

萩谷 英大
岡山大学病院感染症内科
急性期病院で働く感染症内科医にとって，消化管外科領
域のコンサルテーション対応の頻度は高くその内容は多岐
にわたることから，腕の見せ所の一つと言っても過言では
ない。特に術後のトラブルシューティング依頼がハイライ
トであることは間違いなく，当院で比較的多くコンサル
テーションをもらう内容は，食道癌術後早期の発熱対応・
肝移植後の患者マネジメント・炎症性腸疾患術後の腹腔内
感染症などである。解剖学的な問題を抱えているケースが
圧倒的に多く治療に難渋することがしばしばであるが，外
科医・集中治療医と情報共有をしながら早期退院を目指し
て診療にあたっている。手術部位感染症（SSI）を予防す
るための術前・術中対策も重要な課題である。当院では周
術期管理センター（Perioperative management center：
PERIO［ペリオ］）が機能しており，術前から包括的な術
後合併症対策を提供している。感染症内科医としての貢献
はできていないが，今後，感染制御部として SSI対策の一
環で関与していきたいと考えている。さらに，SSI発生状
況を把握するための院内サーベイランスは医療安全上も重
要である。感染管理認定看護師と協力をして SSIサーベイ
ランスを実施しており，常にベンチマークがフォローでき
る体制を整えている。また，2023年 4月より脾臓摘出後
のワクチン接種を感染症内科外来にて対応している。この
ように消化管外科からのコンサルテーション・ニーズは，
予防・診断・治療と多岐にわたる。講演では，当院におけ
るコンサルテーション実績を紹介しながら，今後の課題を
考えていきたい。

3．集中治療・救急の患者に関するコンサルトの
課題～コミュニケーションの重要性～

柿内 聡志
長崎大学病院感染制御教育センター
当センターで受けている 216件/年の感染症コンサルト
のうち，145件/年が ICUからの相談で，約 2/3を占めて
いる。背景となる疾患は敗血症性ショック，消化管穿孔や
固形臓器移植周術期など多様で，ECMOや CHDFなどを
要する症例も多い。ICUや救急部から相談を受ける患者
は重症で，救命のため，また今後併発しうる感染症を予防
する意味も含め，広域抗菌薬の使用を望まれることも多い。
集中治療を受けている患者は，デバイス留置が多く，感染
症併発のリスクが高い。ショック患者では，腸管血流の低
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下による Bacterial translocationのリスクがあると考えら
れている。救急部では，多くの受診患者の中に，背景不明
や未治療糖尿病のような免疫抑制状態の重症患者が含まれ
ることがある。重症患者を診療する部門の感染症コンサル
トでは，患者状態は日々変化し，余力がないことも多いた
め，迅速な治療が求められる。また，稀な疾患や複数の病
態の合併など，治療方針の決定に難渋するケースもある。
当センターは毎日 ICUカンファレンスに参加し，このよ
うな新規・既コンサルト症例の状態把握や治療方針の提案
を行い，日々診療科と治療方針について議論を行っている。
集中治療部・救急部の考えを汲み取り，できるだけ早期に
標的治療に移行し，感染症治療効果や耐性菌予防効果を最
大化するためには，治療方針について頻繁にコミュニケー
ションをとることが重要である。患者の状態悪化への懸念，
培養結果，全身状態の改善状況，副作用の有無を考慮し，
その時点で最適と考えられる抗菌薬について意見のすり合
わせを行い，集中治療部・救急部とチーム医療を展開する
ことが必要である。本講演では，当院における感染症コン
サルトの取り組みを紹介し，集中治療部・救急部の感染症
コンサルトの課題についてフロアの皆様と一緒に考えてい
きたい。

4．血液内科からの感染症コンサルトにおける課
題（どうやって血液内科のニーズに応えるか）

河村 一郎
大阪国際がんセンター
血液腫瘍領域の感染症は，（演者である私を含め）感染
症コンサルタントが苦手意識を持ちやすい分野である。特
に造血細胞移植診療は一般診療と違いがあり，発熱時の鑑
別疾患や感染臓器から推定する微生物が移植後特有のもの
も含めて幅広い。診療コンサルト時に感染対策についても
相談を受けることがあるが，COVID-19ひとつとっても対
応を定型化することが容易ではない。本パネルディスカッ
ションでは，がんセンターで感染症医として勤務する演者
（感染症医に進む前の基礎領域が血液内科ではない）が，ど
のように血液内科からのニーズに応えるために工夫を行
なっているかについて情報共有したい。

パネルディスカッション 4

1．AS活動の推進における大学病院の役割～人材
育成と地域・社会への貢献～

山田 尚広
浜松医科大学医学部附属病院

2018年度の診療報酬改定により，抗菌薬適正使用チー
ム（AST）の活動が本格化し，各施設で抗菌薬使用量削
減を中心とした AS活動が活発化した。その後は，感染対
策連携共通プラットフォームの普及，病院間の連携強化，
サーベイランス結果に基づく ASが推進され，AS活動は

施設単位から地域への取り組みへと移行している。
大学病院は，地域の中で高度な医療を提供するだけでな
く，地域医療を牽引する役割を担う。特に教育機関・研究
機関として求められる立場は，ASにおいても地域や社会
的な活動水準向上において重要と考える。
当院では，施設内外で幅広く AS活動を担える人材の育

成を目標に，ASTの活動を通じ感染制御認定および専門
薬剤師，ひいてはインフェクションコントロールドクター
（ICD）の取得を一つのマイルストーンとした教育体制を
築いている。育成された人材は，地域の AS活動の取りま
とめ役として活躍し，中小病院へは指導的立場として介入
している。また，個々が他施設へ移った場合にも，その経
験を生かし，移動先で AST担当薬剤師として中心的役割
を担い，後進育成にも携わる存在となっている。
また研究機関としては，学会発表で自施設の AS活動に
関する先進的な取り組みの報告から，国内・海外誌での抗
微生物薬の体内動態や薬物間相互作用などの新規知見に関
する原著論文掲載まで，幅広い情報の発信を行っている。
これらの活動は，社会的な貢献と共に，前述の人材育成の
一環としており，当院 AST担当薬剤師は必ず携わるもの
としている。また，自施設からの情報発信以外にも，多施
設共同研究やサーベイランス，ガイドライン改訂など，大
学病院間で連携して得られる情報の提示も重要視し，積極
的な参画を行っている。
本セッションでは，これら当院の取り組み内容の詳細を
紹介すると共に，他の 4施設の取り組みと合せて，AS活
動をより効率的に推進するための議論を深めたい。

2．地方の大学病院の立場で AS活動を推進する
には

八木 祐助 1，浜田 幸宏 2，山岸 由佳 1,3

1高知大学医学部附属病院感染管理部
2高知大学医学部附属病院薬剤部
3高知大学医学部臨床感染症学講座
高知大学医学部附属病院（当院）は県下唯一の大学病院，
特定機能病院であり，地方都市型 2次医療圏に属する。超
高齢化とへき地医療が加速する中で，当院の抗菌薬適正使
用支援チームは antimicrobial stewardship（AS）や antifun-
gal stewardship（AFS）の双方を推進しているが，様々
な課題に直面する。主に急性期の患者を取り扱う当院にお
いては，迅速かつ最適な感染症治療を実現するために AS
と diagnostic stewardshipと感染対策の密な連携が重要と
なり，各職種が高い専門性を発揮することで得られる成果
も大きい。薬剤師としては，治療薬物モニタリングの実施
やプロトコールに基づく治療を実践することで，有効かつ
安全な感染症治療に貢献ができる。一方で，チーム医療の
機能維持や発展には，人的資源の確保は必須であり，人材
育成やタスクシフトの推進が喫緊の課題である。また，an-
timicrobial resistance（AMR）対策の観点からは，独自の
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抗菌薬適正使用支援プログラムの実践に加えて，地域連携
が重要である。当県の地形的特徴や医療圏の特性上，地域
で果たすべき当院の役割は大きく，医療機関への感染対策
の啓発や支援に加えて，県医療関連感染対策地域支援ネッ
トワークを通じた抗菌薬使用量や耐性菌の動向調査と共有
を図っている。一方で，地域全体でみた場合には，AMR
対策に必要な情報の利活用や地域三師会，診療所との密な
連携が十分であるとは言い難い。
本講演では，地方の大学病院の立場からこれまで経験し
た達成事例や課題を掲示しながら，今後の ASや AFS活
動の更なる推進のために何ができるかについて議論したい。

3．みんなで協力する AS活動
外山 昌伸
常滑市民病院薬剤部
中小規模病院では，薬剤師が AST（抗菌薬適正使用支
援チーム）の活動において人員的な制約があり，チーム制
で対応することが困難で，一人で対応せざるを得ない環境
になっている施設も少なくないと推察される。一人で出来
る活動には限界があり，薬剤部全体で AS（抗菌薬適正使
用支援）活動の一部を担う必要がある。当院では，病棟担
当の薬剤師に対して，VCMの事前シミュレーションと
TDMの対応や，臨床において注意が必要な ESBLや
AmpC産生菌に対応できるように情報共有している。ま
た，ASTの対象となっている患者の情報を共有し連携を
とっている。AST担当薬剤師は，全ての抗菌薬の投与状
況を毎日確認し，投与に不慣れな医師の症例や長期投与と
なる可能性がある症例に対して，早期に把握・介入できる
ように取り組んでいる。また，抗緑膿菌活性を有する，カ
ルバペネム系薬，TAZ/PIPC，第 4世代セフェム系薬，キ
ノロン系薬の DOT（day of therapy）比率を算出してい
る。この比率が 3：3：3：1に近くなると，緑膿菌と肺炎
桿菌の 2クラス以上の耐性化が抑制される報告があるため，
ASTでアセスメントする際の抗菌薬選択の参考としてい
る。当院は，TAZ/PIPCの DOT比率が高く，第 4世代
セフェム系薬の DOT比率が低い傾向にあった。その為
ASTのアセスメントで TAZ/PIPCの減少と，第 4世代セ
フェム系薬の増加を目標に活動を行い，比率改善に努めて
いる。さらに検査室と連携し，2クラス以上耐性の緑膿菌
が検出した場合，早期に抗菌薬投与のマネジメントを行い，
さらなる耐性化を未然に防ぐことを目標に活動している。
薬剤師数が限られるため，病棟担当薬剤師の ASに対する
認識を向上させることや，抗菌薬を適正な使用比率になる
ようにマネジメントすること，検査室と連携し対応するこ
とは，AS活動において重要と考える。

4．中小規模病院における AS活動と活動を推進
するための基礎知識

上ノ段 友里 1,2

1中津市立中津市民病院診療部薬剤科
2岐阜薬科大学大学院地域医療実践薬学研究室
薬剤耐性菌の蔓延が世界的な問題となり，2015年 5月
の世界保健機関（WHO）総会では，antimicrobial resistance
（以下 AMR）に対するグローバル・アクション・プラン
が採択された。それを受けわが国でも，2016年 4月に国
際的に脅威となる感染症対策関係閣議会議において「AMR
対策アクションプラン（2016-2020）」が決定された。1 普
及啓発・教育，2 動向調査・監視，3 感染予防・管理，4
抗微生物剤の適正使用，5 研究開発・創薬，6国際協力の
6つの分野に対して，目標と成果指標，それを達成するた
めの戦略が示され，国をあげて対策を開始してきた。コロ
ナ禍を経て，ワンヘルスアプローチが提唱され，「AMR
対策アクションプラン（2023-2027）」として医療機関では
1～4の分野で，さらに継続した AMR対策が求められて
いる。
医療機関において，4「耐性菌を作らないこと」，3の「耐
性菌を広げないこと」の両方を同時に行う必要があり，4
は抗菌薬適正使用支援チーム（以下，AST）の役割が大
きく，抗菌薬適正使用支援（antimicrobial stewardship：
以下 AS）には介入，適正化，微生物検査の利用などが推
奨されている。中津市立中津市民病院は 250床，9病棟の
中規模病院で常勤の感染症専門医は不在である。薬剤師数
も 11名であり病棟薬剤業務実施加算も実施できていない。
人的医療資源が少ない中でも，AS活動に向け，新人薬剤
師には微生物検査室での実習を通じ ASの推進が出来るよ
うに工夫している。また，ASTの薬剤師以外にどの薬剤
師でも TDMができるように教育を通じ，実施率 100%を
維持している。

AS活動は，AST薬剤師の専門的な知識だけではなく，
個々の薬剤師が患者の薬物療法を主治医と考える時に必要
な基礎知識の一つと考える。
本ディスカッションでは，人的資源が乏しい中小病院で
も各職種の業務を振り分け，薬剤師として AS活動を少し
でも推進できる方法を考えて行きたい。

5．中小病院における ASTの介入内容および病棟
薬剤師との連携

沢田 佳祐 1,2

1枚方公済病院
2京都薬科大学大学院臨床薬剤疫学分野
各国のガイドラインでは抗菌薬適正使用の推進を目的に，
感染症の認定資格を持つ医師や薬剤師が率いる抗菌薬適正
使用支援チーム（AST）の設置が推奨されている。しか
し，日本の中小病院では感染症治療に携わる人材の不足が
課題となっている。感染症専門医および ICD不在の枚方
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公済病院では，2018年より薬剤師が主導する AS活動を
開始した。本発表では，人員不足の中で実施された当院
ASTにおける介入内容や病棟薬剤師との連携について共
有する。
当院では ASTのメンバーが週に 1度集まり，2時間の
カンファレンスを開催している。1カ月あたりの介入件数
は約 70件で，約半数が治療期間の最適化に関する介入で
あった。一方，検査の追加や抗菌薬の変更などは，それぞ
れ 2割程度にとどまった。AST発足後 2年間で在院日数
は 1.0日短縮され，薬剤費は年間 1,500万円削減されたこ
とから，治療期間の最適化を中心とした介入は有効な手段
の 1つとなる可能性が示された。
また当院では，ASTからの提案内容を主治医だけでな
く病棟薬剤師にもフィードバックしている。これに応じて
病棟薬剤師は主治医と話し合い，治療方針の決定やその後
のフォローアップに役立てられている。病棟薬剤師と連携
した AS活動は，医師との信頼関係の構築や相談応需の機
会を増加させた。また，病棟薬剤師の感染症治療への関心
も高まり，院内勉強会の実施や次世代の育成にも貢献する
と期待される。
感染症専門医および ICD不在の当院では，治療期間の

適正化を中心とした AS活動により，患者のアウトカム改
善に貢献することができた。また，人員不足への対処法と
して，病棟薬剤師との連携による患者フォローアップを実
現することができた。しかし，重症感染症における治療成
績の改善に目を向けた介入や，病棟薬剤師による介入の質
の向上といった課題も残されている。本シンポジウムでは，
中小病院の薬剤師が AS活動にどのように貢献していくか
について聴衆と議論したい。

パネルディスカッション 5

1．C. difficile マネジメントにおける臨床検査技
師の役割

仁木 誠 1，掛屋 弘 1,2

1大阪公立大学医学部附属病院感染制御部
2大阪公立大学大学院医学研究科臨床感染制御学
Clostridioides difficile感染症（CDI）の早期からの適切な
治療開始や院内感染の予防には迅速な診断が不可欠である
が，その過程において臨床検査技師の果たすべき役割は大
きい。CDIの診断には便検体中の C. difficile毒素もしくは
毒素産生性 C. difficileの検出が必要であり，その工程を検
査前・検査・検査後 3つのプロセスに分けると，検査前プ
ロセスとしては Bristol Stool Scale（BSS）による便検体
の性状評価および検査不適な検体に対するリジェクション
ルールの設定が重要となる。検査プロセスでは C. difficile
抗原と毒素の両方を検出するイムノクロマト法が主として
用いられるが，抗原陽性/毒素陰性の場合にはより感度，特
異度の高い迅速診断法として便中毒素遺伝子検査法

（NAAT）の利用が各種ガイドラインにおいて推奨されて
いる。当院においてもイムノクロマト法で抗原陽性/毒素
陰性となった場合に，以前は培養後の分離株について毒素
産生性を確認（以下，TC）していたが，2023年からは TC
に代わり NAATの運用を開始した。NAAT開始前に比
べ，開始後では CDI治療薬投与例が有意に減少し，抗菌
薬の適正使用につながった。また，検査後プロセスとして
は，同一集団において複数の患者から C. difficileが検出さ
れた場合等にアウトブレイクの評価が重要となるが，C.
difficileの水平伝播の科学的裏付けには PCR-based ORF
typing（POT）法による型別解析が活用できる。当院にお
いては 2017年に binary toxin産生株を含む CDIアウトブ
レイクを経験したが，その際にも POT法が有用であった。
本セッションでは当院における C. difficile検査の実施状況
や NAATの導入効果，アウトブレイク事例での検査対応
等，C. difficileマネジメントに対する臨床検査技師の取り
組みについて概説する。

2．薬剤師
茂見 茜里 1,2，金澤 直子 1，高橋 菜緒 1，
有村 昂太朗 1，下野 奨平 1，川村 英樹 2

1鹿児島大学病院薬剤部
2鹿児島大学病院感染制御部
Clostridioides difficile感染症（CDI）は重症例や難治例で
は死亡率が高く CDIの早期診断と適切な治療が重要とな
る。
本邦で 2018年発行の CD感染症診療ガイドラインで初
発の非重症例ではメトロニダゾール（MNZ），重症例でバ
ンコマイシン（VCM）と重症度に応じた選択が推奨され
た。さらに RCTを用いたメタアナリシス解析でフィダキ
ソマイシン（FDX）が初発群・非重症群で VCMより有
意に治癒維持率が高く再発率が低いことが示され，2022
年の改訂では再発の有無や重症度に関係なく再発リスクが
高い症例では FDXが第一選択薬と位置づけられ，重症度
や再発リスクを考慮した薬剤選択が求められる。当院では
VCM散を届出対象薬とし開始時に処方医が重症度や再発
の有無に応じて薬剤や投与量の妥当性を評価できるように
届出書式の改良に加え，再発リスク因子を付記した治療フ
ローを作成し適正使用支援の一助とするとともに，CDト
キシン陽性連絡時から積極的な処方支援を行っている。一
方で臨床的に CDIを疑い細菌学的検査を行わない限り診
断されず，CDI発症リスクとなる高齢者や，基礎疾患（ICU
入室歴，免疫不全者，術後），制酸剤の併用，経管栄養患
者では抗菌薬投与前後の下痢症状のモニタリングを行い，
CDIの早期診断に加えアウトブレイクを防ぐためにも有
症状者の探知と主治医への検査の促しに病棟薬剤師の役割
が期待できる。

CDIの感染対策には宿主側のリスク因子軽減と感染経
路の遮断が重要である。特に前者では Antimicrobial stew-
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ardship活動が CDI発症低減の最も有用な取組みの 1つで
あることが示されており薬剤師の役割は大きく，患者の状
態によっては不要な抗菌薬に加え酸分泌抑制薬の中止や抗
菌薬使用中のプロバイオティクス製剤の併用についても検
討が必要である。CDIの発症・再発抑制から治療，発症
時の感染対策まで CDマネジメントに薬剤師が関わる部分
は多く病棟担当薬剤師との連携も重要である。

3．C. difficile マネジメントにおける医師の役割
平井 潤
日本医科大学千葉北総病院
本パネルディスカッションでは C. difficileマネジメント
における医師の役割として，CDI発症のリスク因子評価
と適切な診断，治療前の CDIの再発リスク因子と重症度
（難治例を含む）の評価，各 CDI治療薬をどのように選択
するかについて，最新の文献やガイドラインを踏まえ，私
見を含め述べさせていただきます。
まず，CDIを診断する医師は，CDIのリスク因子を認
める患者が新規に下痢が出現した際に CDIを疑い，Bristol
Stool Sclae（BSS）で 5以上の便を複数回認める場合に便
検体を提出し，GDH陽性・トキシン陽性（GDH陽性・ト
キシン陰性・NAAT陽性では臨床評価）の場合に CDIと
診断し，CDIの誘因となる薬剤や医療曝露の中止を検討
すると共に，CDI治療薬の使用を検討する。治療薬選択
の際は重症度や既往歴を確認し，以前は軽症例ならメトロ
ニダゾール（MNZ），重症・再発例ならバンコマイシン
（VCM）とされてきたが，現在は重症度や再発の有無に加
え，再発リスク因子も考慮して治療薬を選択することが必
要となっている。しかし，重症度について国内外で統一さ
れた定義がないこと，再発リスク因子も多くの因子が挙げ
られており，どの因子に重きをおくべきか未解決である。
治療薬は米国や欧州では強毒株流行や再発防止，費用対効
果を考慮し，何れの初発例でもフィダキソマイシン（FDX）
を第一選択薬とし，VCMはその代替薬，MNZは VCM
の代替薬として位置付けられている。一方，本邦は既往歴，
重症度，再発リスク因子，難治例かを確認し，再発リスク
を有する場合や再発例は FDX，非重症でMNZ，重症で
VCMでの治療を考慮するという違いがある。
まとめると，医師は CDIの発症リスクをもつ患者の院
内発症の下痢において鑑別疾患の 1つに CDIを挙げ，適
切な便検体で診断し，再発リスク因子・重症度を確認後に
治療薬決定と CDIの原因やリスクとなる薬剤の中止・変
更を行い，治療終了後も再発を起こさないか慎重な臨床経
過の確認が必要である。

4．看護師に求められる C. difficile マネジメント
森 美菜子
広島大学病院感染制御部
【はじめに】C. difficile Infection（CDI）は院内感染対策

としても重要な感染症である。看護師に求められるマネジ
メントについて以下に述べる。
【適切な検体採取】CDI患者との同室患者の発症リスク
は高いこと，さらに CDI患者退室後の病室に入室した患
者の感染リスクも高いことが報告されている。そこで，迅
速な感染対策の開始のため，早期に下痢症患者を見つけ，
CDI早期診断につなげることが重要であり，日常生活援
助を行う看護師の役割である。なお，下痢が止まった場合
は，医師へ検査不要となったことを伝えるなど，患者の症
状に伴う検査の必要性の判断も求められる。
【下痢症患者への感染対策】CDIは個室管理の上，少な
くとも下痢症状消失までは接触予防策を適応する。しかし，
C. difficileは芽胞菌でありアルコールが効かないため，患
者ケア後は石鹸と流水での手指衛生が必要であることと，
環境清掃に次亜塩素酸ナトリウムを用いることが，耐性菌
対策としての接触予防策とは異なる。環境中に長期間生存
し，環境を介した感染の報告もあることから，環境清掃も
重要な感染対策である。そこで，当院では CDI患者退室
後の清掃後に紫外線（UV）照射を行っている。環境培養
により C. difficileに対する UV照射の効果を検討したとこ
ろ，環境からの C. difficile検出率は，退室後 28%，清掃後
15%，UV照射後 10%と減少傾向にある。一般的な環境清
掃では C. difficileの拭き残しが存在しており，それを補完
するものとして UV照射は効果的であると考える。
【結語】下痢症患者には，速やかに感染対策を開始する
ことが必要であり，日々，患者の症状観察を行う看護師は，
下痢症患者の早期発見と感染対策を開始すること，さらに
は適切な検体を採取することが求められる。また，環境の
微生物負荷を下げることにより，院内感染に影響を与える
可能性があると考えられる。

パネルディスカッション 6

1．当院におけるプログレッシブな AST活動の実
際

岡 圭輔
名古屋大学医学部附属病院中央感染制御部

AMR対策アクションプラン 2023（NAP2023）では
NAP2016の成果を受け，抗菌薬適正使用支援活動を中小
病院に拡大して展開していくことや，診療所版 J-SIPHE
（OASCIS）を活用して外来診療での抗菌薬適正使用をさ
らに進めることが記載されている。
大学病院である当部の医師の ASTに関する臨床業務は，
血液培養陽性例の全例に対応し，感染症診療に関するコン
サルテーションを行っている。ASTに所属する薬剤師と
連携し，抗菌薬適正使用支援を行い，広域抗菌薬使用開始
時に電子カルテ上のテンプレートに入力を必須とし，投与
開始後に ASTが複数回の適正性のチェックを行っている。
また広域抗菌薬の長期使用症例については，週一回のカン
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ファレンスを実施している。
耐性菌が検出された場合は，微生物検査室と協力し，確
認試験と追加検査を行っている。耐性菌のアウトブレイク
時は，POT法などを行い，感染対策に役立てている。適
切な ASTを行う上では院内の感染対策も重要で，感染対
策に関するコンサルテーションや，定期的な手指衛生の直
接観察を実施している。
大学病院のため，地域の中核病院として他病院との連携
も求められており，近隣施設の耐性菌の調査の依頼に対応
し，感染症診療のコンサルテーションや抗菌薬採用に関す
る相談にも対応している。
研究に関しては，近隣の病院での耐性菌の調査や抗菌薬
使用に関するサーベイランスを実施している。また，企業
と連携し，感染症専門医が不在の病院での感染症診療を支
援する仕組みを開発している。

AMR対策は抗菌薬使用を減らすことに注視されがちだ
が，感染症の原因を見極め，適切な検体採取，ドレナージ
やソースコントロールおよび感染対策を行い，最適な抗菌
薬を選択することが，耐性菌の増加を抑制し，患者の利益
につながると考えている。NAP2023を踏まえた，大学病
院の感染症科の医師としての取り組みについて紹介したい。

2．NAP2023を踏まえて ASTをどう推進する
か：市中病院医師の立場から

山田 康一
市立大村市民病院救急総合診療科
市立大村市民病院（以下当院）は長崎県県央にある地域
に密着した急性期病院（一次・二次救急）で，2024年 4
月に赴任した自身も日々日常診療に追われる中で AS活動
を行っている。
当院の ASTは医師 2名，看護師 1名，検査技師 3名，
薬剤師 1名で構成されているが，看護師のみが専従である。
各職種限られた時間の中で，AS活動ができるのは事前準
備を除いてほぼ週 2回のカンファ時（それぞれ 1時間以内）
である。おそらく当院だけでなく，どの市中病院も同様の
状況ではないかと思われる。届出制はカルバペネム系薬と
抗MRSA薬を対象としているが，薬剤師以外は即時把握
できているわけではなく，週 2回のカンファ時にチェック
をしている。「モニタリングとフィードバック」は主に血
培陽性例，耐性菌症例，届出抗菌薬を対象とし，カンファ
時にチェックする。血培は陽性時に主治医へ連絡がいくと
同時に ASTメンバーにも院内メールで共有される。血培
は自身が赴任とともに積極的な採取を院内の感染対策委員
会や医局会で提示することで提出率は大幅に上昇した。

NAP2023の観点からみると，当院では ESBLの割合が
30%近くあるにもかかわらず，カルバペネムの AUDは比
較的低い。二次救急病院の特性か中等症までの尿路感染由
来の ESBLが多いが，自身の赴任前からほぼカルバペネ
ムを使用することなく改善していることが要因として挙げ

られる。一方で内服抗菌薬に関しては抗菌薬供給問題もあ
り，AWaRe分類の Accessに該当する抗菌薬の使用割合
は非常に低く，今後の大きな課題である。
本講演では当院の現状と取り組みを紹介するとともに，
大学病院と市中病院の ASにかかわってきた自身の立場か
らその違いも含めて当日はディスカッションしたい。

3．NAP2023を踏まえて ASTをどう推進する
か：大学病院の薬剤師の立場から

酒井 義朗 1，内藤 哲哉 1，天本 雄大 1，樋口 恭子 1，
森田 真介 2，片山 英希 2，三浦 美穂 2，渡邊 浩 2

1久留米大学病院薬剤部
2久留米大学病院感染制御部
薬剤耐性（Antimicrobial Resistance，AMR）対策は日
本を含めて世界中で取り組みがなされている。医療現場に
おいては ICTや ASTが協力して，AMR対策を講じる必
要がある。本邦においては 2016年に AMR対策アクショ
ンプランが提言され，2023年には新しいアクションプラ
ンが発出されている。アクションプランにおいては 6分野
の目標に沿って具体的な取り組みが掲げられている。（1）
普及啓発・教育，（2）動向調査・監視，（3）感染予防・管
理，（4）抗微生物剤の適正使用，（5）研究開発・創薬，（6）
国際協力であり，医療現場においては（1），（2），（3），（4）
が実施すべき内容となる。以下は当院の薬剤師が AST，
ICTとして活動する具体例となる。
（1）普及啓発・教育：抗菌薬適正使用の教育だけでなく，
手指衛生なども患者や医療従事者への教育と共に地域の住
民に対する教育を行っている。
（2）動向調査・監視：抗菌薬使用状況について，自施設
に加えて地域の使用状況を把握し，フィードバックしてい
る。
（3）感染予防・管理：感染対策向上加算として新興感染
症患者受入れシステム構築や，地域連携として医療施設，
介護保険施設，診療所，医師会，保健所との情報共有や相
互ラウンドの強化をしている。
（4）抗微生物剤の適正使用：医師を中心とした教育は継
続して実施している。
当院は 1,018床の特定機能病院で，20以上の診療科を有
する。ASTは 2010年より活動を開始している。医師・看
護師・検査技師とともに薬剤師はチームの一員として活動
している。ASTの活動は抗菌薬適正使用，そして AMR
対策につながる。
今回のパネルディスカッションでは大学病院の薬剤師の
立場から，AMR対策に薬剤師がどのように関わり，推進
しているか，具体例を交えて発表を行う。
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4．感染症専門医が常駐していない市中病院にお
ける NAP2023を踏まえた薬剤師による AST
活動

漣 航平
京都桂病院薬剤科
新たな AMR対策アクションプラン（NAP2023）では，

カルバペネム系の静注抗菌薬（カルバペネム系薬）の使用
量の削減が目標とされている。
京都桂病院（当院）は，感染症専門医が常駐しておらず，

1週間に 1回のペースで感染症専門医を招いて抗菌薬適正
使用支援チーム（AST）のカンファレンスを行っている。
カンファレンスでは，カルバペネム系薬の使用患者の適正
化についての介入を行っている。しかし，当院は，カルバ
ペネム系薬の使用が届出制であるため，培養を採取せずに
カルバペネム系薬を使用した場合に，ASTから適正使用
の介入が困難なケースが散見されていた。

NAP2023を受けて，AST薬剤師と調剤室の薬剤師が連
携するために，カルバペネム系薬の使用期間を処方箋に印
字した。カルバペネム系薬が初回投与の場合は，調剤室の
薬剤師が各種培養オーダーの有無を確認し，オーダーがな
い場合，処方医に培養の採取について照会を行っている。
その結果，ASTカンファレンス時に培養結果に応じた，抗
菌薬選択の介入を行えるケースが増え，カルバペネム系薬
の使用量削減の一助となっている。
さらに，NAP2023は，経口第 3世代セファロスポリン
系薬，経口フルオロキノロン系薬および経口マクロライド
系薬の使用量の削減が目標とされている。当院では，前述
の抗菌薬の採用やクリニカルパスでの使用の見直しを検討
しているが，使用量を削減することに苦慮している。しか
しながら，2024年度に診療報酬が改定され，抗菌薬適正
使用加算が新設された。前述の抗菌薬は，Watch抗菌薬
に分類されるため，加算要件を満たすことは，NAP2023
の目標達成にもつながると考えられる。直近の AWaRe分
類の使用量結果を踏まえて，当院における今後の取り組み
や課題などについて紹介したい。
本セッションでは，NAP2023を踏まえた市中病院にお
ける AST活動を今後いかに活性化していくかについて当
院の事例を紹介しながら，聴衆と議論したい。

パネルディスカッション 7

1．微生物検査から抗菌薬適正使用を考える
山本 剛
大阪大学大学院医学系研究科変革的感染制御システム開発
学寄附講座/医学部附属病院感染制御部
抗菌薬の選択には，患者に関する基本的な情報，対象と
なる臓器（組織）と原因微生物という 3つの要素が必要で，
そのうち 1つが欠けても適切な抗菌薬選択がしにくくなる。
微生物検査は，原因微生物の特定に必要で，培養から得ら

れた細菌は薬剤感受性検査を行い薬効評価を行う。耐性菌
の場合は抗菌薬の変更を検討し，感受性菌の場合は標的治
療に必要な抗菌スペクトルを意識して de-escalationを検
討することになる。
このように，微生物検査は感染症診断に必要な検査であ
るが，血液検査のように結果が直ぐには出ないことが短所
でもある。しかしグラム染色検査や遺伝子検査は，初期治
療薬の選択にも大きく関与することができる検査であり，
活用することでより治療の適正化を行うことができる。今
回は微生物検査に関連した抗菌薬適正使用について考えた
いと思います。
1）初期治療に関する微生物検査
①グラム染色の活用：感度は培養検査や遺伝子検査に劣る
検査であるが安価で迅速性のある検査である。肺炎や菌
血症例では適切な初期治療薬の選択ができるほか，抗菌
薬使用後の所見を利用することで治療効果判定が行える
場合がある。
②遺伝子検査の活用：原因微生物について検査前確率が高
い場合は有用な検査になる。特に S. aureusによる菌血
症例ではMRSAの確認が同時に行えるため抗菌薬の選
択には有用である。

2）標的治療に関する微生物検査
①薬剤感受性検査の活用：早めに適切な抗菌薬で治療する
と予後が良くなる研究は多い。感受性検査の結果より耐
性菌のメカニズムがある程度で把握できるので感受性結
果の判読は重要である。
②耐性菌検査の活用：薬剤耐性菌が検出された場合は，耐
性メカニズムに合わせて適切な抗菌薬を選択することが
求められてきたため，耐性菌検査の活用が重要である。

2．スペクトラムの観点から
森岡 悠
名古屋大学医学部附属病院中央感染制御部
本演題では主にスペクトラムの観点から議論するが，対
象微生物の考え方や，薬剤費・人件費の観点を完全に切り
離すことはできないため，これらの観点からの議論を一部
含む。何をもって適正使用とするかは状況によって異なる
ため，具体的な状況に基づいて議論する予定である。
＜広域になりがちなエンピリック治療：胆管炎の場合＞
感染症と起因微生物が判明している場合，de-escalation
で異論を挟まれることは少ない。では，初期から広域抗菌
薬が投与されがちな胆管炎の初期投与については，何を
もって適切として，どのように関わるべきか，を例として
議論する。
＜比較的狭域な抗菌薬の de-escalationをどうするか＞
感受性のよい Escherichia coli腎盂腎炎事例において，セ
フトリアキソン→アンピシリンへの変更を提案することは，
適正使用の観点からは正しい。一方で，この de-escalation
は，投与回数の増加（人件費増）＆関連薬剤費増（薬価，
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溶解剤代など）というデメリットをはらむ。また，早期に
レボフロキサシンの内服にスイッチを行い，短期間で退院
の方針（かつ短期治療）にする方針も取りうる。立場や考
え方により，上記方針はどれも正しいように思われる。こ
れらの症例にどのように関わるか。
＜周術期抗菌薬の投与の適正化＞
元々の手術部位感染症の発症率が低い，或いは起きても
大きな問題になりにくい手術は概して長期間の投与がなさ
れやすい。経験上，これらのプラクティスを行う診療医は
概して抗菌薬適正使用について関心がない。また，周術期
抗菌薬は，施設の状況や耐性菌保菌状況によって，変更を
要する場合がある。国内でのデータや，過去の取り組みを
踏まえて，スペクトラムを含めた周術期抗菌薬の適正化に
どのように関わるか，も議論する予定である。

3．臓器移行性の観点から
植田 貴史 1,2，中嶋 一彦 1,2，一木 薫 2，
石川 かおり 2，山田 久美子 3，飯島 紅祐 3，
田久保 慎吾 4，竹末 芳生 1,5

1兵庫医科大学感染制御学
2兵庫医科大学病院感染制御部
3兵庫医科大学病院検査部
4兵庫医科大学病院薬剤部
5常滑市民病院感染症科
抗菌薬は薬効を示すためには目的の臓器に移行する必要
がある。抗菌薬の臓器移行性を決める因子は主に分子量と
親水性/脂溶性およびたんぱく結合率である。分子量が小
さく，脂溶性が高く，たんぱく結合率が低ければ，組織へ
の移行性は高くなる。β ―ラクタム系薬，アミノグリコシ
ド系薬およびグリコペプチド系薬は親水性で組織移行性は
限定的，キノロン系やマクロライド系は脂溶性であるため
組織移行性は比較的良好である。感染臓器に合わせて，抗
菌薬/抗真菌薬の移行性を考慮する必要性があり，今回は
臓器移行性の観点から，いくつかの病態および薬剤に関し
て述べていきたい。
髄膜炎：血液脳関門を通過する必要があり，血液脳関門
は脳の毛細血管内皮細胞には細胞間にタイトジャンクショ
ンが存在し，さらに異物の侵入を防ぐためにさまざまなト
ランスポーターを有し物質の移動が制限されているため，
血流が豊富にも関わらず特に薬の移行性が悪い臓器である。
一方で，炎症時には血管透過性の亢進があり，通常よりも
薬物移行性は増加するとされている。
真菌性眼内炎：キャンディン系は脈絡網膜への移行性は
報告されているが，硝子体への移行性は不良であり，真菌
性眼内炎に対しては推奨されない。フルコナゾールやボリ
コナゾールに関しては硝子体移行性が良好であり，ポリエ
ン系薬は硝子体移行性が良好な 5-FCの併用が推奨されて
いる。
テトラサイクリン系薬の移行性：チゲサイクリンは

CPEにも抗菌活性を示す薬剤である。しかし，静脈内投
与後，組織へ分布し血清中濃度は速やかに低下するため，
一次性菌血症には推奨されない。また，尿中排泄率も約
30%で低率であることから尿路感染症にも推奨されない。
胆汁，胆嚢の移行性は良好であるが，肺胞上皮被覆液の移
行も不良であるため，肺炎に対しては推奨されない。上記
の点から，IDSAの耐性グラム陰性の治療ガイダンスでは，
尿路感染，菌血症および肺炎に対しては「非推奨」となっ
ている。

4．医薬品供給問題から抗菌薬適正使用を考える
潮平 英郎，中村 克徳
琉球大学病院薬剤部

2019年に発生した原薬調達問題によるセファゾリンの
供給困難事例が社会的問題となって以来，抗菌薬供給問題
が継続して問題となっている。本邦では 2013年 4月に「後
発医薬品のさらなる使用促進のためのロードマップ」が策
定されるなど，後発医薬品（ジェネリック医薬品：GE）及
びバイオ後続品（バイオシミラー）の使用促進が行政主導
で進められてきており，2023年 9月時点での後発医薬品
数量シェアは 81.86%に達している。抗菌薬も例外ではな
く，現在臨床で使用される多くは GEである。ところが，
2021年以降は不正製造事案から GEメーカーが行政処分
を受ける事例が多発し，製品回収や業務停止を受け GE供
給が不安定化している。2024年 8月時点の医薬品供給状
況にかかる調査によると，「限定出荷」と「供給停止」の
品目は先発品においても 8.8%および 2.6%が該当している
が，GEでは 29.4%および 14.7%とより高い比率を占めて
いる。販売医薬品シェアの多くを占める GEの供給制限は，
医療現場における抗菌薬適正使用にも大きな影響を及ぼす
ことが考えられる。本発表では，医薬品供給問題の現状を
整理しつつ，制限のある中での抗菌薬適正使用について議
論したい。

ワークショップ 1

1．AUDと DOTの活用方法
丹羽 隆 1,2

1岐阜大学医学部附属病院薬剤部
2岐阜大学医学部附属病院感染制御室
抗菌薬使用量は 1日当たりの投与量，投与日数および使
用人数の 3つの要素から構成される。従来の考え方では，
抗菌薬使用量の増加は不適正使用を示唆するものであった。
しかしながら，抗菌薬の適正使用を推進すると，1日用量
を増加させるという介入も生じ，近年では抗菌薬使用量の
増加は必ずしも不適正使用を意味するものではなくなって
きた。

Antimicrobial use density（AUD）は各抗菌薬の総使用
グラム数を各薬剤で規定された DDDで除し，入院患者延
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べ日数で補正する集計法である。患者毎の投与データを必
要としないため容易に集計できるが，総使用グラム数に基
づいた評価法であるため，AUDによる集計値が増加した
場合には 1日用量，投与日数，使用人数のどの要因による
ものかを判定できない。

Days of therapy（DOT）は 1日用量に関わらず，投与
された日数を集計する方法である。本法は 1日用量を加味
しない集計法であるため，DOTによる集計値が増加した
場合には投与日数，あるいは使用人数の増加による不適正
な増加と判定することが出来る。
ただし，本邦では 1日用量の適正化も重要であるため，1
日用量を加味しない DOT法のみで使用量を評価するべき
ではない。AUD/DOT比を 1日用量の指標として算出し，
AUD/DOTの理想値 1を目指して用量の適正化に取り組
むべきである。

AUDおよび DOTは J-SIPHEにて集計される方法であ
り，集計に必要な労力も少なく，他施設との比較も容易で
ある。AUDおよび DOTは我々が最初に着手すべき抗菌
薬の集計方法と考える。

2．DASC（Days of Antibiotic Spectrum Cover-
age）をどのように使うべきか？

柴田 祐一 1,2，浅井 信博 2,3，萩原 真生 4，三鴨 廣繁 2,3

1愛知医科大学病院薬剤部
2愛知医科大学病院感染制御部
3愛知医科大学病院感染症科
4愛知医科大学分子疫学・疾病制御学寄附講座
近年，従来の抗菌薬使用評価指標で用いられている

AUD（Antimicrobial use density）や DOT（Days of ther-
apy）に代わり DASC（Days of Antibiotic Spectrum Cover-
age）を用いた報告が増えてきている。AUDは，総抗菌
薬使用量を各抗菌薬の規定 1日投与量で除することで算出
される。抗菌薬の使用動向を量的な視点から比較できるが，
病態や腎機能に基づく減量を適切に評価できない点が短所
である。AUDに対し，DOTは，使用日数のみで使用動
向を評価するため投与量増減の影響を受けないが，その一
方で隔日投与や透析時のみの投与が必要な患者が多い場合
には適切な評価が困難となる。AUDと DOTは多くの施
設で用いられており，J-SIPHEなどの共通プラットフォー
ムを利用することで施設間の使用動向を比較し，データを
共有することが可能である。しかし，AUDと DOTはい
ずれも抗菌薬のスペクトラムは反映されていない。そこで
使用量と抗菌スペクトラムの両方が反映される DASCが
2021年に提唱された。DASCは，各抗菌薬の 16種類の菌
に対する抗菌活性を評価した ASCスコアを DOTに乗じ
ることで算出される。DOTは治療日数のみをカウントし
ているため，De-escalationが行われても抗菌スペクトル
の狭域化を評価することができないが，DASCは ASCス
コアの減少を元に De-escalationを客観的な数値で評価す

ることが可能となる。DASCは DOTと乖離する傾向が複
数の論文で報告されており，Antimicrobial stewardship
（AS）活動の成果を評価するうえで重要性が期待されてい
る。本講演では，DASCの注意点，DASCを応用した報
告，DASCを用いた当院での抗菌薬使用動向および AS活
動の評価について述べる。

3．使い分け指標の AHIとリスク調整した予測使
用量の SAARについて

植田 貴史 1,2，中嶋 一彦 1,2，一木 薫 2，
石川 かおり 2，谷口 優香 2，山田 久美子 3，
飯島 紅祐 3，田久保 慎吾 4，竹末 芳生 1,5

1兵庫医科大学感染制御学
2兵庫医科大学病院感染制御部
3兵庫医科大学病院検査部
4兵庫医科大学病院薬剤部
5常滑市民病院感染症科
【目的】使用量の評価指標である DOT（day of therapy/

100 patient days）の問題点として，病院規模や患者重症
度を評価できないことが挙げられる。抗菌薬の使い分け指
標の antibiotic heterogeneity index（AHI）とリスク調整
した抗菌薬使用量の指標である standardized antimicro-
bial administration ratio（SAAR）について，当院のデー
タを用いて紹介する。
【方法】2015年 4月～2022年 3月の 7年間を対象とした。

AHIは 3カ月を 1期として，抗緑膿菌活性を有する注射
用抗菌薬（カルバペネム，TAZ/PIPC，4世代セフェム等，
キノロン）の DOTおよび AHIを算出し，アミノグリコ
シドを含む 5薬剤における≧2または≧3薬剤で非感受性
株検出率の相関性を検討した。SAARは ICU，呼吸器内
科および下部外科を対象として院内感染に対する広域抗菌
薬を評価した。SAARは実測 DOT/予測 DOTで算出され
る。予測 DOTは指数関数 Exp［－2.3357］を基準値とし
て，ICUであれば，術後 ICU（＋0.838），ICUベッド数≧8床
（＋0.1734），平均在院日数≧3.6日（＋0.1091），教育機関
（＋0.1394）を合計し，合計値の関数が予測 DOTとする。
ICUでは Exp［－1.0313］で，100 patient daysの予測 DOTs
は 35.7で，SAARが 1以上なら標準よりも過剰な抗菌薬
の使用を示す。
【結果】抗緑膿菌活性薬の総 DOTは 9.9，比率はカルバ
ペネム 34.8%，TAZ/PIPC 32.1%，4世代セフェム等 24.3%，
キノロン注 8.9%で，DOTと低感受性率の相関性はない
が，AHIと緑膿菌および肺炎桿菌での低感受性率は有意
の負の相関を示した。SAARは 2015年から 2022年で，ICU
で 1.633から 1.283に改善，呼吸器内科では 0.504から 1.008
に上昇，下部外科は 0.985から 1.065に上昇していた。
【結語】広域抗菌薬において AHIは総使用量より耐性菌
の発生率に影響を及ぼす可能性がある。SAARを用いる
ことでリスクを含めた使用量評価が可能だが，米国での医
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療環境に基づいているため，日本の施設でも使用量評価方
法として活用できるか検討が必要である。

4．外来処方に対する抗菌薬使用（AMU）の評価
指標

豕瀬 諒
京都薬科大学臨床薬剤疫学分野
日本では，抗菌薬使用（AMU）の 90%以上が内服であ
り，そのほとんどが外来で処方されている。そのため，外
来処方における AMUを評価することは，抗菌薬適正使用
支援（AS）を推進する上できわめて重要である。地域に
おける AMUの評価指標には，規定一日維持投与量（De-
fined daily dose；DDD）や抗菌薬使用日数（Day of ther-
apy；DOT）を用いて算出される DDDs/1,000 inhabitants/
day（DID）や DOTs/1,000 inhabitants/day（DOTID）が
利用されている。
しかしながら，抗菌薬は感染部位や重症度あるいは患者
の腎機能等により，投与量や投与期間が異なる場合がある
ため，DIDや DOTIDのみでは正確に AMUを評価でき
ない可能性がある。また，投与量や投与期間は，抗菌薬の
選択圧に影響を及ぼす重要な要因であるが，抗菌薬の使用
自体が選択圧になる可能性もあり，投与患者数に基づいた
指標である the number of patients/1,000 inhabitants/day
（PID）の有用性も報告されている。
外来処方では，患者が自由に保険薬局を選択できるため，
保険薬局の施設背景等の特性が調剤される抗菌薬に影響す
る可能性がある。そのため，保険薬局における AMUを評
価する必要がある。しかしながら，患者は居住地域と異な
る保険薬局を利用する場合もあり，居住人口を補正に用い
る指標で保険薬局の AMUを評価することは困難である。
これらの背景から保険薬局で利用可能な新たな AMUの指
標として，調剤数量に基づく DDDs/1,000 prescriptions/
month（DPM）の有用性が報告されている。さらに，診
療所における ASを推進するために，Online monitoring
system for antimicrobial stewardship at clinics（OASCIS）
が開発され，急性上気道炎等の傷病名毎の AMUが自施設
と他施設で比較可能となった。
このように，外来処方に対する AMUの評価指標はさま
ざまである。本ワークショップでは，これらを詳細に紹介
し，活用方法について他の演者や聴衆と共に議論したい。

ワークショップ 2

実践！ Microbiology Round
清祐 麻紀子 1，長尾 美紀 2

1九州大学病院検査部
2京都大学医学部附属病院検査部・感染制御部
「Microbiology Round」とは，医師や技師が一緒に微生
物について知識を共有する実践型カンファレンスです。一

緒にグラム染色を鏡検し，培地を観察しながら微生物検査
所見を学び，臨床所見と合わせて医師や技師で診断・治療
に有益な情報を共有することで患者に還元することができ，
様々な施設で実施されています。今年は，松下記念病院と
琉球大学病院から症例を提示して戴き，技師と医師の視点
で意見交換を行ながら聴講者にもMicrobiology Roundを
体験して戴きたいと思います。
松下記念病院からは発熱，嘔吐，水様性下痢で受診後，
食中毒疑いで提出された便検体の培養から何が出るかな？
という症例です。腸管感染症の病原菌は届け出が必要な病
原菌やウイルスから原虫まで様々です。患者情報なしには
実施できない検査について，松下記念病院の医師と技師は
どうしているのでしょうか？
琉球大学病院の症例は真菌による感染症症例です。検出
が難しい，同定・薬剤性検査も困難な真菌をスムーズに検
査できたのでしょうか。振り返って，検査のコツは何だっ
たのかを医師と技師が共有し，ピットフォールについて振
り返ることも重要です。
感染症診療を行ううえで，微生物検査の実際を理解して
おくことは様々なメリットがあります。この機会に「Micro-
biology Round」を経験し，微生物と微生物検査のことを
学んでみませんか。このセッションを機会に微生物検査室
に足を運び，よりよい診断・治療に繋げるきっかけにして
戴きたいと思います。

第 464回 ICD講習会

1．薬剤耐性菌の現状
中野 竜一
奈良県立医科大学微生物感染症学講座
薬剤耐性（AMR）は世界的に深刻な健康上の脅威であ
り，優先して取り組むべき課題として早急な対策が求めら
れている。本邦においては，AMRの発生をできる限り抑
えるとともに，薬剤耐性微生物による感染症の蔓延を防止
するための対策として，「薬剤耐性（AMR）対策アクショ
ンプラン」を策定し取り組みを進めてきた。この中で重要
視している AMRには，バンコマイシン耐性腸球菌，メチ
シリン耐性黄色ブドウ球菌，フルオロキノロン耐性大腸菌，
カルバペネム耐性緑膿菌，カルバペネム耐性大腸菌・肺炎
桿菌が挙げられる。WHOにおいても同様に AMRを重要
視しており，最も優先度の高いものとして第 3世代セファ
ロスポリン耐性腸内細菌目，カルバペネム耐性腸内細菌目
（CRE），カルバペネム耐性アシネトバクターなどが挙げ
られている。
第 3世代セファロスポリン耐性腸内細菌目は本邦医療機
関の多くで拡がっており，既に健常人からも多く分離され
る。さらにヒトのみならず動物や環境の間でも拡がってお
り，ヒトとの関連性も考えられている。このことよりワン
ヘルスの概念に則り耐性菌の拡散を総合的に理解すること
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が求められている。本邦における CREは，依然として分
離率は低いものの IMP型カルバペネマーゼ遺伝子の保有
株が優先している特徴がある。海外では CREの分離率の
高い国があり，カルバペネマーゼ遺伝子も異なっている。
訪日外国人の増加によってこれらの流入も想定され，グ
ローバルヘルスの概念からも注視する必要がある。AMR
への対策として，これらの背景を理解し感染対策ならびに
治療方針を講じることが重要になってくる。

2．バンコマイシン耐性腸球菌感染症の感染対策
の実際

久保 健児
日本赤十字社和歌山医療センター感染症内科部・救急科集
中治療部

VREは，多剤耐性化した腸球菌である。院内では，VRE
を保菌している“患者”と“患者周囲環境”がリザーバー
となり，医療者の手や不適切な PPEの使用を介して他の
患者へ伝播する。
腸球菌は消化管の常在菌なので VREは便中に存在する。
保菌や伝播状況を調べた近年の報告によると，VREは，保
菌者の手や，鼠径，口腔などからも検出される。VRE保
菌者が入院すると，その日のうちにベッド柵などの周囲環
境も汚染される。医療者が VRE保菌者やその周囲環境に
触れると，医療者の手は汚染される。VRE保菌者を担当
した看護師が次の患者を担当すると，その患者も VREを
獲得しやすい。VRE保菌者の同室患者は，VREを獲得し
やすい。VRE保菌者が退室した病室に次の患者が入室す
ると，その患者は VREを保菌しやすい。VRE保菌者と共
有され伝播経路になる物品・環境は，体温計や駆血帯，ス
トマの管理用品，トイレ，リハビリ室など多岐にわたる。

VREのアウトブレイク対応は，月～年単位の期間を要
する。VREの保菌者は，月単位で保菌が持続する（報告
では保菌判明から 43週など）。VREは，抗菌薬にさらさ
れると耐性遺伝子が発現し VRE菌量が増加するという特
徴がある。β ―ラクタム系，抗嫌気性抗菌薬，バンコマイ
シン，キノロンは，VREを誘導（選択）しやすい。一方
で，腸内の偏性嫌気性菌の存在は，VREを保菌しにくい
方向に作用する。また，腸球菌は，乾燥に強く 10～45℃，
pH 9.6までの環境で生存できる。環境中の VREは，月単
位（長い報告では年単位）で生存できる。
以上を踏まえると，VREの水平伝播対策で最も重要な
のは，手指衛生と環境衛生を中心とする標準予防策という
ことになる。その上で，アウトブレイクの制御の指標とし
て積極的監視培養を実施し，接触予防策（患者・医療者の
コホーティングや個室隔離）を追加する。抗微生物薬適正
使用も必要である。
本講では，当院の取り組みを紹介し，VRE対策のポイ
ントと難しさを共有したい。

3．抗菌薬適正使用支援（antimicrobial steward-
ship）の実際

植田 貴史 1,2，中嶋 一彦 1,2，一木 薫 2，
石川 かおり 2，谷口 優香 2，山田 久美子 3，
飯島 紅祐 3，田久保 慎吾 4，竹末 芳生 1,5

1兵庫医科大学感染制御学
2兵庫医科大学病院感染制御部
3兵庫医科大学病院検査部
4兵庫医科大学病院薬剤部
5常滑市民病院感染症科

2007年に米国感染症学会と米国医療疫学会は，抗菌薬
適正使用支援（antimicrobial stewardship：AS）をガイド
ライン化し，2016年にはより具体的な内容に改訂した。わ
が国でも，2016年に政府が AMR対策アクションプラン
を制定し，ASを積極的に推進していくこととなった。具
体的手法については，関連 8学会から，「抗菌薬適正使用
支援プログラム実践のためのガイダンス」が発表された。
今回は，1．ASの介入対象（抗菌薬使用の事前承認，早
期からのモニタリングとフィードバックおよび感染症別お
よび特殊集団への介入について）：当院では，2023年度
は 1,341例を対象として，主治医からのコンサルトが 585
例（43.6%），ICU（特殊集団に対する介入）が 178例（13.3%），
特定抗菌薬処方に対する介入が 411例（30.6%）（早期から
のモニタリングとフィードバックが 150例，長期投与に対
する介入 261例），微生物検査からの情報による介入が 167
例（12.5%）（無菌部位からの菌検出 106例，耐性菌に対す
る治療介入 47例，C. difficile 14例）だった。2．介入のタ
イミングおよび頻度とタイムアウト：「抗菌薬タイムアウ
ト」はエンピリックに抗菌薬を選択した場合，患者の臨床
像が明らかになり，詳細な検査データ，特に培養検査や迅
速診断検査の結果が得られた時点で，抗菌薬継続の必要性
と選択を処方医自身の主導で再評価することである。AST
が抗菌薬治療を提案した場合は，ASTがタイムアウトを
行い，必要があればそのつど処方変更などを臨床医に提案
することが勧められる。当院では，1,341例に対して，の
べ 9,345回，平均で 7.0回/例のタイムアウトを実施した。3．
ASの評価指標：ASの目標には抗菌薬処方の質改善が挙
げられる。ASが成功したか否かを評価するためには，抗
菌薬使用（プロセス）の変化だけでなく，変化に伴うアウ
トカムを評価する必要がある。今回は主にこれらの内容に
関して，当院のデータを用いて，当院の ASの実際を紹介
する。

4．かぜ診療の実際
山本 舜悟 1,2,3

1大阪大学大学院医学系研究科変革的感染制御システム開
発学
2大阪大学感染症総合教育研究拠点（CiDER）人材育成部
門感染制御人材チーム
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3大阪大学医学部附属病院感染制御部/感染症内科
「AMR対策アクションプラン」の一環として，厚生労
働省は 2017年に「抗微生物薬適正使用の手引き 第 1版」
を発行し，不要な抗菌薬の使用を避けるための診療指針や
患者への説明の仕方の例を提示した。様々な体調不良が「か
ぜ」と表現されることがある。こうした患者自己申告の「か
ぜ」には，ウィルス感染症や抗菌薬が必要でない細菌感染
症，抗菌薬が必要な細菌感染症，海外渡航関連感染症，人
獣共通感染症，非感染症（アレルギー，薬剤性）などが含
まれる。これらを見極めるのが，かぜ診療における医師の
役割だと考える。患者自己申告のかぜの臨床的なアプロー
チは，気道症状が目立つか，そうでないかから始める。気
道症状が目立つタイプは，さらに普通感冒，急性鼻副鼻腔
炎，急性咽頭炎，急性気管支炎の 4つに分類することがで
きる。気道症状が目立たないタイプは，高熱型，微熱・倦
怠感型，下痢型，関節痛型などに分類することができる。
気道症状がないので，単なる上気道炎である可能性は低く，
敗血症など重篤な疾患を鑑別する必要があり，注意が必要
だ。さらに，新型コロナウイルス感染症（COVID-19）に
関しては，流行している変異株の特性やワクチンの接種状
況により，臨床症状や重症化リスクが異なるため，適宜アッ
プデートしていく必要がある。本講演では，かぜ診療にお
けるこれらのポイントを解説したい。

日本化学療法学会薬剤感受性検査検討委員会 委員会
報告

ラスクフロキサシン：ディスク法のブレイクポイ
ント設定
荒岡 秀樹
薬剤感受性検査検討委員会委員長/虎の門病院臨床感染症
科
三学会合同ブレイクポイント臨床応用検討委員会は，―
呼吸器及び尿路感染症におけるブレイクポイント：新規抗
菌薬の追加（2023）―（日本化学療法学会雑誌 Vol. 71，2023
年 4号（7月）p.349～351 URL：https://www.chemother
apy.or.jp/modules/guideline/index.php?content_id=139）を
公表し，この中でラスクフロキサシンの臨床的ブレイクポ
イントに言及している。肺炎ブレイクポイントは 1回 150
mg 1日 1回点滴静注，1回 75 mg 1日 1回経口，ともに
4 μg/mL，慢性気道感染症ブレイクポイントは 1回 150
mg 1日 1回点滴静注で 2 μg/mL，1回 75 mg 1日 1回経
口で 1 μg/mLとされた。今回，薬剤感受性検査検討委員
会ではこれを受けて，ラスクフロキサシンのディスク法で
のブレイクポイント設定を試みた。審議の結果，肺炎ブレ
イクポイントは 1回 150 mg 1日 1回点滴静注，1回 75 mg
1日 1回経口，ともに 14 mm，慢性気道感染症ブレイク
ポイントは 1回 150 mg 1日 1回点滴静注で 17 mm，1回
75 mg 1日 1回経口で 20 mmと設定された。

日本化学療法学会創立 70周年記念研究支援プログラ
ム 研究成果報告

整腸剤および発酵食品由来細菌が抗ウイルス薬の
薬物動態に与える影響についての検討
土谷 祐一，山本 奈々絵，廣田 豪
九州大学病院薬剤部
【背景・目的】抗ウイルス薬の適切な投与はウイルス感
染症に対する効果だけでなく，副作用や耐性ウイルスの発
現にも関わる。抗ウイルス薬の中には規定の用量を遵守し
ていても副作用の発現や治療効果不十分な症例などが度々
報告されており，至適用量の個人差が大きいものが存在す
る。その要因としては，バイオアベイラビリティや代謝酵
素活性の個人差が大きいことなどが挙げられるが，近年，
腸内細菌による薬物代謝活性が関与するとの報告も散見さ
れる。整腸剤および発酵食品にも数億を超える細菌が含ま
れており，これらを医薬品と同時に摂取した場合，その代
謝活性が及ぼす影響は無視できない可能性がある。そこで
本研究では整腸剤や発酵食品に由来する細菌が抗ウイルス
薬の体内動態に与える影響の解析を行った。
【方法】経口抗ウイルス薬 5種類を対象とした。これら
の薬物を含む培地に整腸剤および発酵食品由来細菌を接種
して培養し，医薬品の濃度変化を質量分析法を用いて測定
した。医薬品の培地中濃度減少が認められた組み合わせに
ついては，さらに薬物血中濃度の変化を指標にマウスにて
検証した。
【結果】In vitroの結果，Valaciclovir並びにMolnupiravir
では一部の細菌において培地中薬物濃度が 10%以下まで
低下した。しかし，マウスでの薬物動態試験の結果，Valaci-
clovirの活性代謝物 Aciclovirの最高血中薬物濃度は細菌
投与群で 3.74±1.72 μg/mL，非投与群で 3.54±1.24 μg/
mLで あ っ た。Molnupiravirの 活 性 代 謝 物 N4-
hydroxycytidineの最高血中薬物濃度は細菌投与群で 1.03
±0.31 μg/mL，非投与群で 1.08±0.45 μg/mLであった。
【結論】In vitroの結果より，一部の経口摂取される細菌
は薬物の代謝活性を有することが明らかとなった。一方マ
ウスにおいては，今回 in vitroで薬物の分解が見られた細
菌を摂取しても Valaciclovir並びにMolnupiravirの薬物
動態に影響を与えないことが示唆された。
本研究は日本化学療法学会創立 70周年記念研究支援プ
ログラムの助成を受けたものです。

共催シンポジウム 1

1．呼吸器内科領域におけるセフィデロコルの位
置付け

小宮 幸作
大分大学医学部呼吸器・感染症内科学講座

2024年 4月，日本呼吸器学会は成人肺炎診療ガイドラ
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インを 7年ぶりに改訂した。特徴の一つとして，抗菌薬の
適正使用に大きく踏み込んでいる。市中肺炎では，重症を
理由に緑膿菌やMRSAをカバーする有用性が示されてい
ないことから，重症例においても広域抗菌薬は必須でない
ことが明確に記載された。院内肺炎においては重症度と耐
性菌リスクを評価し，広域抗菌薬としてはカルバペネム系
薬より TAZ/CTLZが上位に記載されている。さらに，院
内肺炎であっても軽症かつ耐性菌リスクが低い場合には，
緑膿菌をカバーしない選択肢も併記している。これらは，
いずれも広域抗菌薬の適正使用促進を主な目的にしている。
一方で，広域抗菌薬の使い分けやそれらの薬剤にも耐性を
示す病原菌への対応も重要である。例えば，抗緑膿菌活性
を有する抗菌薬として，カルバペネム系薬，TAZ/PIPC，
TAZ/CTLZを考慮する状況を想定する。TAZ/PIPCは肺
炎球菌をはじめ広く病原微生物に活性を有しているものの，
ESBL産生菌に対する抗菌活性が十分でない可能性やカル
バペネム系薬との交差耐性が懸念される。一方で，TAZ/
CTLZは緑膿菌の耐性化をきたしにくいことが示されてい
るが，グラム陽性球菌や嫌気性菌に対しては活性が低下す
る特徴がある。カルバペネム系は広く抗菌活性を有してい
るものの，腸内細菌目細菌や緑膿菌を中心にカルバペネム
耐性が問題となっている。セフィデロコルは，細菌が鉄を
取り込む性質を利用することで耐性機序としての外膜透過
性低下を回避し，各種 β ―ラクタマーゼに安定，排出ポン
プの影響を受けにくい特徴を有するセファロスポリン系薬
である。本剤は，国内のカルバペネマーゼの多くを占める
メタロ β ―ラクタマーゼに高い安定性を示す。本シンポジ
ウムでは，肺炎診療において問題になることの多い緑膿菌
について，カルバペネム耐性，カルバペネマーゼ産生，他
に候補となりうる広域抗菌薬との使い分けをキーワードと
し，抗菌薬適正使用について議論する。

2．消化器外科領域におけるセフィデロコルの位
置付け

小林 美奈子
日本医科大学武蔵小杉病院感染制御部
近年，薬剤耐性菌が世界的に増加する一方，新規抗菌薬
の開発は進んでおらず，国際社会において大きな問題と
なっている。CDCの報告では，カルバペネム耐性腸内細
菌目細菌感染症の発生は 10年間で約 4倍に増加しており
注意が必要としている。WHOも「新規抗菌薬が緊急に必
要な耐性菌リスト」においてカルバペネム耐性腸内細菌目
細菌は最も脅威レベルが高い薬剤耐性菌に記載しており注
目をしている。
消化器外科領域における感染症で問題となる原因菌とし
て，腸内細菌目細菌の頻度は高く治療対象菌となるが，多
くは感受性菌，耐性菌であったとしても ESBL産生菌が
ほとんどを占めている。しかし稀にカルバペネム耐性菌の
こともあり，本菌を原因菌とする重篤な感染症は治療が難

しく予後不良となることが多く，ドレナージや適切な抗菌
薬投与などの治療が必須である。
セフィデロコルは第 3～4世代セファロスポリン系抗菌
薬と同じ側鎖を持ち，β ―ラクタマーゼに対する高い安定
性と，3位側鎖が 3価鉄と錯体形成できるシデロフォア構
造を有することでカルバペネマーゼに対しても安定性を獲
得した薬剤で，カルバペネム耐性菌治療薬として期待され
ている。
本発表では，消化器外科領域におけるセフィデロコルの
位置づけについて考えたい。

3．AST/ICTからみたセフィデロコルの位置付
け

中嶋 一彦
兵庫医科大学病院感染制御部
多剤耐性グラム陰性桿菌感染症は予後に対して多大な影
響をもたらし，抗菌薬適正使用を行う上でも薬剤選択に困
難を生じることも多い。一方，過去 10年間で多剤耐性グ
ラム陰性菌に対する新規抗菌薬の利用が可能となりつつあ
り，コリスチンのみの使用から，β ―ラクタム/β ―ラクタマー
ゼ阻害薬配合薬やセフィデロコルなど有力な選択肢が得ら
れるようになった。しかし，多剤耐性グラム陰性桿菌治療
のコンサルテーションや治療介入を行う際の使い分けなど
の考慮が必要である。セフィデロコルは細菌のペリプラズ
ムへの特有のメカニズムで菌体内へ薬剤導入が行われるシ
デロフォアセファロスポリン系抗菌薬であり，多剤耐性腸
内細菌科，非発酵性細菌に対して高い抗菌活性を示す。感
染制御部では耐性 Pseudomonas aeruginosa 4例，カルバペ
ネム耐性腸内細菌目細菌 2例，Stenotrophomonas maltophilia
3例に対して使用（肺炎 5例，菌血症 2例など）し，7/9
例が有効であり，セフィデロコルの有用性が認められた。
無効であった 2例はいずれも血液悪性腫瘍が原疾患であっ
た。ASTとしては高度耐性菌に対して，従来のコリスチ
ンなどを選択するのではなく，セフィデロコルを選択とし
て考慮すべきである。一方，セフィデロコル耐性の要因も
すでに報告されている。日本に多い IMP型メタロ β ―ラク
タマーゼ産生菌のセフィデロコルへの耐性度は低いとされ
ているが，腸内細菌目細菌では 3%程度に耐性が認められ，
セフィデロコルで治療された NDM産生大腸菌は最小発育
阻止濃度が増加したとの報告もある。我々の施設において
もカルバペネム耐性腸内細菌目細菌への耐性株がみられて
いる。治療開始時，治療経過中においては感受性試験を行
い，適切な対象に使用を推奨することが，AST/ICTにとっ
て重要である。
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共催シンポジウム 2

1．肺MAC症診療の最新トピックス
佐野 安希子
近畿大学医学部呼吸器・アレルギー内科学教室
肺非結核性抗酸菌（nontuberculous mycobacteria：

NTM）症は世界的に患者数の増加が問題となっているが，
特に日本は世界の中で最も罹患率が高い。かつては限られ
た専門家が扱う疾患であったが，患者数の増加に伴って，
非専門家も対応にあたる機会が増えてきている。わが国の
NTM症 の 原 因 菌 種 は，Mycobacterium avium complex
（MAC）が約 80%を占める。肺MAC症の標準治療は「肺
非結核性抗酸菌症化学療法に関する見解―2012改訂」に
示されている RFP，EB，CAMの 3剤併用療法が基本で
あり，病状に応じて SMまたは KMを加える。現在では，
注射用 AMK，AZM，IPMと CFZが保険審査上認められ，
2021年にはアミカシンリポソーム吸入用懸濁液（amikacin
liposome inhalation suspension：ALIS）が難治性MAC症
に適応承認された。この経過を踏まえて，「成人肺非結核
性抗酸菌症化学療法に関する見解―2023年改訂」が発出
され，画像上の病型と難治例で治療レジメンが分けられた。
難治例では，3剤連日投与にアミノグリコシド注射薬ある
いは ALISを併用する。ALISは吸入製剤であるという特
徴上，咽喉頭症状が多く，専用ネブライザーの消毒が必要
となるが，頻回の通院の必要がなく，自宅でアミノグリコ
シド治療を継続できる利点は大きい。肺 NTM症の治療は，
治療開始時期に明確な規定がなく，診断後の治療の要否を
個々に判断する必要がある。基礎疾患，年齢，病状，治療
についての患者の理解や意欲などから総合的に判断するが，
治療すべき患者の適切な治療時期を逃さないようにする。
患者に対して，治療の意義，定期的な受診および喀痰検査
や画像検査の必要性，再燃・再感染の可能性，治療効果の
判定法などを丁寧に説明し，診療を進める。高齢化社会の
進展や免疫抑制治療の発展に伴い，NTM症の悪化・顕在
化が問題となっている。肺 NTM症診療の解決すべき課題
は多いが，現時点で考えられるベストな診療を考えていき
たい。

2．症例を通じて学ぶ肺MAC症診療の極意
伊藤 明広
倉敷中央病院呼吸器内科
肺非結核性抗酸菌（NTM）症は近年世界的に増加傾向
にあり，日本でも罹患率が 2007年から 2014年の 7年間で
約 2.6倍に増加したと報告されている。日本では NTMの
う ちMycobacterium avium complex（MAC）が 80～90%
と多くを占め，2020年には初めて NTM症の死亡者数が
結核の死亡者数を上回ったと報告されており，そのため肺
MAC症に対する対策が重要である。
肺MAC症の治療は，マクロライド系抗菌薬を含めた多

剤併用療法が基本である。しかし，日本のナショナルデー
タベース研究 22,664名の検討において，肺MAC症に対
するガイドライン遵守の標準治療が行われていたのは
30.8%と報告されており，日本において標準治療の普及は
不十分な状況である。

2020年に発表された ATS/ERS/ESCMID/IDSAの肺
NTM症管理の最新のガイドライン（ATS2020ガイドラ
イン）では，肺MAC症の治療を空洞がない症例，有空洞
症例，難治例と大きく 3つに大別している。中でも標準治
療を行っても 6カ月以上排菌が持続する難治例では，アミ
カシン（AMK）をリポソーマル化し吸入するアリケイスⓇ

吸 入（Amikacin liposome inhalation suspension，ALIS）
あるいは AMK静注を追加し 4剤での治療を推奨している。
日本でも 2023年 6月に日本結核・非結核性抗酸菌症学会
から成人肺非結核性抗酸菌症化学療法に関する見解―2023
年改訂―が発表され，実に 11年ぶりの改訂となった。本
見解は，ATS2020ガイドラインにおける肺MAC症の治
療項目をほぼ踏襲する形で治療レジメンを推奨しており，
日本でも国際標準治療が可能な時代になった。
国内外のガイドラインで肺MAC症診療の標準化がすす
む一方，日常診療では個々の症例でどのような治療方針に
するか迷うケースも少なくない。そこで，本講演では実際
に経験した症例を通じて現在の最新のエビデンスを紹介し，
肺MAC症の最適治療を考えてみたい。

共催シンポジウム 3

新薬シンポジウム：ザビセフタ（セフタジジム・
アビバクタム）～AMR時代における新たな選択
肢の適正使用に向けて
迎 寛 1，三鴨 廣繁 2

1長崎大学大学院医歯薬学総合研究科呼吸器内科学分野（第
二内科）
2愛知医科大学大学院医学研究科臨床感染症学
薬剤耐性（Antimicrobial Resistance，AMR）は世界的
に深刻な脅威と認識されており，薬剤耐性菌による全世界
での死亡者数が，2050年には年間 1,000万人に達すると予
想されている 1）。この数字は，COVID-19パンデミックに
よる累計死亡者数約 700万人（2024年 5月時点）2）を 1年
間で上回る勢いであることから，AMR対策は喫緊の課題
であることがわかる。
そのような中，2024年 5月にWHO（世界保健機関）は

「Bacterial Priority Pathogens List 2024」の中で，Critical
group と し て Enterobacterales （ third-generation
cephalosporin-resistant ） お よ び Enterobacterales
（carbapenem-resistant）を，High groupには Pseudomonas
aeruginosa（carbapenem-resistant）を挙げている。
一方，国内においては，AMED感染症創薬産学官連絡
会が，日本版 PPL（Priority Pathogen List）第 1版（2021
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年 3月）を作成した。その中で「多剤耐性緑膿菌」，「カル
バペネム耐性腸内細菌目細菌」，「セファロスポリン耐性
（ESBL産生）腸内細菌目細菌」などが Priority 1（国内外
において既存薬での対応が難しく，早期に新薬の創出が望
まれている細菌・真菌感染症）に位置づけられている。
これら腸内細菌目細菌および緑膿菌は，β ―ラクタマー
ゼを介することが耐性化の原因のひとつである。そこで，
これらの感染症に対し，ザビセフタ（セフタジジム・アビ
バクタム）の開発が進められた。
本薬の特徴として，国内初のアビバクタム配合抗菌薬で
あることが挙げられる。
アビバクタムは非 β ―ラクタム系 β ―ラクタマーゼ阻害薬
であり，クラス A（PER又は VEB型 β ―ラクタマーゼ（Am-
blerクラス A）を産生する緑膿菌を除く），クラス Cおよ
び一部のクラス D（OXA-48）の β ―ラクタマーゼに対す
る作用を有している。本薬の上市に伴い，カルバペネム耐
性腸内細菌目細菌による感染症への対応の幅が広がり，海
外と同様の対応が可能になるものと推察される。
本シンポジウムでは，この新薬について，適応菌種等の
疫学，臨床データ，および国内外での位置づけを紹介する。
1）TACKLING DRUG-RESISTANT INFECTIONS GLOB-
ALLY：FINAL REPORT AND RECOMMENDATIONS
2）COVID-19 Epidemiological Update Edition 168 pub-
lished 17 June 2024

共催シンポジウム 4

1．DB研究から抗ウイルス効果について考える
髙園 貴弘
長崎大学大学院医歯薬学総合研究科臨床感染症学分野/長
崎大学病院呼吸器内科
急性期呼吸器ウイルス感染症に対する抗ウイルス薬の作
用は，ウイルスの増殖を阻害し宿主内のウイルス量を減少
させることにある。しかしながら，薬剤としての承認には，
薬効として何らかの臨床的効果（症状軽減，重症化予防な
ど）が求められる。
インフルエンザウイルス感染症は，代表的な呼吸器ウイ
ルス感染症のひとつである。COVID-19への感染対策が緩
んだことから，昨シーズンはわが国でも大きく長期の流行
がみられた。インフルエンザウイルス感染症は，家族内あ
るいは社会生活において伝播し流行を引き起こし，一部の
患者ではウイルス性肺炎あるいは二次性細菌性肺炎の合併
により重篤化する。数種類の抗ウイルス薬が存在するが，
どの薬剤が家族内の伝播，あるいは重症化（入院）をより
抑制出来るのかについては，イベント数が少ないこと，臨
床試験としての実施が難しいことから，評価は困難であっ
た。しかしながら，近年，健康保険レセプトデータベース
（JMDC）など各種の，大規模なデータベースが利用可能
となりこれらの疑問について検討が可能となってきた。こ

れまで我々は，JMDCデータベースを利用した研究にお
いて，高い抗ウイルス活性を有するバロキサビル・マルボ
キシルが，オセルタミビルと比較し家族内感染や，入院率
を有意に抑えることを示してきた。
また，COVID-19に関しても，オミクロン株以降では，
重症化イベントの発生率が低下したため，臨床試験として
の評価が困難となった。そのため，今回我々は，JMDC
を用いてエンシトレルビルによる COVID-19の重症化予
防効果を検討しその有意な重症化予防効果を検証すること
ができた。
一方で現在のデータベース研究には，多くの Limitation
が存在することは避けられない。DB研究を実施する際に
はそれらを最小化する工夫を行う必要があり，本シンポジ
ウムでは，そのポイントも含めて解説する。

2．臨床研究を踏まえて抗インフルエンザ薬の効
用について考える

鄭 湧 1，谷 直樹 2，後藤 健志 3，池松 秀之 4，
下野 信行 5

1九州大学病院免疫膠原病感染症内科（第一内科）
2福岡市民病院感染症内科
3九州大学大学院病態修復内科（第一内科）
4日本臨床内科医会インフルエンザ研究班
5九州大学病院グローバル感染症センター

2020年の新型コロナウイルスによるパンデミック後，日
本では 2シーズンにわたり，季節性インフルエンザの流行
がみられなかったが，2022～23年シーズンより，インフ
ルエンザの流行が再開し，社会的インパクトの大きい感染
症であることが再認識された。日本では，2001年以降，オ
セルタミビルをはじめとするノイラミニダーゼ（NA）阻
害薬の使用が開始された。さらに，2018年より，作用機
序の異なるキャップ依存性エンドヌクレアーゼ阻害薬のバ
ロキサビル（ゾフルーザ）の使用が可能となった。今回，
バロキサビルを含めて，症状の軽減や重症化予防など，抗
インフルエンザ薬の臨床上の効用について，自験例を交え
て検討する。また，抗インフルエンザ薬の効用を妨げる重
要な要因として，薬剤耐性変異株の出現と拡散が考えられ
るが，NA阻害薬，とりわけオセルタミビルに対する耐性
変異株の拡散状況について，自験例を含めて報告する。バ
ロキサビルについては，新型コロナウイルスによるパンデ
ミック直前の 2019年に，耐性変異株の出現が大きな話題
となった。今回，パンデミック前から現在の流行までを振
り返り，バロキサビル耐性変異株の出現と拡散の現況につ
いて，自験例を交えて検討する。この報告では，実臨床か
ら得られた自験例のデータを中心に，抗インフルエンザ薬
の効用と薬剤耐性変異の問題について考える。
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ランチョンセミナー 1

Pneumococcal Infections: Current Epidemiol-
ogy, Impact on the Elderly, and Global Vaccine
Recommendations
Charles Feldman
Emeritus Professor, Department of Internal Medicine,
Faculty of Health Sciences, University of the Witwaters-
rand, Johannesburg, South Africa

Even in the modern era, S. pneumoniae (pneumococcus)
infections remain an important cause of morbidity and
mortality worldwide. While it has been reported that the
prevalence of pneumococcal infections has decreased in
patients with community-acquired pneumonia (CAP) in
North America, this is not the case in most of Europe
and in developing countries, including in South and South-
east Asia and sub-Saharan Africa. In Japan, several stud-
ies, including a recent systematic review and meta-
analysis, have indicated that pneumococcus remains the
most common pathogen among patients with CAP in
both outpatients and inpatients and even in cases in
which pathogens were documented using polymerase
chain reaction (PCR)1-3). Vaccines available for the preven-
tion of pneumococcal infections include the pneumococcal
polysaccharide vaccine (PPV23) as well as the pneumo-
coccal conjugated vaccines (PCVs), with an increasing
number of types of PCVs having increasing numbers of
conjugated polysaccharides. These conjugate vaccines
have been available to differing degrees for adults in dif-
ferent geographical regions and have been found to be
highly effective. The initial conjugate vaccine licenced for
use in adults was PCV13, followed by PCV15 and PCV20.
As examples from different countries, only PCV13 and
PPV23 are available for use in adults in South Africa,
while in the US, the initial guideline for PCV15 and
PCV20 recommended the use of PCV20 alone or PCV15
followed by PPV23 approximately 1 year later in vaccine
naïve patients either 65 years of age and older or 19-64
years old with medical conditions. Studies in Japan have
documented that PCV20 would be a cost-effective alter-
native to PPV23 in Japan and has the potential to reduce
healthcare costs and positively affect morbidity and mor-
tality for pneumococcal disease in Japan as well4).
References
1) Morimoto K et al. Plos One 2015; 10(3): e0122247.
2) Hamaguchi M et al. International Journal of General
Medicine 2023; 16: 2125-2132.
3) Fujikura Y et al. BMJ Open Respir Res 2023; 10:
e001800.

4) Nakamura S et al. Expert Review of Vaccines 2024; 23
(1): 546-560.

ランチョンセミナー 2

実臨床に直結する診断支援を目指して―医師と技
師の Knowledge Gapを埋めるためには―
的野 多加志
佐賀大学医学部附属病院感染制御部
感染症は，病原体が体内に侵入することで発症する。よっ
て，感染症を適切に診断・治療するためには，原因微生物
を適切に推定・同定する能力が求められる。そのためには，
患者背景ならびに感染臓器を意識した徹底した臨床推論が
欠かせない。その上で検体の質にこだわった検体採取，そ
して検査室への情報提供など様々なプロセスを要する。そ
の診断プロセスやロジックがブレると診断エラーや不良な
患者転帰を招きうる。これらは，臨床検査技師による「受
身の」診断支援のみでは解決できない課題も多い。そのた
め，医師の行動変容を促し，医師と技師の Knowledge Gap
を埋める必要があるのだが，全ての医師に満遍なくかつ理
想的な水準まで教育することは困難を極める。
今回は，病院全体の感染症診療の質を上げるための策を
模索すべく，従来の生化学的同定における検体採取，情報
伝達，結果解釈の教育ポイント，さらには質量分析装置や
拡散増幅法を用いた迅速診断の臨床応用に関して実例を交
えて概説する。

ランチョンセミナー 3

1．侵襲性糸状真菌感染症の診断と治療
木村 宗芳
虎の門病院臨床感染症科
侵襲性糸状真菌感染症（invasive mold infection以下，

IMI）はアスペルギルスやケカビ（ムーコル症の原因真菌）
などの糸状真菌が原因となる予後不良の感染症であり，主
に血液疾患患者，同種造血幹細胞移植患者，固形臓器移植
患者といった高度免疫不全患者に生じることの多い疾患で
ある。
演者は国内外の移植センター（造血幹細胞移植及び固形
臓器移植）に勤務してきた。この中で，真菌感染症を含む
様々な感染症の診療に従事すると共に臨床研究も行なって
いる。今回の講演では臨床現場に立つ移植感染症医の視点
から診る IMIの診断と治療について臨場感を持って解説
したい。具体的な内容としては，

1．IMIの診断の基本とポイント（EORTC/MSG criteria
のポイントを押さえる）

2．IMIの治療薬，治療戦略の基本
3．高リスク患者への抗真菌薬予防と抗真菌薬 break-

through IMIについて（侵襲性アスペルギルス症とムーコ
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ル症を中心に）
4．Cryptic Aspergillus species（隠蔽種）による侵襲性

アスペルギルス症の基本知識
といった内容に触れたい（時間の関係で全てを扱えない可
能性もあることは事前にご了承いただければ幸いである）。
移植感染症の診療経験の少ない感染症医や医療者が基本
から応用まで広く浅く学べる内容だけに留まらず，血液内
科医や固形臓器移植を含む移植医療に関わっている経験豊
かな医療者にも興味を持っていただける楽しい講演を目指
したい。

Enjoy life, Work hard!

2．グローカルな視点から侵襲性カンジダ症，ク
リプトコックス症を診る

串間 尚子
福岡大学筑紫病院感染制御部・呼吸器内科
真菌は，形態学的に真性菌糸を形成しない酵母と真性菌
糸を形成する糸状菌に分類される。本セミナーでは，酵母
様真菌であるカンジダ，クリプトコックスについてグロー
カルな視点で概説する。臨床上頻度の高いカンジダ症の病
型は表在性カンジダ症であるが，深在性真菌症としてはカ
ンジダ血症の頻度が高く，致死率も高いため正確な診断・
治療が重要である。クリプトコックス症は，健常者におけ
る侵襲性真菌感染症として国内で最も頻度が高い。C. neo-
formansによる肺クリプトコックス症が多いが，世界に目
を転じると，アフリカなどではヒト免疫不全ウイルス
（HIV）感染症の浸淫を背景とし，中枢神経系に播種して
脳髄膜炎を起こすことが多い。クリプトコックス脳髄膜炎
は，抗真菌薬による治療を行っても死亡率が高い上に治療
後に再発することも多く，この領域で同症が抱える問題は
大きい。
近年，臓器移植や造血幹細胞移植などの先端医療の発展，
免疫抑制薬の使用頻度の増加，HIV感染者の増加，さら
に生活環境の高気密化，国際的な人的交流などの様々な要
因が加わり，カンジダ症，クリプトコックス症を含む深在
性真菌症の増加は深刻な問題となっている。本セミナーに
参加してくださる方々が，日々の診療に直結する情報を得
て患者さんへ還元できるよう，これら深在性真菌症の診断
と治療における重要事項を整理して述べる。

ランチョンセミナー 4

進化を続けるインフルエンザと COVID-19診療～
深まりつつある治療薬の使い分けとワクチン接種
の考え方～
関 雅文
埼玉医科大学医学部国際医療センター感染症科・感染制御
科
コロナ禍に一区切りがつき，COVID-19に対する意識が

薄れてきた一方，インフルエンザなど他の呼吸器ウイルス
感染症や関連する肺炎患者の増加が新たな問題として認識
されるようになった。
特にインフルエンザにおいては従来から使用されている
ノイラミニダーゼ阻害薬に代わって，Capエンドヌクレ
アーゼ阻害薬の強力な抗ウイルス作用が注目されている。
但しその低感受性株の増加を誘導する可能性もいまだ指摘
されており，より適正な抗インフルエンザ薬の使い分けが
模索されている。コロナ禍前後の変異株の出現状況からは，
標準薬とされる経口ノイラミニダーゼ阻害薬：オセルタミ
ビルでさえ，処方量がきわだって多かったシーズンでは，
その低感受性株の増加が確認された。新たなオセルタミビ
ル低感受性変異の出現や乳牛など家畜を介したインフルエ
ンザ感染も報告されるようになっており，より効果的で，
かつ低感受性ウイルスを生まない抗インフルエンザ薬の使
用が必要である。吸入薬でのインフルエンザウイルス抑制
などは，その感染機序や重症化のプロセスからも，より注
目すべき手段であろう。
また，ワクチンを中心とするウイルス感染，重症化予防
も，さらに重要視されるべきである。新型コロナワクチン
に関しては，大きく発展を遂げたmRNAワクチンに，い
よいよ国産ワクチンが加わることとなった。今年から秋冬
の定期接種がインフルエンザと同様に進められることに
なった COVID-19対策の大きな進歩と言えよう。SARS-
CoV-2の変異の出現とマッチしたワクチンの必要性，高齢
者はもちろん医療従事者における任意接種での新型コロナ
ワクチンの追加の必要性も世界的な論点となっている。
今回はまだまだ進化し，さらに深まりつつあるインフル
エンザや COVID-19治療薬の使い分けとこれらのワクチ
ン接種の最新の考え方を共有したい。

ランチョンセミナー 5

1．増加する「肺 NTM症合併 CPA」に立ち向か
う

倉原 優
近畿中央呼吸器センター臨床研究センター感染予防研究
室/感染症内科
慢性肺アスペルギルス症（CPA）の治療は長期におよ
ぶ。特に肺に構造破壊がみられると，推奨される治療期間
を超えても病巣が改善しないことも多く，年単位にわたっ
て抗真菌薬を継続しなければならないケースもある。長期
投与を実現するためには，抗真菌薬の有効性だけでなく忍
容性が重要となるが，これまで用いられてきたアゾール系
抗真菌薬は，決して副作用が少ないとは言えない。
近年，肺非結核性抗酸菌（NTM）症が増加している。2023
年に日本結核・非結核性抗酸菌症学会から「成人肺非結核
性抗酸菌症化学療法に関する見解―2023年改訂―」が刊
行され，現在はこれに基づいて治療がおこなわれている。
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肺 NTM症と CPAの治療が同時に必要な場合，それぞれ
の治療薬の相互作用が臨床上問題となる。この回避のため
に，それぞれの感染症にとって最良と言いがたいレジメン
を構築せざるを得ないシーンがある。
これまで肺 NTM症の治療はクラリスロマイシン一強の
時代であったが，使用例について審査上認められるように
なったことと，国際的にアジスロマイシンが第一選択で使
われている現状に鑑みて，アジスロマイシンの処方が増え
ている。今回の見解においてもアジスロマイシンの位置づ
けはより高くなっている。もっとも新しいアゾール系抗真
菌薬イサブコナゾールは，クラリスロマイシンと併用禁忌
であるが，アジスロマイシンと併用が可能である。アゾー
ル系抗真菌薬はいずれもリファンピシンとの併用が禁忌で
あるが，肺Mycobacterium avium complex（MAC）症にお
いてはリファンピシンの位置づけが年々低下している。
以上をふまえ，有効性・忍容性・薬物相互作用のバラン
スが取れたエタンブトール＋アジスロマイシン＋イサブコ
ナゾールの併用療法について，呼吸器内科医の立場から見
解を述べさせていただく。

2．急性骨髄性白血病治療における新規治療薬と
抗真菌薬併用時の注意点

藤原 英晃
岡山大学病院血液・腫瘍内科
近年急性骨髄性白血病の治療リスク評価に染色体・遺伝
子検査によってリスク・治療層別化に重点が置かれるよう
になってきた（ELN2023ガイドライン）。このため，治療
法も従来急性骨髄性白血病治療は殺細胞性抗がん剤の治療
がメインであったが，遺伝子異常に対する新規薬剤，従来
の殺細胞性抗がん剤とは異なり特定の遺伝子・タンパクを
標的とした治療薬が使用可能となっている。本講演では特
に venetoclaxと Quizartinib/Gilteritinibについて言及す
る。Venetoclaxは細胞死抑制 BCL-2タンパクを標的とし，
Quizartinib/Gilteritinibは Fms-like tyrosine kinase 3変異
を標的とした経口抗がん剤である。これまでの殺細胞性抗
がん剤と異なり，白血病により Performance statusの低
下した方や高齢者にも投与可能であり，高い寛解率が得ら
れている。一方で，これらの治療を要する急性骨髄性白血
病患者は長期的な好中球減少症，ステロイドの使用等によ
り，Candida，Aspergillusをはじめとする全身性真菌感染
症のリスクが高く，予防・治療的に抗真菌薬の投与が行わ
れることが多い。いずれの新規薬剤も CYP3A4を介した
代謝経路を特徴としており，抗真菌薬，特にアゾール系真
菌薬併用時に注意を要する。このため新規薬剤投与量調整
の重要性が提言されているが，実臨床において新規薬剤血
中濃度測定は困難である。このため，アゾール系抗真菌薬
併用時の新規薬剤による副作用出現（骨髄抑制の長期化，
QT延長など）の注意点を紹介することで，日常診療の一
助になればと考える。

ランチョンセミナー 6

AMR対策アクションプラン―抗菌薬の安定供給
を中心に―
松本 哲哉 1,2

1国際医療福祉大学医学部感染症学講座
2国際医療福祉大学成田病院感染制御部

2019年にセファゾリンの供給停止に端を発した抗菌薬
の安定供給の問題は，その後，セファゾリンの供給が再開
されても解決にはいたらなかった。むしろその後も他の多
くの抗菌薬が不足し，供給不足は医薬品全体が抱える問題
になってきている。抗菌薬の供給不足を招いている原因と
しては，継続的に下げられる薬価に対して，コストの安い
海外に製造を委託する傾向が顕著となり，海外の製造所の
トラブルなどがあるとすぐに供給が途絶えることが挙げら
れる。さらに国内では他国に比べて薬剤に高い品質が要求
されており，その条件を満たす困難さもある。また，供給
不足が見込まれる薬剤に対して各医療機関は確保を目的と
して通常よりも多い発注をし，需要と供給のバランスが崩
れることも起こり得る。
抗菌薬に限らず，医薬品の供給不足を解決するためには，
これらさまざまな課題をクリアしていく必要があり，簡単
な問題ではない。そこで，日本化学療法学会を始めとする
4学会は Key Drugsを選定するとともに，「抗菌薬の安定
供給に向けた提言」を厚労大臣宛に提出し，薬価の再評価
や国内での生産体制の整備を求めた。厚生労働省は「医療
用医薬品の安定確保策に関する関係者会議」を立ち上げ，
さまざまな角度から問題の解決策を議論している。また，
国は抗微生物薬を半導体などとともに特定重要物資と定め，
β ―ラクタム系抗菌薬の原薬の国内製造を進めている。
本学会では国が新たに公開した AMRアクションプラン
の概要に触れ，それを支える抗菌薬の安定供給の問題やそ
の対応，「医療用医薬品の安定確保策に関する関係者会議」
の最新の討議内容について解説する予定である。

ランチョンセミナー 7

グラム陰性桿菌感染症の最近の話題―明日に活か
すための point
宮崎 泰可
宮崎大学医学部内科学講座呼吸器・膠原病・感染症・脳神
経内科学分野

AMR対策アクションプランの推進やメロペネムの一部
供給停止等に伴い，カルバペネムスペアリングの概念が掲
げられ，抗緑膿菌作用を有する広域抗菌薬の適正使用が一
層求められている。現在でもMRSAは最も分離頻度が高
い耐性菌であるが，WHOや CDCはカルバペネム耐性ア
シネトバクターやカルバペネム耐性緑膿菌，ESBL産生・
カルバペネム耐性腸内細菌等の耐性グラム陰性菌が危機的
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状況にあることを重要視しており，今後もグラム陰性菌に
対する適切な治療戦略が求められる。例えば，院内肺炎や
人工呼吸器関連肺炎では，緑膿菌や肺炎桿菌等のグラム陰
性菌の分離頻度が高い。特に緑膿菌は容易に抗菌薬耐性を
獲得するため，様々な要因を考慮したうえで治療戦略をた
てる必要がある。そのなかで，緑膿菌や ESBL産生菌を
考慮した初期治療薬，さらには重症例や耐性菌に対する標
的治療薬としてカルバペネム系薬を温存させるスペアリン
グとしての薬剤が重要な役割を担う。本セミナーでは，タ
ゾバクタム・セフトロザンのプロファイルとガイドライン
での位置づけも含めて概説したい。

ランチョンセミナー 8

新肺炎ガイドラインにおける改訂のポイント～レ
スピラトリーキノロンの使い方を含め
小宮 幸作
大分大学医学部呼吸器・感染症内科学講座

2024年 4月，日本呼吸器学会による成人肺炎診療ガイ
ドラインが刷新された。旧版（2017年）に引き続き，種々
のクリニカル・クエスチョンに対しシステマティック・レ
ビューが行われた。顕著な高齢化や COVID-19パンデミッ
クを受け，今回は新たに誤嚥性肺炎やウイルス性肺炎につ
いて新しく章立てされた。誤嚥性肺炎の診断，治療，考え
方について詳細な記述が追加され，SARS-CoV-2やインフ
ルエンザのみならず一般的なウイルス性肺炎についても触
れられることになった。また，市中肺炎や院内肺炎といっ
た肺炎の種類を問わず，肺炎診療において患者背景のアセ
スメントを行うことがより明確に記載されることになり，
誤嚥性肺炎を繰り返す，または老衰と考えられる状況では，
患者の QOLを重視した治療またはケアを行うことを推奨
した。さらに，抗菌薬治療においては，市中肺炎や院内肺
炎等において，重症例であっても緑膿菌などの耐性菌をカ
バーしない方法がより上位に記述されることになった。こ
れは，重症であることを理由に，広域抗菌薬の投与が必ず
しも予後を改善するものではないという近年のエビデンス
に基づいている。レスピラトリーキノロンにおいては，各
薬剤の特徴を紹介したうえでより耐性菌を誘導しない使用
法について述べられている。すなわち，新ガイドラインで
は，高齢者に発症する誤嚥性肺炎などの考え方および広域
抗菌薬の適正使用について強調された形になった。本講演
では，主な変更点を中心に日本呼吸器学会成人肺炎診療ガ
イドライン 2024を概説する。

ランチョンセミナー 9

withコロナ時代の呼吸器感染症診療
掛屋 弘
大阪公立大学大学院医学研究科臨床感染制御学

2019年以降の呼吸器感染症に関する話題は，2019年末
より新型コロナウイルス感染症が世界中でパンデミックを
起こしたことである。2023年 5月 8日より，新型コロナ
ウイルス感染症の感染症法上の位置づけが 5類感染症と変
更され，それを受け医療体制の見直しが行われた。また，
2024年 4月より新たな医療体制が模索されているが，新
規感染による新たなクラスターの発生や入院または死亡す
る患者は依然として存在している。本邦におけるこれから
の COVID-19対応を考える際には，如何に早く診断を行
い，重症化抑制や症状改善といった効果に加えて，後遺症
の抑制やウイルス拡散の抑制といった面からも適切な患者
に積極的な抗ウイルス治療を行うことが医療逼迫を未然に
防ぐという観点からも重要であると考えている。本講演で
は，ラゲブリオⓇ治療を含めたリアルワールドデータ，エ
ビデンスをベースとした治療等について，感染症専門医，
呼吸器専門医の視点より考察し，これからの COVID-19
に如何に向き合うべきかを考えてみたい。

ランチョンセミナー 10

PX-UVによる多剤耐性菌対策の有効性評価―費
用対効果の検証
大毛 宏喜
広島大学病院感染症科
汚染された医療環境は多剤耐性菌の院内伝播に関係する
因子であると考えられる。一方で汚染された医療環境を用
手的に清掃消毒することには限界があることが報告されて
いる。新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の流行を
契機に，日本の病院にも急速に紫外線照射装置などの“No
touch”disinfection systemが導入された。当院では 2019
年 3月よりパルス方式キセノン紫外線（PX-UV）照射ロ
ボットを導入し，ICU，EICU，HCU合計 36床の急性期
部門の患者退出時の一般清掃後に紫外線照射を行っている。
導入に際しては，シャーレ上の各種病原体に対する有効性
評価に加え，MRSA患者退室後の病室における環境表面
コロニー数の変化を確認した。また，紫外線機器導入前後
でのMRSAの新規感染・保菌率の比較研究を実施してお
り，照射対象ユニットにおける導入後のMRSA感染率は，
非介入期間の 1,000患者日数あたり 3.56人から介入期間の
同 2.21人まで有意に減少した（IRR：0.556，95% CI：
0.309～0.999，P=0.0497）。医療環境への紫外線照射のエビ
デンスは，近年 RCTを含め様々発出されているが，照射
におけるコストとその効果の費用対効果を検証した内容は
少ない。本講演では，過去の報告を含め有効性評価を概説
する。
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ランチョンセミナー 11

免疫不全患者の COVID-19
伊東 直哉
名古屋市立大学大学院医学研究科感染症学分野

2019年 12月以降，中国湖北省武漢市を中心に発生が確
認されて以来，新型コロナウイルス感染症（COVID-19）
が世界的に流行して約 4年が経過した。現在，ワクチン，
抗ウイルス薬，中和抗体などにより予防・治療方法が発展
し，多くの命が守られているが，2024年 4月以降の患者
負担への公費支援の終了，10月からの 65歳以上および一
部対象者へのワクチンの定期接種化など個人への負担が強
いられる状況となった。
このように COVID-19に対する医療体制が通常にシフ

トした一方，依然として新型コロナウイルスは新たな変異
を獲得しており，最近流行している KP.2や KP.3などで
は，自然感染やワクチン接種により誘導された中和抗体に
対して高い逃避能や，高い伝播力（実効再生産数）を有す
る。その中で，特に疾患や使用薬剤により免疫不全状態に
ある患者（がん，血液疾患等の背景を持つ患者）では，未
だに COVID-19の非典型的症例におけるウイルス学的/免
疫学的特徴については十分に研究されていない。さらに，
免疫不全にある患者では感染後のウイルス排出の遷延によ
り原疾患に対する治療にも大きな影響を与え，臨床対応に
苦慮することから，結果的に患者予後にも影響がでること
も大きな課題となっている。本講演では長期ウイルス排出
を含めたウイルス学的・免疫学的特徴を含め，COVID-19
に関する最新の情報や研究を共有したい。

ランチョンセミナー 12

高齢者の肺炎予防―肺炎球菌ワクチンおよび
RSVワクチン接種の意義―
宮崎 泰可
宮崎大学医学部内科学講座呼吸器・膠原病・感染症・脳神
経内科学分野
超高齢社会の日本において，高齢者の肺炎予防が重要な
課題の一つであることは広く認識されているだろう。
COVID-19パンデミックやインフルエンザの流行を経験し，
感染予防に関する国民の意識も以前よりは高まったと考え
られる。しかしながら，VPD（vaccine preventable dis-
eases）に対するワクチン接種率の向上にはつながってい
ない。
本セミナーでは，肺炎球菌感染症（侵襲性肺炎球菌感染
症および肺炎球菌肺炎）に関する国内の疫学情報やワクチ
ンに関する最新情報を含め，定期接種対象者と非対象者に
対するワクチン接種の考え方をご紹介する。また，RSウ
イルス感染症については，高齢者における疾病負担につい
て少しずつ認識が広まりつつあるが，まだまだ非専門医や

国民には十分に届いていない。現在，国内で 60歳以上に
接種できる RSウイルスワクチンは 2種類ある。RSウイ
ルス感染症の病態や疫学，新規導入ワクチンの意義と適正
使用情報について，高齢者医療に携わる医療従事者にとっ
て必要な情報を提供したい。明日からの診療にお役立てい
ただければ幸いである。

ランチョンセミナー 13

RSV感染症の診断・治療・予防
山岸 由佳
高知大学医学部臨床感染症学講座

RSウイルス（respiratory syncytial virus）は一般的に
乳児期に初感染しその後も年齢を経ても感染がみられる。
定点当たりの報告によると 2021年では例年と異なる流行
パターンで再流行時はやや年齢の高い小児も基礎疾患の有
無によっては重症化がみられている。リスク因子として小
児では早産児や先天性心疾患，慢性肺疾患，免疫不全症，
Down症候群などが知られており，能動免疫で免疫を十分
誘導できない新生児・乳児においては従来から抗 RSVヒ
ト化モノクローナル抗体製剤（パリビズマブ）が使用可能
であった。近年新たに肺低形成等の重症化リスクの高い 5
つの疾患を伴う 24カ月齢以下の児が追加された。また新
たに長期間作用型の抗 RSVヒト化モノクローナル抗体製
剤（ニルセビマブ）が承認販売されている。
一方，定点当たりの報告対象となっていないが基礎疾患
を有する成人や高齢者においても重症化することが知られ
ており，時に高齢者施設などでの集団発生も報告されてい
る。成人では特に心肺系に基礎疾患を有している場合や免
疫不全のある場合には重症化のリスクが高く，臨床上，公
衆衛生上のインパクトは大きい。そのような中日本では
2023年 9月，2024年 1月にそれぞれの RSVワクチンが製
造販売承認され，いずれも 2024年以降販売され接種が可
能となった。1種類は妊婦にも適応を有する。

RSVを取り巻く環境において予防薬が強化されてきた
が抗ウイルス薬はない。また検査を取り巻く環境では従来
から行われている乳児対象の抗原検査に加え，基礎疾患を
有する小児や，リスクの高い成人を対象に保険診療として
核酸検査の実施が可能になることが期待される。
本講演では，RSウイルス感染症に関する診断・治療・
予防について述べる。

ランチョンセミナー 14

医療従事者に対する IMD予防の重要性
堀 賢
順天堂大学医学部大学院医学研究科感染制御科学
このセミナーでは，ワクチンで予防可能な職業感染症

（VPD）に関するワクチンプログラムの考え方と実際の運
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用を，産業医および感染対策室長として紹介する。職業感
染対策上必要な VPDは複数あり，施設のおかれた環境を
考慮しながら，リスクアセスメントに基づいて，医療従事
者に適切なワクチンを配分することが，職員や患者を守る
ために重要である。接種率の維持には，免疫記録の定期的
な更新や接種機会を逃した職員へのキャッチアップが必要
である。また，ワクチンを忌避する職員への教育や就労自
粛規定の整備も行うことで，安易な忌避を防止することが
できる。最後に，わが国でも髄膜炎菌感染症の報告が増加
していることを背景に，医療関係者向けガイドラインで新
たに推奨された髄膜炎菌ワクチンを，法人負担で導入でき
た事例について紹介する。

ランチョンセミナー 15

抗菌薬適正使用 Up To Date ―Narrow-spectrum
の追求―
浦上 宗治
佐賀大学医学部附属病院感染制御部
多剤耐性菌の制御には広域抗菌薬の温存が必要であるこ
とは言うまでもない。しかし，薬剤耐性（AMR）対策ア
クションプランが施行されて以降も国内の入院患者におけ
るカルバペネム系抗菌薬使用量は減少しておらず，narrow-
spectrumな抗菌薬による治療の実践は課題となっている。
血液培養が抗菌薬最適化に果たす役割は大きい。血液培
養は無菌部位である血液から細菌を検出するため，最も精
度高く原因菌を証明できる。一度血液培養が陽性となれば，
empiric therapyの段階から原因菌を絞り込むことが出来
るために広域抗菌薬が必要となるケースは限られる。確か
に，血液培養の陽性率が低い感染症では一概に血液培養が
推奨されていない。しかし，血液培養は時に思いもよらな
かった原因菌を検出し，臨床の考察を一変させるゲーム
チェンジャーになる。この点からは抗菌薬開始前は原則，
血液培養を提出することを推奨したい。
広域抗菌薬が使用される多くが empiric therapyである。

適切な empiric therapyを実践するための秘訣は，正確な
抗菌スペクトルの理解，適切な推定原因菌のリストアップ，
そして耐性率の数値化に尽きる。臨床で良く遭遇する感染
症については検出頻度順に原因菌をリスト化しておき，患
者の状態を見ながらどこまでカバーすべきかを決定する。
さらに empiric therapyで耐性菌を考慮する場合は検出頻
度まで数値化しておき，重症感染症を除いて頻度の低い耐
性菌は empiric therapyの対象から外す。例えば入院患者
に比べて，外来患者では AmpC産生菌の検出率は大幅に
低下するため，カバーを要する症例は限られる。
本セミナーでは抗菌薬適正使用の実践法について，特に
抗菌薬の狭域化・最適化についての最新の知見を交えなが
ら述べる。また，2024年 7月の BDバクテック血液培養
ボトルの出荷調整について，当院の対応を紹介するととも

に今回の教訓として振り返りをしたい。

スイーツセミナー 1

1．ポストパンデミック期の COVID-19の疾病負
荷

鈴木 忠樹
国立感染症研究所感染病理部
新型コロナウイルス（SARS-CoV-2）感染による新型コ
ロナウイルス感染症（COVID-19）は，2023年 5月にWHO
による「国際的に懸念される公衆衛生上の緊急事態
（PHEIC）」の宣言が終了し，本邦においても感染症法上
での取り扱いが 5類感染症に変更され，社会認識としての
パンデミックは終息した。一方で，本邦においては 5類感
染症へ変更後も流行動態の把握，新規入院患者や重症者の
発生動向，変異株の発生動向などが継続して評価されてき
た。その 1つとして，全国規模の血清疫学調査が継続的に
実施されてきた。その結果，感染で誘導される抗体の保有
者割合が 42.8%（2023年 5月）から 64.5%（2024年 3月）
に大きく上昇したことが報告されている。この結果は，パ
ンデミック終息後の 1年弱で日本国民の 2割以上が
SARS-CoV-2に新規感染したことを意味しており，ポスト
パンデミック期においても COVID-19の流行規模は決し
て小さくなく，呼吸器ウイルス感染症の中での疾病負荷は
大きくなっていることを示唆している。また，日本だけで
なく，米国においても，2023年に COVID-19により約 90
万人の新規入院と 7万人以上の死亡が発生したと推定され
ている。このような状況において COVID-19に対しては，
ワクチン等の予防対策および臨床現場において残されてい
る課題の解決を目指す研究調査の継続が重要である。また，
COVID-19対策においてパンデミック前までにエイズ研究
やインフルエンザ研究で培われた研究資源が大いに活用さ
れてきたように，COVID-19研究は次のパンデミック対策
への準備としての側面を持っている。本発表では，ポスト
パンデミック期の COVID-19の疾病負荷について整理し，
本疾病の制御における課題と残された研究課題について議
論したい。

2．免疫不全者における COVID-19（臨床現場の
観点から）

岩元 典子
国立国際医療研究センター国際感染症センター

WHOが世界的な緊急事態を宣言してから約 4年が経過
した現在，世界でも免疫不全者の COVID-19患者の感染
管理や難治例に対するガイダンスは様々で定まっていない
のが現状である。免疫不全者が COVID-19に罹患すると，
非免疫不全者に比して長期間「感染性のある SARS-CoV-2」
が排出される。特に B細胞，T細胞といったリンパ球が
司る細胞性免疫の低下が，影響を及ぼすことがわかってい
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る。一方，固形悪性腫瘍患者などは，免疫正常者に比して
ウイルス排出が不変，もしくはわずかな期間延長のみと，
排出期間は免疫状態に応じて異なる。免疫不全者における
COVID-19にはいくつか特徴がある。COVID-19罹患後，
長期間にわたって肺炎や呼吸の増悪を繰り返す場合がある。
これらの治療は，抗ウイルス薬の長期使用やその併用，中
和抗体薬，免疫調整薬などが試されているが，有効な治療
法も十分に確立されていない。予防においてはmRNAワ
クチンの効果は非免疫不全者と比して低くなり，この場合，
ブースターの回数を重ねることで効果が高まる。日本国内
では，高度免疫不全者への SARS-CoV-2への曝露前の感
染予防法として中和抗体薬の使用が薬事承認された。しか
し，流行するウイルス株が変化する中で，当該中和抗体薬
の有効性への影響が懸念される。さらに免疫不全者が
COVID-19に罹患すると，原疾患への治療にも影響が及ぶ
ため，いかに感染させないかということも重要である。こ
のような背景があるにも関わらず参考となる研究的事実が
限られているため，免疫不全者が COVID-19に罹患した
場合の診療には困難な場合がある。今回我々は既存および
研究班で得られた知見をもとに専門家の意見を取りまとめ
「免疫不全者における COVID-19の臨床対応指針案」を策
定した。本セミナーでは免疫不全者における COVID-19
の臨床現場の観点から知見を述べる。

スイーツセミナー 2

1．高齢者肺炎球菌ワクチンの定期接種 11年目の
課題

川上 健司
NTT東日本伊豆病院
高齢者に対する 23価肺炎球菌ワクチンの定期接種は

2014年 10月 1日に開始されて現在 11年目を迎えた。今
年度は定期接種の主な対象が従来の「年度内に 65歳にな
る方」から「65歳の方」へと大きく変更になった。また
経過措置の終了に伴い，ワクチン未接種の 66歳以上の高
齢者は自費で接種することになり，接種費用が全額自己負
担となった。この 10年間の高齢者肺炎球菌ワクチンの接
種率は約 40%以下と低く，同じ定期接種のワクチンであ
るインフルエンザワクチンの接種率の約 60%には及ばな
い状態が続いている。定期接種化以降はワクチン接種に積
極的な人にはある程度の接種ができたと評価できる。しか
し，ワクチン接種に対して特に興味のない普通の人に対し
ては，高齢者における肺炎予防の重要性，ワクチン接種の
有効性，安全性が十分に伝わらず，実際の接種行動につな
がっていない面がある。一般の人にとって，肺炎は身近で
はなくその予防の必要性はなかなか伝わらない。一方で，
ワクチンの効果は臨床医にとっては実感がわかない医療行
為で，ワクチンを接種しても手ごたえとしての効果を実感
できない。そのため，ワクチン接種対象者と医療従事者の

両方に対して広報活動を続ける必要がある。そして，「ワ
クチンで予防できる病気はワクチンで予防する」というワ
クチン接種の文化を作っていく必要がある。現在，成人に
使用できるワクチンは帯状疱疹ワクチンや RSウイルスワ
クチンなど増えてきており，医療従事者がこれらのワクチ
ンを積極的に推奨することでワクチン接種の文化を普及す
ることが接種率の向上につながると期待している。

2．肺炎球菌ワクチンの予防接種戦略～疾病負担
や血清型を中心に

栁原 克紀
長崎大学大学院医歯薬学総合研究科病態解析・診断学分野
（臨床検査医学）/長崎大学病院検査部
肺炎球菌は呼吸器感染症の代表的な病原菌である。しば
しば侵襲性肺炎球菌感染症（IPD）を発症するが，国内の
成人における致命率は 16.5%と高い。IPDのリスク因子と
しては，65歳以上の高齢者，慢性心疾患，慢性肺疾患，慢
性肝疾患，慢性腎疾患，糖尿病，自己免疫性疾患，悪性腫
瘍や臓器移植後，免疫不全等があげられる。予防にはワク
チンが有効であるが，わが国における接種率は諸外国に比
べ低いため，さらなる啓発が求められる。わが国では 2013
年から 13価肺炎球菌結合型ワクチン（PCV13）が 5歳未
満の小児に対する定期接種ワクチンとなり，2014年から 23
価肺炎球菌莢膜ポリサッカライドワクチン（PPSV23）が
経過措置を含め 65歳以上の高齢者も対象に含む定期接種
ワクチンとなった。また，PCV13は 65歳以上に対して，
2014年から任意接種ワクチンとして接種されていたが，
2020年にその接種適応が 6歳から 64歳に拡大された。
2022年には 15価肺炎球菌結合型ワクチン（PCV15）が承
認された。高齢者に対し様々な肺炎球菌ワクチンが使用可
能であるが，ワクチン効果を予測するものとしては，血清
型の動向調査が有効である。講演では，疾病負荷や血清型
の最新情報についてご紹介し，肺炎球菌ワクチンの予防接
種戦略について考えてみたい。

スイーツセミナー 3

呼吸器感染症の診療における核酸検査
矢寺 和博
産業医科大学医学部呼吸器内科学

COVID-19パンデミックを経て，従来は一部の医療機関
等においてのみ実施されていた核酸検査が一般のクリニッ
クにも普及し，核酸検査がより身近なものとなった。2024
年 6月 1日の診療報酬改定では，インフルエンザ核酸検出
の適用範囲が拡がり，本邦における臨床現場での核酸検査
の使用がさらに増えることが考えられる。

2024年 4月に刊行された『成人肺炎診療ガイドライン
2024』では「ウイルス性肺炎」「検出微生物の検査」の項
目が新設された。コロナ禍が経験された影響で，単項目・



221���������	 Vol.73No.2

多項目の遺伝子検査の重要性が認識され，特に COVID-19
の経験と遺伝子検査の普及による正確な診断が大きく影響
し，遺伝子検査の重要性が大きく認識されるにいたった。
現在はまだ，特に多項目遺伝子検査による，これまで測
定されなかったウイルス感染症による肺炎の疫学的な把握
が主目的である印象があるものの，胸部 CT画像所見や病
態，症状，合併・併存症への影響に関する本邦におけるデー
タが徐々に蓄積されてきており，これまで検査ができな
かったウイルス感染症の臨床像が可視化されつつある。こ
のような正確な臨床像の把握と流行の把握により，高い検
査前確率での推定が可能となってくるため，多項目核酸検
査のみならず，単項目核酸検査の適正利用も比較的容易と
なってくる可能性がある。
細菌のみ，ウイルスのみがそれぞれ単独で感染している
肺炎もあれば，両者が混合感染している例もあり，細菌性
肺炎であれば適切な原因菌に対する抗菌薬が必要である。
また，ウイルスの単独感染であれば抗菌薬は不要であり，
有効な抗ウイルス薬がある場合以外では呼吸循環管理が治
療の中心となる。また，核酸検査の適切な利用が院内感染
制御に貢献することが想定される。
本講演では，近年大きく発展している呼吸器感染症にお
ける核酸検査について紹介し，自施設で研究している呼吸
器感染症の網羅的な原因菌検索の最新データも併せて紹介
したい。

スイーツセミナー 4

個人予防に注力する新型コロナウイルスワクチン
新時代
山本 和子
琉球大学大学院医学研究科感染症・呼吸器・消化器内科学
講座（第一内科）
新型コロナウイルス感染症（COVID-19）が出現して，
もうすぐ 5年となる。未知の新興感染症のパンデミックに
世界が翻弄され，多くの犠牲者を出した。しかしmRNA
ワクチンの登場がゲームチェンジャーとなり，COVID-19
患者の重症化と死亡を抑制してきた。推定では新型コロナ
ウイルスワクチンの導入後 1年間で世界の約 2,000万人の
命が救われたとされる。2021年春から日本国民にも新型
コロナウイルスワクチンの接種が開始され，2回目までは
80%と高い接種率であったが，2022年よりオミクロン変
異株の登場と度重なる変異・流行により，若年者の罹患率
と軽症者の急激な増加でワクチン離れに繋がった。しかし
オミクロン時代に入って COVID-19による死亡はむしろ
増加し，2022年には 4万 7千人，2023年には 3万 8千人
の死亡者を出し，重症化リスクの重要な因子として「ワク
チン未接種」が挙げられるようになった。沖縄県をはじめ
各地域で未だ大きな流行が毎年発生し，高齢者や免疫不全
者に致命的な病態を起こすことから，COVID-19はこれか

らも対峙していく重要な呼吸器感染症である。2023年 5
月に COVID-19が感染症法 5類に移行し，医療費等につ
いて健康保険が適用され，さらに 2024年度以降の新型コ
ロナワクチンの接種は個人の重症化予防を目的とし，毎年
秋冬に 1回の定期接種（B類疾病）として 65歳以上の高
齢者，そして 60歳から 64歳までの特定の基礎疾患を有す
る者，を対象として実施することとなった。定期接種の対
象者以外は，任意接種となることも加味して，新型コロナ
ウイルスワクチン接種の意義がより大きな対象に個人防御
を目的として行う時代となった。
本講演では，これからの新型コロナウイルスワクチン接
種の考え方について国内外の動向を概説するとともに，沖
縄県におけるリアルワールド研究で見えてきた新しい新型
コロナウイルスワクチン接種の意義について考察しながら，
今後の COVID-19診療における新型コロナウイルスワク
チンの位置付けを示したい。

スイーツセミナー 5

Life-course immunizationの中での高齢者ワクチ
ン戦略
永井 英明
東京病院感染症科
『予防接種に関する基本的な計画』には，「わが国の予防
接種施策の基本的な理念は予防接種で防げる疾病は予防す
ること」と記載されており，これは世界共通認識である。
ワクチン接種を積極的に推進するという軸がぶれないこと
が重要である。しかし，予防効果並びに副反応のリスクに
ついて，科学的根拠を基に比較衡量し続けなければならな
いのは当然である。
日本ではワクチンというと小児科領域と考える人が多い
が，世界的には小児から高齢者までの全世代におけるワク
チン接種，Life-course immunizationという考え方が主流
である。
日本は超高齢社会に入り，高齢者の医療費は増大し，高
齢者にとって，インフルエンザ，肺炎球菌性肺炎，新型コ
ロナウイルス感染症，RSウイルス感染症，帯状疱疹は大
きな疾病負担である。これらの疾患にはワクチンがあり，
高齢者に積極的にワクチン接種を行い，上記疾患の受診，
入院，死亡等のリスクを減らすことは，医療機関の負荷軽
減，医療費削減につながり，健康寿命の延伸は高齢者の社
会活動・経済活動を促すと期待される。
しかし，健康に自信のある高齢者が多く，ワクチンを打
ち控える傾向がある。その疾患が自分に対してどの程度深
刻な状況をもたらすか（疾病負担）がわからないとワクチ
ン接種を受けない。新型コロナが発生した当初は「死にい
たる病」という認識が広まり，人々は先を争ってコロナワ
クチンの接種に来られたが，疾病負担が低下したと思われ
ると，接種率が低下し，65歳以上の 1回目接種率は 93.1%
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であったが，7回目は 47.1%と半減している。全体では 1/
6に減少している。
高齢者の接種率を上げるためには疾病負担およびワクチ
ンの効果を認識していただけるような啓発活動，接種費用
の補助，接種へのアクセスの改善などが必要である。
このセミナーでは高齢者に推奨される上記 5つのワクチ
ンの推奨の意義についてお話する。

スイーツセミナー 6

感染症制御に関する新しい展開～細菌叢制御を含
めて～
三鴨 廣繁，萩原 真生
愛知医科大学大学院医学研究科臨床感染症学

Withコロナ時代を迎えた現在，薬剤耐性グラム陰性桿
菌による感染症のサイレントパンデミック状態にあると
言っても過言ではない。特に，カルバペネム耐性腸内細菌
目細菌（CRE）や基質拡張型 β ―ラクタマーゼ産生菌
（ESBL）による感染症は臨床現場で大きな問題となって
いる。Antimicrobial resistance（AMR）対策の一環とし
て，薬剤耐性菌を考慮した antimicrobial stewardshipの
実践が重要であるが，diagnostic stewardshipがその基本
となることは言うまでもない。ESBL産生腸内細菌目細菌
による感染症に対する治療は，第 2世代セファロスポリン
系薬，カルバペネム系薬，アミノ配当体系薬が基本となる
が，タゾバクタム・ピペラシリン（TAZ/PIPC）も利用
可能である場合があるのも事実である。しかし，ESBL産
生菌による感染症に対して TAZ/PIPCを使用する際には
OXA-1遺伝子の保有状況を確認することが有益であるこ
とも我々の検討により明らかになっている。さらに，抗微
生物薬によらない感染症制御としてプロバイオティクスの
利用も有益であることが基礎および臨床で報告されるよう
になってきた。

スイーツセミナー 7

呼吸器感染症診療の新展開：（新）成人肺炎診療
ガイドライン 2024を読み解く
山本 和子
琉球大学大学院医学研究科感染症・呼吸器・消化器内科学
講座（第一内科）
肺炎は，日本人の死因の上位にある主要な疾患である。
近年，肺炎診療を取り巻く環境は，COVID-19の流行や超
高齢社会などにより大きく変わり，呼吸器専門医だけでな
く非専門医の肺炎診療のサポートと診療の標準化は必須で
ある。2024年に日本呼吸器学会から 7年ぶりの改訂とな
る「成人肺炎診療ガイドライン 2024」が発刊された。2024
年版のガイドラインの改訂ポイントは，本邦の超高齢社会
を背景に高齢者肺炎に対する充実をはかるべく誤嚥性肺炎

の領域を新設した点，COVID-19が 2020年に流行したこ
とを背景にウイルス性肺炎の領域を新設したという点であ
る。そのほか，肺炎診療フローチャートでは，呼吸器ウイ
ルス PCR検査などの遺伝子診断が重要視され，全ての肺
炎患者に対し，新型コロナウイルスを含めた検出微生物の
同定検査を実施するという記載が追加された。また，終末
期肺炎を考慮し患者背景・フレイルのアセスメントを行い
「反復する誤嚥性肺炎，疾患末期や老衰と考えられる状態」
に該当する場合，「患者の QOLや意思を考慮した治療・
ケアを行う」を優先的に行うことが盛り込まれた。終末期
肺炎に該当しない場合は，「市中肺炎（CAP）」「医療・介
護関連肺炎（NHCAP）」「院内肺炎（HAP）」に分けて敗
血症性ショックの有無や重症度，耐性菌リスクの評価を行
い治療の選択を行う。成人肺炎を予防するワクチンの種類
も増加した。本講演では，成人肺炎診療ガイドライン 2024
の改訂のポイントを解説し，ガイドラインに基づく肺炎診
療について最新の知見をお話ししたい。

スイーツセミナー 8

1．新型コロナウイルス感染症（COVID-19）治療
薬の医療経済性

湯淺 晃
ファイザー株式会社アクセス＆バリュー統括部

COVID-19のパンデミックは国内外の医療経済に多大な
影響をもたらした。COVID-19による影響に関わらず，医
療費の増加は日本ならびに世界各国で重要な課題となって
いる。近年になりさらに医療経済データの重要性が高まっ
ており，日本でも 2019年 4月から医薬品や医療機器に対
する費用対効果評価が本格導入された。主要な医療経済分
析の方法として，予算影響分析と費用効果分析があげられ
る。2023年 10月より段階的に COVID-19診療の患者自己
負担が引き上げられ，医療経済データも診療において考慮
すべき情報となりえる。本講演では COVID-19治療薬を
事例とした予算影響分析や費用効果分析について示したい。

2．これからの COVID-19治療の意義を考える～
COVID-19後遺症も含めて～

丸毛 聡
医学研究所北野病院呼吸器内科・感染症科・感染制御対策
室

COVID-19を取り巻く環境は目まぐるしく変化をしてお
り，感染者数の推移や新たな変異株の出現が注目されてい
る。感染症法での取扱いの変更や治療薬の自己負担額の影
響も大きく，改めて今，患者のためのより良い COVID-19
治療に向かい合う必要がある。また，コロナ後遺症として
長期間にわたる疲労感，呼吸困難，認知機能の低下などが
報告されており，継続的なフォローアップと治療が必要な
場合があることも課題となっている。本セミナーでは，治
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療指針やガイドライン，重症化リスク因子に対する考え方，
COVID-19治療薬についての最新の知見，そしてコロナ後
遺症にどう向き合っていくかについて共有し，目の前の患
者さんを助けるために今必要な治療アプローチについて考
えたい。

第 93回日本感染症学会西日本地方会 学術奨励賞 受
賞講演＜基礎分野＞

複数ライフステージをワクチンターゲットにした
熱帯熱マラリアワクチンの開発
水野 哲志
金沢大学医薬保健研究域医学系国際感染症制御学
【背景・目的】2024年現在，RTS,S/AS01（RTS,S）お
よび R21/Matrix-M（R21）の 2種類が熱帯熱マラリア（Plas-
modium falciparum）に対するワクチンとしてWHOより推
奨を受けている。これらのワクチンは熱帯熱マラリア・ス
ポロゾイト期の表面に発現する circumsporozoite protein
（PfCSP）をターゲットにすることにより，マラリア原虫
のヒト肝細胞への侵入を抑制する感染防御効果を示す。し
かし，特に RTS,Sにおいてその長期的な効果が限定的で
あることが報告されており，これを補うワクチンコンセプ
トの開発が望まれている。我々は，ワクチンの長期的な効
果増強を狙い，PfCSPに加えて，蚊期マラリア原虫表面
に発現する Pfs25を抗原として組み込んだウイルスベク
ターワクチンを開発した。本研究では，PfCSP＋Pfs25の
複合ワクチン効果が，PfCSPのみの単独ワクチン効果と
比較してどのようにマラリア抑制に影響をもたらすかを，
マウスモデルを用いて検証した。
【方法】前述の独自開発ワクチンを用いて，その単独ワ
クチン効果のみ，もしくは複合ワクチン効果のそれぞれを
評価できるようなマウスモデルを構築した。長期的な効果
の変化を評価するため，最終免疫からマラリア感染実験ま
での日数を 28日（短期試験），または 76日（長期試験）の
2群を設定した。得られたデータにベイズ法による数学的
処理を行い，短期間および長期間の単独ワクチン効果およ
び複合ワクチン効果の評価を行った。
【結果・考察】短期試験においては，単独ワクチン効果
による感染率減少は 82.0%であり，複合ワクチン効果での
感染率減少は 89.6%であった。一方長期試験においては，
単独ワクチン効果は 59.0%と短期試験と比較して感染防御
効果が減弱したのに対し，複数ワクチン効果は 90.2%と効
果の持続が確認された。以上より，熱帯熱マラリアの複数
抗原をターゲットとすることで，より強いワクチン効果が
長期的に持続することが示された。現在は，本研究を踏ま
えてより効果的なベクターウイルスの探索や対象とする抗
原の検討を行っている。

第 93回日本感染症学会西日本地方会 学術奨励賞 受
賞講演＜臨床分野＞

1．当院における糞線虫症 55例の診断の遅れと予
後の検討

有馬 聖志朗
沖縄赤十字病院呼吸器内科
【緒言】糞線虫症は土壌から経皮的に感染し，主に小腸
に寄生する寄生虫疾患である。免疫不全の宿主では重症化
しやすいため診断の遅れは糞線虫症の予後を悪化させる可
能性がある。沖縄県での糞線虫寄生率は 5.2%（Am J Trop
Med Hyg. 94 (2):365-370 2016）とされるが，診断の契機を
調査した報告は少ない。本研究では，糞線虫症の診断の遅
れと予後との関係を調査した。
【対象】2013年 4月から 2023年 3月の 10年間，入院中
に糞線虫培養検査が陽性で糞線虫症と診断した患者を対象
とし，臨床情報から患者背景，糞線虫症に関連する症状，
臨床検査（血液検査，画像検査，内視鏡検査，培養検査及
び糞線虫検査に関する詳細），予後（入院中の死亡の有無）
について後方視的に調査を行なった。診断日数，診断の契
機となる症状の出現もしくは無症状者であれば入院日から
診断日までの日数を調査した。入院経過における生存例・
死亡例を比較し診断日数の差を比較した。また診断まで入
院から 30日以上を要した患者を「診断の遅れ」と定義し，
診断の遅れに関連する要因について検討した。
【結果】55例の患者が抽出された。年齢は 81歳（中央
値）で 34例（61.8%）が男性であった。1例のベトナム人
を除いて全ての患者は沖縄県で 1960年以前に出生した日
本人であった。入院時の主訴は消化器症状 19例（34.5%），
発熱 14例（25.5%），呼吸器症状 9例（16.4%）が多く，背
景として悪性腫瘍 20例（36.4%），抗 HTLV-1抗体陽性 10/
30例（33.3%），ステロイド使用 7例（12.7%）が多かった。
分離検体は便 53例，十二指腸液 2例であった。末梢血好
酸球数増多（＞500/μL）を 22例（42.3%）で認め，血液
培養陽性を 7/36例（19.4%）に認めた。糞線虫症の検査の
契機は末梢血好酸球数増多 23例（41.8%）が最も多く，次
いで内視鏡異常 7/27例（25.9%），消化器症状 7例（12.7%）
であった。診断までの所要日数は 10日（中央値），入院期
間は 37日（中央値）であった。50例（90.9%）でイベル
メクチンが投与され，死亡は 8例（14.5%）であった。生
存群と比較して死亡群は年齢が高く（86.5歳 vs 79歳，p
=0.036），血液培養陽性の敗血症例が多く（50% vs 6.4%，p
=0.016），糞線虫症の診断に要した日数が長かった（32.5
日 vs 9日，p=0.032）。
診断の遅れがみられた群では，より高齢で（90歳 vs 78.5

歳，p＜0.005），好酸球数増多がみられなかった（0% vs 50%，
p=0.015）。
【結語】末梢血好酸球数増多を伴わない糞線虫症患者は
診断の遅れと予後不良に関連する可能性がある。流行地域
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において生年が 1960年以前の高齢者に対する免疫抑制治
療中に血液培養陽性を認める際には，末梢血好酸球数増多
や身体症状の有無に関わらず糞線虫症を念頭に置いたスク
リーニングが重要である。

2．間質性肺疾患に合併した肺アスペルギルス症
の臨床的特徴

伊藤 裕也 1，髙園 貴弘 1，芦澤 博貴 1，吉田 將孝 1，
武田 和明 1，井手 昇太郎 3，岩永 直樹 1，
田代 将人 2，栁原 克紀 4，泉川 公一 2，迎 寛 1

1長崎大学病院呼吸器内科
2長崎大学病院感染制御教育センター
3長崎大学病院感染症医療人育成センター
4長崎大学病院検査部
【背景と目的】間質性肺疾患（ILDs）は肺胞隔壁に炎症
や線維化病変を生じる疾患群であり，約 3%に肺アスペル
ギルス症を合併する。ILDsに合併した肺アスペルギルス
症は，予後不良とされるが，合併した肺アスペルギルス症
の各病型における臨床的特徴や予後についての報告はない。
本研究は，ILDsに合併した肺アスペルギルス症を各病型
に分類し，臨床的特徴や予後を明らかにすることを目的と
する。
【方法】2008年 10月 1日から 2022年 3月 31日までに
長崎大学病院に外来受診または入院され，間質性肺炎，肺
アスペルギルス症双方の病名を含む患者を電子カルテより
抽出した。臨床経過や培養所見，胸部 CT画像，病理学的
所見から，肺アスペルギルス症を慢性肺アスペルギルス症
（CPA）と侵襲性肺アスペルギルス症（IPA）に分類し，CPA
はさらに単純性肺アスペルギルス症（SPA），慢性空洞性
肺アスペルギルス症（CCPA），慢性壊死性肺アスペルギ
ルス症（CNPA/SIPA）に分類し，各々患者背景や検査・
画像所見，予後を後方視的に評価検討した。
【結果】ILDsに肺アスペルギルス症を合併した症例は 50
例であり，CPAが 38例，IPAが 12例であった。IPA患
者は CPA患者と比較し，β -D-グルカン値，CRP値，血清
ガラクトマンナン抗原価が有意に高く，低アルブミン血症
を呈し，糖尿病や non-UIP patternの ILDs，ステロイド
使用者に多く合併していた（Fisher’s exact test，p＜0.05）。
CPAは，SPAが 4例，CCPAが 23例，CNPA/SIPAが 11
例であった。CPAのみの解析では，CNPA/SIPA患者は
SPA患者と比較して有意に CRP値が高く，BMIが低く，
低アルブミン血症を呈し，CCPA患者と比較し，有意に β -
D-グルカンが高値であった（Dunn’s multiple comparisons
test，adjusted-p＜0.05）。SPAや CCPA患者は，半数以上
で基礎疾患に COPDや肺気腫を合併し，CCPAや CNPA/
SIPA患者では半数以上が糖尿病を合併していた。ILDs
診断からの生存期間中央値は，SPAで 194カ月（IQR：
170～232），CCPAで 73カ 月（IQR：58～114），CNPA/
SIPAで 66カ月（IQR：40～69），IPAで 43カ月（IQR：

2～59）であり，CNPA/SIPA患者は SPA，CCPA患者と
比較し有意に予後不良であった（Log-rank test，p＜0.01，
p=0.02）。一方，CPA診断からの生存期間中央値は，SPA
で 2,535日（IQR：1,073～5,046），CCPAで 600日（510～
1,560），CNPA/SIPAで 180日（IQR：60～270）であり，
CNPA/SIPA患者は SPAや CCPA患者と比較し有意に予
後不良であった（Log-rank test，p＜0.01）。死因に関して
は，SPAや CCPA患者では，慢性呼吸不全が多かったが，
CNPA/SIPA患者では他感染症合併での死亡例を多く認め
た。肺アスペルギルス症診断 1年後の予後不良因子は，
CNPA/SIPAや IPAの合併であり，ILDsは疾患に関わら
ず肺アスペルギルス症合併 1年後の予後に影響していな
かった。
【考察】本研究では ILDsに合併する肺アスペルギルス
症の臨床的特徴や予後を病型ごとに評価検討した。CNPA/
SIPAや IPAはステロイド使用や糖尿病を有する ILDs患
者に合併リスクが高く，他 2病型と比較し明らかに予後不
良であった。一方，SPAや CCPAは COPDや肺気腫を有
する ILDs患者に合併しやすく，他 2病型と比較し平均生
存期間が長かった。
肺アスペルギルス症診断 1年後の予後不良因子が ILDs
ではなく肺アスペルギルス症であることからも，各病型の
リスク因子を考慮し，アスペルギルス感染に注意する必要
である。

第 18回日本化学療法学会西日本支部 支部長賞・支部
奨励賞/第 15回日本化学療法学会西日本支部 活性化
委員会特別賞 受賞講演＜支部長賞 基礎部門＞

Acinetobacter baumannii 臨床分離株を用いた肺
炎モデルでの深部 in vivo イメージング
山口 大貴 1，中野 竜一 2，矢野 寿一 2，鴨志田 剛 3

1京都薬科大学微生物・感染制御学/薬物治療学分野
2奈良県立医科大学微生物感染症学講座
3明治薬科大学感染制御学研究室
【背景】細菌感染症における動物モデルは，多数の個体
を用い平均的に評価する方法が主流であり，同一個体にお
ける経時的評価は不可能である。これまで高感度かつ汎用
性の高い経時的観察法の構築は技術的に困難であった。そ
こで我々は，細菌性肺炎を経時的かつ高感度に可視化する
in vivoイメージング評価系の構築に挑戦した。
【方法】ホタルルシフェラーゼ遺伝子（luc2）をコード
するプラスミドを構築し，薬剤耐性菌として悪名高い
Acinetobacter baumanniiへ導入した。つぎに Luc2発現株
をマウス肺へ感染させ，近赤外発光基質「TokeOni」を投
与し，肺定着菌の可視化を試みた。さらに，世界中の医療
機関で問題となっているカルバペネム耐性 A. baumannii
臨床分離株に luc2をプラスミド性に導入し，肺炎病態及
び抗菌薬の治療効果を経時的に可視化できるか検討した。
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【結果】従来法である D-luciferinの投与や細菌由来自家
発光系（luxCDABE）と比較して，肺に感染した細菌を高
感度に検出できた。臨床分離株にはイミペネム耐性および
感受性株を使用し，イミペネムによる細菌性肺炎の治療効
果を経時的に評価した。イミペネム耐性株は菌感染から経
時的に肺内発光量が上昇し，マウスは死亡した。一方で，
イミペネム感受性株は菌感染から経時的に発光量が減少/
消失し，マウスは生存した。
【結論】近赤外発光基質を用いることで肺定着菌を高感
度に検出できた。さらに，臨床分離株の薬剤耐性/感受性
に対応した薬剤の治療効果と定着菌数の変化を評価できた。
本研究で確立した in vivoイメージング法は，細菌感染症
に対する新たな病態評価・治療薬開発ツールなどに応用が
期待される。

Yamaguchi D, Kamoshida G, et al. Microbiology Spec-
trum（2024）

第 18回日本化学療法学会西日本支部 支部長賞・支部
奨励賞/第 15回日本化学療法学会西日本支部 活性化
委員会特別賞 受賞講演＜支部長賞 臨床部門＞

Body Mass Indexが COVID-19患者の予後に与え
る影響～DPCデータを用いた研究～
井本 和紀 1,2,3,4，山田 康一 1，金子 幸弘 5，掛屋 弘 1,2,3,4

1大阪公立大学大学院医学研究科臨床感染制御学
2大阪公立大学医学部附属病院感染症内科
3大阪公立大学医学部附属病院感染制御部
4大阪公立大学大阪国際感染症研究センター
5大阪公立大学大学院医学系研究科細菌学
【目的】COVID-19患者で肥満は重症化や死亡のリスク
と報告されている。しかし，Body Mass Index（BMI）と
予後に関する系統的レビューでは，研究間の結果の異質性
が報告され，BMIは人種毎に分布が異なるため，日本独
自の検討が必要である。日本の多くの大規模病院では Di-
agnosis Procedure Combination（DPC）と呼ばれる医療
費計算方式が導入され，入院患者の診断名や検査，治療な
どのデータが標準化され，研究用に利用可能になっている。
これを用いて COVID-19入院患者における BMIと重症
化・死亡との関連を検討した。
【方法】2021年 12月までの COVID-19患者の DPCデー
タを用い，入院時 BMI（WHOの基準による低体重/標準/
過体重/肥満 Class 1/Class 2/Class 3）と入院中の重症化・
死亡との関連を評価した。さらに年齢を 3つ（50歳以下/
51～70歳/71歳以上）に層別化し同様の評価を行った。
【結果】78,182名の COVID-19患者のうち，18歳未満や

BMIデータ欠損患者を除外し，58,944名が解析対象となっ
た。重要予後因子で調整後の重症化・死亡のハザード比
（HRα），重症化の HR（HRβ），死亡の HR（HRγ）は標
準体重を基準として，低体重（HRα /β /γ=0.86/0.72/1.29），

過体重（HRα /β /γ=1.22/1.24/0.98），肥満 Class 1（HRα /
β /γ=1.50/1.45/1.33），Class 2（HRα /β /γ=1.58/1.51/1.94），
Class 3（HRα /β /γ=1.93/1.76/3.09）であった。BMIが高
い程，重症化・死亡のリスクが上昇し，一方で死亡につい
ては低体重でもリスクの上昇が見られた。また，年齢層別
の解析でも同様の傾向が確認された。
【考察】海外からの先行研究では，BMIと重症化・死亡
との関連を解析し，BMIと重症化については我々と同様
の結果が報告されている。一方で BMIと死亡については，
若年者では同様の傾向であったが，51歳以上では BMIと
死亡率の関連性は低いと報告され，我々の研究と大きく異
なる結果であった。つまり，BMIと死亡率との関係性は
人種によって大きく異なる可能性がある。
【論文化】本研究内容は第 93回日本感染症学会西日本地
方会学術集会・第 71回日本化学療法学会西日本支部総会
での発表後，J Infect Chemother誌に掲載された（J Infect
Chemother. 2024；30：1054-60.）。

第 18回日本化学療法学会西日本支部 支部長賞・支部
奨励賞/第 15回日本化学療法学会西日本支部 活性化
委員会特別賞 受賞講演＜支部奨励賞 基礎部門＞

一過性受容体電位型チャネルバニロイド 1がイン
フルエンザウイルス重感染下の肺炎球菌宿主間伝
播と粘液分泌に与える影響
村上 大地
和歌山県立医科大学耳鼻咽喉科・頭頸部外科
【はじめに】肺炎球菌はヒトの生後早期に鼻腔で保菌状
態を形成し，鼻汁などの粘液を介して体外へ排菌され他者
に伝播する。一過性受容体電位型チャネル（Transient Re-
ceptor Potential Vanilloid：TRPV）は温痛覚を感知し，局
所での炎症反応を惹起する侵害受容器の 1つである。
TRPVが鼻腔保菌から侵襲性肺炎球菌感染症への進展に
関わることが報告されたが，宿主間伝播に及ぼす影響は未
解明である。
【方法】TRPV1遺伝子欠損マウス及び野生型マウスを
使用した。実験 1：4日齢でケージ内の半数の仔マウスの
みに肺炎球菌（血清型 6A臨床分離株）を経鼻感染し，残
り半数の非感染マウスとともに集団哺育した。8日齢で
ケージ内の全仔マウスに対し，重感染群ではインフルエン
ザウイルス（HKx31，H3N2）を，単独感染群では PBSを
点鼻投与した。非感染マウス鼻腔での肺炎球菌の存在を伝
播の成立と定義し，12日齢における伝播率を測定した。実
験 2：全仔マウスに 4日齢で肺炎球菌を，8日齢でインフ
ルエンザウイルスを経鼻感染した。9日齢から 12日齢の
肺炎球菌の鼻汁中排菌量を解析した。また，鼻腔での粘液
分泌に関わる遺伝子の発現量を 12日齢で解析した。
【結果】野生型マウスでは，肺炎球菌単独感染群と比較
してインフルエンザウイルス重感染群で有意に伝播率が上
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昇した。一方，TRPV1遺伝子欠損マウスでは，インフル
エンザウイルス重感染による伝播率上昇効果を認めなかっ
た。TRPV1遺伝子欠損マウスでは，鼻汁中排菌量は有意
に低下しており，鼻腔粘液分泌に関わるMUC5AC，MUC16
の遺伝子発現量が有意に低下していた。
【考察とまとめ】TRPV1遺伝子欠損が鼻腔粘液分泌を
抑制することで鼻汁中排菌量が低下した結果，インフルエ
ンザウイルスによる伝播促進効果が抑制されたと考えられ
た。TRPV1はインフルエンザウイルス重感染下の肺炎球
菌伝播調節に関わる因子であり，TRPV1の制御が肺炎球
菌伝播対策に寄与する可能性が示唆された。

第 18回日本化学療法学会西日本支部 支部長賞・支部
奨励賞/第 15回日本化学療法学会西日本支部 活性化
委員会特別賞 受賞講演＜支部奨励賞 臨床部門＞

Posaconazoleによる低カリウム血症の発現状況の
調査
水庫 彩，児玉 暁人
市立吹田市民病院薬剤部
【目的】Posaconazole（PSCZ）は真菌細胞の細胞膜を構
成するエルゴステロールの合成を阻害し各種酵母様真菌お
よび糸状菌に対して抗菌作用を示すアゾール系抗真菌薬で
ある。ムーコル症やフサリウム属などにも活性を示し，血
液疾患領域では深在性真菌症の予防や侵襲性アスペルギル
ス症の治療などに用いられている。PSCZの国内第 III相
試験では，低 K血症が 13%（10/77例）に認められたと
されている。市立吹田市民病院（以下，当院）の使用にお
いても PSCZ投与開始後，低 K血症が認められ，カリウ
ムの補正を余儀なくされる例が散見された。今回，PSCZ
を使用している患者の低 K血症の要因を調査するため，当
院の PSCZ使用患者を対象に低 K血症の発現状況を調査
した。
【方法】2020年 8月～2023年 4月までに当院において

PSCZが投与された患者 46名を対象とした。調査項目は，
性別，年齢，体重，投与日数，臨床検査値，カリウム製剤
の投与量などについて電子カルテより後方視的に調査した。
【結果】PSCZは全例血液内科で処方され，Grade 3

（CTCAE v5.0）の低 K血症発現は 15/46例（32.6%）であっ
た。低 K血症の発現までの日数は平均 10日で，12/15例
（80%）で 10日以内に低 K血症を発現しており，投与初
期から低 K血症が発現する傾向があった。そこで，10日
以内に低 K血症を発現した症例の低 K血症のリスク因子
を検討したところ年齢，性別，体重，カリウム製剤の先行
投与の有無・投与量に有意な差はなかった。臨床検査値の
中で，T-Bil値が低 K血症発現群で有意に高かった（p＜
0.05）。
【考察】PSCZ投与による低 K血症は投与初期から起こ
る可能性があり，早期からモニタリングが必要であること

が分かった。3例は長期投与中に Grade 3の低 K血症が
出現しており，外来で継続投与する際にも注意が必要であ
る。また，T-Bilがリスク因子として示唆されたが，PSCZ
はグルクロン酸抱合による代謝が主とされていることが関
連するのではないかと考えられる。

第 18回日本化学療法学会西日本支部 支部長賞・支部
奨励賞/第 15回日本化学療法学会西日本支部 活性化
委員会特別賞 受賞講演＜活性化委員会特別賞＞

手術部位感染症予防抗菌薬の投与期間短縮による
アウトカム評価
田村 直暉 1,2，宇田 篤史 1，宮良 高維 2

1神戸大学医学部附属病院薬剤部
2神戸大学医学部附属病院感染制御部
【背景】手術部位感染症（Surgical Site Infection：SSI）
は予防抗菌薬投与により，発症率を低下させることができ
る。当院では，2019年より抗菌薬適正使用支援チーム（An-
timicrobial Stewardship Team：AST）活動として，SSI
予防抗菌薬の適正使用に関する周知とサーベイランスを継
続している。
【目的】SSI予防抗菌薬投与期間の短縮による患者アウ
トカムへの影響を調査する。
【方法】2018年 1月～2023年 3月の期間に当院の予定手
術で，SSI予防抗菌薬が投与された患者 22,205人を対象と
した。心臓血管外科症例は除外し，抗菌薬が術後 3日以上
投与された患者の比率を調査した。また患者アウトカムと
して，介入前（2019年 2月）と介入後（2021年 2月，2023
年 2月）の任意の 1週間における SSI発症率，術後入院期
間中の下痢発症率と抗菌薬再投与率を評価した。統計はカ
イ 2乗の繰り返し検定で行った。
【結果】術後 3日以上抗菌薬が投与された症例の比率は，

2018年 36.1%（1,625/4,503人）か ら 2020年 19.9%（780/
3,911人）へ有意に低下した（p＜0.001）。2022年も 17.0%
（695/4,162人）と低下は維持されている。介入前後の SSI
発症率（3.8% vs 3.3%，2.1%，p=0.81）と下痢発症率（9.5%
vs 6.6%，9.3%，p=0.67），抗菌薬再投与率（7.6% vs 8.8%，
9.3%， p=0.84）のいずれも明らかな上昇は認めなかった。
【考察】SSI予防抗菌薬の投与期間短縮による患者アウ
トカムへの悪影響はみられず，適正使用が達成されたと考
えられた。SSI予防抗菌薬についても，ASTによる介入
が抗菌薬の適正使用において重要である。
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日本化学療法学会西日本支部 活性化委員会 推薦演題
基礎

1．TRPV1を標的とした肺炎球菌の経鼻腔的中枢
神経感染制御の試み

酒谷 英樹，泥谷 匡祥，森田 洋平，村上 大地，
河野 正充，保富 宗城
和歌山県立医科大学耳鼻咽喉科頭頸部外科
【緒言】多くの病原体の侵入門戸となる鼻腔は中枢神経
系組織と隣接している。病原体が鼻腔から直接中枢神経へ
感染する非血行性中枢神経感染の事例が存在するがその機
序は明らかでない。肺炎球菌は莢膜ワクチン導入後も髄膜
炎など侵襲性感染症の主要な原因菌の一つであり，肺炎球
菌が鼻腔から直接頭蓋内組織に侵入する経路・機序の解明
が必要である。嗅上皮には嗅神経細胞が存在し頭蓋内に交
通するため，嗅上皮は頭蓋内への病原体侵入を防御する機
能を有することが予想される。免疫反応は病原体が惹起す
る体内外の環境変化を知覚神経が感知することで起こる。
嗅上皮には嗅神経と三叉神経が投射しており，これら 2つ
の神経入力が異なる働きで相互作用し嗅上皮の免疫機能に
関わると考えた。そこで我々は嗅神経と三叉神経に共通し
て発現する温痛覚受容器 transient receptor potential va-
nilloid 1（TRPV1）に注目し，肺炎球菌の頭蓋内侵入にお
ける TRPV1の機能を調査し，新たな中枢神経感染制御戦
略の可能性を検討した。
【方法】嗅神経，三叉神経上の TRPV1を選択的に除去
した薬剤性嗅上皮障害，痛覚神経障害モデルマウスを用い
た。肺炎球菌の経鼻感染を行い，肺炎球菌の頭蓋内進展の
有無，炎症性サイトカイン変化と組織学的検査を評価した。
【結果】嗅神経障害は肺炎球菌の頭蓋内侵入菌量と宿主
致死率を増加させたが，三叉神経障害は致死率の変化を緩
衝した。肺炎球菌の頭蓋内侵入で IL-6が増加するが，嗅
神経障害は三叉神経障害モデルと比較し TNFα が優位に
上昇した。TRPV1刺激薬の経鼻投与は頭蓋内侵入を抑制
した。
【考察】嗅神経，三叉神経の TRPV1は共に頭蓋内侵入
を防御するが，三叉神経の TRPV1は過剰なサイトカイン
産生による致死的経過を惹起しうる。TRPV1の刺激は肺
炎球菌の頭蓋内侵入を抑制する効果が勝るため総合的には
致死的中枢神経感染を制御する。TRPV1を標的とした新
たな感染症予防戦略への応用が期待される。

2．末梢血検体を用いたデジタル PCRによる大腸
菌菌血症の診断

北川 浩樹 1，田寺 加代子 2，大森 慶太郎 1，
野村 俊仁 1，繁本 憲文 1,3，大毛 宏喜 1

1広島大学病院感染症科
2広島大学病院診療支援部臨床検査部門
3広島大学トランスレーショナルリサーチセンター

【目的】高感度で定量可能な droplet digital PCR（ddPCR）
は，感染症診断に応用されつつあるが，臨床検体における
診断精度は十分に検討されていない。本研究では，末梢血
を用いた ddPCRによる Escherichia coli菌血症の診断能を
評価することを目的とする。
【方法】2023年 6月から 2024年 4月に当院で加療した
E. coli菌血症患者で，血液培養検体と全血検体が同時に採
取された患者を対象とした。全血検体から DNAを抽出し，
E. coli特異的なプライマー・プローブを用いてデジタル
PCRを実施した。ddPCR結果と血液培養結果，患者の臨
床情報を比較検討した。
【結果】患者 58人の末梢血を検討し，47人（81.0%）が

ddPCR陽性であった。DNA抽出と ddPCRを実施し，結
果を得るまでに約 3時間を要した。ddPCR陽性患者は，陰
性患者よりも有意に血液培養陽性時間（time-to-positivity，
TTP）が短く（中央値，8.9 h vs. 10.5 h，p ＜ 0.001），血
液培養が 2セットとも陽性である割合が有意に高かった
（87.2% vs. 45.5%，p=0.0021）。ddPCR陽性患者の末梢血
中 E. coli DNA量は，中央値（四分位範囲）200（90～724）
copies/mLであり，末梢血中 E. coli DNA量と TTPは負
の相関関係にあった（r=－0.63， 95%CI：－0.78～－0.42）。
また，ddPCR陽性患者のうち 11人（23.4%）に敗血症性
ショックを認め，全例で ddPCR陽性であった。敗血症性
ショックを認めた患者は，認めなかった患者と比べて有意
に消化管穿孔の割合が高く，末梢血中 E. coli DNA量が多
く，28日死亡頻度が高く，TTPが短く，血液培養 2セッ
ト中 4本陽性の割合が高かった。
【結語】まだ感度には問題があるが，培養過程を要さな
いため ddPCRによる菌血症診断は迅速性があり，特に早
期に適切な抗菌薬選択が必要な重症患者においては有用な
可能性がある。また，ddPCRは定量可能であり，末梢血
中の菌由来 DNA量が患者の病態把握に有用な可能性が示
唆された。

3．薬剤耐性菌の光学顕微鏡像に基づく検出技術
の開発に向けた基礎的検討

池邉 美季 1,2，西野 邦彦 1,2,3

1大阪大学産業科学研究所
2大阪大学大学院薬学研究科
3大阪大学感染症総合教育研究拠点
【目的】薬剤耐性菌は，現代の医療および公衆衛生にお
ける重大な脅威である。耐性菌の迅速かつ簡便な検出は，
耐性菌の蔓延予防の観点からも，早期からの適切な治療を
実現するためにも，重要な役割を果たすことが期待される。
当研究室の先行研究では，薬剤耐性菌は，薬剤がない状態
でも，感受性菌とは異なる細胞形状を示すことが明らかに
なった。そこで本研究では，この形状の違いを，人工知能
を活用した手法で判別することを目指した。
【方法】本研究では，まず，進化実験によって人工的に
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作成された薬剤耐性大腸菌と，その親株である感受性大腸
菌を，薬剤を添加せずに位相差光学顕微鏡で撮影した。次
に，この画像を用いた判別を 2つの手法で行い，その結果
を比較した。第一の手法は，撮影した画像から，その一部
を切り抜いたパッチ画像を生成し，これらをもとに学習・
判別させる手法である。第二の手法は，撮影した画像から
個々の細胞を検出し，それぞれの輪郭線情報をもとに学
習・判別させる手法である。
【成績】パッチ画像に基づく判別では，一部の耐性菌に
おいて高い成績が得られたものの，学習データに比してテ
ストデータでの成績が大きく低下する，過学習の問題が生
じた。一方，輪郭線に基づく判別では，キノロン系，β ―
ラクタム系などの薬剤に耐性を持つ大腸菌で，安定して高
い判別成績が得られた。
【結論】本研究は，薬剤耐性菌の検出において，細胞形
状の情報が大きく貢献する可能性を示した。抗菌薬を使用
しない，光学顕微鏡像による耐性判別は，実現すれば最も
迅速で簡便なスクリーニング手法となることが期待される。
会員外共同研究協力者：青木 工太，西野 美都子

日本化学療法学会西日本支部 活性化委員会 推薦演題
臨床

1．MRSA伝播調査におけるコアゲノムMLST
の有用性の評価

村田 美香 1，加勢田 富士子 1,2，太田 賢治 1,2，
賀来 敬仁 1,2，小佐井 康介 1,2，栁原 克紀 1,2

1長崎大学病院検査部
2長崎大学大学院医歯薬学総合研究科病態解析・診断学分
野
【背景】MRSAは院内感染症の主要な原因菌の一つであ
り，医療従事者や医療機器・環境などを介して，容易に他
の患者に伝播する。本菌の院内伝播の調査には POT法が
広く用いられてきたが，関連性の薄い菌株が同一 POT遺
伝子型として判定されることがある。コアゲノムMLST
（cgMLST）は次世代シーケンサーを用いて Staphylococcus
aureusのコアゲノムアレル（1,861遺伝子）の差異を確認
し，各菌株間の相同性を評価する手法であり，近年新しい
伝播解析の手法として着目されている。今回長崎大学病院
にて分離されたMRSAにおいて cgMLST解析と POT法
解析を行い，MRSAの伝播調査および 2法の比較を行っ
たので報告する。
【方法】長崎大学病院において院内感染のリスクが高い
と考えられた 3病棟より，2023年の一年間に分離された
MRSA 30株（病棟 A：11株，病棟 B：11株，病棟 C：8
株）について全ゲノムシークエンス（MiSeqシステム，Illu-
mina）を行い，Ridom SeqSphere＋を用いて cgMLST解
析を行った。また，同一株において POT法（シカジーニ
アス分子疫学解析 POTキット，関東化学株式会社）を用

いて遺伝子型を決定し，cgMLST解析との比較を行った。
【結果】POT法解析により，病棟 Aでは，11株中 106-247-

33が 2株と 106-9-80が 3株検出され，病棟 Bでは 11株中
106-247-33が 3株，病棟 Cでは 8株中 106-183-37が 3株分
類された。その他の POT遺伝子型においては，重複は見
られなかった。cgMLST解析では，病棟 Aの POT遺伝
子型が 106-9-80であった 3株においてのみコアゲノムアレ
ルの差異が 7または 12と近く，これらの 3株は同時期に
同室または隣接する病室に入室中の患者より分離されてお
り，院内伝播の可能性が示唆された。その他の株において
はコアゲノムアレルの差異は 40以上であり，POT法解析
によって同一の遺伝子型と判定された株においても患者間
の関連性は確認されなかった。
【結語】MRSAの院内伝播は水面下で生じており，

cgMLST解析は POT法と比較して院内伝播の特定に有効
であると考えられた。
会員外共同研究協力者：木村 由美子，長谷川 寛雄

2．大規模保険請求情報を用いたカンジダ血症患
者における眼内炎の発現頻度および抗真菌薬
の使用実態

岩本 芽依，豕瀬 諒，後藤 良太，村木 優一
京都薬科大学臨床薬剤疫学分野
【背景・目的】カンジダ血症では眼内炎の合併を避ける
ため，精密眼底検査が推奨される。しかし，日本において
カンジダ眼内炎の発症率や精密眼底検査の実施状況におけ
る大規模調査はほとんどない。また，カンジダ血症の治療
ではキャンディン系薬が推奨されるが，眼内炎を合併した
場合は眼移行性の高いアゾール系またはポリエン系薬が推
奨される。しかし，カンジダ眼内炎の診断後，ガイドライ
ンの推奨に基づき抗真菌薬が変更されているのか不明であ
る。そこで，カンジダ眼内炎の発症率と精密眼底検査の実
施状況，および抗真菌薬の使用実態を調査した。
【方法】2014年から 2021年の大規模保険請求情報
（MDV）を使用し，深在性真菌症に適応のある抗真菌薬が
連続 14日以上処方されたカンジダ敗血症，カンジダ菌血
症またはカンジダ症患者を対象とした。なお，アゾール系
およびポリエン系薬を眼移行性抗真菌薬と定義した。眼内
炎の発症率および精密眼底検査の実施率を経年的に算出し，
対象患者の初期選択薬を調査した。また，眼内炎発症患者
において，精密眼底検査前後の眼移行性抗真菌薬の使用割
合をフィッシャーの正確確率検定を用いて比較した。なお，
精密眼底検査の前日と 3日後に処方された抗真菌薬を調査
した。
【結果・考察】対象患者 3,216人のカンジダ眼内炎の発
症率（4.7%），精密眼底検査の実施率（30.2%）はともに増
加傾向であった。カンジダ血症の初回にキャンディン系薬
を使用した割合は，眼内炎非発症患者に比べて，発症患者
で高かった（40.9% vs 63.6%；p ＜0.001）。眼移行性が低
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いキャンディン系薬は眼内炎の発症に注意する必要がある。
また，眼内炎発症患者の眼移行性抗真菌薬の使用割合は，
検査前に比べて検査後で高かった（37.5% vs 62.5%；p ＜
0.001）。カンジダ眼内炎の診断後にキャンディン系薬から
眼移行性抗真菌薬に処方を変更した症例が多数あり，ガイ
ドラインに基づいた治療が実施されていると推察された。

3．小児患者におけるスルファメトキサゾール・
トリメトプリム合剤の有効性と安全性の評価

加藤 秀雄 1,2,3，萩原 真生 3,4，浅井 信博 3，三鴨 廣繁 3

1三重大学医学部附属病院薬剤部
2三重大学大学院医学系研究科臨床薬剤学
3愛知医科大学病院感染症科
4愛知医科大学分子疫学・疾病制御学寄附講座
【目的】小児患者のニューモシスチス肺炎（PCP）の治
療や予防にスルファメトキサゾール・トリメトプリム合剤
（ST）が第一選択薬とされており，米国移植学会によるガ
イドラインでは，連日，週 3日，または週 2日投与と様々
な投与レジメンが推奨されている。しかし，小児患者を対
象とした各投与レジメンの有効性と安全性を評価した検討
はない。そこで，小児患者における各 ST投与レジメンに
関連する臨床効果と有害事象の発生率を評価し，さらに，
有害事象の危険因子を調査した。
【方法】2018年 7月から 2023年 6月までに STが投与
された小児患者を対象とし，PCP悪化または発症の割合，
高カリウム血症および肝機能障害の発現率について調査し
た。さらに，各有害事象の発現の有無に分け，危険因子を
調査した。
【結果】治療として STが投与された患者は 9名で，す
べての患者で STが連日投与されていた。予防として投与
された患者は 215名であり，連日投与群は 34名，週 3日
投与群は 13名，週 2日投与群は 168名であった。PCPの
悪化，または，発症した患者は認められなかった。治療群
では，有害事象を発現した患者は認められなかった。予防
群において，高カリウム血症は，連日投与群で 14.7%，週
3日投与群で 15.4%，週 2日投与群で 15.5%であった。肝
機能障害は，週 2日投与群（19.0%）で最も多く，次いで
週 3日群（7.7%），連日投与群（5.9%）であった。高カリ
ウム血症および肝機能障害は低年齢の患者で有意に発現し
た。高カリウム血症の発現率は 1歳未満の患者で最も高く
（56.5%），肝機能障害の発現率は 1～2歳の患者で最も高
かった（25.0%）。
【考察】小児患者において，各 ST投与レジメンが有効
であることが示唆された。特に，STの予防投与において，
1歳未満と 1～2歳の患者は，それぞれ高カリウム血症と
肝機能障害のリスクが高くなることが示唆された。
会員外共同研究協力者：岩本 卓也

4．レテルモビル予防投与下での CMV感染症発
症に関与する因子の探索

岩男 聖弥，白岩 健，田中 遼大，伊東 弘樹
大分大学医学部附属病院薬剤部
【背景・目的】レテルモビル（LTV）は，同種造血幹細
胞移植（HSCT）患者のサイトメガロウイルス（CMV）感
染症の発症抑制に用いられるが，LTVの予防投与にもか
かわらず，HSCT後早期に CMV感染症を発症する症例が
散見されている。しかし，その要因が何であるのかは未だ
明確には解明されていない。そこで本研究では，LTV予
防投与下での CMV感染症発症に関与する因子を調査した。
【方法】2018年 6月～2023年 4月の間に大分大学医学部
附属病院血液内科で，HSCT後に LTVが開始となった患
者を対象とした。電子カルテを用いて，LTVの服用期間
と休薬の有無，CMV感染症発症とドナーおよびレシピエ
ントの CMV抗体の有無，ドナー幹細胞の HLA適合度（フ
ルマッチまたは不適合），生着までの日数，タクロリムス
（TAC）の濃度，移植処置前の検査値，および患者背景因
子を後方視的に調査した。なお，本研究は大分大学医学部
倫理委員会の承認を受けた後に実施した（承認番号：2082）。
【結果】対象患者は 78例で，HSCT後に CMV感染症を
発症した患者は 27例であった。CMV感染症発症の有無
で対象患者を 2群に分け，上記調査項目と CMV感染症発
症との関連について，Mann-Whitneyの U検定および χ 2

検定を用いて解析し，p ＜ 0.20であった因子を共変量と
してロジスティック回帰分析を行った。その結果，CMV
感染症発症に関係する有意な因子として LTV休薬の有無
（OR：5.931，95%CI：2.003～17.565，p ＝ 0.001），ドナー
幹細胞の HLA不適合の有無（OR：3.973，95%CI：1.230～
12.828，p ＝ 0.021）が抽出された。なお，TACの濃度は
CMV感染症発症に関係する有意な因子として抽出されな
かった。
【考察】本研究より，HSCT後に LTVの予防投与を継
続できない，または HLA不適合のドナー幹細胞を用いて
移植した患者は CMV感染症を発症しやすいことが示唆さ
れた。このような患者では，定期的な抗原血症検査による
CMV感染症のモニタリングが特に重要と考えられる。

5．経直腸的前立腺生検前の CMZと LVFXの単
回投与は，発熱性尿路感染症の減少と医療費
の削減に有用

大西 克浩 1,3，森岡 悠 2,3，山本 将司 1,3，土本 大輔 1,3

1小牧市民病院薬局
2名古屋大学医学部附属病院中央感染制御部
3小牧市民病院感染対策チーム
【背景・目的】Fluoroquinolone（FQ）の単回投与は，経
直腸的前立腺生検（TRUS-PBx）の標準的な予防投与だが，
FQ耐性または Extended-spectrum β -lactamase（ESBL）
産生 Escherichia coliによる生検後の感染症をしばしば経験
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する。TRUS-PBx施行の際の予防投与として，ESBL産生
E. coliに 有 効 な Cefmetazole（CMZ）と Levofloxacin
（LVFX）を併用した報告は小規模に留まっている。今回，
CMZ＋LVFX使用群と Cefazolin（CEZ）＋LVFX使用群
における生検後の感染症の発症率と医療費を検討すること
で有用性を検討した。
【方法】小牧市民病院において，2014年 1月から 2023
年 12月の間に TRUS-PBxを施行した患者のうち，CEZ＋
LVFX（n=1,168）もしくは CMZ＋LVFX（n=1,008）を投
与された患者を対象とした。患者背景，発熱性尿路感染症
（fUTI）を含めた生検後感染症の発症率および医療費につ
いて後方視的に調査を行った。
【結果】CEZ＋LVFX群における TRUS-PBx後の fUTI
の発生率は 0.77%（n=9）であったのに対し，CMZ＋LVFX
群では 0.20%（n=2）であった（95%信頼区間［95%CI］：
0.03～1.24，p=0.073）。TRUS-PBx後の敗血症（n=5），菌
血症（n=3），膿瘍形成（n=2），感染症による再入院（n=
3）は，いずれも CEZ＋LVFX群でのみ観察された。ロジ
スティック回帰分析による多変量解析の結果，CMZ＋
LVFXによる予防投与は，TRUS-PBx後の fUTIのリスク
の低下と有意に関連していた（オッズ比：0.20，95% CI：
0.04～0.98，p=0.047）。また，CMZ＋LVFXにより，TRUS-
PBxを 1例施行あたり追加で要した医療費は 961.4円削減
された。
【結論】TRUS-PBx施行前の CMZ＋LVFXの単回投与
は，生検後の fUTI発症率の低下と医療費削減に有用であ
る。

6．TAZ/PIPCと SBT/ABPCが血清カリウム低
下に与える影響および低下に関連する因子の
調査

田代 渉 1，田中 遼大 1，白岩 健 1，平松 和史 2，
伊東 弘樹 1

1大分大学医学部附属病院薬剤部
2大分大学医学部医療安全管理医学講座
【背景・目的】TAZ/PIPCによる低カリウム（K）血症
発現率は約 20%と高く，腎臓内腔で PIPCがアニオンと
して作用し，K排泄を促進することで発現すると考えられ
ている。この機序から，SBT/ABPCでも血清 Kが低下す
る可能性があるが，これまで詳細に評価された報告はない。
そこで本研究では，TAZ/PIPCと SBT/ABPCが血清 K
低下に与える影響と両薬剤投与時の血清 K低下に関連す
る因子を評価した。
【方法】2020年 1月 1日からの 3年間において，大分大
学医学部附属病院で TAZ/PIPCまたは SBT/ABPCを 3
日以上投与された成人患者を対象とし，性別，年齢，体重，
身長，併用薬，検査値，また透析の有無を抽出した。なお，
データを得られなかった患者と抗菌薬開始時に低 K血症，
高 K血症であった患者，透析患者を除外した。抗菌薬投

与中の血清 K低下幅に対して，血清 Kに影響を与えうる
因子を説明変数とした重回帰分析を行った。加えて，血清
Kに影響を与えうる因子を基に傾向スコアマッチング
（PSM）を実施し，TAZ/PIPCと SBT/ABPCで血清 K低
下幅と低 K血症発現率を比較した。なお，本研究は大分
大学医学部倫理委員会の承認を得て実施した（承認番号：
2731）。
【結果】254人（TAZ/PIPC：63人，SBT/ABPC：191
人）の重回帰分析では血清 K低下に関連する因子として，
投与開始時の血清 K，抗菌薬の投与期間，および性別（女
性）が抽出された。なお，使用した抗菌薬の種類は血清 K
低下に関連する因子として抽出されなかった。また，PSM
後の患者（各群 40人）では，TAZ/PIPCと SBT/ABPC
で 血 清 K低 下 幅（－0.33±0.49 mEq/L vs. －0.31±0.51
mEq/L，P=0.84）と低 K血症発現率（28% vs. 30%，P=1.00）
に有意な差は認められなかった。
【総括・考察】血清 Kを低下させることが報告されてい
る TAZ/PIPCと同様に SBT/ABPCでも血清 K低下が生
じる可能性が初めて示唆された。特に血清 K低下に関連
する因子を有する患者では両薬剤ともに血清 Kモニタリ
ングが重要と考えられる。

7．脂肪乳剤投与方法が CRBSI発生に及ぼす影響
武富 光希 1，福岡 麻美 2,3，田中 康弘 1,3，
佐野 雅彦 1,3，岩本 夢実 1,3

1佐賀県医療センター好生館薬剤部
2佐賀県医療センター好生館感染制御部
3佐賀県医療センター好生館 ICT/AST
【目的】当館では 2021年 8月より脂肪乳剤入り栄養輸液
キットを採用しており患者の栄養状態に応じて投与が行わ
れている。そこで，脂肪乳剤投与時のカテーテル管理の改
善を目的に，脂肪乳剤入り栄養輸液キットの投与群と脂肪
乳剤の独立投与群（アミノ酸含有輸液等のその他栄養輸液
投与あり）を比較し，カテーテル関連血流感染症（CRBSI）
の発生頻度を調査した。
【方法】2021年 8月から 2024年 3月の期間を対象とし，
後方視的に末梢静脈及び中心静脈より投与された脂肪乳剤
入り栄養輸液キット投与群と脂肪乳剤独立投与群における
CRBSI発生の関連性を調査した。統計解析は，ロジス
ティック回帰分析を適用し，有意水準を 5%とした。
【結果】全体の症例数は 427例。年齢の中央値［四分位
範囲］は 75.0歳［68.0～82.0］，男性 62.1%（265/427），CRBSI
発生頻度は 7.8%（31/396）であった。CRBSIの発生は，脂
肪乳剤入り栄養輸液キットの投与群では 10.5%（23/219），
脂肪乳剤の独立投与群では 4.5%（8/177）であった。単変
量解析では，脂肪乳剤入り栄養輸液キットの投与群は，オッ
ズ比 2.324（95%信頼区間：1.015～5.321），p=0.046であ
り，年齢を調整した多変量解析においても調整済みオッズ
比 2.303（1.005～5.276），p=0.005と統計学的有意差を認め，
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CRBSI発生との関連性を認めた。
【考察】脂肪乳剤入り栄養輸液キット投与は脂肪乳剤独
立投与群と比較し CRBSIが発生しやすい傾向であること
がわかった。脂肪乳剤入り栄養輸液キットの PH，浸透圧
は糖付加アミノ酸輸液と同等であることから，CRBSIの
リスクとして脂肪乳剤を配合させる組成が関与しているこ
とが示唆された。脂肪乳剤入り栄養輸液キット使用時はカ
テーテル管理により注意が必要であると考えられる。また，
脂肪乳剤入り栄養輸液キットの投与群における CRBSIの
リスク因子（基礎疾患・免疫抑制薬の使用・投与経路など）
についても検討し，解析の精度を上げていきたい。

8．当院の非結核性抗酸菌（NTM）症における
NTM重複感染例の実態調査

川筋 仁史 1，竹腰 雄祐 1，石田 羽海 1，川口 アエ 1，
藤谷 知樹 1，安河内 励 1，江嵜 真佳 1，
兼田 磨熙杜 1，村井 佑至 1，長岡 健太郎 1，
仁井見 英樹 2，森永 芳智 3，山本 善裕 1

1富山大学附属病院感染症科
2富山大学附属病院検査・輸血細胞治療部
3富山大学学術研究部医学系微生物学講座
【背景】非結核性抗酸菌（NTM）症において，単一菌感
染に比した菌種毎の NTM重複感染の割合や臨床像の違い，
肺 NTM症と肺外 NTM症に分けた比較など，NTM症に
おける NTM重複感染の実態については未だ十分把握され
ていない。
【方法】当院において 2019年 7月から 2023年 12月まで
に抗酸菌検査で NTMが検出され，わが国の 2008年 NTM
診断基準を満たした肺 NTM症と肺外 NTM症を対象に，
菌種別および感染臓器別の NTM重複感染の割合を後ろ向
きに検討した。なお，Mycobacteroides abscessus species
（MABS）症については，症例数を鑑み，対象期間を 2004
年 1月から 2023年 12月までとした。
【結果】肺 NTM症は 112例，肺外 NTM症は 13例であっ
た。計 125例のうち，Mycobacterium avium complex（MAC）
症 は 79例，MABS症 は 24例，Mycobacterium kansasii

（MK）症は 4例，その他 17例であった。MAC症のうち，
重複感染は 7例（8.9%）に認められ，Mycobacterium avium
（MAV）＋Mycobacterium intracellulare（MIN）6例，MAV
＋Mycobacterium gordonae 1例であった。肺外 NTM症と
MK症は全例単一菌感染であったが，MABS症では，24
例 中 6例（MABS＋MAV 3例，MABS＋MAV＋MIN 3
例）に重複感染が認められ，MAC症 8.9%と比較し 25%
とやや高率であった。
【考察】近年，MABS症が増加傾向にあるが，MABS症
はMAC症と比べ重複感染が比較的多い可能性が示された。
MABS症を診療する上では重複感染の可能性を考慮し，正
確な分離同定を試みるとともに，重複感染例に対しては，
病態への複数菌関与を考慮した適切な治療を進めていく必

要がある。

研修医セッション

6．Campylobacter ureolyticus お よ び Pep-
toniphilus sp. による複雑性腎盂腎炎の 1例

阪井 諒 1，中西 雅樹 2

1京都岡本記念病院医師臨床研修センター
2京都岡本記念病院感染症科
【症例】90代，女性
【臨床経過】202X年 X月，A病院に入院中に発熱が出
現。精査の結果，結石性腎盂腎炎の診断で当院に救急搬送
となった。当院泌尿器科入院時，膿性尿を認めた。尿の塗
抹検査ではグラム陽性球菌 3＋，グラム陰性桿菌 2＋が認
められたが，血液寒天培地や BTB寒天培地を用いた好気
培養では細菌は検出されなかったため嫌気培養を追加した。
嫌気培養では複数のコロニー形成を認め，質量分析装置に
よる解析の結果，Campylobacter ureolyticusおよび Pep-
toniphilus sp. と判明した。同時に採取した血液培養 2セッ
ト中 2セットからも Peptoniphilus sp. が検出された。抗菌
薬は経験的治療として TAZ/PIPCを開始したが，原因菌
同定後，各種抗菌薬のMIC値および既報を参考に SBT/
ABPCに変更し，第 11病日には尿塗抹所見の陰性化を確
認した。第 21病日には炎症反応もほぼ正常化し，抗菌薬
治療を終了した。
【考察】複雑性腎盂腎炎の原因菌は，大腸菌や緑膿菌，腸
球菌など多岐にわたるが，偏性嫌気性菌の関与は比較的ま
れである。そのため，通常は尿培養時には嫌気培養は行わ
ないが，尿塗抹結果が陽性，培養結果が陰性の場合には嫌
気培養を追加することで原因菌が判明する可能性がある。
今回検出された C. ureolyticusおよび Peptoniphilus sp. はい
ずれも嫌気培養が有効とされ，速やかに嫌気培養を行った
ことでスムーズな診断・治療につながった。
【謝辞】本症例の治療に関し，多大なるご尽力を賜りま
した泌尿器科：山田 恭弘先生，矢木 裕也先生，臨床検査
部の岩根 文男技師に深謝いたします。

14．リポソームアムホテリシン B（L-AMB）治
療における低 K血症と急性腎障害の関連

仲間 宗一朗 1，竹末 芳生 1，中嶋 一彦 2，植田 貴史 2

1常滑市民病院初期研修
2兵庫医科大学感染制御学
【背景】L-AMBの副作用として急性腎障害（AKI）と
低 K血症があり，発症機序は各々腎血管収縮，遠位尿細
管障害と異なる。これらの関連について臨床的に検討した。
【方法】兵庫医科大学で 2011年から 2023年に，L-AMB
で治療し，週に 3回以上，血清クレアチニンと K値を測
定した成人例を対象とした。治療開始時の AKI，透析，バ
ンコマイシン，アミノグリコシド，フォスカルネットナト
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リウム使用例は除外した。治療開始前から低 K血症を呈
した症例を検討対象に加えるために，低 K血症（＜3.5
mEq/L），かつ 1週間の間に≧10% K値低下を，L-AMB
誘発低 K血症と定義した。
【結果】対象患者 86名中 AKIは 36.0%で発症した。治
療開始前からの低 K血症は 17例に認め，治療開始後に初
めて低 K血症を呈した症例は 39/69例（56.5%）であった。
AKIは治療開始後 9日目（中央値），L-AMB誘発低 K血
症は 6日目に発症した。AKIと L-AMB誘発低 K血症同
時発症例では，AKIは 5日遅れて発症した。低 K血症自
体は AKIリスクを増加させなかったが（あり 39.3% vs.な
し 30.0%，p=0.393），L-AMB誘発低 K血症は AKIリスク
因子であった（あり 46.7% vs. なし 24.4%，オッズ比 2.71
［95% 信頼区間 1.08～6.82］，P=0.032）。さらに AKI発症
例における L-AMB誘発低 K血症持続期間は非合併例よ
り有意に長期であった（中央値 7日 vs. 3日，p＜0.001）。
【結語】One point採血における低 K血症だけでなく，1
週間以内の 2 pointでの K濃度変化を評価することにより，
L-AMB開始後の AKIリスク評価が可能となった。また
K濃度低下が先行することから，L-AMB誘発低 K血症持
続例では AKI発症前に他の抗真菌薬への変更を考慮する。

19．両側生体肺移植後の荒廃肺に発症した慢性肺
アスペルギルス症に対しイサブコナゾールの
長期投与が奏功した 1症例

久高 蓮 1，宮城 一也 2，井手口 周平 2，原永 修作 2，
山本 和子 1

1琉球大学病院総合臨床研修・教育センター
2琉球大学大学院医学研究科感染症・呼吸器・消化器内科
学講座（第一内科）
【緒言】肺移植後の肺アスペルギルス症の発症率は約

6%とされるが，死亡率は 23～29%と高い。加えて免疫
抑制剤としてカルシニューリン阻害薬も使用するため，
CYP3A4阻害作用を持つボリコナゾールの使用が困難な
事も多い。今回当施設で，肺移植後に発症した慢性肺アス
ペルギルス症に対してイサブコナゾールの長期投与が奏功
した症例を経験したので報告する。
【症例】20代男性。幼少期に特発性肺高血圧症に対し両
側生体肺移植を行ったが拒絶反応により術後 4年で右肺は
荒廃した。X－2年に右肺の空洞内に小結節が出現，β -D-
グルカンの上昇を認めたがアスペルギルス抗原は陰性で
あった。1年後に空洞内の結節は増大，アスペルギルス抗
原も陽転化し血痰も出現した。喀痰培養にて糸状菌が培養
され質量分析にて Aspergillus flavus/oryzaeと同定した。慢
性進行性肺アスペルギルス症の診断でボリコナゾールを開
始したが，2日目に視野欠損症状を訴えたため，同薬剤を
中止しイサブコナゾール（ISCZ）に変更した（投与量：1
回 200 mgを 8時間毎，7回目の内服より 200 mg1日 1回）。
タクロリムスの投与量は 80%に減量とし，適正な血中濃

度を維持した。治療後は血痰も消失，β -D-グルカンも低下
し，5カ月後の胸部 CTで結節影の縮小を認めた。6カ月
間 ISCZを継続し治療終了としたが，その 3カ月後に黒色
の菌塊を喀出したとの報告があり，胸部 CTを確認したと
ころ残存していた菌球は完全に消失していた。
【考察】肺移植後に合併する肺アスペルギルス症は 72%
が 6カ月以内に発症するとされるが，長期間経過後に慢性
肺アスペルギルス症として発症することもある。その際は
長期間の治療が必要であるため，カルシニューリン阻害薬
の血中濃度に影響が少なく，肺組織移行性の良いイサブコ
ナゾールは有効な治療と考えられる。本症例では過去の報
告を参考にタクロリムスの投与量を 80%としたところ血
中濃度が安定し副作用なく 6カ月間の長期内服を行う事が
できた。

22．ダニ媒介感染が疑われた症例における初診か
ら診断までのプロセス：日本紅斑熱の 1例報
告

伊藤 貴裕，竹末 芳生
常滑市民病院感染症科
【背景】日本紅斑熱はマダニ類に刺咬されて感染する。関
西以西の太平洋沿岸に多いが，近年届け出地域が拡大しつ
つあり，日常遭遇しうる感染症である。今回経験した初診
から診断までのプロセスを中心に報告する。
【症例】55歳，男性。発熱と皮疹が出現し救急外来受診。

8日前に野外キャンプ歴があり。来院時 37.7℃（第 3病日
39.7℃）。体幹を中心に四肢にも皮疹を認めたが，掻痒感
はなかった。鼠径部にリンパ節腫大がみられた。ダニによ
る刺し口を全身精査し陰嚢に 4～5 mm大の痂皮化した潰
瘍を認めた。血小板 9.7万/μL，CRP 14.5 mg/dL，AST 154
IU/L，ALT 116 IU/Lであった。ダニ媒介感染を疑い，感
染対策室にコンサルトした。検体は血液に加え，刺し口皮
膚の生検または痂皮（PCR検査用）並びに血清採取（抗
体用）の指示を受けた。痂疲採取時には乾燥を防ぐため生
食ガーゼで包むなどの注意点も伝えられた。感染管理看護
師が保健所に連絡後，検査依頼書を主治医が記載。検体受
け取りに保健所職員が微生物検査室に冷蔵ボックスを持参
し来院した。MINO＋CPFXが開始。第 2病日には手足の
皮疹は消退し，体幹の皮疹も改善傾向を認めた。第 5病日
に PCR検査で，全血，痂疲から Rickettsia japonica検出の
報告があり，Orientia tsutsugamushi，SFTSウイルスは陰
性だった。4類感染症として直ちに発生届を行った。第 6
病日，血小板 25.0万/μL，CRP 3.6 mg/dLと改善したが，
AST/ALTは 210/314 IU/Lと悪化した。第 7病日解熱し
CPFX中止，9病日に退院した。MINOは経口スイッチし
第 13病日まで継続し，肝機能は改善した。
【結論】特徴的な病歴，身体所見，検査データからダニ
媒介感染を疑った際は，感染対策室医師，看護師並びに検
査技師と連携し，保健所への連絡，検査依頼，検体採取に
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よる早期診断と迅速な抗菌薬治療を実施した。謝辞：岩崎
仁，朝枝 翼先生

大学院生セッション

4．COVID-19パンデミックが感染制御に与えた
影響―多施設共同研究―

覺野 重毅 1，井本 和紀 1，山田 康一 1，
寺地 つね子 2，水谷 哲 2，吉井 直子 3，掛屋 弘 1

1大阪公立大学大学院医学研究科臨床感染制御学
2大阪警察病院感染管理センター
3淀川キリスト教病院呼吸器内科
【背景・目的】COVID-19パンデミックにより医療全体
に影響を与えたのは言うまでもない。特に手指衛生や抗菌
薬など感染制御に関わる因子に多大な影響を与えたと考え
られる。しかしながら具体的にどのような影響を及ぼした
のか不明な点も多い。本研究では COVID-19パンデミッ
ク前後を比較し， COVID-19が感染制御に及ぼした影響
を明らかにすることを目的とした。
【方法】大阪公立大学医学部附属病院，大阪警察病院，ベ
ルランド総合病院，淀川キリスト教病院の 4病院で，手指
消毒薬の使用量，各抗菌薬の抗菌薬使用密度（AUD）・
抗菌薬使用日数（DOT），血液培養陽性数および検出菌群
（MRSAや ESBL産生菌などの薬剤耐性菌を含む）に関す
るデータを，2015年 4月から 2023年 3月まで月毎でデー
タ収集した。COVID-19流行前（2015年 4月～2020年 3
月）と COVID-19流行後（2020年 4月～2023年 3月）を
比較し，それぞれの変化を検討した。
【結果】COVID-19パンデミックにより，入院患者 1人
当たりの手指消毒薬の使用量は有意に増加した。また
meropenem，tazobactam/piperacillinの広域抗菌薬に関
して AUD・DOTの有意な上昇を認めた。血液培養陽性
例はパンデミックにより増加した。増加した検出菌はグラ
ム陽性桿菌（GPR）やコアグラーゼ陰性ブドウ球菌（CNS）
であった。薬剤耐性菌はパンデミック前後で変化を認めな
かった。
【考察】COVID-19パンデミック中に手指衛生量が増加
しているにもかかわらず薬剤耐性菌の検出は変化なく，
GPR，CNSが増加していた。つまり手指衛生の回数は多
くなったが，不適切な手技が多いためにコンタミネーショ
ンが増加したと考えられた。また広域抗菌薬の AUD，DOT
が増加しており，薬剤耐性菌の発生を抑制できなかったも
う 1つの理由と考えられた。そのためパンデミック期で
あったとしても，抗菌薬の継続的モニタリング，手指衛生
教育，抗菌薬スチュワードシップの推進が極めて重要であ
る。
会員外共同研究協力者：山田 加代子，田中 まこと，桑
原 学，澤 佳奈，吉村 真弓，北里 実義

一般演題（口演）

001．AWaRe分類を用いた外来内服抗菌薬適正
使用評価指標に及ぼす長期少量マクロライ
ド療法の影響

山崎 大輔 1，落合 なつき 1，山口 貴則 1,2，鈴木 圭 2，
田辺 正樹 1

1三重大学医学部附属病院感染制御部
2三重大学医学部附属病院感染症内科
【背景・目的】2024年度の診療報酬改定において抗菌薬
適正使用体制加算が新設され，加算算定要件として，WHO
の AWaRE分類に従い，自施設の外来診療での Access抗
菌薬の使用比率を 60%以上にすることが求められている。
Watch抗菌薬に分類されるマクロライド系抗菌薬は，び
まん性汎細気管支炎などの慢性炎症性肺疾患に対して長期
投与される例が少なくないが，その処方実態は依然として
不明である。本研究は，長期少量マクロライド療法が，
AWaRe分類による外来内服抗菌薬適正使用評価指標に及
ぼす影響を検討することを目的とした。
【方法】JMDC社が保有する保険者データベースを用い
て，2022年 1月から 12月の間に一度でも内服抗菌薬が処
方された外来患者（n ＝ 266万人）を対象とした。年齢階
級別（15歳未満，15～64歳，65歳以上）及び投与日数別
（1～15日，16～30日，31～60日，61～90日，91日以上）
に処方人数及び薬剤使用総量を求め，AWaRe割合を算出
した。なお，各薬剤の使用量は defined daily dosesで補正
した。また，マクロライド系薬処方患者の病名を抽出し，
びまん性汎細気管支炎など長期少量マクロライド療法の対
象病名の割合を評価した。
【結果・考察】マクロライド系抗菌薬は，いずれの年齢
階級においても内服抗菌薬全体の 30%以上を占めていた。
65歳以上群の投与日数別解析において，マクロライド系
薬が処方された患者のうち，91日以上の処方があった者
は 11.2%であったが，使用量 66.4%を占めていた。また，
投与日数が長くなるにつれ，長期少量マクロライド療法の
対象傷病名が付与されている割合が増加していた。以上よ
り，AWaRe分類を用いて外来内服抗菌薬適正使用の適切
性を評価する際において，長期少量マクロライド療法の影
響を考慮する必要があることが示唆された。

002．AST専任薬剤師の介入が広域抗菌薬の使用
状況に与える影響

岸 孝行，中村 純子，西出 貴義
市立岸和田市民病院薬剤部
【目的】これまで，AST担当薬剤師の介入により，広域
抗菌薬の使用量減少などが報告されているが，ほとんどが
大学病院等の大規模病院や，AST担当薬剤師が専従化さ
れている病院からの報告であり，中規模病院からの報告は
散見されない。当院でも，腎機能に応じた用量の提案など
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は行われていたが，薬剤の変更や中止に関してはほとんど
介入できていない状況であった。そこで，当院の AST専
任薬剤師が介入件数を増加させることによる広域抗菌薬の
使用状況について調査した。
【方法】2022年と 2023年の AST専任薬剤師の介入状況
について，AST問い合わせ記録を後方視的に調査し，介
入件数，介入内容，介入に対する採択率を調査した。また，
広域抗菌薬の使用状況を 2022年と 2023年とで比較した。
【結果】介入件数について，2022年は 60件，2023年は

383件であり，そのうち医師からの相談はそれぞれ 1件
（2%）と 48件（13%）であった。介入内容は，2022年は
投与量や用法に関する内容が多く 85%を占め，2023年は
薬剤変更に関する内容が 46%と最も多かった。介入に対
する採択率は，どちらの年も 90%程度であった。広域抗
菌 薬 の DOT（DOTs/1,000 bed-days）を 2022年 と 2023
年で比較すると，メロペネムは 35.8±8.3から 29.9±3.1と
有意に減少し（P＝0.032），タゾバクタム/ピペラシリンは
31.8±5.5から 27.5±7.0と減少傾向はあったが有意差はな
かった（P＝0.112）。
【考察】大学病院や AST担当薬剤師が専従化されてい
る病院でなくても，AST専任薬剤師が積極的に介入し，介
入件数を増加させることにより，広域抗菌薬の使用日数を
短縮できる可能性が考えられた。

003．クラリスロマイシンの適正使用を目的とし
た使用届出制導入の効果の検討

坂本 拓也
東京労災病院薬剤部
【目的】マクロライド（ML）系抗菌薬は感冒等に不適
正に処方される症例がある一方，抗菌作用以外で長期処方
される症例も混在する。そのため，処方日数や使用量が適
正使用の指標にならず，AST活動に必要な処方目的の把
握も困難である。そこで，適正使用の推進および処方目的
を把握する手段として，クラリスロマイシン（CAM）に
対し使用届を導入し，その効果を検証した。
【方法】「CAMが第一選択になる疾患」「抗菌薬が不要
と考えられる疾患」「他の抗菌薬が推奨される疾患」「少量
長期療法」の群から処方時に選択する使用届を導入し，「抗
菌薬が不要と考えられる疾患」には CAM中止を，「他の
抗菌薬が推奨される疾患」には推奨抗菌薬を表示した。
COVID-19流行前（I期）・流行期（II期）・届出導入後
（III期）の 3期に分け，適正・不適正・少量長期療法に分
類して新規処方人数・処方日数・使用量を調査し，外来受
診者数または入院患者数で除した値を比較した。また，届
出の申請内容と診療録の一致率を調査した。
【結果】外来での不適正使用の新規処方人数は I期 1.06，

II期 0.29，III期 0.12，処方日数は I期 8.44，II期 4.66，III
期 1.20，使用量は I期 2.96，II期 1.55，III期 0.41となり，
III期の新規処方人数，処方日数，使用量はいずれも減少

した（P＜0.001）。入院での不適正使用の新規処方人数は I
期 0.50，II期 0.62，III期 0.43，処方日数は I期 5.71，II期
6.54，III期 4.25，使用量は I期 2.06，II期 2.50，III期 1.65
となり，各期間に有意な差を認めなかった。届出内容と診
療録の一致率は 67.2%であった。
【考察】不適正使用を注意喚起する届出導入は，外来診
療における CAMの不適正使用の減少に寄与した。外来で
は ASTの処方支援が困難であり，届出は外来での処方割
合が高いML系抗菌薬適正使用の一助となることが示唆
された。届出と診療録の一致率には課題が残るものの，届
出から診療科の処方目的の把握が簡便になり，AST活動
に貢献するものと考える。
会員外共同研究協力者：川村 ひとみ

005．Days of antimicrobial spectrum coverage
による抗菌薬適正使用支援チームの活動評
価

尾田 一貴 1,2，近藤 昭志 1,2，片野田 朋美 1，
岡本 真一郎 2，宮川 寿一 3，野坂 生郷 2，
川口 辰哉 4，中田 浩智 2

1熊本大学病院薬剤部
2熊本大学病院感染制御部
3くまもと森都総合病院血液内科
4熊本保健科学大学医学検査学
【背景・目的】2022年に提唱された days of antimicrobial

spectrum coverage（days of ASC：DASC）は，抗菌スペ
クトラムを考慮できる新しい抗菌薬使用状況サーベイラン
ス指標である。本研究では，抗菌薬適正使用支援チーム
（AST）発足による DASCまたは ASC関連の指標に対す
る影響を調査することを目的とした。
【方法】本研究は熊本大学病院において，days of therapy
（DOT），DASC，DASC/DOT，そして ASCスコアでク
ラス分け（＞10，6～10，＜6）した DOT（ASC stratified
DOT：ASDOT）について，2015～2023年の年次ごとに
算出した。2018年 4月に発足した ASTによる影響を，in-
terrupted time series analysisにより評価し，微生物関連
アウトカムの経年的変化を傾きとして評価した。
【結果】入院患者において，AST発足は経静脈と経口抗
菌薬合計の DOT増加を止め，DASCおよび DASC/DOT
を有意に減少させた。ASDOTは，ASCスコア＞10およ
び＜6において，それぞれ有意に減少，増加していた。外
来患者において，経口抗菌薬の DOTは AST発足の影響
なく増加していたが，DASC/DOTは減少傾向が認められ
た。Clostridioides difficile感染症発生率と緑膿菌のイミペ
ネム感受性率の傾きはそれぞれ－0.007，0.396であった。
いずれも経年的に改善傾向にはあったが，AST発足によ
る有意な傾きの変化は認めなかった。
【結論】ASTは DASCや DASC/DOTを減少させるこ
とが明らかとなり，抗菌薬使用状況サーベイランスにおけ
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る DASC，DASC/DOT，そして ASDOTの有用性が示さ
れた。
会員外共同研究協力者：熊本大学病院感染制御部 岩永

栄作，林 秀幸，山本 景一

006．当院でのタゾバクタム・ピペラシリンの使
用状況

梶岡 裕紀 1，梶原 敬悟 2，前田 龍人 2

1国立病院機構岩国医療センター外科
2国立病院機構岩国医療センター薬剤部
【緒言】当院では AST活動によりメロペネムの使用量
が減少した一方でこれに反発してタゾバクタム・ピペラシ
リン（以下 T/P）の使用量が増加したことを報告した。そ
こで T/Pが適正使用されているかどうかを把握するため，
T/Pの使用状況について検討した。
【対象】2023年 1月から 6月に T/Pを使用した 329例。
【結果】T/P投与前に培養検体が採取されていない割合
は 24.3%であり，T/Pの平均使用期間は 15日であった。
85%の症例で腎機能に応じて適切に T/Pが投与されてい
た。対象疾患は呼吸器感染症が 55%，敗血症が 15.8%，尿
路感染症が 12.8%であった。初期治療として T/Pが選択
された割合は 88%，その中の de-escalation可能症例で de-
escalationされていなかった症例は 50%であった。SOFA
スコア 4点以下の症例は 88.1%であり，SOFAスコア 0
点や 1点はそれぞれ 84例，89例あった。
【考察】SOFAスコアの低い，軽症例での T/P投与が多
く，狭域抗菌薬治療が開始可能な症例が含有されていた。
抗菌薬投与期間も長く，培養検体が提出されていない症例
もあり，検体提出の推進と標的治療へ変更する働きかけが
必要であると考えられた。
【結論】今後は ASTでも T/P使用症例についても取り
上げ，適正使用を推進していきたいと考える。

019．人工呼吸器関連肺炎（VAP）発症時の口腔―
腸内細菌叢の構成異常

喜多 涼介 1，吉野 綾 1，森本 紳一 2，髙田 徹 3,4

1福岡大学医学部医学科歯科口腔外科学講座
2福岡大学病院救命救急センター
3福岡大学病院感染制御部
4福岡大学医学部腫瘍・血液・感染症内科
【緒言】重症患者の人工呼吸器管理において，医療関連
感染症である人工呼吸器管理関連肺炎（ventilator-
associated pneumonia：VAP）は，人工呼吸器管理期間の
延長や死亡率の上昇を引き起こすことが報告されている。
今回われわれは，VAP患者の口腔および腸内細菌叢の変
化についてメタゲノム解析したので報告する。
【対象・方法】福岡大学病院救命救急センターに外傷，敗
血症，脳卒中により入院した 20歳以上の重症患者を対象
とした。人工呼吸器管理中に VAPを発症した症例を VAP

群（n＝5），発症のない症例を非 VAP群（n＝21）として，
口腔ぬぐい液および便の監視培養の余剰検体を用いて次世
代シーケンサー（MiSeq，illumina社）で細菌叢の遺伝的
構成解析を行った。当該データを VAP群，非 VAP群に
ついて比較し統計学的に解析した（生物技研，神奈川）。
【結果・考察】菌叢全体における構成比率を検討した積
み上げ棒グラフでは，口腔と腸内ともに VAP群で Kleb-
siella属の占有率増加を認めた。細菌構成の複雑さを検討
した α 多様性，β 多様性は群間で有意差はなかった。Lin-
ear Discriminant Analysis Effect Size（LEfSe）解析で個
別の菌種を抽出したところ，口腔では VAP群で Pseudo-
monadaceae，Bulleidia，非 VAP群で Enterococcus，Alcaligen-
aceae，Burkholderialesが検出された。また，腸内では VAP
群 で Enterobacteriales，Klebsiella，Mollaxellaceae，非 VAP
群で Staphylococcaceae，Bacillalesが検出された。VAP発症
時に口腔では Pseudomonadaceae科菌，Bulleidia属菌が高い
占有率で検出された一方，腸内細菌叢に口腔細菌の異所性
定着は確認できなかったが，グラム陰性細菌優位の構成異
常になった可能性が示唆された。

28．メロペネムによる薬剤性肺障害の 1例
山崎 晃裕
市立伊勢総合病院内科
【症例】83歳男性
【主訴】発熱，食欲不振，左肩痛
【既往歴】高血圧症，慢性腎臓病，高脂血症
【現病歴】4日前に 38℃台の発熱，食欲不振が生じたた
め前医を受診した。発熱の原因は不明であったが，抗菌薬
を処方され，点滴を受けた。その翌日に収縮期血圧が 90
mmHg台に低下し，黄疸や左肩痛が出現した。受診当日，
左肩痛の悪化のため左上肢が挙上できなくなり，紹介され
た。
【経過】USや CTで左肩関節周囲に液貯留を認めたため
左肩関節穿刺を施行した。関節液のグラム染色でグラム陰
性桿菌を認めたため化膿性肩関節炎と診断し，セフトリア
キソンを開始した。また血圧の低下などが生じたため敗血
症を疑い，大量補液を行った。第 2病日，関節液，尿，血
液の各培養から ESBL産生大腸菌が検出され，腎盂腎炎
から生じた敗血症，左肩関節周囲炎と診断し，抗菌薬をメ
ロペネム（MEPM）に変更した。第 3病日，左肩関節周
囲膿瘍ドレナージを施行され，左肩痛は徐々に改善したが，
左肩関節の可動域制限が残った。第 6病日，P/F比 100
程度の重症の呼吸不全が生じ，胸部画像で両肺にびまん性
のすりガラス影が出現した。MEPMによる薬剤性肺障害
（DILI）を疑い，セフメタゾールに変更した上で高流量経
鼻酸素投与 40 L/分を開始した。ステロイドパルス療法（メ
チルプレドニゾロン 100 mg/日 3日間）を施行後，呼吸状
態は次第に改善し，酸素投与量を漸減し，第 9病日，プレ
ドニゾロン（PSL）40 mg/日を開始した。MEPM以外の
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薬剤は DILIの被疑薬として考えにくく，他のびまん性肺
疾患の可能性も低いと考え，MEPMによる DILIと診断
した。第 14病日，酸素投与を中止し，両肺のすりガラス
影はほぼ消失した。PSLは発症から 4週間までに漸減，中
止した。
【考察】抗菌薬による DILIの頻度は高くはないが，使
用頻度の高い薬剤であるため DILIには注意する必要があ
る。

031．フィルムアレイ髄膜炎・脳炎パネルにて診
断に至った成人水痘肺炎の一例

浅井 信博 1，山田 敦子 2，大野 智子 2，坂梨 大輔 2，
柴田 祐一 2，森 伸晃 1,2，三鴨 廣繁 1,2

1愛知医科大学病院感染症科
2愛知医科大学病院感染制御部
【背景】Varicella-zoster virus（VZV）による原発性水
痘肺炎は稀ではあるが基礎疾患により免疫能の低下した患
者に発症し，一般的に予後は悪い。我々はフィルムアレイ
髄液・脳炎パネルにより早期診断した成人水痘肺炎の一例
を経験した。
【症例】90歳男性。既往歴に狭心症，脳梗塞，前立腺癌
あり。発熱，呼吸困難を主訴に受診。胸部 CTで両肺にび
まん性のスリガラス影を認め，ウイルス性肺炎の疑いで入
院となった。来院 4日目前に近医皮膚科にて右下肢の帯状
疱疹と診断されアメナメビルの内服で治療されており，右
下肢の皮疹は痂疲化していた。鼻咽頭ぬぐい液の PCRで
SARS-CoV-2は陰性であった。経過と画像所見より水痘肺
炎を疑い，喀痰検体を用いフィルムアレイ髄膜炎・脳炎パ
ネルで PCRを施行した。VZVを検出し，成人水痘肺炎と
診断した。同日より，アシクロビルの点滴で治療を開始し
た。第 15病日，肺炎は治癒し，抗ウイルス薬は終了となっ
た。その後，低下した全身状態は改善せず，第 65病日，老
衰にて死亡した。
【考察】VZVによるウイルス性肺炎は稀ではあるが易感
染性の高齢者には起こりやすい。本症例も超高齢者かつ複
数の基礎疾患を有していた。高齢者のウイルス性肺炎の鑑
別には水痘肺炎も念頭に置くべきである。フィルムアレイ
髄膜炎・脳炎パネルは水痘肺炎の診断に有用な可能性が示
唆された。
会員外共同研究協力者：中村 明子，太田 浩敏

033．明石市立市民病院における骨軟部感染症に
対する抗菌薬局所持続灌流療法時のゲンタ
マイシン TDM管理

藏本 裕信
明石市立市民病院医療技術部薬剤課
【背景】抗菌薬局所持続灌流療法（CLAP）は，経静脈
的では不可能な高濃度の抗菌薬を骨軟部組織に直接灌流さ
せる手法である。抗菌薬には一般にゲンタマイシン（GM）

が使用されるが，安全性の面から TDMを行い管理する事
が推奨されている。当院での CLAP施行例について GM
管理と課題を検討した。
【方法】2023年 9月から 2024年 5月までに当院で CLAP
を施行した整形外科入院患者 7症例を対象とした。カルテ
より原因菌，CLAP施行期間，GMの投与量及び血中濃度，
施行前及び施行中の腎機能，第 8脳神経障害の有無などを
調査した。
【結果】対象症例の年齢及び eGFRの中央値は 71歳，う
ち 5例は男性であった。主病変は下肢骨髄炎及び膝関節炎
が各 3例，検出菌はブドウ球菌属が 4例あった。GM投与
量は平均 1.7 mg/kg/日，治療期間は 1例のみ 7日，その
他は 14日であった。期間中の平均血中濃度が 1 μg/mL
以上となったのは 2例あり，うち 1例は平均血中濃度 7.2
μg/mL，施行開始 7日目に顕著な腎機能低下があり，即
日中止した。2例とも施行中の投与チューブ閉塞はなく灌
流できていた。第 8脳神経障害は全例でみられなかった。
【考察】特に腎障害を呈した高血中濃度の 1例は 90歳台
と超高齢者であり，血中移行は骨組織の脆弱性の関与も否
定できない。TDMの結果判明まで概ね 4日を要していた
事や，高血中濃度時の対処について診療部と協議できてお
らず対応が遅れた事が課題として挙げられた。また GM
の TDMに関しても測定タイミング等を決めておらず，現
在これらについて関係部署と協議を進めている。さらに部
内での病棟薬剤師との連携体制も整備していく必要がある。
会員外共同研究協力者：樽屋 志保，井戸 佑介

034．造血器腫瘍患者に対する TEIC初回目標ト
ラフ値到達に及ぼす因子の検討

出口 和貴 1，櫻井 紀宏 1,2，川口 博資 1,2，
松井 統哉 1,2，掛屋 弘 2,3，中村 安孝 1

1大阪公立大学医学部附属病院薬剤部
2大阪公立大学大学院医学研究科臨床感染制御学講座
3大阪公立大学医学部附属病院感染制御部
【目的】大阪公立大学医学部附属病院（当院）では，造
血器腫瘍患者の耐性グラム陽性球菌感染症治療にはテイコ
プラニン（TEIC）が頻用されている。しかしながら，適
切に負荷投与を実施したにもかかわらず初回トラフ値が低
く，目標血中濃度に到達しない症例が散見される。そこで，
本研究では造血器腫瘍患者に対して TEICを負荷投与した
後の初回トラフ値に関して，目標血中濃度到達に関連する
因子について検討したので報告する。
【方法】2016年 1月から 2022年 12月の期間に，当院で

TEICが投与された造血器腫瘍患者を対象とした。負荷投
与開始後 4日目の初回トラフ値を用いて対象患者を目標血
中濃度到達群（トラフ値≧ 15 μg/mL）と目標血中濃度非
到達群（トラフ値＜ 15 μg/mL）に分類した。各群の患者
背景，臨床検査値，TEIC投与量，併用薬について調査し
た。目標血中濃度到達に関連する因子の検討は，多重ロジ
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スティック回帰分析を用いて多変量解析を行った。
【結果】対象症例は 176例であり，目標血中濃度到達群
は 90例（51%），目標血中濃度非到達群は 86例（49%）で
あった。両群において年齢，性別，腎機能等の患者背景に
有意差は認められなかった。また，多変量解析の結果，FN，
30日以内の移植歴，タクロリムス併用の有無，投与開始
後 3日間の TEIC総負荷投与量が目標血中濃度到達に関わ
る独立した因子であった。
【考察】本検討から FN，30日以内の移植歴，タクロリ
ムス併用の有無，TEIC総負荷投与量が TEIC初回トラフ
値に影響を及ぼす因子であることが明らかとなった。造血
器腫瘍患者は，免疫不全状態の病態であり，感染症治療に
おいて適切な血中濃度に早期に到達させることが治療効果
を得る上では非常に重要である。FN，30日以内の移植歴
の存在は目標血中濃度未到達の独立因子であったため，特
にこれらの背景を有する症例では，より高用量の投与設計
を行う必要性が示唆された。

035．血液疾患患者におけるポサコナゾールの血
中濃度に影響する，遺伝子多型を含む因子
解析

安井 友佳子 1,2，井本 和紀 2，柴多 渉 2，山田 康一 2，
掛屋 弘 2

1堺市立総合医療センター薬剤・技術局
2大阪公立大学大学院医学研究科臨床感染制御学
【目的】ポサコナゾール（PSCZ）の TDMは，海外では
トラフ濃度（Cp）測定が推奨されている。また，PSCZの
主要な代謝酵素である UGT1A4の遺伝子多型があった場
合，血中濃度に影響する可能性が示唆されている。今回，
PSCZの血中濃度に影響を与える因子について調査した。
【方法】2021年 7月～2024年 1月までに大阪公立大学医
学部附属病院血液内科において造血器疾患患者のうち，深
在性真菌症の予防または治療として PSCZを用いた患者
39名を対象とし，投与 7日目付近の検体から HPLC-UV
法により Cpを定量した。PSCZ投与前の肝予備能（ALBI
グレード），体内動態に関連する代謝酵素やトランスポー
ターの遺伝子多型，PSCZ代謝率（Cm/Cp），下痢などの
消化器症状と血中濃度との関係を調べた。
【結果】単変量解析から，Cpと ALBIグレードは正の相
関，Cpと Cm/Cp，Cpと下痢が負の相関を示した。また，
遺伝子多型が判明した 37名のうち 7名が UGT1A4＊3の
アレルであったが他の 30名との Cpの差は見られなかっ
た。また下痢患者を除いた解析で，ALBIグレード 3かつ
MDR1又は BCRPあるいはMRP2の報告されている
SNPsのマイナーホモをもつ場合，Cp≧4.0 μg/mLの高血
中濃度となった。
【考察】MDR1又は BCRPあるいはMRP2のマイナー
ホモをもつ場合，胆汁排泄が悪くなり，肝予備能の低下と
合わさって高血中濃度となったと考える。

【結論】下痢による吸収低下は PSCZの低血中濃度に大
きく影響することが示唆され，この場合は静注への変更を
検討してもよいと考えられる。また，肝予備能が低く胆汁
排泄が悪い場合は，高血中濃度となる可能性があり，低 K
血症などの副作用への注意が必要である。

036．有害事象報告データベースを用いた抗
MRSA薬による好酸球性肺炎の発症特性解
析

岡田 直人，北原 隆志
山口大学医学部附属病院薬剤部
【背景】これまで抗MRSA薬による稀な有害事象として
好酸球性肺炎を発症した症例が報告されている。しかしな
がら，薬剤特異性や好酸球性肺炎発症に影響を与える因子
など，抗MRSA薬関連好酸球性肺炎の発症特性は明らか
になっていない。本解析では，有害事象報告データベース
を用いて，抗MRSA薬誘発好酸球性肺炎の発症特性を解
析した。
【方法】本解析は米国 FDAが提供する有害事象データ
ベースである FAERSを用いた。2012年第 4四半期から
2022年第 4四半期のデータを用いて，不均衡分析に基づ
く薬剤誘発性好酸球性肺炎のシグナル検出を行った。不均
衡分析の指標には，information componentsと Reporting
odds ratioを用いた。また，シグナル検出の確度を高める
ために，ロジスティック回帰分析による感度分析を実施し
た。好酸球性肺炎のシグナルが検出された抗MRSA薬に
おいては報告内容の詳細を解析した。
【結果】FAERSには 13,001,974件の有害事象が登録さ
れていた。不均衡分析の結果，ダプトマイシン（DAP）で
のみ，好酸球性肺炎のシグナルが検出された。この結果は，
患者背景を調整した感度分析においても一貫していた。
DAPによる全有害事象報告において，DAP誘発好酸球性
肺炎症例（n＝94）は他の DAP誘発有害事象症例（n＝711）
と比較して，男性（odds ratio（OR）：1.94，95% confidence
interval（CI）：1.12～3.37），高齢（OR：2.70，95%CI：1.68～
4.33），長期投与（OR：5.08，95%CI：3.21～8.05）という
特徴を有していた。
【考察】本解析により，抗MRSA薬の中で DAPにのみ
好酸球性肺炎発現の不均衡が認められた。さらに性別，年
齢，投与期間が DAP誘発好酸球性肺炎の発現に影響を与
える可能性が示唆された。本解析は，DAPの長期使用時
は好酸球性肺炎発症に注意する必要があることを示してい
る。

037．プロトンポンプ阻害薬の種類がボリコナ
ゾールの血中濃度に与える影響についての
検証

濱端 綾太
兵庫県立尼崎総合医療センター薬剤部
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【目的】CYP2C19の活性が低い Poor Metabolizerの比
率が高い日本人において，PPIの種類による VRCZの血
中濃度に与える影響の差についての報告は少ないため検証
した。
【方法】2015年 7月から 2024年 3月に兵庫県立尼崎総
合医療センターにおいて VRCZの投与が開始された患者
を対象とし，電子カルテを用いた後方視的コホート研究を
行った。15歳未満，VRCZの血中濃度未測定等の患者は
除外した。調査項目は患者背景，VRCZの投与情報（投与
経路，体重調整投与量），PPI併用の有無，PPIの種類，PPI
以外の CYP阻害併用薬とし，主要評価項目は VRCZのト
ラフ濃度の差とした。多群間の比較は Kruskal-Wallis検定，
共変量の解析に重回帰分析を行った。有意水準は 5%未満
（p＜0.05）とし，統計パッケージは EZR ver 1.67を使用
した。
【結果】対象は 109例であり，PPI併用無群 42例，ラン
ソプラゾール（LAN）群 30例，ラベプラゾール（RAB）
群 17例，エソメプラゾール（ESO）群 16例，オメプラゾー
ル（OME）群 4例に分けられた。OME群は 4例と少数で
あったため解析から除外した。各群の背景として体重（kg）
に有意差があった（PPI併用無群 46.6（41.4～54.0），LAN
群 55.0（50.1～67.0），RAB群 52.3（43.0～60.3），ESO群
52.9（46.5～62.4），p＝0.012）が，性別，年齢，体重調整
投与量，PPI以外の CYP阻害薬併用の有無に差はなかっ
た。各群の VRCZトラフ濃度（μg/mL）は，PPI併用無
群 4.20（2.41～6.41），LAN群 4.97（3.92～6.90），RAB群
2.64（1.17～3.80），ESO群 3.90（1.70～5.21）であった。各
群のトラフ濃度を比較したところ，LAN群と RAB群に
有意な差があった（p＝0.012）。性別，年齢，体重，体重
調整投与量，PPI以外の CYP阻害薬併用の有無を共変量
とした重回帰分析の結果，体重調整投与量が有意な因子で
あった（p＜0.001）。
【結論】VRCZのトラフ濃度に与える影響はランソプラ
ゾールよりラベプラゾールにおいて小さい可能性があった。
本研究の限界は，CYP2C19の遺伝子多型を考慮していな
いことである。

041．成人肺炎診療ガイドラインの検証：COVID-
19肺炎におけるレジオネラ診断予測スコア
の評価

宮下 修行，福田 直樹，矢村 明久，坂本 凌，
西山 徳人，尾形 誠
関西医科大学内科学第一講座呼吸器感染症・アレルギー科
【目的】日本化学療法学会レジオネラ治療薬評価委員会
では，レジオネラ肺炎を迅速に予測するレジオネラ診断予
測スコアを作成した。委員会ではこれまで，肺炎球菌性肺
炎，マイコプラズマ肺炎，原因菌不明肺炎，デルタ株まで
の COVID-19肺炎に対し，レジオネラ予測スコアの有用
性を検証し，良好な結果が得られている。今回我々は，オ

ミクロン株による COVID-19肺炎に対するレジオネラ予
測スコアの有用性を検討した。
【方法】2022年 1月～2024年 8月まで，関西医科大学附
属病院関連 5施設で集積された SARS-CoV-2オミクロン
株市中肺炎症例を解析した。コントロール群として，レジ
オネラ肺炎 102例を比較検討した。
【結果】レジオネラ予測スコアの中央値はレジオネラ肺
炎で 4点，COVID-19肺炎で 2点と有意にレジオネラ肺炎
で高値であった。さらにオミクロン株と非オミクロン株に
群別して解析した結果，両群間で有意差のないことを確認
した。
【結論】レジオネラ肺炎は，COVID-19肺炎とは多くの
点で異なり，日本化学療法学会の診断予測スコアモデルは
レジオネラ診断に有用と考えられた。本スコアモデルの有
用性を検証するため現在，前向き研究を行っている。
（日本化学療法学会 レジオネラ治療薬評価委員会：宮下
修行，青木 洋介，菊地 利明，関 雅文，舘田 一博，比嘉
太，清田 浩，牧 展子，内納 和浩，渡辺 彰）

042．オミクロン株による咳嗽の治療戦略
矢村 明久 1，宮下 修行 1，高橋 祐策 2，宮澤 昇吾 2，
福田 直樹 1，坂本 凌 1，西山 徳人 1，尾形 誠 1

1関西医科大学内科学第一講座呼吸器感染症・アレルギー
科
2塩野義製薬株式会社
【目的】新型コロナウイルスはデルタ株からオミクロン
株に置き換わり，咳嗽の頻度が増え，長引く咳嗽に対する
治療方法が議論されている。抗ウイルス薬はウイルス量を
減少させることにより，症状を緩和させることが報告され
ている。我々は咳嗽に対するエンシトレルビルの有効性を
検討した。
【方法】2023年 11月～2024年 9月まで，関西医科大学
附属病院関連 5施設の医療従事者で，新型コロナウイルス
感染症に罹患し，咳嗽が確認された職員を対象とした前向
き研究を実施した。エンシトレルビルを希望して内服した
群と，エンシトレルビルの服用を希望しなかった対症療法
群を構成し，比較検討を行った。咳嗽の評価は J-LCQス
コアで行い，エンシトレルビル投与 4日目，7日目，14日
目において反復測定混合効果モデルを用いて，ベースライ
ン時からのスコア変化量の群間比較を行った。
【結果】2023年 11月～2024年 3月の時点では，解析対
象例中，エンシトレルビル投与群は 206名，対症療法群で
は 427名であった。エンシトレルビル投与群におけるスコ
ア変化量は，4日目は 5.31，7日目は 8.38，14日目は 10.04，
対症療法群では 4日目は 2.14，7日目は 5.14，14日目は 7.58
であった。スコア変化量の差［95%信頼区間］は，4日目
は 3.17［2.90，3.44］，7日目は 3.24［2.94，3.54］，14日目
は 2.46［2.19，2.73］であり，いずれの時点でも有意な差
が確認された。
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【結論】エンシトレルビル投与群は対症療法群よりも J-
LCQスコアが有意に改善した。オミクロン株で問題となっ
ている長引く咳嗽に対し，エンシトレルビルの有効性が示
唆される。
会員外共同研究協力者：関西医科大学総合医療センター
救急医学講座 中森 靖

043．市中発症肺炎におけるラスクフロキサシン
スイッチ療法の有効性・安全性の検討

岩永 直樹 1，細萱 直希 2，伊藤 裕也 1，吉田 將孝 1，
武田 和明 1，井手 昇太郎 1,3，髙園 貴弘 1,4，
泉川 公一 4,5，栁原 克紀 6,7，迎 寛 1,8

1長崎大学病院呼吸器内科
2長崎大学病院臨床研究センター
3長崎大学病院感染症医療人育成センター
4長崎大学大学院医歯薬学総合研究科臨床感染症学
5長崎大学病院感染制御教育センター
6長崎大学病院検査部
7長崎大学大学院医歯薬学総合研究科病態解析・診断学
8長崎大学大学院医歯薬学総合研究科呼吸器内科学
【背景】本邦の成人市中肺炎診療ガイドラインにおいて，
市中肺炎に対して臨床経過が良好な場合，注射用抗菌薬か
ら内服抗菌薬への切り替え（スイッチ療法）が推奨されて
いる。ラスクフロキサシン（LSFX）は，細菌の DNAジャ
イレースおよびトポイソメラーゼ IVを阻害し比較的広域
な菌種に抗菌活性を示すキノロン系抗菌薬であり，点滴静
注用および錠剤の同一薬剤によるスイッチ療法が可能だが，
その有用性・安全性は明らかではない。
【方法】今回我々は，A-DROPで軽症および中等症の市
中発症肺炎患者を対象とし，LSFXによるスイッチ療法の
有効性および安全性を評価することを目的とした，長崎大
学関連病院 16施設における非盲験非対照多施設共同試験
を実施した。本試験は長崎大学臨床研究審査委員会の審査
を受け公開されている（jRCTs071230001）。目標症例数は
120例とし，主要評価項目は治癒判定時の治癒率，副次評
価項目としてスイッチ療法を施行した患者の割合，治療終
了時の有効性，治療早期臨床効果，治療終了時における微
生物学的効果，有害事象を設定した。
【結果】対象者の年齢中央値は 73歳で，軽症が 35%，中
等症が 65%を占めていた。スイッチ療法実施率は 95%で，
約 92%の症例が点滴投与 3日以内に実施されていた。治
癒判定時の治癒率は 96.2%［95%CI；90.44～98.94］，治療
早期臨床効果は 97.1%［95%CI；91.80～99.40］，治療終了
時有効性は 99.0%［95%CI；94.76～99.98］であった。17.5%
（21/120例）に有害事象を認め，主な事象は肝機能障害（5/
28件）であり，研究用薬と因果関係が否定できない重篤
な有害事象は 1件であった。
【考察】LSFXによるスイッチ療法は中等症以下の市中
発症肺炎において，良好な治療効果を示した。当日は解析

中のデータも含めて公表する。
会員外共同研究協力者：森本 心平

047．腰痛・歩行困難・排尿障害を主訴に救急搬
送された 70歳女性

百々 まゆみ
高砂西部病院内科
【症例】70歳，女性
【主訴】腰痛・歩行困難・尿閉
【現病歴】1年前に頭痛や腰痛があり市販の鎮痛剤を乱
用。来院当日朝から腰痛が増強し某病院へ救急搬送され
CT施行し骨折はなく帰宅した。帰宅後背部痛が増強し同
日夜当院へ救急搬送された。急性腰痛症，腰椎椎間板ヘル
ニアと診断され入院した。排尿はなく入院 16時間後尿道
バルーンカテーテルが挿入された。入院後，第 2病日内科
へ転科。尿路感染症，血球減少症（貧血，血小板減少），
血尿，腎機能障害，膀胱直腸障害を認め，原因菌として頻
度の高い黄色ブドウ球菌を想定した。連鎖球菌や Salmo-
nellaや腸内細菌科グラム陰性桿菌の可能性も考慮して
CTRX 2 g/日を開始した。抗菌薬投与前の血液培養・尿
培養からはMSSAが検出された。腰椎MRIを撮影する直
前に鼻出血，口腔内出血が出現した。第 3病日WBC 7,800/
μL，CRP 30.29 mg/dLを認めた。整形外科により画像検
査にて化膿性脊椎炎と診断された。自施設で外科的処置が
不可能であり手術が可能な病院へ紹介した。転院し，ドレー
ンチューブが留置され，左右膿培養は陰性であった。しか
しその後のMRIで硬膜外膿瘍の増大が指摘され，かつ神
経症状の増悪を認めたことから，前方の感染している病巣
を削りスクリュー固定術が実施された。抗菌薬は 4週間継
続後WBC 4,700/μL，CRP 2.50 mg/dLと良好に推移した。
Clindamycin（CLDM）へ変更し退院となった。CLDM長
期内服による有害事象の発現や感染症状の再燃なく経過し
た。
【結語】化膿性脊椎炎の患者を経験することがありその
診療を考えた。地域では高齢者が増加し多疾患の患者が多
い。ドレーンチューブ留置や手術は大規模病院に依頼した。
積極的な連携により円滑に診療をすることができた。

048．ミカファンギンに中等度耐性を示した Can-
dida glabrata による骨髄炎の 1症例

清上 和也，正畠 和美，角井 碧，羽生 千晶，
増田 健二
JA広島総合病院薬剤部
ミカファンギン（MCFG）中等度耐性の C. glabrataに

よる真菌性骨髄炎の症例を経験した。骨髄炎は原因微生物
の 50%以上を Staphylococcus aureus，コアグラーゼ陰性ブ
ドウ球菌（CNS）が占めているのに対し，Candida spp. は
5%以下とされ，真菌による骨髄炎は稀な疾患である。さ
ら に Candida spp. の 14%が Candida glabrata（以 下，C.
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glabrata）とされ割合が少ない。C. glabrataの多くはフル
コナゾール（fluconazole：以下，FLCZ）に耐性であるこ
とが知られており，第一選択薬としてポリエンマクロライ
ド系薬剤かキャンディン系薬剤の使用が推奨されている。
しかし，2013年に血流感染におけるキャンディン系に対
して耐性を示す株が増加したという報告がある一方，骨髄
炎に関する報告はない。今回，80代男性，脊椎炎手術目
的に入院となった患者。手術時（第 7病日）に提出された
穿刺液培養から C. glabrataが検出され真菌性骨髄炎とし
てホスフルコナゾール（F-FLCZ）静脈注射が開始された
（第 10病日）。抗真菌薬は病棟担当薬剤師が不在の休日か
ら開始となり，休日明けに病棟担当薬剤師よりMCFG静
脈注射への変更提案を行なった（第 14病日）。当院では真
菌の感受性試験は外部委託でありMCFG静脈注射開始か
ら 10日後（第 24病日）にMCFG中等度耐性が判明した。
ただ，経過は良好でMCFG静脈注射を 2週間投与しその
後，感受性試験結果を参考に FLCZ内服薬へ変更し第 199
病日で投与終了した。C. glabrataによる真菌性骨髄炎に対
しては第一選択薬であるキャンディン系を推奨したが，中
等度耐性を示していた。真菌の感受性結果が早期に判明し
ていればその時点で F-FLCZ静脈注射に変更し，より安
全に治療する事ができたかもしれない。早期に感受性確認
を行う必要性を感じた症例を経験したので報告する。

049．Streptococcus 属を起因とする化膿性脊椎
炎の治療期間の検討

小澤 拓，吉岡 睦展，石津 智司，饒平名 長武
宝塚市立病院
【目的】我々は原因菌が Streptococcus属の化膿性脊椎炎
の場合，その他原因菌に比べ抗菌薬投与期間が有意に長い
ことを示した（第 69回日本化学療法学会西日本支部総会）。
化膿性脊椎炎の臨床的背景と治療期間について追加調査を
実施した。
【方法】対象は 2015年 1月から 2022年 12月までの 8年
間に当院で保存的治療を施行し治療完遂できた 58例につ
いて，罹患高位，基礎疾患等の臨床的背景を調査した。調
査項目は原因菌，使用抗菌薬（注射・経口）の治療期間と
の関連性を後方視的に検証し，データは全てMedian（IQR）
で示した。
【結果】対象は男性 36例，女性 22例，76（70～82）歳
であった。罹患高位は頸椎 5例，胸椎 14例，腰椎 42例で，
基礎疾患は糖尿病 16例，自己免疫疾患 6例，悪性腫瘍 10
例，肝硬変 5例で compromised hostは 32例（55.2%）で
あった。原因菌が判明した症例は 41例（70.7%）でグラム
陽性菌 32例（MSSA 11例，MRSA 4例，Streptococcus属
8例等），グラム陰性菌 9例（E. coli 3例等）であった。抗
菌薬総投与期間は 63（47～99）日，注射抗菌薬は 22（14～
25）日，経口抗菌薬は 35（28～71）日であった。経口抗
菌薬の選択に苦慮する Streptococcus属については，その他

原因菌との比較で，抗菌薬総投与期間は 96（79～126）日
vs 62（45～96）日（p＝0.012），経口治療期間は 76（60～
133）日 vs 45（28～64）日（p＝0.015）と有意に長かった。
なお，注射治療期間は 14（14～16）日 vs 18（14～28）日
（p＝0.105）で差はなかった。
【考察】原因菌の同定率は 70.7%と比較的高く，ASTが
抗菌薬開始前に積極的に培養提出を依頼したことによるも
のと考える。Streptococcus属を原因菌とする治療期間が長
期であった理由として，心内膜炎罹患も見られた。それ以
外で，注射抗菌薬は ABPC又は CTRXで対応可能である
ものの，経口 Step down時に CLDMや LVFXに耐性が
散見され，骨移行性を考慮した感受性抗菌薬の選択肢が少
ないことも一因と考える。

056．反復性中耳炎における血清中 IgG2サブクラ
スと抗肺炎球菌特異的抗体の量的・質的解
析の意義について

河野 正充，武田 早織，村上 大地，保富 宗城
和歌山県立医科大学医学部耳鼻咽喉科・頭頸部外科
【背景】急性中耳炎は感覚器感染症であり，中耳炎の反
復化は患児の QOLを低下させるとともに保護者の負担を
増大させる。肺炎球菌は急性中耳炎の主要な原因菌である
が，小児免疫応答能の成熟度の多様性から，ワクチンによ
る十分な予防がなされず，反復化をきたす症例を経験する。
【目的】反復性中耳炎患児の血清中総免疫グロブリン値
と IgG2値による標準的な液性免疫能の評価を行うととも
に，ワクチンに含まれる血清型に対する抗肺炎球菌特異的
抗体の量的・質的評価を行い，肺炎球菌に対する特異的な
液性免疫能の評価を行う。
【方法】反復性中耳炎患児の血清中総免疫グロブリン値
および IgG2値を，免疫比濁法を用いて測定した。PCV13
に含まれる各血清型に対する特異的抗体価を ELISA法に
て測定するとともに，抗体の機能的評価としてオプソニン
化貪食殺菌誘導能を測定した。
【対象】反復性中耳炎は，小児急性中耳炎診療ガイドラ
イン 2018年版の定義を満たすものとし，反復性中耳炎群
とした。一方，健常対照群は過去 6カ月以内の急性中耳炎
の既往を有さない睡眠時無呼吸症候群にて手術加療を行っ
た症例とした。
【結果】IgGと IgG2との間に正の相関関係が認められた
が，IgGは正常範囲である一方で，IgG2値が要観察域ま
で低下している反復性中耳炎症例が存在した。反復性中耳
炎群の特異的抗体価およびオプソニン化貪食殺菌能は，一
部の血清型において対照群と比較して上昇していた。特異
的抗体価とオプソニン化貪食殺菌能がよく相関する血清型
と全く相関しない血清型が存在した。
【考察】反復性中耳炎群では，IgG値が正常であるにも
関わらず IgG2サブクラスが要観察域であった症例が存在
し，注意を要する。また，特異的抗体価は上昇しているも
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のの，オプソニン化貪食殺菌誘導能を示さない症例が存在
することが判明した。反復性中耳炎患児の液性免疫能評価
において，IgG2サブクラスの測定と特異的抗体の量的・
質的評価は有用である。
会員外共同研究協力者：平山 あゆ美

057．AST介入により黄色ブドウ球菌菌血症バン
ドル遵守率向上が臨床診療に与えた影響に
ついて

高橋 佐和，石田 正之
近森病院 AST
【背景】黄色ブドウ球菌菌血症（SAB）は適切な治療に
より予後が大きく変わるためバンドル（適切な抗菌薬選択，
感染性心内膜炎の評価，治療開始 48～96時間以内での血
液培養再検，血管内デバイスの抜去，適切な治療期間の設
定，早期の感染源コントロール）に則った対応が推奨され
る。当院では 2018年度より AST活動を開始しており，
2020年度と 2023年度の SABバンドル遵守状況について
調査を行なったため報告する。
【方法】2020年度，2023年度に SABと診断された入院
患者において，感染性心内膜炎除外のための心エコー実施，
治療開始 48時間以内の血培再検，感染巣の精査，不要な
血管内デバイスの抜去，適切な治療期間の 5つのバンドル
項目をプロセス指標，30日死亡率をアウトカム指標とし
調査を行なった。グラム陰性桿菌など複数菌検出例につい
ては除外し，死亡率においてはさらに転院による転帰不明
例は除外した。
【結果】2020年度：2023年度で対象患者数は 59人：49
人，バンドル遵守率は 52%：75%であった。プロセス指
標のうち心エコー実施（68%：92%），血培再検（13%：67%），
感染巣の精査（63%：76%），治療期間（42%：70%）にお
いて実施率に改善を認めた。年齢中央値 81歳（45～95
歳）：84歳（40～98歳），院内発症の割合が 54%：55%，
基礎となる感染症にも大きな差はなく，MRSAの割合が
31%：61%であった。30日死亡率については 14.5%：22.0%
と上昇を認めた。
【考察】AST介入によりバンドル遵守率の向上を認めた。
特に血培再検の実施率の改善が顕著であった。バンドル遵
守率の向上を認めたが，一方で 30日死亡率は上昇が認め
られた。要因として 2023年度はMRSA菌血症の割合が多
かったことが考えられる。過去の報告ではMSSAに比べ
MRSA菌血症では約 2倍死亡率が高いと報告されている。
予後の改善にはさらなる遵守率の向上が必要と考えられる。

058．石川県白山市・野々市市の医療施設におけ
る気道感染症に対する抗菌薬使用状況の質
問紙による調査―2019年と 2023年の比較―

嶋田 由美子 1,2，西谷 章子 2,3，澤野 和彦 2,4，
坂東 琢麿 2,5，飯沼 由嗣 6

1公立つるぎ病院感染対策室
2白山ののいち感染対策ネットワーク
3公立松任石川中央病院
4青い森薬局
5ばんどう内科・呼吸器クリニック
6金沢医科大学臨床感染症学
【目的および方法】AMRアクションプランの策定およ
び抗菌薬適正使用推進の背景から，石川県白山ののいち地
区の医療機関における急性気道感染症に対する抗菌薬使用
状況および 2019年調査からの変化を解析した。2023年 12
月，医師を対象とした無記名による質問紙調査を行い（回
収 104件），所属医療機関の形態，年齢，診療科を傾向ス
コアマッチングの共変量として用い，背景因子を調整した
上で各群 85件を抽出し，比較検討を行った。
【結果】基礎疾患のない症例に対し，抗菌薬を処方した
割合 20%以下は 78.8%と微増したが，40%以上は，14.1%
から 3.7%に減少した。抗菌薬を処方する理由はウイルス
性か細菌性かの鑑別困難が最も多く（48.2%），重症化予防
の割合は有意に減少した（24.8 → 11.8%）。処方された抗
菌薬では，多い順にマクロライド（ML），ペニシリン（PEN），
セフェム（CEP），ニューキノロン（NQ）となった。ML
と CEPは減少し，PENと NQが増加していた。基礎疾患
のある症例では，抗菌薬を処方した割合 20%以下は 41.2
→ 52.9%と増加し，40%以上は，24.7%から 16.5%に減少
した。抗菌薬を投与した理由は，ウイルス性か細菌性かの
鑑別困難（45.9%）と重症化予防（43.5%）がほぼ同数となっ
たが，重症化予防の割合は有意に増加した。処方された抗
菌薬では，多い順に CEP，PEN，NQ，MLの順となった。
このうちMLと NQは低下し，CEPと PENは増加してい
た。処方選択の理由として，原因菌カバーと使い慣れてい
るとの回答が 37.6と 32.9%と高かった。
【考察】基礎疾患のない症例への過剰処方は改善傾向に
あるが，基礎疾患のある症例では依然として高率で，「重
症化予防」を意識した処方が多い。PENの増加，MLの
減少が見られる一方で，ニューキノロン（NQ）（基礎疾患
なし）と CEP（基礎疾患あり）は増加傾向にあった。抗
菌薬選択において「原因菌カバー」を重視するよう，更な
る啓発が必要である。
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059．白山市・野々市市の医療施設における急性
下痢症に対する抗菌薬処方状況～2023年医
師対象アンケート調査結果より～

西谷 章子 1,2，嶋田 由美子 2,3，澤野 和彦 2,4，
坂東 琢麿 2,5，飯沼 由嗣 6

1公立松任石川中央病院薬剤室
2白山ののいち感染対策ネットワーク
3公立つるぎ病院
4青い森薬局
5ばんどう内科・呼吸器クリニック
6金沢医科大学臨床感染症学
【目的および方法】AMRアクションプラン策定および
抗菌薬適正使用推進の背景から，石川県白山ののいち地区
の医療機関における急性下痢症に対する抗菌薬使用の現状
を明らかにすることを目的とし，2023年 12月～2024年 2
月に急性下痢症に対する抗菌薬処方状況について無記名で
アンケート調査を行った（回収 104件）。感染対策向上加
算等抗菌薬適正使用に関わる加算の取得の有無により 2群
に分類し，所属医療機関の形態，年齢層，診療科を傾向ス
コアマッチングの共変量として用い，背景因子を調整した
上で各群 31例を抽出し，比較検討を行った。
【結果】過去 1年間の抗菌薬処方状況では，抗菌薬を処
方した割合は比較的低く，有意差は無かった（20%以下
が加算無，有ともに 74.2%）。抗菌薬を投与する理由では，
「重症化リスク」「発熱」，「腹痛」で 10%以上加算無が有
より多く，一方加算有では「対症療法で改善せず」が 32.3%
と最も多く，加算無との比較でも約 10%多かった。通常
処方する抗菌薬では，両群ともに，ニューキノロン系とホ
スホマイシンが多く，次にセフェム系となった。抗菌薬選
択の理由では，「使い慣れている」が 10%以上加算無が有
より多く，一方加算有では「原因菌カバー」が 41.9%と最
も多く，10%以上加算無よりも多かった。実施する便の
微生物検査項目では，「便グラム染色」が 10%以上加算無
が有より多く，一方加算有では「一般細菌培養」が 83.9%
と最も多く，20%以上加算無よりも多かった。
【考察】加算有，無ともに抗菌薬を処方する割合は低く，
差は無かった。加算有では投与する理由において，症状の
経過を確認して投与する傾向が見られた。また，抗菌薬選
択の理由として「原因菌カバー」が最も多く，検査として
「一般細菌培養」が選択されていることより，加算有では，
原因菌を意識した処方が多いことが推察された。抗菌薬適
正使用の推進にともなう処方傾向の変化など継続的に調査
する予定である。

060．当院 ASTによる広域抗菌薬継続届出制を併
用した早期モニタリングとフィードバック
（PAF）の効果についての検討

赤田 憲太朗 1，山崎 啓 2，古谷 頼和 1，鈴木 克典 3，
矢寺 和博 2

1産業医科大学病院感染制御部
2産業医科大学医学部呼吸器内科学
3産業医科大学医学部感染症科学
【目的】当院では，2021年 3月に抗菌薬適正使用支援チー
ム（以下，AST）を組織し，抗菌薬適正使用支援活動（以
下，AS活動）を開始した。ASTは，広域抗菌薬届出が提
出された症例，血液培養陽性例，耐性菌検出例等に対して，
早期モニタリングとフィードバック（以下，PAF）を翌
日までに行っている。また，われわれは，広域抗菌薬継続
届出制を考案し，ASTの提案を受け入れなかった症例で
は，2023年 10月より届出を必須とした。今回，これらの
AS活動の成果について，検討することとした。
【方法】2021年 4月から 2024年 3月までに AS活動を
行った症例を対象とした。広域抗菌薬の不適正使用例，カ
ルバペネム AUD，DOTの年別推移について，後方視的
に評価した。また，広域抗菌薬継続届出制開始前後での，
不適正使用例カルバペネム AUD，DOTの月別推移につ
いても評価した。
【結果】AST介入は，2021年度 929例，2022年度 1,134
例，2023年度 1,445例で，広域抗菌薬不適正例は，2021
年度 246例（26.5%），2022年度 184例（16.2%），2023年
度 81例（5.6%）と低下傾向であった。カルバペネム AUD/
DOTは，2020年 度 3.49/4.90，2021年 度 3.11/4.19，2022
年度 3.10/4.12，2023年度 2.45/3.35と低下傾向であった。
広域抗菌薬継続届出制開始前（2021年 4月～2023年 9月）/
開始後（2023年 10月～2024年 3月）の広域抗菌薬不適正
例の中央値（IQR）は，16.5（14.0～20.0）/1.5（1.0～2.0）（p＜
0.001），頻度の中央値（IQR）19.2%（13.6～23.1%）/1.2%
（0.9～1.9%）（p＜0.001），カルバペネム AUD 2.9（2.6～3.2）/
2.1（2.1～2.5）（p＝0.006），DOT 4.0（3.6～4.3）/3.1（2.9～
3.5）（p＝0.003）と低下傾向であった。
【考察】PAFによりカルバペネムを中心とした広域抗菌
薬量ならびに抗菌薬の不適正使用例を減らすことができ，
広域抗菌薬継続届出制を併用することでさらに改善するこ
とができた。したがって，広域抗菌薬継続届出制を併用し
た PAFは抗菌薬適正化に有効であると考える。

061．カルバペネム系抗菌薬の 2時間投与推進に
よる結果と臨床的効果の検討

松浦 紘生 1，八木 さゆり 1，小清水 直樹 2

1藤枝市立総合病院薬剤部
2藤枝市立総合病院感染管理室
【背景】カルバペネム系抗菌薬を始めとする β ―ラクタム
系抗菌薬は，PK/PD理論上，Time Above MIC%（TAM%）
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が大きいほど効果が高いとされる。投与回数増に加え，投
与時間を長くすることにより TAM%を高め，臨床的効果
の向上が得られると言われている。特に重症感染症や耐性
菌に用いる傾向のあるカルバペネム系抗菌薬では，より一
層の適正使用が望まれる中，当院では 1時間以内での投与
が主であった。
【目的】2022年 12月から，抗菌薬適正使用支援チーム
の働きかけにより院内でカルバペネム系抗菌薬の 2時間か
けての投与を推進した。その対応前後での 2時間投与実施
率等の結果と臨床的効果の検討を行ったため報告する。
【対象・方法】当院で 2022年 5～11月（期間 A），およ
び 2023年 5～11月（期間 B）にメロペネム，ドリペネム
を使用した患者を対象とした。両期間の年齢，性別，2時
間投与実施率，カルバペネム投与期間，入院期間，30日
死亡率を後方視的に調査した。
【結果】期間 A：137例，期間 B：107例。年齢の中央値
は期間 A：74歳，期間 B：76歳（p＝0.36）。性別は，期
間 A：男性 85例（62.0%），期間 B：男性 67例（62.6%）で
あった（p＝0.93）。2時間投与実施率は，期間 A：9.5%，
期間 B：79.2%と有意に増加（p＜0.0001）。カルバペネム
投与期間の中央値は期間 A：7日，期間 B：7日（p＝0.75）。
入院期間の中央値は，期間 A：21.5日，期間 B：25日（p
＝0.15）と有意差は得られていないが延長傾向であった。30
日死亡率は，期間 A：11.7%，期間 B：5.6%（p＝0.10）と
有意差は得られていないが低下傾向であった。
【考察・結語】カルバペネムの 2時間投与推進により，2
時間投与実施率が顕著に伸びたことは大きな成果と言える。
有意差は得られていないが，30日死亡率低下や入院期間
延長の傾向がみられており，今後臨床的アウトカムの精査
が必要と考える。

062．経口抗菌薬と金属カチオンとの相互作用に
おける適正使用への取り組み

沖元 秀都 1，上田 智也 1，古田口 愛 1，赤松 祐季 1，
井口 紘利 1，北川 誠子 1，大野 真孝 1，西村 翔 2

1兵庫県立はりま姫路総合医療センター薬剤部
2兵庫県立はりま姫路総合医療センター感染症内科
【目的】経口キノロン系薬や経口テトラサイクリン系薬
はバイオアベイラビリティが良好で，消化管機能が正常で
あれば，注射薬と同等の効果が期待できる。しかし，鉄剤
やマグネシウム剤，アルミニウム剤など（以下金属カチオ
ン）と同時服用するとその吸収が妨げられ，十分な効果が
発揮されないことがある。今回，調剤時に併用薬のチェッ
クを行い，同時服用を回避する取り組みを行ったため報告
する。
【方法】薬剤部の部門システムにおいて，経口キノロン
系薬および経口テトラサイクリン系薬と金属カチオンの薬
剤が同一患者に処方された場合，処方箋上にメッセージが
表示されるよう設定した。調剤者は電子カルテを確認し，

同時服用の用法であれば，処方医へ服用タイミングをずら
すよう情報提供した。
【結果】取り組み前（2023年 2月から 4月）では，経口
キノロン系薬と金属カチオン併用患者 32例中 19例（59％）
で同時服用され，経口テトラサイクリン系薬と金属カチオ
ン併用患者 13例中 8例（62％）で同時服用されていた。取
り組み後（2023年 6月から 8月）では，経口キノロン系
薬と金属カチオン併用患者 35例および経口テトラサイク
リン系薬と金属カチオン併用患者 3例すべてで同時服用が
回避された。
【考察】調剤時に金属カチオンとの併用をチェックする
ことで，初回服用時から同時服用を回避することができ，
経口抗菌薬の効果減弱を避けることができたと考えられる。
また，処方医に同時服用する薬剤に注意が必要であるとの
意識向上につながり，抗菌薬適正使用に貢献できたと考え
られる。

064．当院におけるタゾバクタム・セフトロザン
の使用状況に関する後方視的調査

筒井 千晴 1，鈴木 智代 1,2，井出 和男 1，加藤 英明 2

1横浜市立大学附属病院薬剤部
2横浜市立大学附属病院感染制御部
【背景・目的】タゾバクタム・セフトロザン（TAZ/

CTLZ）は難治耐性緑膿菌（DTR-P），カルバペネム耐性
腸内細菌目細菌（CRE），基質特異性拡張型 β ―ラクタマー
ゼ（ESBL）等の薬剤耐性菌に対する治療として有用であ
る。今回，横浜市立大学附属病院（以下，当院）における
使用状況に関して調査した。
【方法】2020年 2月から 2024年 4月までの期間に当院
で TAZ/CTLZを使用した患者を対象とし，後方視的に調
査した。調査項目は年齢，診療科，感染症名，原因菌とし
た。
【結果】対象患者は 17例，年齢の中央値は 58歳であっ
た。消化器系の診療科で 10例，血液内科 4例，その他 3
例であった。腹腔内感染症に対する使用が 7例（メトロニ
ダゾール併用は 6例）と最も多く，尿路感染症 3例，肺炎
2例，その他の感染症 5例に対して使用されていた。17例
のうち 2例は多数の抗菌薬アレルギーがあり，TAZ/CTLZ
が選択されていた。5例はカルバペネム耐性菌の検出があ
り，そのうち 4例は抗菌薬適正使用支援チーム（AST）が
介入していた。10例は代替薬で治療可能な症例であった
が，デ・エスカレーションした症例は 1例であった。9例
は AST未介入症例であり，TAZ/CTLZの不適切使用が
見られた。
【考察】他剤への変更が可能と思われる症例において，

ASTの介入が行われていないことが判明した。TAZ/
CTLZは高度耐性菌に対して選択される薬剤であり，AST
による適正使用の推進が重要であると考える。TAZ/CTLZ
使用症例に関しては感染管理システムの活用等によるモニ
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タリングが必要であり，ASTの持続的な介入が望まれる。

065．カテーテル関連血流感染における TAZ/
PIPC・VCM併用療法とMEPM・VCM併
用療法の急性腎障害発症リスクの比較検討

木原 星衣，青木 旦未，鹿島 弥生，松本 勝城，
海野 明子，長澤 彩華
横浜市南部病院薬剤部
【目的】カテーテル関連血流感染（CRBSI）は重要な医
療関連感染であり，Empiric therapyとして TAZ/PIPC・
VCM併用療法（以下 TPV）もしくはMEPM・VCM併
用療法（以下MV）が推奨されている。TPVは，他の併
用療法と比べ急性腎障害（AKI）を引き起こす可能性が国
内で報告されている。しかし，CRBSIにおける AKI発症
リスクや有効性の差異について検討された報告はなく，調
査を行った。
【方法】2020年 4月～2024年 4月に CRBSIに対し TPV
療法，MV療法が行われた成人患者を対象とし後方視的に
調査した。除外基準は，透析患者，抗菌薬開始前の血清ク
レアチニン値（sCr）が基準値上限（男性 1.2 mg/dL，女
性 1.0 mg/dL）以上，併用期間 48時間以内および VCM
トラフ値未測定の症例とした。AKIは KDIGO診断基準に
基づき，sCrが 48時間以内に 0.3 mg/dL以上上昇，もし
くは 7日以内に 1.5倍以上となった場合と定義した。統計
解析には連続量に Studentの t検定，離散量に Fisherの
正確確率検定，多変量解析にロジスティック回帰分析を用
いた。
【結果】TPV群は 24例（48%），MV群は 26例（52%）
で，AKI発症は TPV群 で 8例（33.3%），MV群 で 1例
（3.8%）と有意な差を認めた（p＜0.05）。多変量解析では
TAZ/PIPC使用のみ，AKIの有意なリスク因子（オッズ
比 14.2，95%CI：1.2～163.0）として抽出され，開始前の sCr
値，VCMトラフの平均値，30日以内死亡，腎毒性薬剤の
併用，利尿剤の併用，糖尿病，悪性腫瘍の既往はいずれも
リスク因子として抽出されなかった。両群における治療開
始 7日目および終了時の解熱効果，臨床効果，投与期間，
在院日数に有意な差はなく，耐性菌の出現は認めなかった。
【考察】CRBSIは TPV療法もしくはMV療法が第一選
択とされているが，TPV療法を行う際には，VCM血中
濃度のモニタリングだけでなく，AKI発症リスクを含め
た検討が必要であることが示された。CRBSIは重症感染
症であり，腎障害は全身管理を困難にするため，本調査は
抗菌薬選択の一助になると考えられる。

066．当院におけるバンコマイシン耐性腸球菌
（VRE）の検出に影響を与える要因の検討

後藤 俊元，安東 大智
大分赤十字病院 AST
【目的】VREは今なお問題となっている重要な薬剤耐性

菌の 1つである。当院でも 2022年から検出され始め，最
近増加傾向に転じたことにより危機感を増していた。そこ
で 2022年から 2024年 5月までの VREの検出状況とその
背景を調査したので報告する。
【方法】電子カルテより 2022年 4月から 2024年 5月ま
でを対象の期間として VREの検出状況，性別，年齢，抗
菌薬，整腸剤の使用状況の有無を調査した。
【結果】VREは 36名から検出され，性別は男性 16名，
女性 20名であった。検出菌は全て E. faeciumであった。検
体は便，ドレーン，尿，胆汁，喀痰から検出されていた。
年齢は中央値 81.5歳（32～97）であり，直近 1カ月の抗
菌薬の使用は 35例，整腸剤の使用は 25例であった。
【考察】VREが検出されたほぼすべての患者に何らかの
抗菌薬の使用があったことから，抗菌薬の投与は VRE検
出のリスクである可能性があると考えられた。また 70歳
以上での検出が多かったことから高齢者は VREを保菌し
ている可能性があることが示唆された。

067．去勢抵抗性前立腺癌に対するカバジタキセ
ルによる発熱性好中球減少症の検討

前田 光毅，三田 淑恵，中野 雄造
神戸大学医学部付属病院腎泌尿器科
【背景】去勢抵抗性前立腺癌（CRPC）に対するカバジ
タキセル（CBZ）は副作用に好中球減症 30%，発熱性好
中球減少症（FN）12%認めることが報告され，FN予防
目的に持続型 G-CSF製剤の投与が行われている。
【方法】2014年 10月から当院で CBZを投与した 85例
を対象として，患者背景，前立腺癌治療歴，CBZ治療経
過，FN症例の転帰を検討した。
【結果】前立腺癌診断時の患者背景は，PSA中央値 95.8

ng/mL（2.6～＞2,500），Gleason Grade 3以下；5例，Grade
4；55例，Grade 5；20例，T stageは T1・T2；5例，T3；
43例，T4；29例だった。CBZ投与前の前立腺癌治療歴は，
局所療法として前立腺全摘除術；9例，放射線療法；20例，
全身治療として CAB；77例，ドセタキセル（DTX）；85
例，ARSI；63例（重複あり）だった。CBZ投与時の年齢
中 央 値 72歳（55～86歳），ECOG-PSは 0；32例，1；51
例，2；2例，PSA中 央 値 44.4 ng/mL（0.01～1,375），転
移部位は骨転移；79例，リンパ節転移；56例，内臓転移；
20例（重複あり）だった。初回投与量は 25 mg/m2；25
例，20 mg/m2；60例，投与コース数中央値 4（1～51）だっ
た。FN発症は 85例中 7例（8.2%）で認めた。FNについ
て患者背景を単変量解析で検討したところ，DTX治療時
の FNで有意差を認めた（p＝0.0018，odds比；26.2，95%
信頼区間：3.37～205）。FN症例のうち，発症時期は 1コー
ス；2例，2コース；1例，3コース；1例，5コース；1
例，7コース；1例，9コース；1例だった。全例で血液培
養を施行し，血液培養は 3例が陰性だった。全例で広域抗
菌薬を投与し 6例は改善を認めたが，1例は ICU管理を
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要する敗血症性ショックにいたり昇圧剤投与や NIPPVに
よる呼吸管理，塞栓症による下肢切断を行い救命にいたっ
た。
【結語】前治療の DTXで FNを認めた症例では，CBZ
でも FN発症リスクが高く注意をする必要がある。
会員外共同研究協力者：脇田 直人，岡村 泰義，寺川 智
章，千葉 公嗣，亭島 淳，三宅 秀明

075．抗真菌薬未使用で膀胱内真菌塊を治療した
一症例

若松 雄太 1，吉岡 睦展 1，杉生 雅和 1，石津 智司 1，
小澤 拓 1，饒平名 長武 1，福井 浩二 2

1宝塚市立病院薬剤部
2宝塚市立病院泌尿器科
【目的】尿路感染症の発生が懸念される SGLT2阻害薬
の長期服用により膀胱内真菌塊を発症し，周術期を含め抗
真菌薬未使用かつ適切な処方提案により治療完遂した症例
を報告する。
【症例】74歳男性，62 kg。既往に糖尿病があり血糖降
下薬を服用中。202X年 3月に前立腺癌に対してロボット
支援腹腔鏡下前立腺全摘術＋拡大リンパ節郭清施行後，当
院泌尿器科外来通院中であった。同 9月より無症候性膿尿
があり，翌月には尿道から灰白色糸状様物質の排出を認め
たため，主治医より薬剤性の有無について相談あり。直近
の HbA1c 6.5%，血糖 126 mg/dLと経過良好であること
を確認し，尿培養提出とカナグリフロジン中止を提案。ま
た，膀胱内に黄白色の真菌塊を膀胱鏡にて確認，尿培養か
ら C. glabrataが同定され，主治医より抗真菌薬投与の可
否を含めた治療方針について相談を受けた。全身状態に感
染兆候はなかったため，同 11月の経尿道的膀胱内真菌塊
摘出術施行時には抗真菌薬は使用せず，尿路常在菌を対象
に AMK単回投与を周術期予防抗菌薬として提案した。術
後発熱や排尿時痛，真菌血症は認めず，血糖は 189 mg/dL
で推移した。主治医と協議の上，カナグリフロジンは術後
も中止を継続し，メトホルミンとグリメピリドにて退院し
た。退院後は病診薬連携にて薬剤情報を共有し，カナグリ
フロジンが中止継続され，血糖コントロール良好である旨
を確認，術後 4カ月後の膀胱鏡にて真菌塊の消失を認めた。
【考察】糖尿病は真菌による尿路感染症のリスク因子で，
好中球機能低下や真菌由来類似蛋白の過剰発現が指摘され
ている。SGLT2阻害薬の長期服用で，尿の高糖濃度が惹
起され本蛋白の発現が促進し，以前の手術に起因する膀胱
壊死部への定着を助長した結果，真菌塊を発症したと考え
る。医師・薬剤師協働による術前の被疑薬中止と血糖管
理・病態把握が周術期薬剤適正使用に繋がる。

089．当院で分離されたカルバペネム耐性グラム
陰性桿菌に対する Cefiderocolの薬剤感受性
の検討

香川 麻衣 1，別所 昭宏 2，花房 伸幸 3，小池 彩子 3，
森 英樹 3，奥 格 4，大山 智之 1

1岡山赤十字病院検査部
2岡山赤十字病院呼吸器内科
3岡山赤十字病院薬剤部
4岡山赤十字病院麻酔科
【はじめに】Cefiderocolはカルバペネマーゼに対して安
定性を獲得し，多剤耐性グラム陰性菌に対して抗菌活性を
示すシデロフォアセファロスポリン系抗菌薬である。多剤
耐性菌治療の選択肢として期待されているが，国内におい
て実際に各医療機関で測定された感受性報告は少ない。今
回，当院で分離されたカルバペネム耐性グラム陰性桿菌に
対し，Cefiderocolの薬剤感受性試験を実施したので報告
する。
【対象・方法】2011年から 2024年の間に当院で分離さ
れたカルバペネマーゼ産生腸内細菌目細菌（CPE）57株，
カルバペネマーゼ非産生腸内細菌目細菌（non-CPE）4株，
カルバペネム系抗菌薬に耐性を示す Pseudomonas aerugi-
nosa 18株，Stenotrophomonas maltophilia 5株の計 78株を
対象とした。Cefiderocolの薬剤感受性試験は一般細菌MIC
ドライプレート（塩野義製薬）を用いてMIC値（μg/mL）
を測定し，判定は CLSI M100-ED33に準じた。
【結果】各菌種の CefiderocolのMICの範囲は，CPEが
≦0.03～2，non-CPEが 0.5～4，P. aeruginosaが≦0.03～1，
S. maltophiliaは≦0.03～0.12となり，いずれの菌種も感受
性率は 100％であった。
【考察】Cefiderocolはカルバペネム耐性グラム陰性桿菌
に対して良好な感受性を示し，多剤耐性菌に対して有効な
治療の選択肢となる可能性がある。本検討の limitationと
して，単一施設での検討であること，一部保菌調査の株が
含まれており CPEはすべて IMP型であることが挙げられ
る。Cefiderocol耐性株の報告もあることから，今後地域
や全国的なサーベイランス等で感受性データの蓄積が望ま
れる。

090．当院において分離された CPEに対するセ
フィデロコルの薬剤感受性の検討

村上 悦子 1,2，石松 昌己 2,5，長山 香織 1,2，
藤井 哲英 2,4，森原 順子 2,4，萱 智史 2,4，
吉岡 大介 2,3，大石 智洋 2,3

1川崎医科大学附属病院中央検査部
2川崎医科大学附属病院感染管理室
3川崎医科大学附属病院臨床感染症科
4川崎医科大学附属病院薬剤部
5川崎医科大学総合医療センター中央検査部
【目的】セフィデロコルは，多剤耐性菌を含むグラム陰
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性菌の外膜を効果的に通過して抗菌活性を発揮する新規の
シデロフォアセファロスポリン系抗菌薬である。鉄と結合
する独自の構造を有することにより，細菌が鉄を取り込む
ために利用する鉄トランスポーターを介し，細菌内に能動
的に運ばれる。その結果，細菌のペリプラズム内に取り込
まれ，細胞壁合成を効率的に阻害する。当院において分離
されたカルバペネマーゼ産生腸内細菌目細菌（CPE）に対
するセフィデロコルの有効性確認のため薬剤感受性試験を
実施し，検討した。
【方法】2019年 8月から 2024年 3月に分離され，メル
カプト化合物（SMA）法および，クイックチェイサー IMP
にてメタロ β ―ラクタマーゼ（MBL）産生菌と確認された
CPE 15株（Klebsiella pneumoniae（MBL産生菌）1株，Kleb-
siella pneumoniae（MBL産 生 菌）（CRE）3株，Klebsiella
pneumoniae（MBL産 生菌・ESBL産生菌）3株，Klebsiella
pneumoniae（MBL産生菌・ESBL産生菌）（CRE）1株，Es-
cherichia coli（ MBL産生菌）（CRE）2株，Escherichia coli
（MBL産生菌・ESBL産生菌）（CRE）1株，Klebsiella oxy-
toca（MBL産生菌）（CRE）2株，Enterobacter cloacae com-
plex（MBL産生菌）（CRE）1株，Enterobacter cloacae com-
plex（MBL産生菌・ESBL産生菌）（CRE）1株）につい
て「塩野義製薬一般細菌MICドライプレート」を使用し，
セフィデロコルの薬剤感受性試験を実施した。薬剤感受性
結果については CLSIに準拠し判定した。
【成績】当院で分離された CPE 15株に対するセフィデ
ロコルのMICは≦ 0.03～1 μg/mLとなり，CLSIの判定
基準よりすべての株で感受性ありと判定された。
【結論】セフィデロコルは CPEに対する治療薬として有
効であることが示唆された。セフィデロコル耐性株の報告
もあることからさらなる感受性データの蓄積が必要である
と考えられた。

091．尿 路 由 来 Escherichia coli に 対 す る
AWaRe分類で Accessに分類されている経
口抗菌薬の感受性率について

上田 舞衣子 1,2，村谷 哲郎 1,2,3，朔 晴久 1,2,3

1ひびき AMR研究会
2ひびき臨床微生物研究会
3小倉到津病院
【背景および目的】本年度の診療報酬改定時に，抗菌薬
適正使用体制加算の算定条件に，外来で使用する抗菌薬の
うち，Accessに分類される抗菌薬の使用比率が 60%以上
などの基準が追加された。尿路感染症で汎用されているキ
ノロン系などはWatchに分類されており，Accessに分類
されている薬剤の使用頻度は低い。また，通常薬剤感受性
測定がなされていない薬剤もあり，感受性率を明らかにす
ることは重要であると考える。そこで，Accessに分類さ
れているペニシリン系および β -lactamase阻害剤との合剤，
CEX，DOXY，ST合剤を含むペニシリン系抗菌薬の感受

性率について検討した。
【材料と方法】2011～2019年に分離された尿路由来 E.
coli 3,546株を対象とした。薬剤感受性測定は寒天平板希
釈法で実施した。完全匿名化された菌株であり臨床情報は
ないので，単純性尿路感染症を想定した 15～50歳女性由
来 307株（uUTI），複雑性尿路感染症を想定したそれ以外
の 3,239株（cUTI）に分けて検討した。使用した薬剤は
ABPC，AMPC，SBT/ABPC，CVA/AMPC，CEXを 含
む経口セフェム 10薬剤，キノロン系 4剤，DOXY，MINO，
ST，FOM，ニトロフラントインの 23薬剤である。ブレ
イクポイントの設定されていない薬剤は体内動態の類似し
ている同系統薬剤のものを使用した。
【結果】感受性率は uUTI/cUTIでは CVA/AMPC 84.7/

75.7%%，CEX 88.3/65.2%，DOXY 80.5/66.8%，ST合剤 87.3/
78.5%であった。cUTIでのキノロンの感受性率は 50%未
満であり，DOXYおよび ST合剤の方が優れていた。CEX
の感受性率は，第三世代経口セフェムとほぼ同じであり，
ESBL産生株以外には感受性であった。
【考察】尿路感染症に対して，Accessに分類される薬剤
である CVA/AMPC，CEX，DOXY，ST合剤の感受性率
は，Watchに分類されているキノロン系，第三世代経口
セフェムに劣ることは無く，cUTIに対する DOXY，ST
合剤の感受性率はキノロン系よりも優れていた。これらの
薬剤の感受性測定が必要であると考える。

092．血液培養より検出された Panton-Valentine
Leukocidin（PVL）陽性MRSAの分子疫
学解析

加勢田 富士子 1,2，村田 美香 2，太田 賢治 1,2，
賀来 敬仁 1,2，小佐井 康介 1,2，栁原 克紀 1,2

1長崎大学大学院医歯薬学総合研究科病態解析・診断学分
野
2長崎大学病院検査部
【目的】米国で検出されるMRSAは市中，院内共に，

SCCmec IV型/ST8で Panton-Valentine Leukocidin（PVL），
ACME（arginine catabolic mobile element）を保有する
USA300株が主流であるが，本邦で検出されるMRSAの
PVL陽性率は低く，SCCmec IV型で ST1や ST8に属す
るものが多い。しかし，近年では皮膚科外来検体より検出
されるMRSAにおいて，PVL陽性率は上昇しており，特
に USA300株のバリアントである Ψ USA300株が増加し
ている。Ψ USA300株は SCCmec IV型を構成する ccrB2
遺伝子に 12塩基欠失を認めることが特徴である。今回血
液培養より検出されたMRSAを対象に PVL陽性率を調査
し，PVL陽性株の分子疫学的特徴を明らかとする。
【方法】長崎大学病院において 2013年から 2022年の 10
年間に血液培養より検出されたMRSAに対し全ゲノム
シークエンスを行い，SCCmec type，MLST，PVL遺伝子，
ACME，ccrB2遺伝子の 12塩基欠失を解析した。さらに
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PVL陽性株に関しては患者情報をカルテより収集した。
【結果】MRSA 192株中，PVL遺伝子陽性は 5株（2.6%，

2017年 1株，2019年 1株，2020年 2株，2021年 1株）認
められた。5株全てが，SCCmec IV型で ST8，ACMEを
保有しており，USA300株と考えられた。そのうち 2株
（2017年 1株，2020年 1株）は ccrB2遺伝子に 12塩基欠
失を認め，Ψ USA300であった。Ψ USA300株が検出さ
れた 2例は深部皮膚軟部組織感染症，化膿性脊椎炎であり，
USA300株が検出された 3例は肺炎，感染性心内膜炎，発
熱性好中球減少症であった。
【結論】PVL陽性MRSAは，2017年以降，少ないもの
の血液培養からも検出されるようになっており，特に皮膚
軟部組織感染症由来のMRSA菌血症である場合は Ψ
USA300株の可能性がある。一方，院内より検出された
MRSAであっても PVL陽性である場合も認められ，今後
の院内における広がりに注意が必要と考えられた。

093．菌血症を伴う急性胆管炎の経験的治療にお
けるセフメタゾールとカルバペネムまたは
タゾバクタム・ピペラシリンの有効性比較

青戸 和宏 1,2，豕瀬 諒 1，小阪 直史 2，村木 優一 1

1京都薬科大学臨床薬剤疫学分野
2京都府立医科大学附属病院薬剤部
【目的】セフメタゾール（CMZ）は基質拡張型 β ―ラク
タマーゼ産生腸内細菌目細菌（ESBL-E）に活性を有して
いる。そのため，カルバペネムやタゾバクタム・ピペラシ
リン（TAZ/PIPC）の代替薬として注目されているが，そ
の臨床的有効性に関する情報は不足している。本研究では，
菌血症を伴う急性胆管炎の経験的治療における CMZの有
効性をカルバペネムまたは TAZ/PIPCと比較した。
【方法】2014年 4月から 2022年 12月の間に当院で菌血
症を伴う急性胆管炎を発症し，経験的治療に CMZ，カル
バペネムまたは TAZ/PIPCが使用された患者を対象とし
た。対象患者を CMZ群と CP群（カルバペネムまたは
TAZ /PIPCを使用）に分類し，転帰を比較した。除外基
準は，18歳未満，24時間以内の死亡，敗血症性ショック
を伴う患者とした。
【結果】対象患者は 99名（CMZ群：54名，CP群：45
名）であった。CMZ群と CP群の患者背景は同様であり，
30日死亡率（4％ vs. 7%, P = 0.66）や抗菌薬による総治
療期間（12日 vs. 14日, P = 0.061）に差は認められなかっ
た。一方，CMZ群では，経口抗菌薬への切り替え率が高
く（50% vs. 13%），入院期間（8日 vs. 15日, P＜0.001）が
短かった。
【考察・結論】CMZによる経験的治療は，カルバペネム
または TAZ /PIPCと比較して，30日死亡率を増加させ
なかった。また，CMZは経口抗菌薬への切り替えを容易
にすることで，入院期間の短縮に寄与する可能性が示唆さ
れた。

会員外共同研究協力者：四方 敬介

099．レムデシビル投与下における腎機能障害の
発症因子の探索

澤田 真嗣 1,2，藤田 将輝 1,2，友金 幹視 1

1京都第二赤十字病院薬剤部
2京都第二赤十字病院感染管理室
【背景・目的】レムデシビル（以下 RDV）は COVID-19
の治療薬として広く使用されているが，その使用に伴う腎
機能障害のリスクについては十分に解明されていない。本
研究は，RDV投与下における腎機能障害の発症因子を明
らかにすることを目的とした。
【方法】2020年 8月から 2024年 2月までに，京都第二
赤十字病院で RDVを投与された 367例の患者を対象とし
た。このうち，小児 5例，外来 5例及び血液検査未施行 12
例を除外し，345例を解析対象とした。腎機能障害は
CTCAEでグレード 1以上とした。併用薬及び患者背景は
電子カルテを用いて後方視的に調査した。カテゴリ変数の
解析には Fisherの正確検定を，連続変数の解析にはMann-
Whitneyの U検定を適用した。統計解析は EZR（1.64）を
使用し，統計的有意水準は 5%未満とした。
【結果】RDV投与前の腎機能正常症例は 101例（29.3%）
であった。このうち，RDV投与後に腎機能障害を発症し
た（発症群）26例（25.7%）と，発症しなかった（非発症
群）75例（74.3%）に群分けした。発症群ではファモチジ
ンの併用が 5例（23.8%）に対して非発症群は 2例（2.7%）
と有意に高かった（p＜0.05）。また，発症群の年齢は中央
値が 72.5（範囲：46～96）歳に対して，非発症群は 65（19～
96）歳と有意に高かった（p＜0.05）。二項ロジスティック
回帰解析を行った結果，年齢（オッズ比（OR）：1.07，95%
信頼区間（95%CI）：1.02～1.12，p＜0.01），ファモチジン
の併用（OR：13.9，95%CI：2.1～92.9，p＜0.01）の他，メ
トクロプラミドの併用とレボフロキサシンの併用が独立し
たリスク因子として検出された。
【考察】本研究の結果から，年齢，ファモチジン，メト
クロプラミド，レボフロキサシンの併用が腎機能障害の独
立したリスク因子であることが明らかとなった。腎機能に
影響を与えるこれらの因子は RDV併用時に注意が必要で
あることが示唆された。一方で，本研究は症例数が限られ
ていたため，患者背景の均質化を達成することが困難で
あった。今後，更に症例を蓄積して RDV投与下での腎機
能障害の発生メカニズムの解明に寄与したいと考えている。

101．当院における Tixagevimab/Cilgavimabの
投与症例の検討

町田 尚子 1,2，松尾 裕央 2，忽那 賢志 2

1大阪大学医学部附属病院薬剤部
2大阪大学医学部附属病院感染制御部
【目 的】Tixagevimab/Cilgavimab製 剤（以 下，TGM/
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CGM）が，2022年 10月より「発症抑制目的」での使用
が可能となった。当院における TGM/CGM投与症例を調
査し，特徴，副作用，有効性などを検証する。
【対象と方法】2022年 10月 1日から 2023年 5月 31日
の期間に，当院で TGM/CGMを投与した患者における現
疾患や治療歴などの患者背景，TGM/CGM投与前および
投与後 6カ月間の COVID-19ワクチン接種歴や COVID-19
罹患歴および治療歴などについて，診療録を用いて後方視
的に調査した。
【結果】対象者は 185名。血液疾患 121名，固形臓器移
植後 49名，免疫疾患 15例であった。血液疾患は悪性リン
パ腫 68名，白血病 18名，多発性骨髄腫 22名，その他の
疾患 13名であった。固形臓器移植では肺移植後 41名，心
肺同時移植後 1名，膵腎同時移植後 7名であった。TGM/
CGM投与前にワクチン接種済み 166名，罹患歴あり 36
名であった。TGM/CGM投与後 2名に紅斑や掻痒感など
の症状が出現したが，各々経過観察と抗アレルギー薬投与
で症状改善した。TGM/CGM投与後 6カ月以内に罹患し
たのは 12名であり，投与後から発症までの日数は平均 78
日間であった。4名入院したが重症化は認めなかった。罹
患者 12人の内訳は 4名が造血幹細胞移植後，1名が CAR-
T療法後，2名が肺移植後，1名が心肺同時移植後であっ
た。
【考察】当院で TGM/CGMを投与した患者の 65%は血
液疾患患者であり，次いで多かったのが肺移植後患者で
あった。当院は固形臓器における全臓器移植可能施設であ
るが，観察期間中の心臓，腎臓，肝臓，小腸移植後の患者
への投与はなかった。副作用と思われる症状は軽度であっ
た。罹患者の割合は血液疾患患者と固形臓器移植後患者で
大きな差は見られなかった。いずれも重症化にはいたらな
かった。

103．当院の投与症例から見た COVID-19経口抗
ウイルス薬の効果について

盛田 篤広 1,2，澤田 真嗣 2,3

1日本赤十字社京都第二赤十字病院感染制御部
2日本赤十字社京都第二赤十字病院消化器内科
3日本赤十字社京都第二赤十字病院薬剤部
【背景と目的】COVID-19が 2023年 5月に 5類感染症と
なり，その治療において経口抗ウイルス薬の果たす役割は
大きいと考えられる。当院で治療を行った症例を対象とし
て治療効果を検証することを目的とした。
【対象と方法】対象は 2021年 12月から 2024年 2月まで
に当院で経口抗ウイルス薬（Molnupiravir（MPV），
Nirmatrelvir-ritonavir（RBN），Ensitrelvir fumarate（En-
sitrelvir））を投与した COVID-19患者 154例である。こ
れらの薬剤の 1．投与状況（外来，入院），remdesivir（RDV）
への移行頻度を検討し，2．投与症例数の最も多かった
MPVについては RDVへの移行あり，なしの 2群に分け

て，病態悪化に関与する因子を単変量，多変量解析にて検
討した。
【結果】1．各薬剤の投与数，外来/入院，RDV移行例（割
合）はそれぞれMPV：110，67/43，9（8.2%），RBN：30，
23/7，1（3.3%），Ensitrelvir：14，14/0，1（7.1%）であっ
た。2．MPVでの RDV移行は 9例（8.2%）で認め，移行
あり群となし群では単変量解析では悪性腫瘍既往（P＜
0.01），自己免疫性疾患既往（P＜0.01），肝疾患既往（P＜0.05）
で有意差を認めたが，性別，年齢，消化器癌，リウマチ疾
患，死亡転帰の項目では有意差を認めなかった。多変量解
析では悪性腫瘍既往（オッズ比 17，95%信頼区間：2.93～
98.2，P＜0.01），肝疾患既往（オッズ比 8.31，95%信頼区
間：1.41～49.1，P＜0.05）が独立因子として抽出された（ロ
ジスティック回帰分析）。
【考察と結語】経口抗ウイルス薬投与後に病態悪化また
は症状再燃にて 3.3～8.2%で RDVの投与が必要となった。
悪性腫瘍，自己免疫性疾患，肝疾患の既往を有する症例で
は病態悪化を念頭に置いて治療を行う必要があると考えら
れた。

104．免疫不全者における COVID-19の治療指針
の提言

尾形 誠，福田 直樹，矢村 明久，宮下 修行
関西医科大医学呼吸器感染症アレルギー内科

SARS-CoV-2陽性患者の軽症から中等症の患者において，
多くの例で，ウイルスが分離されるのは，発症 10日目ま
でであり，PCR検査の結果によらずこれらの症例からの
二次感染のリスクは低いと考えられている。しかし，症状
が消失してからも長期的 SARS-CoV-2 RNAが陽性になる
症例が一定数あることは知られている。RNAが陽性であっ
ても必ずしも感染性のあるウイルス粒子が存在していると
は限らず，軽症・中等症においては，発症 10日目以降の
症例からの感染のリスクは低いことが示唆されている。免
疫不全患者ウイルス分離を行った研究では，重症免疫不全
患者では発症 20日目以降も感染性を有するウイルスが分
離される可能性が示されている。当院でも悪性リンパ腫を
中心に，移植患者などの免疫不全者において，遷延性感染
が複数認められた。免疫不全者における遷延性 COVID-19
感染に関して，症例報告はあるものの，定まった指針は提
言されていない。この度，2020年から 2023年免疫不全者
における遷延性 COVID-19の入院症例 44例について検討
した。遷延性 COVID-19についての病態，対応，治療指
針を提言したい。

107．当院における過粘稠性 Klebsiella pneumo-
niae 菌血症に対する臨床的検討

木村 光孝 1，森本 将矢 1,2，小島 光恵 1，小泉 祐介 1,2

1和歌山県立医科大学附属病院感染制御部
2和歌山県立医科大学臨床感染制御学講座
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【目的】過粘稠性の Klebsiella pneumoniae（以下 hvKp）に
よる感染症は，近年日本を含むアジア諸国を中心に世界各
国で増加している。特に hvKpは肝膿瘍や脳膿瘍といった
膿瘍性病変を来たしやすいことから，治療が難渋化する例
も散見される。このため当院における hvKp菌血症に対す
る臨床的特徴を把握するため調査を行った。
【方法】2021年 1月から 2024年 4月の期間において，血
液培養から hvKpが検出された症例を対象とした。カルテ
より後方視的に患者背景，使用抗菌薬，治療期間，感染巣，
播種性病変の有無などについて調査を行った。
【結果】期間内に血液培養から hvKpが検出された症例
は 22例であった。うち入院せず転送された症例を除き，20
例を本調査の対象とした。年齢は中央値 70歳（IQR 65～
80）で男性が 14例（70%）であった。主な基礎疾患は悪
性腫瘍が 12例（60%），糖尿病が 3例（15%）であった。
感染巣としては胆道が 11例（55%）で最も多く，次いで
肺が 5例（25%），尿路および不明がいずれも 2例（10%）
であった。治療期間の中央値は全体では 17日（IQR 12～
25），また 5例（25%）で内服へのスイッチが行われた。28
日死亡率は 15%（3例）であった。主な治療薬として，19
例でセフェム系薬が選択されていた。一方でカルバペネム
系薬が投与されたのは 6例（平均投与日数 3日），キノロ
ン系薬が投与されたのは 6例（平均投与日数 17日）であっ
た。
【結論】患者背景などは既存の報告と大きく変わりない
結果であった。治療期間に関しては，膿瘍性病変を認めた
症例で長期加療を要したが，症例によっては治療の短期化
や内服スイッチも可能であった。治療薬としてはセフェム
系薬が中心であった一方で，カルバペネム系薬は 1例あた
りの投与日数は短く，hvKp菌血症において必須ではない
と考えられた。さらに播種性病変を認めた例や内服スイッ
チの際にはキノロン系薬が有効であった可能性があり，病
状に応じた抗菌薬選択が重要である。
会員外共同研究協力者：稲田 由佳梨，辻田 愛，則村 大
輔

117．基質特異性拡張型 β ―ラクタマーゼ産生 Es-
cherichia coli 菌血症患者に対する CMZへ
の de-escalationが臨床アウトカムに及ぼす
影響

山田 楊太 1,4，宮崎 元康 1,2,4，串間 尚子 3,4，
小川 新 1,4，石井 寛 3,4

1福岡大学筑紫病院薬剤部
2福岡大学病院薬学研究室
3福岡大学筑紫病院呼吸器内科
4福岡大学筑紫病院感染制御部
【目的】基質特異性拡張型 β ―ラクタマーゼ（ESBL）産
生 Escherichia coli（ESBL-EC）菌血症による治療において，
カルバペネム系抗菌薬の代替として CMZの有用性を示す

エビデンス構築が望まれている。本研究では，当院の
ESBL-EC菌血症患者を対象に，CMZへの de-escalation
が臨床アウトカムへ及ぼす影響について調査することを目
的とした。
【方法】2020年 4月から 2024年 3月までの 4年間にお
いて，当院で血液培養から ESBL-ECが検出された 62名
の患者を対象とした。CMZへの de-escalationが実施され
た群（DE群）と実施されなかった群（非 DE群）の 2群
に分類し，de-escalationと治療失敗率（30日死亡および
治療終了後の再燃）との関連について調査を行った。
【結果】抗菌薬適正使用支援チームによる de-escalation
の提案は，非 DE群と比較して DE群で有意に高い値を示
した（26.9% vs. 72.2%，p＜0.001）。治療失敗率に関して
は，非 DE群と DE群の間で有意な差は認めなかった
（30.8% vs. 22.2%，p＝0.44）。
【結論】本研究では，ESBL-EC菌血症に対する広域抗菌
薬から CMZへの de-escalationは，臨床アウトカムを悪化
させない可能性が示唆された。本研究は，単施設の後ろ向
き研究であり今後さらなる検証を行う必要がある。

118．全自動血液培養装置の CNS汚染症例診断に
与える影響

久保 有子 1，北川 浩樹 2，田寺 加代子 3，
大森 慶太郎 2，野村 俊仁 2，繁本 憲文 2，大毛 宏喜 2

1広島大学病院感染制御部
2広島大学病院感染症科
3広島大学病院診療支援部臨床検査部門
【目的】全自動血液培養装置の陽性化までの時間（TTP）
短縮が，CNS汚染診断（≧20時間が目安）に及ぼす影響
を明らかにする。
【方法】バクテアラート™ 3D微生物培養検査システム
を運用していた 2021年 4月～2022年 3月（導入前群）と，
全自動血液培養装置バクテアラート Virtuo™の使用を開
始した 2022年 4月～2023年 10月（導入後群）とで，CNS
陽性例の TTPを比較した。
【結果】両期間に提出された血液培養（導入前 7,051セッ
ト，導入後 10,578セット）のうち，真の CNS菌血症は導
入前 26例（陽性ボトル 92本），導入後 41例（150本）で
あった。また CNS陽性例のうち汚染と診断した症例は，導
入前で 55例（陽性ボトル 72本），導入後で 76例（99本）
であった。真の CNS菌血症の TTPは，導入前後で有意
な差はなかった（中央値 17.0時間 vs 15.8時間，P＝0.11）。
一方，CNS汚染症例の TTPは，導入後の方が有意に短かっ
た（中央値 22.5時間 vs 19.6時間，P＝0.01）。また，汚染
症例における TTP≦18時間および≦20時間の割合は，導
入後の方が有意に高かった（19.4% vs 36.4%，P＝0.02；
29.2% vs 51.5%，P＜0.01）。
【結論】全自動血液培養装置の TTP短縮により，従来
よりも早期に CNS汚染症例が認められるようになったこ
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とから，TTP≧20時間は CNS汚染診断の目安とならない
可能性が示唆された。

119．市中病院における黄色ブドウ球菌菌血症バ
ンドルに関する AST活動

浮村 聡 1,2，足立 参希 3，田中 鉄也 1,3

1市立ひらかた病院医療安全管理室・感染制御部門
2大阪医科薬科大学
3市立ひらかた病院薬剤部
【背景】市立ひらかた病院は 335床の公立病院で第 2種
感染症指定医療機関であり，COVID-19流行中は積極的に
COVID-19の軽症，中等症患者を受け入れてきたが感染症
専門医は不在であった。2024年 4月 1日に感染症専門医・
指導医が着任し，研修施設として認定されるとともに AST
活動の活性化を開始した。
【目的】市立ひらかた病院における黄色ブドウ球菌菌血
症患者におけるバンドル実施率と予後との関連を調査し，
AST活動活性化の効果を評価する。
【方法】2022年度と 2023年度の黄色ブドウ球菌菌血症
患者におけるバンドル実施率と予後を調査し，2024年 4
月以降 AST活動を活性化した後の 6カ月と比較検討する。
【結果】2022年度と 2023年度の 2年間の解析対象は 29
例で 90日死亡は 6例で死亡率は 20.7％，MRSA（25%）と
MSSA（17.6%）の死亡率に差はなかった。生存例のバン
ドル実施数（3.6±1.3）は死亡例（1.7±2.0）に比べて有意
に（p=0.034）多かった。後半 6カ月の 90日死亡はMRSA
1例で死亡率は 14.2％であった。前半 2年間のバンドル実
施数（3.6±1.3）に比べて後半 6カ月間のバンドル実施数
（4.7±0.5）は有意に（p=0.016）大きかった。前半（20.7%）
と後半（14.2%）の死亡率に差はなかった。
【考案】バンドル実施数というプロセス指標は改善した
が予後に差はなく，今後症例数の増加した時点での再評価
が必要と考えた。通常稀な黄色ブドウ球菌のコンタミネー
ションを 2例認め，血液培養の手技の再評価が必要と考え
た。
【結語】市立ひらかた病院における黄色ブドウ球菌菌血
症のバンドルに関して解析し，バンドル実施率というプロ
セス指標は改善したが，アウトカムに差はなかった。症例
数が少なく，今後の再評価が必要と考えた。

120．神戸大学医学部附属病院における尿中分離
菌・薬剤感受性成績の年次推移

三田 淑恵 1，前田 光毅 1，楠木 まり 2，中野 雄造 1

1神戸大学医学部腎泌尿器科学
2神戸大学医学部附属病院検査部
【目的】Compromised hostが漸増し尿路感染症（UTI）
治療にしばしば難渋する。また，ESBL産生菌などの薬剤
耐性菌が原因菌である場合，この菌に感受性のある抗菌薬
投与が遅れ，時に重篤化をまねいている。そこで，神戸大

学医学部附属病院での尿中分離菌についてその分離頻度お
よび薬剤感受性について検討した。
【対象と方法】神戸大学医学部附属病院において 2019年
から 2023年までの 5年間に UTIにて尿中より 104 cfu/
mL以上の菌数を示した尿中分離菌株を対象として，泌尿
器科外来・入院および他科入院別に分類し，各菌種分離頻
度，および主要分離菌の薬剤感受性の推移を検討した。ま
た，同一患者について同じ感染エピソードでの同一菌種の
重複は避けて集計した結果 2023年度の各菌種分離頻度は，
泌尿器科外来・入院および他科入院群においてほぼ例年ど
おりであった。分離菌種に関しては，高頻度順に E. coli，E.
faecalisが分離されており，うち，E. coliにおける薬剤感受
性率は，CMZ以外において前年度に比し薬剤感受性が改
善していた。また，大腸菌における LVFX耐性菌，ESBL
産生菌の分離率においても，順に 29%，14%と前年度に
比し減少していた。
【考察】尿中より最も多く分離されていた E. coliのうち，

LVFXに関して 2023年度には感受性が 71%まで改善して
おり使用頻度の高い泌尿器科外来においての適正使用は徹
底されてきたものと思われた。一方 CMZの感受性低下が
みられ点滴抗菌薬の使用に関しては再考する必要があると
思われた。
会員外共同研究協力者：三宅 秀明

121．メロペネムの処方制限による広域抗菌薬の
処方動向の変化と緑膿菌耐性率への影響に
関する調査

田久保 慎吾 1，小山 佑輔 1，植田 貴史 2，中嶋 一彦 2

1兵庫医科大学病院薬剤部
2兵庫医科大学病院感染制御部
【目的】当院では，メロペネム（MEPM）の供給停止に
伴い，MEPMの処方制限を実施した期間がある。今回，処
方制限の影響による抗緑膿菌薬（広域抗菌薬）の使用状況
の変化と緑膿菌耐性率の変動について調査した。
【方法】MEPM処方制限前の 2022年 1月から 8月を制
限なし期間，処方制限した 2022年 9月から 2023年 4月を
制限あり期間とし，広域抗菌薬はカルバペネム，タゾバク
タム・ピペラシリン（TAZ/PIPC），緑膿菌活性を有する
セフェム（セフェム），キノロンの 4系統とした。各広域
抗菌薬の DOT（1,000患者日あたり），使用患者数，投与
日数及び各広域抗菌薬に対する緑膿菌の耐性率を制限前後
で比較した。また，耐性率と DOT，使用患者数，投与日
数との相関性を調査した。
【結果】制限前後で DOTは，カルバペネムは減少（39.7
±3.6 vs 25.7±3.2，p＜0.001），TAZ/PIPCは増加（32.4±
3.7 vs 40.8±5.2，p＝0.004）し，セフェム，キノロンは差
がなかった。使用患者数は，カルバペネムは減少（109.4
±6.9/月 vs 81.4±9.6/月，p＜0.001），TAZ/PIPC，セフェ
ムは増加した（115.0±10.2/月 vs 151.3±14.0/月，p＜0.001，
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72.8±12.0/月 vs 88.4±10.2/月，p＝0.020）。投与日数は，
カルバペネムのみ減少（8.0±0.6 vs 7.3±0.4，p＝0.010）し
た。緑膿菌の耐性率は，制限前後でカルバペネムのみ低下
し（22.1% vs 13.4%，p＝0.047），TAZ/PIPCとセフェム
は差がなかった。カルバペネムに対する緑膿菌の耐性率と
カルバペネムの DOTと使用患者数は正の相関を認め（r
＝0.75，p＝0.032，r＝0.88，p＝0.004），投与日数において
は相関を認めなかった（r＝0.24，p＝0.567）。
【考察】MEPMの処方制限によりカルバペネムの使用量
は低下し，相対的に TAZ/PIPCが増加した。カルバペネ
ムの DOT，使用患者数と緑膿菌の耐性率が相関を認めた
ことより，カルバペネムの投与日数の制限よりもカルバペ
ネムの使用人数を減らすことが耐性率の低下に大きく関与
すると考えられる。

一般演題（ポスター）

01．腎機能正常例へ使用された TAZ/PIPCの投
与量，投与回数の違いによる予後の調査

田中 由紀子
守山市民病院薬剤科
【目的】当院は一般病棟，療養病棟，回復期リハビリテー
ション病棟を備えたケアミックス型病院である。その中で，
抗菌薬治療が必要な症例も多々ある中，重症化リスクのあ
る患者には TAZ/PIPCを投与される機会もしばしばある。
しかし，院内での投与量や投与回数に関しては統一されて
おらず，治療効果や入院期間，死亡率など明らかになって
いない。そこで，腎機能正常例へ使用された TAZ/PIPC
の投与量，投与回数の違いによる予後を調査することとし
た。
【方法】2022年 4月～2024年 4月の期間で，Ccr 50以
上の入院患者に投与された TAZ/PIPC 4.5 g×2回，4.5 g
×3回の 2群について患者背景，感染症名，原因菌，解熱
までの期間，生存期間について後方的に調査することとし
た。
【結論】高齢者の場合，腎機能が正常例であっても，推
奨投与量よりも少ない量で効果がある場合があり，有意な
差は認められなかった。しかし，抗菌薬の有害事象や耐性
菌の出現を防止するためにも，最適な投与量を勘案してい
くことは，薬剤師として必要な介入事項であることを改め
て認識することができた。

02．バンコマイシン TDMソフトウェア PATへ
変更後の調査

安田 拓矢
新小文字病院薬剤科
【目的】当院ではバンコマイシン（VCM）を使用するす
べての患者に対し，トラフ値を元に解析ソフトを用いて投
与設計を行ってきた。抗菌薬 TDMガイドラインの改訂に

伴い，血中濃度-時間曲線面積（AUC）に基づく投与設計
が推奨され，当院でも 2022年より Practical AUC-guided
TDM for vancomycin AUC-guided dosing ＆ monitoring
（PAT）を使用し投与設計を行うことにした。私自身が抗
菌化学療法認定薬剤師であるため PATの使用方法や注意
点等を定期的に指導した。今回，改訂されたガイドライン
に沿った初期投与設計が行えていたか調査した。
【方法】PAT導入時に改訂されたガイドラインの紹介や
ソフトの実践的な使用方法の勉強会を行い，PAT導入を
スムーズに行えるように様々な取り組みを行った。今回
2022年 4月～2024年 3月の期間で VCMの初期投与設計
に介入した患者 84名を対象とし初期投与設計時の 24時間
AUC，24～48時間 AUC，AUC/MICを算出し，適正な初
回負荷量や維持量が選択できていたかを調査した。
【結果】24時間 AUCの平均は 435.33 μg・h/mL（中央
値：471.84 μg・h/mL），24～48時間 AUCは 483.15 μg・
h/mL（中央値：459.30 μg・h/mL），AUC/MIC平均 564.16
μg・h/mL（中央値：500.96 μg・h/mL）であった。また，
血中濃度測定は平均 3.46回投与後（中央値：3回投与後）
に測定していた。
【考察】ガイドラインには 24～48時間 AUCの目標値は

450 μg・h/mL前後，定常状態での AUC/MICは 400～600
μg・h/mLが推奨されている。今回の調査より早期に目
標とされる AUCに到達し，定常状態でも有効な AUC/
MICを保てるような投与設計が行えていたと思われる。ま
た，重症/複雑性感染症例では治療開始早期に初回 TDM
を実施すると記載があり，血中濃度測定時期もガイドライ
ンを遵守した早期に測定が行えていた。
【結語】今回の調査で抗菌化学療法認定薬剤師が勉強会
を行ったことで，PATを使用する投与設計が適切に行え
ていたと考える。

04．当院における腸球菌の検出状況調査
平峯 侑恵，永野 真久，高武 嘉道，橋本 雅司
九州医療センター薬剤部
【目的】腸球菌 Enterococcus gallinarum，Enterococcus cas-
seliflavusは vanC遺伝子を保有し，バンコマイシンに自然
耐性であるとされている。そのため，当院では血液培養よ
り腸球菌が検出された際にテイコプラニンで治療を開始す
る症例も多くある。一方，臨床検体から分離される腸球菌
の約 7割は Enterococcus faecalisとされているため，今回当
院における腸球菌の検出状況について後方視的に調査した。
【方法】2018年 4月 1日から 2023年 3月 31日の 5年間
に，当院にて腸球菌が検出された患者を対象に調査を行っ
た。期間中，同一患者から複数回同じ菌が検出されても同
一菌とみなし 1件とした。ただし，検出材料が異なる場合
は材料ごとに 1件とした。検出材料は 10材料に分類した。
【結果】腸球菌検出件数は 10種 2,590件（うち，菌種判
定されたのは 1,488件）であった。主な内訳は E. faecalis 787



252 ���������	 Vol.73No.2

件（52.9%），E. faecium 458件（30.8%），E. galliinarum 66
件（4.4%），E. casseliflavus 63件（4.2%）であった。血液
からの検出は 6種 142件で，E. faecium 66件（46.2%）が
1番多く，次に E. faecalis 45件（31.5%）であり，E. gallina-
rumは 10件（7%），E. casseliflavusは 14件（9.8%）であっ
た。検出材料別では尿，膣分泌物，胆汁の順に検出が多く，
血液は 6番目に多い結果であった。また，バンコマイシン
に耐性を示す腸球菌が 12件検出された。いずれも菌種は
E. faeciumで，検出材料の内訳は便 9件，尿，開放膿，血
液からそれぞれ 1件ずつであった。
【考察】当院で検出された腸球菌のうち一番多いのは E.
faecalisであったが，全体の約 5割にとどまり，その他の
菌種も多く検出されていることが判明した。血液からは E.
faeciumが最も多く検出され，バンコマイシン自然耐性で
ある E. gallinarumと E. casseliflavusは合わせて 2割弱と比
較的多く検出されていたため，血液培養より腸球菌が検出
された際のテイコプラニンでの治療開始は有用性があると
考えられる。

05．メロペネム供給停止の影響に関する多施設共
同後方視的調査研究

濵﨑 翔平 1,6，高武 嘉道 2，平田 亮介 2，副島 啓司 3，
西 裕美 4，長崎 洋司 5，橋本 雅司 2

1熊本医療センター薬剤部
2九州医療センター薬剤部
3長崎医療センター薬剤部
4福岡東医療センター薬剤部
5九州医療センター感染症内科
6鹿児島医療センター薬剤部
【背景】カルバペネム系抗菌薬の一つであるメロペネム
（MEPM）の後発品が，2022年 8月に原薬由来と考えられ
る異物混入が認められたため出荷停止となった。今回
MEPM供給制限の影響について後方視的に調査した。
【方法】NHO九州グループにおける救急医療管理加算
を算定している 300床以上かつ院内感染対策チームと抗菌
薬適正使用支援チームが組織されている 5施設（NHO九
州医療センター，NHO長崎医療センター，NHO福岡東
医療センター，NHO別府医療センター，NHO鹿児島医
療センター）にて，MEPM供給停止前の 2021/9～2022/2
と供給停止後の 2022/9～2023/2の期間における抗菌薬使
用量，菌血症死亡率，耐性菌発現率を比較した。
【結果】対象施設の総病床数中央値（範囲）は 549床（405～

702）であった。カルバペネム系抗菌薬の Days of therapy
中央値（範囲）は，供給停止前 3.46（2.11～4.16）から供
給停止後 1.02（0.75～2.54）に減少した。菌血症患者は，供
給停止前は 637例，供給停止後は 638例を解析対象とした。
30日死亡率は，供給停止前 81/546（14.8%），供給停止後
103/525（19.6%）であった（P=0.043）。30日死亡の独立
したリスク因子として，MEPMの供給制限，80歳以上，Pitt

bacteremia score 4以上，血小板数 10万未満，アルブミ
ン値 2.5 g/dL未満，メチシリン耐性黄色ブドウ球菌菌血
症が抽出された。カルバペネム耐性緑膿菌の発現率は，供
給停止前 40/391（10.2%），供給停止後 33/476（7.4%）で
あった。カルバペネム耐性腸内細菌科細菌の発現率は，供
給停止前 10/3,503（0.003%），供給停止後 12/3,207（0.004%）
であった。
【考察】MEPMの供給制限により，カルバペネム系抗菌
薬使用量は大きく減少した。また菌血症死亡率がMEPM
供給制限後に悪化し，30日死亡の独立したリスク因子と
して抽出された事から，菌血症死亡はMEPM供給制限の
影響を受けていることが示唆された。

06．外来抗菌薬使用量の適正化に向けた当院
ASTのプロセス

山田 佳代 1，衛藤 大祐 2，有森 陽二郎 2

1千早病院薬剤科
2千早病院呼吸器内科
【背景・目的】薬剤耐性菌の観点から，外来抗菌薬の適
正使用が課題となっている。薬剤耐性（AMR）対策アク
ションプランを念頭に置いた AST活動を行う際，当院で
はこれまで，外来の抗菌薬処方に対して未介入であった。
そこで，外来における抗菌薬の処方率とその内訳を診療科
ごとに算出し，当院における AST活動の今後の課題を明
確にした。
【方法】当院は紙カルテ運用のため，医事課のデータよ
り抗菌薬使用量を抽出し，対象期間は，2023年 4～9月の
6カ月とした。処方錠数，処方件数，AUDを比較指標と
して，全 11診療科の外来処方を分析した。また，抽出法
に関しても EF外来ファイルを活用し，簡便にデータの集
積が得られないかの比較検討を行った。
【結果】対象期間内の抗菌薬処方率は，全処方の 5%で
あった。そのうち，第 3セファロスポリン系，キノロン系，
マクロライド系は，それぞれ 5.6%，20%，16%を占めて
いた。キノロン系の処方がどの診療科においても多く，第
3セファロスポリン系は，ほぼ全診療科で処方されており，
マクロライド系は内科系のみの処方であった。また，EF
ファイルでは，コード番号による診療科区分を細かく分け
ていない為，当院の AST活動には，診療科を細分化して
データを集積することができる医事課のデータの方が EF
外来ファイルよりも有用性が高かった。
【結論】当院の外来における抗菌薬使用傾向が初めて明
らかとなった。地域における医療機能や役割，受診患者層
が異なる中，医療機関同士で使用量を比較することには限
界があるため，まずは自院における外来抗菌薬の動向を把
握することが重要である。ASTでは，比較指標を用いて，
各診療科の外来抗菌薬使用の動向について継続した報告を
行い，院内で評価を共有し，興味関心をもつよう働きかけ
ている。この結果を元に，今後，ASTとして，どう踏み
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込んだ介入をしていくかが課題である。

08．AWaRe分類でみる当院入院患者における抗
菌薬進捗状況の報告

岩本 夢実 1,3，武富 光希 1,3，田中 康弘 1,3，
佐野 雅彦 1,3，小塩 和人 1,3，八頭司 正稔 1,3，
福岡 麻美 2,3

1佐賀県医療センター好生館薬剤部
2佐賀県医療センター好生館感染制御部
3佐賀県医療センター好生館 ICT/AST
【目的】当館では感染制御部，ASTを基本組織とした組
織横断的な感染症診療，抗菌薬適正使用推進を行っている。
2019年に抗菌薬の適正使用を評価する方法として AWaRe
分類を指標とした抗菌薬の使用量集計がWHOより提唱さ
れ，各国が Accessに分類される抗菌薬を全体の 60%以上
にする目標を掲げている。今回，入院患者に対する 3系統
経口抗菌薬（第三世代セフェム，キノロン系，マクロライ
ド系）及び，特定抗菌薬の適正使用推進が AWaRe分類に
おける使用量集計に影響したかを報告する。
【方法】経口抗菌薬に対する取り組みとして，2019年よ
りクリニカルパスに含まれる術後感染予防抗菌薬（第三世
代セフェム，マクロライド系）の削除，第三世代セフェム
の館内，館外採用薬からの削除，キノロン系・マクロライ
ド系経口抗菌薬について処方医への個別介入の強化，好中
球減少症に対するレボフロキサシンの退院時処方の処方日
数制限を順次行ってきた。また，特定抗菌薬に対する取り
組みとして，カルバペネム系，タゾバクタム・ピペラシリ
ン，抗MRSA薬，キノロン系，アミノグリコシド系注射
薬について使用時の届け出制・許可制の導入，処方医への
個別介入の強化を行った。上記の活動の成果として 2013
年から 2023年までの 11年間の使用量（AUD）を算出し，
AWaRe分類における使用量集計の推移を評価した。
【結果】経口抗菌薬全体の使用量における Accessの割
合は，2013年度と比較し 2023年度には約 30%増加した。
2021年度からは 60%以上を維持している。また，静注抗
菌薬全体の使用量における Accessの割合は変動あるが，
2013年度と比較し 2023年度は約 20%増加し 50%となっ
た。
【考察】経口抗菌薬の Accessの割合の増加は，2021年
から開始した 3系統経口抗菌薬の取り組みの成果が認めら
れたと言える。静注抗菌薬の Accessの割合は 60%に達し
ていないことから，今後はWatchに分類される抗菌薬へ
の個別介入をより強化することを検討する。

09．当院救急医療におけるメロペネム使用制限に
よる影響の調査

松下 馨介，山田 政典，吉原 涼子，小園 亜希
熊本医療センター薬剤部
【目的】メロぺネム（MEPM）は，重症感染症の初期治

療等において使用される重要な抗菌薬である。熊本医療セ
ンター（当院）においては 2022年 8月より供給不足とな
り，使用制限を行った。今回，当院の救急医療において
MEPM使用制限が抗菌薬適正使用に与えた影響について
調査した。
【方法】2021年 10月～2022年 3月（制限前）および 2022
年 10月～2023年 3月（制限後）の期間に当院救急救命セ
ンターへ入院した症例を対象とし，電子カルテより全静注
抗菌薬使用量と投与日数，転帰について後方視的に調査し
た。評価項目として，抗菌薬使用密度（AUD）および抗
菌薬使用日数（DOT）を用いた。また，MEPM使用症例
について，escalationおよび de-escalationの実施率，de-
escalationまでの投与日数を用いた。
【結果】当院救急救命センターへの入院症例のうち，静
注抗菌薬を投与した症例数は 713症例（制限前）および 974
症例（制限後）であった。MEPMの AUDは制限前 51.1
DDDs/1,000 patient-daysか ら 制 限 後 11.7 DDDs/1,000
patient-daysへ減少し，DOTも 98.8 DOTs/1,000 patient-
daysか ら 21.6 DOTs/1,000 patient-daysへ 減 少 し た。
AUD/DOTは 0.52，0.54であった。死亡退院率は 11.4%，
11.3%で有意な差はなく（p=0.97），平均入院日数も 22.4
日，22.0日で有意な差を認めなかった（p=0.91）。MEPM
使用症例は 85症例（制限前）および 30症例（制限後）で
あった。そのうち，MEPMへ escalationされた割合は 5.8%，
3.3%と制限後で増加を認めなかった。MEPMから de-
escalationされた割合は 43.5%から 66.7%へ有意に増加し
た（p=0.046）。de-escalationまでのMEPM平均投与日数
は 8.1日から 5.3日へと有意に短縮された（p=0.028）。
【考察】使用制限によりMEPMの使用量が減少した一
方で，死亡退院率，平均入院日数の増加を認めなかった。
また，MEPMへ escalationされた割合は増加せず，MEPM
から de-escalationされた割合は増加した。これらのこと
から，MEPM使用制限の中，適正使用ができたと考えら
れる。

12．愛知医科大学病院で検出された Streptococ-
cus pyogenes のM蛋白質遺伝子（emm）の
シークエンスによるM型別

山田 敦子 1，坂梨 大輔 1，髙山 美奈 1，川本 柚香 1，
大野 智子 1，末松 寛之 1，太田 浩敏 1，浅井 信博 1,2，
森 伸晃 1,2，三鴨 廣繁 1,2

1愛知医科大学病院感染制御部
2愛知医科大学病院感染症科
【緒言】Streptococcus pyogenesは咽頭炎や劇症型溶血性
レンサ球菌感染症（STSS）の病原菌として知られている。
国内では 2022年以降増加を認め，特に病原性および伝播
性が高いとされる UK系統株の増加について注意喚起がな
されている。そこで我々は愛知医科大学病院で検出された
S. pyogenesについて，M蛋白質遺伝子のM型別を調査し
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たので報告する。
【対象および方法】2021年 1月～2024年 8月の間に愛知
医科大学病院で検出された S. pyogenesの保存菌株 98株
（同一患者は 1株とした）を対象とした。対象株に対し，国
立感染症研究所の「A群溶血レンサ球菌（Streptococcus pyo-
genes）検査マニュアル」に従い，M蛋白質遺伝子（emm）
のシークエンスによるM型別を実施した。さらに emm1
型に分類された菌株に対し，M1UK株の検出を行った。
【結果】S. pyogenes は，19種類の emm型に分類された。
emm1：20 株，emm12：17 株，emm4，emm89：11 株，
emm81：9株，emm49：7株，emm11，emm77：4株，emm58：
3株，emm44，emm87：2株，emm5，emm6， emm9，emm28，
emm75，emm98，emm110，emm112：1株であった。emm1
に分類された 20株中に，M1UK株は 3株検出された。その
他M1global株：3株，M1UK sublineages株：14株であった。
【考察】S. pyogenes の検出株数は，2023年から急増して
いた。年別で最も多かった emm型は，2021年：emm81，
2022年：emm89，2023年：emm12，2024年：emm1と年
ごとに変化していた。2021～2024年の間で検出株数が比
較的多かった emm12，emm1は，2021年と 2022年には検
出が無く，近年の増加が認められた。関東地方を中心に検
出数が増加しているM1UK株は 2024年 5月までは検出さ
れなかったため，流行型には地域差があることが推測され
た。しかし当院でも 6月に 1株目を認め，その後 7月，8
月と 1株ずつ検出されており，今後も動向を観察していく
必要性を感じた。

13．感染性腸炎治療に用いるバンコマイシン内服
のセット処方を追加した用量介入と臨床症状
改善の比較

深堀 研二
田川病院薬剤部
【目的】Clostridioides difficile（以下，CD）腸炎の治療に
バンコマイシン（以下，VCM）内服を用いるが，当院の
セット処方には VCM 1回 500 mgを 1日 4回で処方する
セット 1つしかなかった。ガイドラインでは非重症患者へ
の VCM内服は 1回 125 mgを 1日 4回での処方を推奨し
ており，用量適正化の必要性があると考えた。
【方法】調査期間は 2019年 1月から 2023年 12月（セッ
ト変更前 2019年 1月 1日～2021年 6月 30日。セット変
更後 2021年 7月 1日～2023年 12月 31日）。セット処方
と し て 1回 125 mgを 1日 4回 と，1回 250 mgを 1日 4
回新たに作成し，医師にガイドラインの情報提供を実施し
た。また VCM内服処方時に，非重症患者は 1回 125 mg
を 1日 4回での処方を推奨することを記載したポップアッ
プを出すようにした。CD腸炎に対して VCM内服を使用
した症例の用量変化と臨床症状の改善を後方視的に調査し
た。
【結果】セット変更前の VCM内服使用症例は 18例あり，

う ち 1回 500 mgが 16例，1回 250 mg が 1例，1回 125
mg が 1例であった。セット変更後の VCM内服使用症例
は 11例あり，うち 1回 500 mg が 4例，1回 250 mg が 1
例，1回 125 mg が 6例であった。VCM内服の用法用量
はセット変更後の 1例のみ 1回 500 mgを 1日 2回処方さ
れていた以外は，全て 1日 4回だった。臨床症状の改善は
VCMの用量 1回 125 mgと 1回 500 mgの間で大きな変
化はなかった。
【考察・結論】VCM内服 1回 125 mgを 1日 4回で処方
する症例が増えたが臨床症状の改善に大きな変化はなかっ
た。今回の取り組みは，抗菌薬使用量の削減と適正使用に
おいても重要であると考える。

15．COVID-19流行による黄色ブドウ球菌血流感
染症の発生および感染症診療への影響

末廣 陽子 1,2，塚本 仁 1,2，東 高士 1,2，岩﨑 博道 2，
酒巻 一平 3

1福井大学医学部附属病院薬剤部
2福井大学医学部附属病院感染制御部
3福井大学医学部感染症学講座
【背景】新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の流
行は病院機能に大きな影響を与え，入院や手術の延期など，
基礎疾患を有する患者の治療に遅延を起こした。病院側で
も感染対策や COVID-19患者対応に時間を奪われ，通常
の感染症診療や抗菌薬適正使用支援チーム（AST）の機
能が損なわれていた可能性がある。今回，血流感染症（BSI）
の原因菌として重要な Staphylococcus aureus（SA）につい
て，COVID-19流行による SA-BSIの発生状況，転帰およ
び感染症診療に対する影響を検討した。
【方法】2017年 1月から 2022年 12月の間に福井大学病
院において血液より SAが検出された入院患者を対象とし，
COVID-19流行前（2017年 1月～2019年 12月）と流行期
（2020年 1月～2022年 12月）の比較を行った。調査項目
は，血液培養の採取状況，SA-BSIの発生状況，患者背景，
メチシリン耐性（MRSA）の割合，標準的マネジメントの
遵守状況，転帰とした。
【結果】調査期間中に 215名の患者より SAが分離され，
そのうち 13名が複数菌感染であった。SA-BSIの発生率は
2.66 episodes/1,000 admissions，0.20 episodes/1,000
patient-daysで，流行前と流行期の発生率に変化は見られ
なかった。流行前と比べ，流行期の患者群では悪性腫瘍患
者が多かったが，年齢やMRSAの割合，重症度などに差
は見られなかった。SA-BSIに対する標準的マネジメント
として，CV抜去，適切な抗菌薬治療，心エコーの実施，
フォローアップの血液培養採取，14日以上の抗菌薬治療
などの遵守率にも差は見られなかった。30日以内の死亡
率についても差は見られなかった。
【結論】COVID-19の流行の影響により当院でも手術件
数の減少，入院，外来患者の減少が見られたが，血液培養
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採取状況や SA-BSIの発生状況，転帰などから見る限り，
感染症診療や AST活動に対して COVID-19流行による大
きな影響はなかったと考えられる。

22．重症急性胆管炎に対する適切な初期抗菌薬に
ついての検討

南野 弘明 1，澤田 友宏 2

1馬場記念病院消化器科
2馬場記念病院薬剤部
【背景】急性胆管炎・胆嚢炎診療ガイドライン 2018では，
急性胆管炎の治療として，胆管ドレナージおよび各施設の
アンチバイオグラムに基づいた抗菌薬治療を行うことが明
記されている。特に，臓器障害を来し生命に危機を及ぼす
可能性のある重症急性胆管炎では，緊急胆管ドレナージに
先立ち，原因菌が同定される前の初期治療薬として適切な
抗菌薬の早急な投与が必要とされている。
【目的】当院における重症急性胆管炎に対する適切な初
期抗菌薬について検討する。
【対象と方法】2016年 1月から 2024年 5月まで当院で
重症急性胆管炎と診断され，緊急で内視鏡的経乳頭胆管ド
レナージ術を施行した症例のうち，胆汁培養と血液培養の
両方を行った 13例を対象とした。患者背景，予後，原因
菌および抗菌薬感受性を照らし合わせた。
【結果】年齢中央値は 84歳。原因は総胆管結石 8例，ス
テント閉塞 4例，膵癌 1例であった。胆汁培養は全例で陽
性となり，延べ 17の細菌が検出された。Enterococcus fae-
ciumが検出された 3例（いずれも血液培養は陰性）は，初
期抗菌薬に耐性であったにも関わらず 3例とも軽快した。
血液培養陽性（菌血症）は 8例で，その内訳は E. coli（ESBL
産生）が 5例，Enterobacter cloacaeが 2例，Klebsiella oxytoca
1例であった。いずれも初期抗菌薬に耐性を認めず，8例
とも軽快した。
【結論】胆汁培養のみ陽性の症例では，原因菌が初期抗
菌薬に耐性であっても全例軽快した。当院では ESBL産
生大腸菌による菌血症の頻度が高く，ESBL産生大腸菌を
カバーする初期抗菌薬の選択が望ましいかもしれない。

23．整形外科領域におけるアミドグリコシド系抗
菌薬を用いた持続洗浄療法の血中濃度評価

山田 政典，松下 馨介，吉原 涼子，小園 亜希
熊本医療センター薬剤部
【目的】整形外科領域の骨・関節感染症において，局所
に高濃度の抗菌薬を注入する持続洗浄療法が有用であると
報告がされている。熊本医療センター（以下，当院）にお
いても，アミドグリコシド系抗菌薬を使用した持続洗浄療
法が実施されている。しかし，局所に使用された抗菌薬が，
どの程度全身循環へ移行しどのような影響を及ぼすかは検
討の必要がある。今回，当院で実施されたアミノグリコシ
ド系抗菌薬の持続洗浄療法について使用状況を調査し評価

した。
【方法】2019年 4月から 2024年 4月において持続洗浄
療法を実施された 11症例の患者背景・腎機能・併用抗菌
薬・使用抗菌薬の投与量およびアミドグリコシド系抗菌薬
の血中濃度を診療録より後方視的に調査した。
【結果】11症例全てゲンタマイシンを使用していた。投
与量は 1.31±0.63 mg/kg/dayであり，洗浄液の薬剤濃度
は 1.40±0.66 mg/mLであった。血中濃度は 0.53±0.588
μg/mLであった。うち，1症例については血中濃度 1.9 μg/
mLとなり腎機能低下もあり投与が中止された。10症例に
ついての血中濃度は 1 μg/mL未満であり，腎機能低下な
く治療を完遂した。
【考察】抗菌薬 TDM臨床実践ガイドラインでは，腎障
害リスク低減のためにトラフ値 1 μg/mL未満を目標とし
ている。10症例は血中濃度 1 μg/mL未満であったが 1症
例においては 1.9 μg/mLと上昇した。今回は持続洗浄で
あり，一般的な使用を前提としたガイドラインをそのまま
用いることは検討の必要があるが，血中濃度 1 μg/mL未
満を目標とすることは安全性確保の面で有用であると考え
る。これらのことから持続洗浄療法を行う際にも血中濃度
が上昇する可能性があるため血中濃度測定は必要であると
考えられる。今後，血中濃度が上昇する要因について症例
を集積し検討していきたいと考える。

24．当院整形外科で施行した持続局所抗菌薬灌流
療法（CLAP法）の検討

徳井 直子 1，湯川 知洋 2，作榮 綾子 3，須摩 恵子 3

1大阪掖済会病院感染防止対策室
2大阪掖済会病院消化器内科
3大阪掖済会病院薬剤部
【目的】骨軟部組織の感染病巣は血流も悪く経静脈的に
投与した抗菌薬が移行しにくい。また，バイオフィルムの
形成によりさらに抗菌薬が病巣に届きにくく感染制御が困
難となる。そこで当院整形外科で施行した濃度依存性の抗
菌薬による持続局所抗菌薬灌流療法（Continuous Local
Antibiotics Perfusion：CLAP法）17症例について検討し
た内容を報告する。
【対象背景】2020年 9月から 2024年 4月までに CLAP
法を施行した 17例（うち再施行例 4例）。平均年齢 57.2
歳（23～99歳）。チューブ留置期間は平均 11日（4～19日）。
全例にゲンタマイシンを使用した。対象患者の疾患は，重
度手部外傷 5例，下腿開放骨折 5例，手及び手指不全切断
2例，踵骨骨折，化膿性腱鞘炎，手指伸筋腱損傷，化膿性
膝関節炎，化膿性肘関節炎各 1例。感染制御目的で用いた
例は 13例，感染予防目的で用いた例は 4例であった。
【結果】17例中 4例は再度 CLAP法を施行したが最終的
には感染コントロールが可能であった。腱，人工材料の温
存も可能であった。またゲンタマイシンによる副作用の出
現例はなかった。
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【考察】CLAP法は重度開放性外傷等における感染予防
と腱・骨・インプラント等の血流の悪い感染病巣の治療目
的で用いられる。整形外科領域において近年使用されてお
り，既報で良好な感染コントロールが得られることが報告
されている。当院においても良好な感染コントロールがさ
れた。再度 CLAP法を施行した 4例は開放骨折等であり，
感染リスクが高い症例と考えられる。また，ゲンタマイシ
ンの副作用として腎障害・耳障害があがるが 3例を除き血
中濃度測定はしていなかったが副作用発生例はなかった。
【結語】CLAP法を施行した 17例のうち再燃例もあった
が，最終的には感染コントロールが可能であった。症例が
少なく，有用性に関してさらに検討をしていくことが必要
である。

25．当院における術後感染予防抗菌薬の使用状況
と適正使用推進の取り組み

中村 亮博，馬場 奈津美
兵庫県立加古川医療センター薬剤部
【背景】当院では 2018年に AST発足以降，血培陽性症
例や広域・抗緑膿菌・抗MRSA抗菌薬使用症例に介入し，
抗菌薬の適正使用支援を行ってきたが，術後感染（SSI）予
防抗菌薬の適正使用に関しては十分に介入できていなかっ
た。しかし，耐性菌出現予防のためには手術部位の常在細
菌叢に抗菌活性を有し，かつ狭域スペクトルの抗菌薬が望
ましく，コスト削減も期待できる。今回は，当院における
予防抗菌薬の現状調査と適正化への取り組みについて報告
する。
【方法】クリニカルパス（以下，パス）に含まれる抗菌
薬について，術式に対する予防抗菌薬の選択の適正につい
て検討した。「術後感染予防抗菌薬適正使用のための実践
ガイドライン」を判断の指標とし，該当術式の記載がない
場合は，手術部位の常在細菌叢から必要とされる抗菌スペ
クトルから判断した。また，調査結果に基づいて，予防抗
菌薬の選択が不適正と判断したパスについては，診療科に
使用抗菌薬の変更を提案した。
【結果】予防抗菌薬を含むパスは 226件，内訳は CEZ 145
件，CTM 16件，CMZ 46件，ABPC 2件，SBT/ABPC 15
件，LVFX（経口）1件であった。その内，68件（30.2%）
が不適正の評価となり，CTM 16件，CMZ 44件，ABPC
2件，SBT/ABPC 5件，LVFX（経口）1件であった。こ
れらの結果をもとに不適正と評価されたパスについて，診
療科と協議し約半数の変更を行った。残りのパスについて
は，現在検討中である。
【考察】CMZは下部消化管など一部の領域では第一選択
となるが，それ以外の部位においても多く選択されていた。
嫌気性菌や ESBL産生菌などの耐性菌カバーが選択理由
として考えられるが，実際は不要であることが多い。また，
CMZ以外についても，皮膚の常在細菌叢を対象に CEZが
推奨される術式がほとんどであった。現在，適正化を進め

ているが，完了後は適正化前後の SSI発生率を調査し，状
況にあわせて予防抗菌薬を再検討していく必要がある。

26．MRSAによる化膿性椎間板炎・硬膜外膿瘍
に対して Rifampicinを併用した保存的抗菌
薬加療の 1例

波多野 洋介，関根 和晃
東京西徳洲会病院薬剤部
【緒言】Methicillin resistant Staphylococcus aureus（以下

MRSA）感染症は抗菌薬の選択肢が限られ，バイオフィル
ム形成能を有することから難治性となり治療がより困難と
なる。一般的にMRSAによる膿瘍とバイオフィルムの影
響は抗菌薬の効果を減弱させ外科的処置が必要となる。今
回，化膿性椎間板炎，硬膜外膿瘍に対し Rifampicin（以下
RFP）を併用し保存的抗菌薬加療で改善を認めた一例を経
験したため報告する。
【症例】80代女性，入院 2日前より発熱と腰背部痛を自
覚し近医を受診，鎮痛薬で経過観察していたが症状改善な
く，当院を受診し尿路感染症疑いで入院となった。尿培養
と血液培養を採取し Ceftriaxoneを開始して，第 2病日に
は血液培養 2セットから Gram Positive Cocciが発育し尿
培養は陰性であった。菌名がMRSAと判明し抗菌薬は
Vancomycin（以下 VCM）へと変更した。心エコー，MRI
では明らかな感染兆候を認めず，感染源の特定を継続した。
VCMは適宜血中濃度を測定しながら治療域内を維持して
いたが血液培養は陰性化せず，腰背部痛の Numerical rat-
ing scale（以下 NRS）は 10であった。第 15病日にMRI
施行し化膿性椎間板炎，硬膜外膿瘍が明らかとなり，外科
的処置の必要があったが当院では対応困難であり，転院先
を探索しつつ保存的抗菌薬加療を継続しなければならな
かった。炎症は低下傾向であったが腰背部痛が持続してお
り，膿瘍内部への抗菌薬の到達が不十分であることと骨組
織のバイオフィルム形成の可能性を考慮して RFPを追加
したところ，嘔気はみられたものの NRSは 1へと改善し
た。その後，外科的処置が可能な医療機関が見つかり転院
となった。
【考察】外科的処置が必要とされる本症例において血液
培養陰性にはいたらなかったものの改善傾向を認め，VCM
と RFPの併用が保存的抗菌薬加療の選択肢となり得るこ
とが示唆された。
会員外共同研究協力者：豊岡 朋香，岩井 大

27．当院におけるMRCNSとMRSAによる菌血
症に対する VCMのトラフ血中濃度および
AUC/MICの比較

濱田 恵輔，岡崎 弘志，西川 祐貴，濵田 一成，
公文 登代
高知医療センター薬剤部
【目的】MRCNSによる感染症治療の第一選択薬は VCM
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であるが，治療成功の PK/PD指標に関する臨床的検討は
十分になされておらず，MRCNSに対する VCMのトラフ
血中濃度および AUC/MICに関する報告も少ない。そこ
で，本研究では当院で発生したMRCNS菌血症とMRSA
菌血症のうち VCMで治療を成功させた患者に関して，そ
のトラフ濃度と AUC/MICの比較検討を試みた。
【方法】対象患者は 2019年 3月から 2022年 3月の間に，
当院で発生したMRCNSまたはMRSAによる菌血症のう
ち VCMが投与され治療を成功させた患者とした。患者背
景を年齢，体重，BMI，糖尿病・心不全・悪性腫瘍の有無，
治療期間中の ICUまたは HCU在室歴の有無，他の抗菌
薬・利尿剤併用の有無，各菌に対する VCMの最小発育阻
止濃度（MIC），血清クレアチニン値（Scr），推定クレア
チニンクリアランス（Ccr），C反応性蛋白（CRP）とし
て調査した。検討する評価項目は治療に成功したMRCNS
群とMRSA群のトラフ血中濃度および AUC/MICとして
後方視的に調査した。
【結果】対象患者は 40例で，その内訳はMRCNS群 25
例，MRSA群 15例であった。両群間の患者背景を比較し
た結果，MRSA群で Scr，CRPおよび悪性腫瘍の項目に
おいて有意に高く，Ccrは有意に低かった。トラフ血中濃
度はMRCNS群で 12.7 μg/mL，MRSA群で 10.9 μg/mL
であり両群間で有意な差はなかった（P=0.78）。また，AUC/
MICはMRCNS群 で 318.4 mg・h/L，MRSA群 で 428.0
mg・h/Lであり両群間で有意な差はなかった（P=0.264）。
【考察】本研究により，MRSA菌血症とMRCNS菌血症
の VCMによる治療において，菌種は異なるが同様のトラ
フ濃度，および AUC/MICで治療できる可能性が示唆さ
れた。
会員外共同研究協力者：門口 直仁，田中 広大，中山 智
仁，津野 航

28．難治性肺MAC症にリポソーム化アミカシン
吸入療法が奏効した 1例

藤本 哲志，田原 正浩，山崎 啓，矢寺 和博
産業医科大学医学部呼吸器内科学

20年前に肺Mycobacterium avium complex（MAC）症
の治療歴がある 57歳男性。X－2年 4月の健康診断で胸部
異常陰影を指摘され当科を受診した。胸部 CTは結節・気
管支拡張型の肺MAC症に典型的な画像所見であり，喀痰
からM. aviumとM. intracellulareが同時検出されたため，
両者の重複感染による肺MAC症と診断した。クラリスロ
マイシン，リファンピシン，シタフロキサシンで治療を開
始するも，X－1年 5月時点で排菌が持続していたためエ
タンブトールを追加した。しかし，排菌が持続し，胸部 CT
で空洞化も認めたため，X年 9月よりリポソーム化アミカ
シン吸入用懸濁液（amikacin liposome inhalation suspen-
sion：ALIS）吸入療法を開始した。その後は X年 11月に
喀痰抗酸菌培養の陰性化を確認し，X＋1年 2月に空洞陰

影も縮小を確認した。M. aviumとM. intracellulareの重複
感染による難治性肺MAC症に対し ALISが奏効した症例
を経験したので報告する。
会員外共同研究協力者：根本 一樹，榊原 秀樹，神田 英
樹，千葉 要祐，池上 博昭，先成 このみ，丈達 陽順

30．薬剤師として真菌性感染性心内膜炎の保存的
治療を経験した 1症例

親富祖 翔太郎，井澤 成恵，岸本 卓，新垣 千夏，
又吉 やよい，浜元 善仁
浦添総合病院薬剤部
【背景】真菌性の感染性心内膜炎（infectious endocardi-

tis：以下 IE）は IE全体の 1～2%程度と頻度が低い。ま
た死亡率も 30～50%と高く，治療の第一選択は手術とな
るが，保存的治療に AST担当薬剤師として治療介入を経
験したので報告する。
【症例】89歳女性。既往に心不全があり，X－6日に発
熱，前医受診し心エコーで疣贅を認めた。血液培養より酵
母様真菌の報告にて X－2日よりMCFG開始となった。X
日に手術目的で当院転院となり，TEIC＋CTRXも併用と
なった。X＋1日に手術を行わない方針となり，TEIC＋
CTRX＋MCFGによる保存的治療継続となった。X＋3日
に血液培養から酵母様真菌検出の結果を踏まえMCFG単
独治療となった。X＋6日に Candida parapsilosisが検出さ
れ，MCFG感性だが持続真菌血症を認めた。MRIより感
染性脳梗塞を疑い L-AMBでの治療を提案し，変更となっ
た。また，眼内炎評価のための眼科コンサルテーションも
提案し，結果眼内炎は否定された。5-FC＋L-AMBの併用
療法も検討したが，高齢であり長期投与に伴う忍容性を考
慮し非推奨とした。しかし陰性化を認めず，X＋13日に 5-
FC＋L-AMB併用となった。その 2週間後の X＋27日に
陰性化を認める経過となった。陰性化確認から 4週間は併
用療法継続を推奨し，以降は FLCZ内服スイッチの方針
となり，X＋44日に転院となった。
【考察】頻度の低い真菌性 IEの保存的治療を薬剤師と
して介入したが，治療計画の立案に難渋した症例であった。
L-AMB＋5-FCまたは高用量のエキノキャンディン系抗真
菌薬での初期治療が重要であることを学んだ。菌血症の陰
性化までに長い時間を要した症例であり，積極的な 5-FC
の併用が早期の陰性化となる可能性を考えた。
【結論】薬剤師の介入により薬剤移行性，腎機能を踏ま
えた適切な投与設計を行うことで，増悪なく転院に繋げる
ことができた。
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32．Antimicrobial Stewardship Teamラウンド
の導入が臨床アウトカムに及ぼす影響につい
て

小川 新 1,4，山田 楊太 1,4，宮崎 元康 1,2,4，
串間 尚子 3,4，石井 寛 3,4

1福岡大学筑紫病院薬剤部
2福岡大学薬学部病院薬学研究室
3福岡大学筑紫病院呼吸器内科
4福岡大学筑紫病院感染制御部
【背景・目的】不適切な抗菌薬使用による薬剤耐性菌の
拡大は大きな問題となっており，抗菌薬の適正使用を推進
していくうえで，抗菌薬適正使用支援（Antimicrobial Stew-
ardship；AS）が注目されている。福岡大学筑紫病院（当
院）では，2019年 12月に ASを実践するチーム（AST）
を発足，2021年には感染制御部を発足し，ASTによる病
棟ラウンドを導入した。本研究では，当院で AS活動が実
施された患者を対象に病棟ラウンドの導入が ASTにおけ
るプロセス指標およびアウトカム指標に及ぼす影響につい
て調査することを目的とする。
【方法】2020年度および 2022年度に AS活動を行った

1,048名の患者を対象とした。対象患者のうち，ラウンド
導入前（2020年 4月～2021年 3月：527名）とラウンド
導入後（2022年 4月～2023年 3月：521名）の 2群に分
類し，AUD（DDDs/100 patient-days）および在院日数な
どについて比較検討を行った。
【結果】AS活動の対象患者における年齢の中央値は 78
歳（四分位範囲 69～85歳），男性の割合は 59.2%であった。
ASTによる介入件数および快諾率は，ラウンド導入前と
比較して導入後で上昇した（199件→ 215件，74.4% →
87.0%）。全抗菌薬およびカルバペネム系抗菌薬の AUDは，
ラウンド導入前と比較して導入後で減少していた（19.2
→ 17.9，p = 0.077および 2.68 → 2.24，p = 0.02）。さらに，
在院日数はラウンド導入前と比較して導入後で有意に低下
した（22日 vs. 19日，p = 0.03）。
【考察】ASTラウンドの導入により ASTの介入件数お
よび介入に対する快諾率が上昇し，全抗菌薬，特にカルバ
ペネム系抗菌薬の使用量の削減につながったと考えられる。
さらに在院日数も有意に低下しており，ASTラウンドの
有用性を示唆する結果となった。

33．当院における Antimicrobial stewardshipの
取り組みと抗菌薬使用推移の検討

山本 恭子，八木 心平
ツカザキ病院薬剤科
【背景】当院では 2018年 4月から ASTを立ち上げ，AST
ラウンドを毎日 1時間行っている。活動において 2023年
12月より ASTラウンドで協議した内容をカルテに記録す
ることを強化したところ，抗菌薬の使用推移に変化があっ
たので報告する。

【方法】記録強化の内容としては，誤嚥性肺炎の初期治
療には SBT/ABPC・CTRXが有効であること，緑膿菌の
検出歴や保有リスクがない症例に対する De-escalationの
提案，抗菌薬使用前・変更前の細菌学的検索の依頼，抗菌
薬の長期使用症例に対しての休薬の提案などである。カル
テ記載を強化する前後の 2期に分けて，抗菌薬の使用推移
を比較した。
【結果】カルテ記録件数は，2023年 1～11月：平均 34.1
件/月，2023年 12月～2024年 4月：平均 64.4件/月と約 2
倍に増加した。また，2023年 1～12月と 2024年 1～4月
の期間において以下の変化を認めた。（1）DOTs/1,000
patient-daysは，MEPM：30.4 → 15.6，TAZ/PIPC：38.0
→ 28.0，LVFX 4.4 → 1.0と減少，SBT/ABPC：27.7 → 44.3，
CMZ：16.2 → 30.6，CTRX：17.4 → 24.2と増加した。（2）
CEZ 1～2日間投与を除く，すべての抗菌薬使用患者での
14日以内死亡率は，4.9% → 4.4%と悪化は認めなかった。
（3）病院全体の抗菌薬（入院・注射）平均使用金額は，313.4
万円/月→ 252.6万円/月に減額した。
【考察】カルテ記載を積極的に実施することは抗菌薬適
正使用を推進する方法として有効であった。また，初期治
療に使用する抗菌薬が広域から比較的狭域な抗菌薬に移行
したが死亡率の悪化は認められず，ガイドラインに準じた
標準的な感染症治療に近づいたと考察する。今後も継続し
て活動し，抗菌薬適正使用の推進に寄与できるよう努めて
いきたい。
会員外共同研究協力者：浦里 恵司，飯田 英隆

34．抗菌薬適正使用支援チームを担う医療者が求
める教育ニーズの検討

池垣 美奈子 1,2，町田 尚子 4，日馬 由貴 2,3，
松尾 裕央 2,3，山本 剛 1,2，忽那 賢志 2,3

1大阪大学大学院医学系研究科変革的感染制御システム開
発学寄附講座
2大阪大学感染症総合教育研究拠点
3大阪大学大学院医学系研究科感染制御学
4大阪大学医学部附属病院薬剤部
【目的】2018年に感染防止対策加算要件として抗菌薬適
正使用支援チーム（AST）の設置が義務付けられてから，
多くの施設で抗菌薬適正使用支援（AS）に取り組むよう
になった。しかし，感染症の専門知識をもつ医療者は充足
しておらず，人材育成が課題である。より効果的な教育を
行うためには，現場の教育ニーズを把握する必要がある。
今回，我々は ASを学ぶ教育プログラム（Osaka CiDER
Training Program of Antimicrobial Stewardship：
OCTPAS）を企画した。その受講前アンケートの結果か
ら，ASTを担う医療者の教育ニーズをまとめたので報告
する。
【方法】プログラムは，「抗菌薬適正使用支援の基礎知識」
「感染症診療の原則」「臨床微生物学」「抗微生物薬」「押さ
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えておきたい感染症」「抗菌薬適正使用支援の実践」の 6
カテゴリー 47コンテンツで構成した。Microsoft Forms
で作成した受講希望申請フォームにアンケートを作成し，
OCTPASの受講登録を開始した 2024年 3月 27日から受
講前の回答を解析した。
【結果】登録開始後 15日時点（2024年 4月 10日）で，
登録者 645人のうち，ASTメンバーであると回答した人
は 281人（医師 12.5%，薬剤師 57.7%，看護師 12.5%，臨
床検査技師 17.4%）であった。ASで困っていることは，「知
識不足」が 58.7%と最も多く，次いで「ASTメンバー以
外の医療スタッフへの教育」56.2%，「活動戦略」48.4%，「主
治医とのコミュニケーション」44.1%の順であった。
OCTPASの中で最も期待するカテゴリーは「ASの実践」
24.9%であった。
【結語】結果から，教育・コミュニケーション・実践へ
のニーズが窺えた。今後，OCTPASでニーズに応じたプ
ログラムを展開し，日本における ASの質向上を目指す。

35．抗菌薬適正使用支援チームによる介入内容の
解析

立石 翼 1，根石 茉実 1，滝波 昇悟 1，上原 慎也 2

1川崎医科大学総合医療センター薬剤部
2川崎医科大学高齢者医療センター泌尿器科
【目的】当院では，2018年度より抗菌薬適正使用支援チー
ム（AST）を立ち上げ，抗菌薬適正使用の支援活動を行っ
ている。その中で，必要があれば主治医に電話連絡もしく
はカルテに記載することで介入を行っている。介入事例に
関して，受け入れの有無などを記録はしているが介入内容
の月別・年度別の変化や診療科別の受入率などの解析を実
施できておらず，今回解析を行う。
【方法】2018年 4月 1日～2024年 3月 31日までの介入
内容，介入診療科，介入の受入状況を解析する。
【結果】総介入件数は，5,701件で，介入の受入率は 50.5%
であった。介入内容として多かったのは，用法用量の提案
及び de-escalationの提案であり，その受入率はそれぞれ
34%，37% と低かった。受入率の高い介入内容は中止依頼，
投与期間の提案，他科へのコンサルテーションであり，い
ずれも約 70%の受入率であった。介入内容を年度別に解
析すると抗菌薬の選択，用法用量の提案，de-escalationの
提案，中止依頼は増加傾向にあり，血液検査依頼は低下傾
向にあった。診療科別では，抗菌薬の使用量の多い内科と
外科への介入が 7割を占めていた。受入率の高い診療科は，
外科，形成外科，耳鼻咽喉科，皮膚科であり，最も高いの
が皮膚科の 68%であった。
【考察】受入率は，介入方法の多くがカルテ記載による
ものであり，低い水準にとどまっている。腎機能毎での用
法用量の調整や，培養結果が判明していても de-escalation
出来ていない症例への介入が多くなっている。介入記録に
気づかない医師が多く，ASTによる記載の周知や直接的

なコミュニケーションで理論的に説明することが重要であ
ると再確認できた。介入内容別では，中止依頼や治療期間
の提案などは受入が良く，抗菌薬の止め時に迷われている
医師が多い可能性がある。診療科毎では外科系の診療科は
比較的受入率が高い傾向に有り，AST担当医師が外科系
の医師であることなどが関係している可能性がある。

36．カルバペネム系抗菌薬の事前承認制に関する
長期的運用の効果―18年間にわたる病院横断
的適正使用活動の成果―

浦上 宗治 1，岡 祐介 1，的野 多加志 1，於保 恵 2，
青木 洋介 1,3

1佐賀大学医学部附属病院感染制御部
2佐賀大学医学部附属病院検査部
3佐賀大学医学部国際医療学講座臨床感染症学分野
【背景】事前承認制はカルバペネム系抗菌薬の適正使用
に有用な手法の一つである。これまでに 10年間に満たな
い短期的効果の報告はあるものの，長期的運用の効果につ
いては明らかになっていない。
【目的】当院で 18年間にわたって導入しているカルバペ
ネム系薬の事前承認制について，使用量変化や微生物学的
ならびに臨床的な効果を評価する。
【方法】調査期間は 2004年 2月から 2023年 12月で，事
前承認性は 2006年 1月に導入された。当院の入院患者を
対象に以下の項目を調査した。
・カルバペネム系薬の使用量（AUD：/1,000 patient-

days）について，事前承認制の影響を interrupted time-
series analysis（ITS解析）で評価した。
・カルバペネム系薬の AUDと緑膿菌ならびにアシネト
バクターのメロペネム耐性率の相関について Spearmanの
順位相関検定で評価した。
・カルバペネム系薬の AUDと院内発症の菌血症死亡率
の相関について Spearmanの順位相関検定で評価した。
【結果】ITS解析の結果，事前承認制による AUDの変
化 は level changeが－0.367（p=0.002，95%信 頼 区 間
［－0.603～－0.131］，slope changeが－0.014（p=0.048，95%
信頼区間［－0.028～－0.001］）であった。カルバペネム AUD
と緑膿菌ならびにアシネトバクターのメロペネム耐性率に
正の相関がみられた（それぞれ p＜0.001）。また，カルバ
ペネム系薬の AUDと院内発症菌血症の死亡率の相関につ
いて有意差はみられなかった（p=0.862）。
【考察】カルバペネム系薬の事前承認制により長期的に
使用量を減少した。また，使用量の減少にともないブドウ
糖非発酵菌の感受性は改善した。カルバペネム系の使用量
減少と院内発症菌血症の死亡率上昇の関係は明らかでな
かった。
【結語】本研究によりカルバペネム系薬の事前承認制に
ついて 18年間にわたる，国内では最も長期の有用性が示
された。
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37．AST体制の整備による抗菌薬適正使用の推
進とその評価

太田 賢作 1，宮上 桐豪 1，池田 能利子 1，
大久保 翔 3，森尾 瞭介 4，橋口 浩二 2

1日本赤十字社長崎原爆病院薬剤部
2日本赤十字社長崎原爆病院呼吸器内科
3九州中央病院医療技術部薬剤科
4長崎大学病院
【背景】当院では，2022年度にカルバペネム系抗菌薬の
適正使用推進の取り組みを始めた。取り組みを開始し，カ
ルバペネム系抗菌薬の AUD（DDDs/100 bed-days）は 2.178
→1.656と減少したが，TAZ/PIPCの AUDは 2.917→3.938
と増加した。
【目的】AST体制の整備として，病棟薬剤師との連携に
よる相談窓口の拡大を行った。また，微生物検査室との連
携による監視対象患者の拡大も行った。本研究では，AST
体制の整備を通じて，AS活動内容や抗菌薬の使用状況の
変化について分析・評価を行い，今後の院内の抗菌薬適正
使用の促進に繋げたいと考える。
【方法】2022年度と 2023年度の AST介入状況，抗菌薬
使用状況について後方視的に調査し，比較・分析を行った。
【結果】監視対象患者数は 427→664人，介入件数は 425
→612件，コンサルテーション数は 282→375件と増加し
た。抗菌薬全体の AUDは 20.01→19.73，カルバペネム系
の AUD は 1.656→1.484，TAZ/PIPC の AUD は 3.938→
3.665と減少した。
【考察】病棟薬剤師や他部署との連携による相談窓口の
拡大等 AST体制の整備により，監視対象患者，介入件数
が増加した。その結果，有意差はなかったものの，カルバ
ペネム系，TAZ/PIPCの AUDは減少傾向となったと考
察する。
【結論】AST体制の整備による抗菌薬適正使用の推進に
は一定の効果があったと評価する。今後は TAZ/PIPC使
用患者も監視対象に入れることを検討しており，効率的な
AST体制の整備には人的資源の確保が求められる。今回
のように，薬剤師や他部署との連携を強化することで人的
資源を確保し，抗菌薬適正使用の推進に努めていきたい。

38．CMZの供給不安に伴う処方制限による基質
拡張型 β ―ラクタマーゼ（ESBLs）産生菌菌
血症症例における抗菌薬の投与期間への影響

長澤 直幸，綛谷 哲也，北嶋 太志，平高 拓，
岩崎 瑛子，立川 奈保美，藤田 敬子
大阪急性期・総合医療センター
【背景】ESBLs産生菌は薬剤耐性の一種であり，カルバ
ペネム系抗菌薬（CBPMs）が標準な治療であるが，感受
性によっては代替薬として CMZが臨床で使用される。当
センターでは CMZの供給不安に伴い ESBLs産生菌感染
症に使用する場合のみ CMZの処方が出来るよう許可制と

する処方制限を設けた。
【目的】CMZを許可制にした事による抗菌薬の投与期間
に与えた影響について調査を行なった。
【方法】2022年 1月～2024年 3月の期間に，ESBLs産
生菌による菌血症と診断され治療した患者 131例を対象と
し，経験的治療として使用した抗菌薬，最終治療として使
用した抗菌薬，経験的治療の抗菌薬投与期間，総抗菌薬投
与期間，ASTが介入した件数についてカルテから後方的
に評価した。処方制限は 2023年 8月 15日を基準とし，処
方制限非実施群（前群）/処方制限実施群（後群）とした。
調査した抗菌薬投与期間の定義は，ESBLs産生菌に活性
を有する薬剤を投与した期間とした。
【結果】対象症例は，91例（前群）/40例（後群）であっ
た。調査期間中に使用していた薬剤は，ESBLs産生菌に
活性を有するMEPM，TAZ/PIPC，LVFX，CMZと活性
を有しない抗菌薬であった。経験的治療として使用した抗
菌薬は制限前後で有意差は無かった。最終治療として使用
した抗菌薬のうち CMZのみ 67例/20例と有意差があった。
経験的治療の抗菌薬投与期間は 4日/7.5日と有意差を示し，
総抗菌薬投与期間は 12日/14日，AST介入件数は 1例/3
例でありどちらも有意差は無かった。総抗菌薬投与期間に
大きな差はみられないが，後群において経験的治療で使用
した抗菌薬の投与期間は有意に延長し，CMZの使用は有
意に減少していた。
【考察】CMZの処方制限によって ESBLs産生菌感染症
において経験的治療で使用する抗菌薬の投与期間が長期に
なっている可能性が示唆された。また，CMZを用いない
傾向もみられたため，ASTの早期介入が重要だと考えら
れる。

39．当院での Clostridioides difficile 感染におけ
る薬剤の治療方法の振り返りとこれからの課
題

平原 優美 1，中西 雅樹 2

1京都岡本記念病院薬剤部
2京都岡本記念病院感染症科
【背景】Clostridioides difficile（CD）感染症診療ガイドラ
インが 2022年に改訂され，それを基に当院で 2024年 3月
に CD検査・診療の手引きを作成した。これまでの CDト
キシン陽性例における治療について振り返りを行った。
【方法】2020年 4月から 2024年 3月の間で CDトキシ
ン陽性患者のうち，死亡例，重症腸疾患既往を除く症例を
対象とした。初発時，再発時の薬剤選択とMNZ内服や
VCM内服の用量について調査した。
【結果】CDトキシン陽性人数は，50から 94歳までの 30
名で，そのうち死亡例，重症腸疾患を除く治療を行った症
例は 26名であった。MNZ使用患者はいずれも，SCr ＝ 0.9
mg/dL 以下であった。初発治療として，MNZ 250 mg/回
×3～4回は 5例，MNZ 500 mg/回×3回は 8例，VCM 125
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mg/回×4回は 13例であった。再発時治療は，MNZ 500
mg/回で治療後，VCM 125 mg × 4回へ変更した症例が
2例，VCM 125 mg/回× 4で治療後，同量で治療した症
例が 3名と VCM 500 mg/回× 3へ増量した症例は 1例で
あった。2回以上の再発例としては，MNZ 250 mg/回× 3
で治療後，1回目と 2回目の再発ともに同量で治療した例
が 1例であった。初回，再発時に VCM 125 mg/回× 4回
で治療後，再発時に VCMパルス療法，FDXで治療を行っ
た例もあった。
【考察】初発例では，腎機能が低下していない患者でも

MNZ内服を低用量で開始していた症例があり，十分な量
で治療されていなかった可能性がある。再発例では，薬剤
選択と投与量にばらつきがあった。MNZ治療後，再発時
に VCMへ変更をしていなかったり，VCM治療後の再発
時に，増量せずに治療した場合では，再発につながった例
があった。
【結語】CD治療において，適正な薬剤選択や適正用量
で治療されていない場合は再発につながる可能性が示唆さ
れた。作成した CD検査・診療の手引きを医師に周知し適
正使用を促し，手引きの有効性を今後評価していきたい。

40．介護施設入居者における中心静脈ライン関連
血流感染症が疑われた患者に薬局薬剤師が
DAPを提案し薬物療法に貢献できた 1例

嶋田 直人
スギ薬局在宅調剤センター新金岡店
【背景】中心静脈栄養法（TPN）は在宅療養において行
われており，中心静脈ライン関連血流感染症（CLABSI）
のリスクに注意した管理が必須である。CLABSIの原因菌
は CNSや腸球菌などのグラム陽性菌が主であることが知
られ，選択される抗菌薬もバンコマイシン（VCM）など
の抗MRSA薬が基本となる。在宅療養において抗MRSA
薬は血中濃度測定の煩雑さや副作用リスクなどから使用の
ハードルが高く，CLABSIが疑われても CTRXやレボフ
ロキサシン（LVFX）などの使用しやすい抗菌薬が選択さ
れている。今回，介護施設入居者の CLABSIに対して薬
局薬剤師がダプトマイシン（DAP）を提案・介入し薬物
療法に貢献できた症例を経験したので報告する。
【症例】80代女性。介護施設に入居している TPN実施
患者。感染巣不明の発熱があり，LVFX 500 mg/日が開始
された。7日間の投与後も発熱が継続しており，主治医は
LVFXの継続投与を検討していた。訪問診療同行時に
DAP（6 mg/kg/日）を主治医へ提案し，開始となった。
LVFXとの併用投与となり，カテーテルが抜去された。
DAPの投与にあたり，初回投与時は介護施設看護師に薬
剤調製の指導を行い，副作用の兆候も説明した。併用投与
は 9日間行われ，合計 16日間の抗菌薬加療にて解熱及び
全身状態の改善が得られたので抗菌薬の投与は終了となっ
た。

【考察】在宅療養における CLABSIに対し薬局薬剤師が
介入し，適切な抗菌薬を提案することで治療に貢献できた。
本症例では治療できたが，治療に難渋し入院となっていた
場合，血液培養が陽性となりにくく抗菌薬の使用歴が逆に
治療の妨げになる恐れがあった。今回多くの先生とディス
カッションでき，重症化リスク次第では在宅療養において
も血液培養などを抗菌薬投与前に行い，それに基づく対応
をすべきと考えた。今後もよりよい感染症治療支援を模索
していきたい。

41．薬剤師による創部のアセスメントが適切な抗
菌薬の選択に寄与した感染性会陰部皮膚瘻を
合併した精巣上体炎の一例

南川 文哉，渡邉 明日香
四日市羽津医療センター薬剤部
【目的】中高年期の急性精巣上体炎は，E. coliなどの腸
内細菌科菌群が原因菌として多く検出され，グラム陰性桿
菌を念頭に抗菌薬が選択される。今回，S. aureusの検出
を契機に，薬剤師が創部のアセスメントに基づく抗菌薬提
案を行い，奏効した症例を経験したので報告する。
【症例】86歳男性。発熱，尿量低下を主訴に受診。C―
反応性タンパク（以下，CRP）16.5 mg/dL，右陰嚢部に
有痛性腫脹を認め，急性右精巣上体炎との診断で入院とな
り，グラム陰性桿菌を想定してセフタジジム注 1 g q12h
が開始された。入院 2日目，意識レベル低下および血圧低
下を認め，エフェドリン塩酸塩注 8 mg とドパミン塩酸塩
注 5 μg/kg/minが投与となった。入院 3日目，発熱およ
び陰嚢部腫脹の改善に乏しく，血液培養陰性であったが尿
培養で S. aureusが 107 個検出され，主治医より抗菌薬選
択に関して相談があった。薬剤師は入院時に右陰嚢部の自
壊を確認していたため，S. aureusによる皮膚軟部組織感
染の可能性について主治医と協議した。主治医にて感染性
会陰部瘻孔と診断され，薬剤師よりセファゾリン（以下，
CEZ）注 2 g q12hへの変更を提案した。入院 8日目，CRP
4.6 mg/dL，解熱および陰嚢部疼痛・腫脹の改善が認めら
れ，CEZ注 1 g q12hへ減量となった。入院 14日目，CRP
1.4 mg/dL へと炎症所見の改善が得られ，入院 16日目に
レボフロキサシン錠 500 mg q24hへ変更となった。入院 22
日目，抗菌薬治療終了となった。
【考察】CEZは精巣上体への移行性が低いが，今回の症
例では，薬剤師が入院時に右陰嚢部の皮膚の状態を直接確
認していたことから，S. aureusによる皮膚軟部組織感染
を疑って CEZ注を提案し，良好な治療効果が得られた。薬
剤師が抗菌薬提案を行う際，培養結果や検査値のみならず，
ベッドサイドへ赴いて創部のアセスメントを行うことは，
抗菌薬選択をする上で有用と考える。
会員外共同研究協力者：脇 由香里，相松 伸哉，松田 浩
明，野田 晋司
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42．VCM投与患者における 2点採血と 1点採血
の AUC乖離要因の検討

菰渕 利香 1，大原 沙織 1，生方 綾史 2

1兵庫県立がんセンター薬剤部
2洪南クリニック
【目的】VCMの投与設計は，2022年のガイドライン改
訂において AUC評価が推奨されており，ベイズ推定では
重症/複雑性MRSA感染症や腎機能低下症例で 2点採血
（トラフ，ピーク）による AUC評価が推奨されている。特
に 24時間ごと投与では 1点採血（トラフ）での精度はか
なり低下することが知られている。一方で，2点採血は患
者及び医療者の負担の問題もある。当院ではガイドライン
改訂後，VCM投与患者において 2点採血による AUC評
価を実施しているため，2点採血と 1点採血での AUCを
比較し，AUC乖離要因を後方視的に検討した。
【方法】2022年 8月から 2024年 3月の期間，VCMの 2
点採血実施患者を対象に，PATを用いて 2点採血と 1点
採血での AUCを算出した。Wilcoxonの符号付順位和検
定を用い AUCを比較し，AUC乖離要因について AUC
乖離率の中央値で二分し，Mann-Whitneyの U検定を用
い比較検討した。
【結果】対象患者 42名，2点採血実施件数 105例におい
て，AUCの平均値は 2点採血で 510.1，1点採血で 505.9
と有意な差を認めた（p値＝0.048）。AUC乖離率大群（53
例），小群（52例）の 2群間の比較における AUC乖離の
要因を検討した結果［AUC乖離率大 vs. 乖離率小，p値］，
年齢［70.7 vs. 69.0，0.471］，Ccr（mL/min）［72.0 vs. 69.2，
0.642］，eGFR（mL/min/1.73）［72.1 vs. 72.5，0.912］，1
日 1回投与の割合［24/53 vs. 10/52，0.004］，BMI（kg/m2）
［22.66 vs. 21.2，0.114］となり，1日 1回投与の割合にお
いて有意な差を認めた。
【考察】ガイドライン記載のとおり，1日 1回投与での 1
点採血による AUC評価は精度が低下することが示唆され
た。1日 1回投与は腎機能低下例が多いと考えられるが，
今回腎機能評価では有意な差は認めなかった。患者及び医
療者の負担が少ない 1点採血での AUC評価の精度を高め
るには，1日 2回投与の設計を考慮することが有用である
と考えられる。今後 1点採血の有用性や安全性に関する，
より症例数の多い前向き研究の実施が望まれる。

43．持続的血液透析濾過施行中におけるリネゾリ
ド短期投与において血小板減少・乳酸アシ
ドーシスを認めた一症例

稲田 顕慶 1，安達 昂一郎 2

1京都医療センター薬剤部
2昭和薬科大学薬物動態学研究室
【背景・目的】リネゾリド（LZD）使用患者において，2
週間以上の長期投与では骨髄抑制による血球減少の副作用
が知られている。また，添付文書において頻度不明ではあ

るが，乳酸アシドーシスの報告もある。これらの副作用と
血中濃度との関連は解明されていないのが現状である。今
回，持続的血液濾過透析法（CHDF）施行中の患者におい
て，LZDを投与し短期間での血小板減少，乳酸アシドー
シスを認め，LZDによる副作用の可能性から LZDの血中
濃度を測定した症例を経験したため報告する。
【症例】70歳代，女性，敗血症性ショック疑いで当院 ICU
に入院。既往歴としては，高血圧，狭心症，心房細動，腎
癌，左腎臓摘出後の患者。急性腎障害に伴う下肢浮腫著明
で，皮膚軟部組織感染症による敗血症性ショックが疑われ，
経験的治療としてメロペネム（MEPM）＋LZDにて治療
が開始された。創部の培養結果から，抗菌薬は狭域化され
たが，状態悪化に伴い再度MEPM＋LZDに変更となった。
MEPM＋LZDの投与再開日より血小板減少に加えアシ
ドーシスの増悪を認め，CHDFが開始された。CHDF開
始後も LZDの投与継続中は症状の継続があり，LZD中止
により改善を認めた。
【考察】今回，CHDF施行下においても LZD投与継続
中は血小板減少，アシドーシスを認めていたが，LZD中
止とともに改善が得られた。敗血症や播種性血管内凝固症
候群などの全身状態の影響が原因の可能性も否定はできな
いが，血中濃度は平均最高血中濃度よりも高値を示してい
たことから，LZD排泄遅延が原因の可能性が考えられる。
血小板減少は血中濃度と相関関係を示す報告もあるが，乳
酸アシドーシスと血中濃度との相関関係は不明である。以
上より，CHDF施行下における LZDの投与には副作用の
発現に注意が必要であり，標準投与量からの減量も考慮す
る可能性があると考えられる。

44．小児患者に対して血漿交換療法施行によるバ
ンコマイシンの薬物動態を検討した 1例

内匠 幸恵 1，田中 遼大 1，平松 和史 2，伊東 弘樹 1

1大分大学医学部附属病院薬剤部
2大分大学医学部医療安全管理医学講座
【背景・目的】血漿交換療法（PE）は，血漿中に存在す
る病因物質を体外循環させ除去する方法である。アルブミ
ンなどの高分子蛋白も除去されるため，PE後には血中薬
物濃度が低下する恐れがある。成人を対象に PEが VCM
のクリアランス（CL）に与える影響を評価した報告はあ
るが，小児症例における報告はない。今回，細菌性髄膜炎
疑いの症例において評価したため報告する。
【症例および臨床経過】意識障害，発熱，痙攣があり入
院となった 8歳女児。体重 20.0 kg，eGFR：165.0 mL/min/
1.73 m2と腎機能は良好であった。第 1病日より細菌性髄
膜炎の疑いがあり VCM（60 mg/kg/day）が投与開始と
なった。第 2病日の VCMトラフ値は 4.7 μg/mL，第 3病
日より 80 mg/kg/dayへ増量し，第 4病日のトラフ値は 6.2
μg/mLだった。自己抗体介在性脳炎の可能性もあり，ス
テロイド投与に加えて第 6病日に PEが施行された。PE



263���������	 Vol.73No.2

直前の VCM濃度は 10.6 μg/mL，PE直後は 4.3 μg/mL
であった。PE置換液は新鮮凍結血漿 1,440 mLで PE施行
時間は 3時間であった。Leらによる小児患者を対象とし
た母集団薬物動態モデルを利用し，ベイジアン推定により
算出した非 PE施行時の CL，分布容積（Vd），消失速度
定数（Kel）はそれぞれ 4.77 L/h，14.2 L/kg，0.34 hr-1で
あった。次に PE施行時に Vdは変動しないと仮定し，一
次速度式（lnCp－lnCo=－kt）より算出した PE施行時の
Kelは 0.278 hr-1，CLは 3.94 L/hだった。
【考察】今回，小児患者における PE施行前後の VCM
の薬物動態を評価した結果，非 PE施行時と比較し，PE
施行時の CLは予想に反して約 20%低下した。これは，第
7病日のトラフ値が上昇（20.8 μg/mL）していることか
ら，PE施行中の短時間で腎 CLが低下したことに起因す
ると考えられた。PEが VCMの CLに与える影響は，腎
機能が低下していない成人では小さいことが報告されてい
るが，小児においても同様に，腎機能が保持されている場
合は PEによる影響を無視できる可能性が考えられた。

45．テジゾリドの血中濃度測定による治療評価と
安全性検証

柴田 祐一 1，森 伸晃 2,3，浅井 信博 2,3，萩原 真生 4，
三鴨 廣繁 2,3

1愛知医科大学病院薬剤部
2愛知医科大学病院感染制御部
3愛知医科大学病院感染症科
4愛知医科大学分子疫学・疾病制御学寄附講座
【緒言】テジゾリド（TZD）は，腎不全患者でも安定し
た血中濃度を示し，高い安全性が報告されているが，実臨
床における TZDの TDMに関する報告はまだない。今回，
TZD投与患者の血中濃度の測定を行い，有効性と安全性
を評価した。
【対象と方法】2023年 4月から 2024年 3月に，当院で

TZDを投与した患者を対象とし，日立ハイテクサイエン
ス製の LM1010高速液体クロマトグラフを用いて TZD投
与開始後 2日目以降のトラフ濃度を測定した。有効性は，
臨床的改善（TZD開始後に症状改善を認め，終了後 2週
間以内に再燃がない）と細菌学的改善（検出された菌の陰
性化）を，安全性は血小板減少（開始前の値から 25%以
上の減少および 10万/μL未満へ低下）を評価した。
【結果】対象症例は，男性 9名，女性 3名の合計 12名で
あった。年齢：60.5（28.0～76.0）歳，体重：72.2（52.8～114.6）
kg，eGFR：69.5（4.0～130.0）mL/min/1.73 m2［median
（min-max）］，透析患者は 3名，肝硬変患者は 1名であっ
た。投与経路は，内服 6名，注射 4名，投与経路の変更 2
名であった。実測トラフ値は，0.36（0.11～1.01）μg/mL
であり，肝硬変患者のトラフ値は最も高かった（1.01 μg/
mL）。臨床的改善は，83.3%（10/12），細菌学的改善は，87.5%
（7/8）で認めた。血小板減少は認めなかった。

【考察】TZDの主な代謝経路は肝臓であり，肝硬変患者
の AUCは肝機能正常者と比較して約 34%上昇すること
が報告されている。本検討においても肝硬変患者は代謝率
の低下に伴いトラフ値が上昇したと考えられた。
【結論】実臨床においても肝硬変患者では血中濃度上昇
の可能性があり，TDMの必要性が考えられた。通常量で
は透析患者も含めて本検討で定義した血小板減少は起こし
にくいと考えられた。

46．テイコプラニンによるレッドマン症候群が疑
われた 1例

上田 覚 1,3，高橋 有 1,3，小林 和博 1,3，羽田 敦子 2,3

1医学研究所北野病院薬剤部
2医学研究所北野病院感染症科
3医学研究所北野病院 AST
【症例】36歳 女性。腹膜炎治療目的で入院となり，骨
盤内被包化液貯留を認め，腹膜炎や貯留嚢胞感染疑いで
CMZが開始された。入院 3日目，紹介状にMRSA腹腔内
感染既往との記載があり VCMが追加となった。入院 4日
目，VCM投与時に掻痒感が出現したが速度を落として最
後まで投与された。入院 5日目，VCMトラフ値は 4.4 μg/
mLと低値だった。状態改善なく CMZからMEPMへ変
更された。入院 6日目，ASTに対診があり VCMの増量
を相談されたが，高用量が必要になるため副作用への懸念
から TEICへの変更と，穿刺腹水から Edwardsiella tarada
が検出されていたため，感受性判明後 CPFXへの変更を
推奨した。VCMは TEICに変更となり，LVFXにアレル
ギー歴があったため，感受性結果からMEPM＋TEIC＋
MINOで治療となった。TEICは体重・腎機能から 600 mg
×2，600 mg×1，以降 400 mg×1を AST薬剤師が提案
し，夕方より投与開始された。夜間の 2回目の投与終了間
際に頸部周囲発赤，掻痒感が出現し，当直医が「意識清明，
血圧低下は認めず。明らかなアレルギーとは断定できない」
と判断し，翌日に対応を検討することとなった。入院 7日
目，主治医より VCMへ戻すことについて AST薬剤師に
相談があった。患者の写真からレッドマン症候群が疑われ
たため感染症科医と相談の上，主治医へ投与速度を遅くし
て TEIC投与可能であることを伝えたが，患者の希望によ
り再投与せず VCM再開し，MEPM＋VCM＋MINOで継
続となった。入院 20日目の腹水培養は陰性であり，入院
24日目にMEPM，VCM，MINO投与完遂した。
【考察】レッドマン症候群は VCMでの報告は多数ある
が TEICではごく僅かである。今回の発症要因として，初
日投与の 2回の投与間隔が他の点滴などの影響により 6時
間程度と短く，また 600 mgを生理食塩水 100 mLに溶解
し 1時間という高濃度を短時間で投与したことによる曝露
の時間と量の影響や VCMの交差反応などが考えられた。
会員外共同研究協力者：中村 しほり，尾上 雅英
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47．VCMと TAZ/PIPC併用時の急性腎障害に
VCMの血中濃度は関係するか

松井 統哉 1,2，川口 博資 1,2，山下 佑麻 1，
出口 和貴 1，櫻井 紀宏 1,2，井本 和紀 2，柴多 渉 2，
中村 安孝 1，掛屋 弘 2

1大阪公立大学医学部附属病院薬剤部
2大阪公立大学大学院医学研究科臨床感染制御学
【目的】Vancomycin（VCM）の急性腎障害（AKI）発
生頻度は血中濃度曲線下面積（AUC）に比例し，抗菌薬
TDM臨床実践ガイドライン 2022では薬物治療モニタリ
ング（TDM）によって AUC＞600 μg・h/mLを超えない
ことが推奨されている。一方で，VCMと TAZ/PIPC併
用（VTP）による AKIは AUCとの関連については明ら
かにされていない。本検討は，VCMの AUCが VTPに
よる AKI発生の指標となるか後方視的に評価することを
目的とする。
【方法】2016年 4月から 2023年 3月の間に当院におい
て VTPで治療された患者 155名を対象として AKI群と
非 AKI群に分類した。AKIの判定に KDIGO分類を用い
た。AKI群のトラフ値は AKI判定日からみて直近の値を
用い，非 AKI群では併用期間のうち最後に測定されたト
ラフ値を用いて AUCを推定した。患者背景，AKIに影響
する併存疾患と併用薬，抗菌薬投与量および日数，VCM
のトラフ値および推定 AUCについて調査し両群間で比較
した。患者背景因子について傾向スコアマッチングを行い，
患者背景を揃えた各群 36例に対して多重ロジスティック
回帰分析を行った。AUCは practical AUC-guided TDM
for vancomycin（PAT）を用いて推定した。
【結果・考察】単変量解析における VCMのトラフ値，

AUCの中央値は両群間で有意な差はみられなかった（AKI
群 vs非 AKI群；9.2［IQR：7.48～12.1］μg/mL vs 11.7
［IQR：7.10～13.6］μg/mL，p=0.22，417.2［IQR：355.0～
474.0］μg*h/mL vs 400.4［IQR：308.8～473.2］μg＊h/mL，
p＝0.34）。AUCは両群とも有効性および安全性の目標範
囲である 400≦AUC＜600 μg*h/mLを満たしていた。多
重ロジスティック回帰分析の結果，トラフ値，AUCとも
に AKI発生に対するリスク因子として示されなかった（ト
ラフ値：オッズ比［OR］0.87，95% 信頼区間［CI］0.748～
1.02，p=0.08，AUC：OR 1.00，95% CI 0.999～1.01，p=0.11）。
これらのことから VTPによる AKIにおいて VCMの
AUCは指標とならない可能性が示唆された。

48．プロトンポンプ阻害薬併用がバンコマイシン
誘発急性腎障害に与える影響の検討

西浦 広将 1，櫻井 紀宏 2,3，掛屋 弘 1,3

1大阪公立大学医学部附属病院感染制御部
2大阪公立大学医学部附属病院薬剤部
3大阪公立大学大学院医学研究科臨床感染制御学
【目的】バンコマイシン（VCM）の代表的な副作用とし

て急性腎障害（AKI）が挙げられる。また，近年はプロト
ンポンプ阻害薬（PPI）による AKIも報告されている。こ
れまでに，VCM誘発 AKI発現率に影響を与える併用薬
の報告が数多くなされているが，VCMと PPIを併用した
際の腎機能に対する影響については十分に検討されていな
い。本研究は，VCMと PPIの併用投与における腎機能へ
の影響について調査を行った。
【方法】大阪公立大学医学部附属病院にて 2023年 1月か
ら 2024年 3月までに VCMを 72時間以上投与された患者
を対象とし，患者背景，臨床検査値，併用薬のデータを電
子カルテより収集した。VCM投与開始日から 3日間以上
PPIを併用投与されている者を PPI併用群とした。また，
AKIは Kidney Disease：Improving Global Outcome基 準
ステージ 1以上と定義し，PPI併用群と非併用群で群間比
較を行った。
【結果】対象症例は PPI併用群 52例，PPI非併用群 77
例であり，AKI発生率に有意差はなかった（11.5% vs 13.0%，
p＝1.0）。また，PPIの種類ごと（ランソプラゾール，オ
メプラゾール，エソメプラゾール，ラベプラゾール）で
AKI発生率を PPI非併用群と比較しても有意差はみられ
なかった。
【考察】AKIの機序として VCMは中毒性の急性尿細管
壊死，PPIはアレルギー性の薬剤性間質性腎炎（ATIN）
が考えられている。また，PPIによる ATINは長期間の
曝露後に発生するとされている。両薬剤の AKI発生機序
並びに AKI好発時期にずれがあることが VCM誘発 AKI
発生に影響を与えなかった要因と考えられる。しかしなが
ら，両薬剤による AKIは臨床上問題とされているため，こ
まめな腎機能モニタリングが必要である。

49．抗菌薬適正使用支援活動が CTRXによる胆
泥・胆石形成の副作用を気づくきっかけと
なった一例

吉田 聖弥，西村 直寛
新武雄病院薬局
【症例】90歳男性。透析患者。意識レベル低下と発熱，
酸素飽和度低下を主訴に救急搬送され，誤嚥性肺炎の診断
で入院。喀痰培養提出後 CTRX 2 g× 1回/day投与開始
となった。治療開始後，呼吸状態は改善し，第 6病日に喀
痰培養からMoraxella catarrhalis（2＋），Enterobacter aero-
genes（1＋）が検出され，いずれも CTRXに感受性良好
であったため，治療継続された。第 7病日には，X線・CT
検査で肺炎像の改善が確認されたが，右膝の疼痛が出現し，
WBC・CRPが改善しないため，化膿性膝関節炎が疑われ，
CTRX投与継続となった。関節液のグラム染色や培養検
査では細菌の検出はなく，WBC・CRPの遷延はあるもの
の全身状態は安定していたため，第 14病日に CTRXの投
与終了と炎症の原因精査を提案した。精査目的に CT検査
が実施され，入院時，第 7病日，第 14病日と CTRX投与
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中に胆嚢内に胆泥が徐々に蓄積していることが分かり，
CTRXによる胆泥形成が疑われ CTRX中止となった。中
止後は，WBC・CRPともに改善傾向にあったが，第 18
病日の採血で肝胆道系酵素の急激な上昇があり，胆石によ
る胆管閉塞が疑われ，ERCP施行，ERBDチューブ留置と
なった。その後は抗菌薬投与なしで経過観察され，第 29
病日に軽快退院となった。
【考察】CTRXによる胆泥・胆石形成の副作用報告は，
成人・高齢者においても報告され，リスク因子として，投
与量，投与期間，腎機能障害，透析などが報告されており，
本症例も注意を要する状況であった。CTRXによる胆石
形成の多くは中止することで自然に軽快するため早期発見
が重要であり，本症例でも薬剤師からの提案により副作用
に気づき CTRXを中止できた。結果的に胆石による胆管
閉塞を発症したが，抗菌薬の過剰な投与期間を削減するこ
とは，耐性菌リスクを減らすだけでなく，抗菌薬による有
害事象を防ぐ意味でも重要と考えられた。より早期に副作
用を発見するためには薬剤師にも積極的なモダリティの活
用が求められる。
会員外共同研究協力者：田代 一成

54．ニルマトレルビル/リトナビルとタクロリム
ス併用後に入院加療を要した COVID-19患者
2症例

有村 昂太朗 1，茂見 茜里 1,2，川村 英樹 2，
高橋 菜緒 1，金澤 直子 1，下野 奨平 1，西 順一郎 2，
寺薗 英之 1

1鹿児島大学病院薬剤部
2鹿児島大学病院感染制御部
【緒言】重症化リスクを有する COVID-19軽症例では発
症早期の抗ウイルス薬投与が推奨され，第一選択薬にニル
マトレルビル/リトナビル（NMV/r）が位置付けられる。
一方，NMV/rはチトクロム P450（CYP）3A4を阻害す
ることが知られている。カルシニューリン阻害薬のタクロ
リムス（TAC）は主に CYP3Aで代謝されることから
NMV/rとの併用回避が推奨されている。当院において
NMV/rと TAC併用により腎機能障害を呈した 2例を経
験した。
【症例 1】50代男性。骨髄異形成症候群（同種造血細胞
移植後）で TAC 2 mg/日服用（発症 8カ月前 TAC濃度
3.0 ng/mL）。発熱，鼻汁，喀痰出現 3日目の SARS-CoV-2
PCR陽性。来院時の eGFR 59.2 mL/min/1.73 m2，TAC 1
mg/日へ減量し，NMV/r（1回 150 mg/100 mgを 1日 2
回，5日間）で自宅療養となった。来院 4日後から悪心・
食欲不振・下痢，8日目に下肢異常感覚・振戦，12日目に
発熱・見当識障害が出現し再診。急性腎障害（eGFR 13.0
mL/min/1.73 m2）と代謝性アシドーシス（pH 7.14），胸
部 CTですりガラス陰影を認め，来院時の TAC濃度は
12.3 ng/mLであった。同日当院 ICU入院，TACを中止

し持続的腎代替療法実施下にレムデシビル 5日間投与，そ
の後腎機能改善し 28日目に自宅退院となった。
【症例 2】50代女性。特発性肺動脈性肺高血圧症（肺移
植後）で TAC 1 mg/日服用（発症 2カ月前 TAC濃度 9.4
ng/mL）。発熱，咳嗽，咽頭痛出現日の SARS-CoV-2 PCR
陽性（eGFR 38.1 mL/min/1.73 m2）。TACを 0.5 mg/日へ
減量のうえ近医で NMV/rを処方された。感冒症状改善も
発症 6日目から嘔気・食欲不振・腹痛・下痢が出現し発症
10日目に再診。脱水症状と急性腎障害（eGFR 12.8 mL/
min/1.73 m2）を認め，来院時の TAC濃度は 45.7 ng/mL
であった。同日当院一般病棟入院，TAC休薬のうえ輸液
療法を行った。14日目から TAC 1 mg/日で再開し 18日
目に退院となった。
【考察】TAC服用患者における NMV/r使用時は薬剤性
腎障害を回避するため，TACの計画的な減量・休薬と血
中濃度管理が必須である。

55．COVID-19持続感染を呈した重症筋無力症患
者に対しエンシトレルビルとレムデシビルを
併用し加療した症例の経験

下野 奨平 1，茂見 茜里 1,2，川村 英樹 2，高橋 菜緒 1，
金澤 直子 1，有村 昂太朗 1，西 順一郎 2，寺薗 英之 1

1鹿児島大学病院薬剤部
2鹿児島大学病院感染制御部
【緒言】抗 CD20モノクローナル抗体による B細胞枯渇
療法や CAR-T細胞療法で治療中の高度免疫不全を有する
血液悪性腫瘍患者は SARS-CoV-2持続感染のリスクとな
り，これらの患者で抗ウイルス薬の長期投与や併用療法の
有用性が報告されている。今回，我々は SARS-CoV-2持
続感染を呈した重症筋無力症患者でレムデシビル（RDV）
とエンシトレルビル併用療法が奏功した症例を経験したの
で報告する。
【症例 1】50代，女性。抗 LRP4抗体陽性重症筋無力症
に対してエフガルチギモドアルファ導入後，維持療法とし
てプレドニゾロン（15 mg/日），シクロスポリン（CysA，
200 mg/日），メトトレキサート（16 mg/週）でフォロー
中。ステロイド性糖尿病（HbA1c 5.8）の合併あり。発熱，
喀痰貯留が出現し近医受診され SARS-CoV-2抗原定量陽
性（Day 0）。Day 1からエンシトレルビル開始するも酸
素化低下，胸部 X線で右下肺野に浸潤影を認め Day 3に
当院へ紹介入院となり，Day 3～12 RDV加療で解熱，酸
素化が改善した（Day 10抗原定量 37.2 COI）。フォローの
抗原定量検査（Day 16）で 22,219 COIと再上昇，Day 25
から発熱，胸部 CTで右下肺野に浸潤影，粒状影の増悪を
認めたため，細菌性肺炎の合併も考慮しセフェピムで加療
とともに Day 25～29で RDVとエンシトレルビルで加療，
Day 31に抗原定量 9.3まで低下し隔離解除した。また，エ
ンシトレルビル導入後 CysAは 40 mg/日に減量すること
で，CysA濃度は適正濃度内でコントロールすることがで
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きた。
【考察】重症筋無力症治療薬であるエフガルチギモド
アルファは治療期間中及び治療終了後の血中 IgG濃度低
下による肝炎ウイルスキャリアを含む感染症再燃や増悪が
注意喚起されている。今回は高用量のステロイドや免疫抑
制剤使用下でもあり本薬剤と COVID-19持続感染との関
連性は明らかではないが，COVID-19持続感染例でエンシ
トレルビルとレムデシビル併用がウイルス量減少，臨床症
状改善に有効であった。

56．当院における外来経口抗菌薬の AWaRe分類
の推移

山階 規子，塚原 優太，保井 健太，稲田 顕慶，
小田 亮介
京都医療センター薬剤部
【目的】2016年に公表された薬剤耐性対策アクションプ
ランの中で，医療機関には抗菌薬の使用動向の把握と適正
使用の推進が求められた。その中で 2019年 6月にWHO
が抗菌薬使用量から抗菌薬適正使用を判断するための新た
な指標である AWaRe分類を打ち出した。そこで当院にお
ける 2017年から 2022年における AWaRe分類の割合の推
移の調査を行った。
【方法】当院における 2017年から 2022年の 6年間の経
口抗菌薬の使用量の推移について後方視的に調査を実施し
た。DDD（Defined Daily Dose）と対象期間の各年度あた
りの外来患者数のデータを調査した。そこから年度別の外
来患者千人あたりの抗菌薬使用量（DDDs/1,000人）（以
下，AUD）を算出し，そこから AWaRe分類の推移を比
較した。
【結果】経口抗菌薬全体での AUDは 2017年 321.63，2018
年 349.97，2019年 351.37，2020年 397.00，2021年 390.82，
2022年 335.47であった。また AWaRe分類ごとの使用比
率の推移は Access抗菌薬で 42% → 42% → 45% → 46%
→ 53% → 53%，Watch抗菌薬で 58% → 58% → 55% →
54% → 47% → 47%であった。
【考察】2020年から 2021年にかけて全体の AUDは増
加していた。2021年には Access抗菌薬の比率が増加し，
Watch抗菌薬の比率が減少傾向にあった。今回は 2020年
以降の抗菌薬全体での AUD増加傾向に関して要因を調査
することが出来なかったが，Watch抗菌薬の減少傾向と
いう好ましい結果が得られている。2024年度の診療報酬
改定では，Watch抗菌薬の使用抑止を評価する項目が新
設されたため，今後診療科毎の処方状況を分析することで
更なる抗菌薬適正使用を推進していきたい。

57．肺炎球菌における D-cycloserineの標的と結
合様式の同定

松江 梨々子 1,2，西野 邦彦 1,2,3

1大阪大学産業科学研究所

2大阪大学大学院薬学研究科
3大阪大学感染症総合教育研究拠点（CiDER）
肺炎球菌（Streptococcus pneumoniae）は肺炎を引き起こ
す筆頭病原体であり，近年その薬剤耐性化は国内の臨床現
場で大きな脅威である。従来はペニシリンを代表とする細
胞壁合成阻害薬の研究が進められてきた。その反面，細胞
壁前駆体（Lipid II）の合成そのものを阻害する化合物へ
の理解は停滞していた。そこで今回は Lipid II合成を阻害
するとされる抗結核薬 D-cycloserine（DCS）が肺炎球菌
に対してどのように抗菌活性を発揮するかを調べた。DCS
は，Lipid II内の D-Ala-D-Ala合成に必要な酵素 Alr（ア
ラニンラセマーゼ）と Ddl（D-Ala-D-Alaリガーゼ）の活
性を抑制することで，細胞壁前駆体合成を阻害するとされ
ている。しかし，その主要ターゲットは菌種によって異な
ると報告されており，肺炎球菌に対する作用機序は不明で
ある。本研究では，肺炎球菌における DCSの標的の同定
から新たな薬効ターゲットの可能性を見出すことを試みた
いと考えた。
我々は肺炎球菌における DCSの作用機序を同定するた
めに，野生株を最小生育阻止濃度以上の環境下で培養し，
DCS耐性株を単離することに成功した。遺伝子解析の結
果，全耐性株に ddl遺伝子の重複が認められた一方，alr
遺伝子には変異が無かったことを見出した。さらに，作成
した Ddl過剰発現株では DCS感受性が低下したが，Alr
過剰発現株では低下しなかった。これらの結果は，肺炎球
菌 Ddlが DCSの主要な標的であることを示すとともに，
肺炎球菌 Alrには DCSが結合しない可能性があることを
示唆している。本研究では生化学的アプローチと構造解析
を組み合わせることで DCSの標的結合様式の特定を目指
すとともに，肺炎球菌 Alrの特異的阻害を行う化合物の開
発に繋がる基盤の構築を行う。
会員外共同研究協力者：田口 厚志



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /All
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 15%)
  /CalRGBProfile (Adobe RGB \0501998\051)
  /CalCMYKProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.5
  /CompressObjects /Off
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages false
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends false
  /DetectCurves 0.1000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness false
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Remove
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
    /Arial-Black
    /Arial-BlackItalic
    /Arial-BoldItalicMT
    /Arial-BoldMT
    /Arial-ItalicMT
    /ArialMT
    /ArialNarrow
    /ArialNarrow-Bold
    /ArialNarrow-BoldItalic
    /ArialNarrow-Italic
    /Batang
    /BatangChe
    /BookAntiqua
    /BookAntiqua-Bold
    /BookAntiqua-BoldItalic
    /BookAntiqua-Italic
    /BookmanOldStyle
    /BookmanOldStyle-Bold
    /BookmanOldStyle-BoldItalic
    /BookmanOldStyle-Italic
    /BookshelfSymbolSeven
    /Century
    /CenturyGothic
    /CenturyGothic-Bold
    /CenturyGothic-BoldItalic
    /CenturyGothic-Italic
    /CenturyOldStyleStd-Bold
    /CenturyOldStyleStd-Italic
    /CenturyOldStyleStd-Regular
    /ComicSansMS
    /ComicSansMS-Bold
    /CourierNewPS-BoldItalicMT
    /CourierNewPS-BoldMT
    /CourierNewPS-ItalicMT
    /CourierNewPSMT
    /Dotum
    /DotumChe
    /Edigai-OTF-GoIwata
    /Edigai-OTF-MinIwata
    /Edisys-OTF-Gaiji
    /Edisys-OTF-KAZARI
    /EstrangeloEdessa
    /FranklinGothic-Medium
    /FranklinGothic-MediumItalic
    /FutoGoB101Pro-Bold
    /FutoMinA101Pro-Bold
    /FuturaStd-Bold
    /FuturaStd-BoldOblique
    /FuturaStd-Book
    /FuturaStd-BookOblique
    /FuturaStd-ExtraBold
    /FuturaStd-ExtraBoldOblique
    /FuturaStd-Heavy
    /FuturaStd-HeavyOblique
    /FuturaStd-Light
    /FuturaStd-LightOblique
    /FuturaStd-Medium
    /FuturaStd-MediumOblique
    /Garamond
    /Garamond-Bold
    /Garamond-Italic
    /Gautami
    /Georgia
    /Georgia-Bold
    /Georgia-BoldItalic
    /Georgia-Italic
    /GothicBBBPro-Medium
    /GothicMB101Pro-Bold
    /GothicMB101Pro-Heavy
    /Gulim
    /GulimChe
    /Gungsuh
    /GungsuhChe
    /Haettenschweiler
    /HelveticaLTStd-Blk
    /HelveticaLTStd-BlkObl
    /HelveticaLTStd-Bold
    /HelveticaLTStd-BoldObl
    /HelveticaLTStd-Light
    /HelveticaLTStd-LightObl
    /HelveticaLTStd-Obl
    /HelveticaLTStd-Roman
    /HGGothicE
    /HGGyoshotai
    /HGMaruGothicMPRO
    /HGPGothicE
    /HGPGyoshotai
    /HGPSoeiKakugothicUB
    /HGPSoeiKakupoptai
    /HGSeikaishotaiPRO
    /HGSGothicE
    /HGSGyoshotai
    /HGSoeiKakugothicUB
    /HGSoeiKakupoptai
    /HGSSoeiKakugothicUB
    /HGSSoeiKakupoptai
    /Impact
    /Jun101Pro-Light
    /Jun34Pro-Medium
    /Jun501Pro-Bold
    /KeplerStd-Black
    /KeplerStd-BlackCnItSubh
    /KeplerStd-BlackCnSubh
    /KeplerStd-BlackIt
    /KeplerStd-Bold
    /KeplerStd-BoldCnItSubh
    /KeplerStd-BoldCnSubh
    /KeplerStd-BoldIt
    /KeplerStd-CnItSubh
    /KeplerStd-CnSubh
    /KeplerStd-Italic
    /KeplerStd-Light
    /KeplerStd-LightCnItSubh
    /KeplerStd-LightCnSubh
    /KeplerStd-LightIt
    /KeplerStd-Medium
    /KeplerStd-MediumCnItSubh
    /KeplerStd-MediumCnSubh
    /KeplerStd-MediumIt
    /KeplerStd-Regular
    /Latha
    /LucidaConsole
    /LucidaSansUnicode
    /Mangal-Regular
    /MicrosoftSansSerif
    /MidashiGoPro-MB31
    /MidashiMinPro-MA31
    /MingLiU
    /MonotypeCorsiva
    /MS-Gothic
    /MS-Mincho
    /MSOutlook
    /MS-PGothic
    /MS-PMincho
    /MSReferenceSansSerif
    /MSReferenceSpecialty
    /MS-UIGothic
    /MVBoli
    /Myriad-BdWeb
    /Myriad-CnItWeb
    /Myriad-CnWeb
    /Myriad-ItWeb
    /Myriad-Web
    /NSimSun
    /OCRB
    /OptimaLTStd
    /OptimaLTStd-Black
    /OptimaLTStd-BlackItalic
    /OptimaLTStd-Bold
    /OptimaLTStd-BoldItalic
    /OptimaLTStd-DemiBold
    /OptimaLTStd-DemiBoldItalic
    /OptimaLTStd-ExtraBlack
    /OptimaLTStd-Italic
    /OptimaLTStd-Medium
    /OptimaLTStd-MediumItalic
    /OptimaLTStd-XBlackItalic
    /PalatinoLinotype-Bold
    /PalatinoLinotype-BoldItalic
    /PalatinoLinotype-Italic
    /PalatinoLinotype-Roman
    /PalatinoLTStd-Black
    /PalatinoLTStd-BlackItalic
    /PalatinoLTStd-Bold
    /PalatinoLTStd-BoldItalic
    /PalatinoLTStd-Italic
    /PalatinoLTStd-Light
    /PalatinoLTStd-LightItalic
    /PalatinoLTStd-Medium
    /PalatinoLTStd-MediumItalic
    /PalatinoLTStd-Roman
    /PMingLiU
    /Raavi
    /RyuminPro-Bold
    /RyuminPro-Heavy
    /RyuminPro-Light
    /RyuminPro-Medium
    /RyuminPro-Regular
    /RyuminPro-Ultra
    /ShinGoPro-Bold
    /ShinGoPro-Light
    /ShinGoPro-Medium
    /ShinGoPro-Regular
    /ShinGoPro-Ultra
    /ShinseiKaiPro-CBSK1
    /Shruti
    /SimHei
    /SimSun
    /Sylfaen
    /SymbolMT
    /SymbolStd
    /Tahoma
    /Tahoma-Bold
    /TimesLTStd-Bold
    /TimesLTStd-BoldItalic
    /TimesLTStd-ExtraBold
    /TimesLTStd-Italic
    /TimesLTStd-Roman
    /TimesLTStd-Semibold
    /TimesLTStd-SemiboldItalic
    /TimesNewRomanPS-BoldItalicMT
    /TimesNewRomanPS-BoldMT
    /TimesNewRomanPS-ItalicMT
    /TimesNewRomanPSMT
    /Trebuchet-BoldItalic
    /TrebuchetMS
    /TrebuchetMS-Bold
    /TrebuchetMS-Italic
    /Tunga-Regular
    /UniversLTStd
    /UniversLTStd-Black
    /UniversLTStd-BlackEx
    /UniversLTStd-BlackExObl
    /UniversLTStd-BlackObl
    /UniversLTStd-Bold
    /UniversLTStd-BoldCn
    /UniversLTStd-BoldCnObl
    /UniversLTStd-BoldEx
    /UniversLTStd-BoldExObl
    /UniversLTStd-BoldObl
    /UniversLTStd-Cn
    /UniversLTStd-CnObl
    /UniversLTStd-Ex
    /UniversLTStd-ExObl
    /UniversLTStd-Light
    /UniversLTStd-LightCn
    /UniversLTStd-LightCnObl
    /UniversLTStd-LightObl
    /UniversLTStd-Obl
    /UniversLTStd-XBlack
    /UniversLTStd-XBlackEx
    /UniversLTStd-XBlackExObl
    /UniversLTStd-XBlackObl
    /Verdana
    /Verdana-Bold
    /Verdana-BoldItalic
    /Verdana-Italic
    /WarnockPro-Bold
    /WarnockPro-BoldCapt
    /WarnockPro-BoldDisp
    /WarnockPro-BoldIt
    /WarnockPro-BoldItCapt
    /WarnockPro-BoldItDisp
    /WarnockPro-BoldItSubh
    /WarnockPro-BoldSubh
    /WarnockPro-Capt
    /WarnockPro-Disp
    /WarnockPro-It
    /WarnockPro-ItCapt
    /WarnockPro-ItDisp
    /WarnockPro-ItSubh
    /WarnockPro-Light
    /WarnockPro-LightCapt
    /WarnockPro-LightDisp
    /WarnockPro-LightIt
    /WarnockPro-LightItCapt
    /WarnockPro-LightItDisp
    /WarnockPro-LightItSubh
    /WarnockPro-LightSubh
    /WarnockPro-Regular
    /WarnockPro-Semibold
    /WarnockPro-SemiboldCapt
    /WarnockPro-SemiboldDisp
    /WarnockPro-SemiboldIt
    /WarnockPro-SemiboldItCapt
    /WarnockPro-SemiboldItDisp
    /WarnockPro-SemiboldItSubh
    /WarnockPro-SemiboldSubh
    /WarnockPro-Subh
    /Webdings
    /Wingdings2
    /Wingdings3
    /Wingdings-Regular
    /ZWAdobeF
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages false
  /ColorImageMinResolution 150
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 150
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.00000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 1.30
    /HSamples [2 1 1 2] /VSamples [2 1 1 2]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 10
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 10
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages false
  /GrayImageMinResolution 150
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 150
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.00000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 1.30
    /HSamples [2 1 1 2] /VSamples [2 1 1 2]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 10
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 10
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages false
  /MonoImageMinResolution 300
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages false
  /MonoImageDownsampleType /Average
  /MonoImageResolution 150
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.00000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects true
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /PDFXOutputConditionIdentifier (JC200103)
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName (http://www.color.org)
  /PDFXTrapped /Unknown

  /CreateJDFFile false
  /Description <<

  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AllowImageBreaks true
      /AllowTableBreaks true
      /ExpandPage false
      /HonorBaseURL true
      /HonorRolloverEffect false
      /IgnoreHTMLPageBreaks false
      /IncludeHeaderFooter false
      /MarginOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /MetadataAuthor ()
      /MetadataKeywords ()
      /MetadataSubject ()
      /MetadataTitle ()
      /MetricPageSize [
        0
        0
      ]
      /MetricUnit /inch
      /MobileCompatible 0
      /Namespace [
        (Adobe)
        (GoLive)
        (8.0)
      ]
      /OpenZoomToHTMLFontSize false
      /PageOrientation /Portrait
      /RemoveBackground false
      /ShrinkContent true
      /TreatColorsAs /MainMonitorColors
      /UseEmbeddedProfiles false
      /UseHTMLTitleAsMetadata true
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /BleedOffset [
        0
        0
        0
        0
      ]
      /ConvertColors /NoConversion
      /DestinationProfileName (Japan Color 2001 Coated)
      /DestinationProfileSelector /UseName
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements true
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles true
      /MarksOffset 0
      /MarksWeight 0.283460
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /UseName
      /PageMarksFile /JapaneseWithCircle
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /LeaveUntagged
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
  /SyntheticBoldness 1.000000
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [600 600]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice


